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はじめに 

 

歴史公文書等保存方法検討有識者会議（以下「会議」という。）は、独立行政法

人国立公文書館（以下「国立公文書館」という。）における紙媒体の歴史公文書等

の保存方法について、従来の取組みを踏まえつつ、検討を実施し、将来的な方向

性についての結論を得ることを目的として、平成 22（2010）年 5 月に設置され、

同年 7 月から開催されたものである。 
国立公文書館では、従来、紙媒体の歴史公文書等の保存については、マイクロ

フィルムにより代替物を作成する取組みを行ってきたが、会議では、マイクロフィ

ルム化して保存することとデジタル化して電子的に保存することによる技術面、

経費面におけるメリット、デメリットを検討し、結論を得ることとした。 
このような検討を実施することに至った背景としては、次の二つの要因が考え

られる。 
一つ目は、公文書等を「健全な民主主義の根幹を支える国民共有の知的資源」

であるとする「公文書等の管理に関する法律」（平成 21 年法律第 66 号）の施行を

間近に控えていることがある。公文書等のライフサイクル管理という大きな枠組

みの中で、国立公文書館が所蔵する歴史公文書等の保存の在り方を見つめ直す時

期が到来したものと考えられる。 
二つ目の背景として、デジタル技術の進展・成熟がある。国立公文書館は、歴

史公文書等のデジタル画像をインターネットを通じて利用できる「デジタルアー

カイブ」を平成 17（2005）年度から運用している。加えて、平成 23（2011）年

度から「ボーンデジタル」の電子公文書等の移管・保存・利用のためのシステム

を運用開始する運びとなっている。このような中で、紙文書の保存においても、

デジタル技術の活用による代替化も視野に入れて、今後の方向性及び可能性を見

極める時期に至ったと考えられる。 
そこで、会議は、国立公文書館におけるマイクロフィルム化の撮影等作業の実

見、先駆的取組みとなる国立国会図書館におけるデジタル化等の取組みに関する

ヒアリングを含め、国内外の事例調査を行った。その上で、歴史公文書等の保存

を目的とする代替物の在り方について検討を行い、将来の方向性について、一定

の結論に達した。 
本報告書は、会議の調査検討の成果及び結論をまとめたものである。
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第１章 検討の背景と目的 
  

１－１ 検討の背景 
１－１－１ 政府による取組状況 
平成 13（2001）年 1 月に、情報通信技術（IT）の発展に伴う急激かつ大幅な社

会経済構造の変化に対応し、高度情報通信ネットワーク社会の形成に関する施策

を迅速かつ重点的に推進することを目的とした「高度情報通信ネットワーク社会

推進戦略本部」 （IT 戦略本部）が内閣に設置された。世界最先端の IT 国家とな

ることを目標とし、超高速インターネット網の整備や電子政府の実現等を目指す

e-Japan 戦略も策定され、国及び地方の公共機関における電子政府基盤の急速な

整備が進み、電子的に作成される文書も増加している。国立公文書館でも電子媒

体の公文書等（以下「電子公文書等」という。）の効率的な管理・保存に向けて最

適な保存媒体や管理方策等の検討を行い、平成 23（2011）年度から電子公文書等

の移管・保存・利用システムの運用を開始することとしている。 
 

１－１－２ 保存に関する法制度や標準化等の状況 
代替物の作成等や文書管理に関する法制度や標準化等の状況について、以下に

概観する。 
著作権法（昭和 45 年法律第 48 号）では、第 31 条第 1 項 2 号において、国立

国会図書館や図書、記録等の資料を公衆の利用に供する施設が、営利を目的とし

ない事業において図書や記録等の図書館資料の「保存のため必要がある場合」に

は、著作物を複製することができるとしている。 
また、平成 21（2009）年 6 月の同法改正（平成 22（2010）年 1 月施行）を受

けて、国立国会図書館においては、資料の原本を利用に供することにより、滅失

や損傷、汚損等のおそれがある場合は、公衆の利用に供するために、著作物を納

本後すぐに著作権者の許諾なしに電磁的記録を作成することが可能となった。 
商業関係の帳簿類については、紙媒体の文書を媒体変換しマイクロフィルムで

代替物を作成・保存することが、昭和 57 年大蔵省告示第 54 号１等で容認されて

いる。 
デジタルについては、平成 11（1999）年に公布された行政機関の保有する情報

の公開に関する法律（平成 11 年法律第 42 号）における「行政文書」の定義の中

に、「電磁的記録」（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識する

                                                  
１「法人税法施行規則第 59 条第 5 項に規定する保存の方法を定める件」（昭和 57 年 3 月 31
日） 
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ことができない方式で作られた記録）が含まれているほか、「電子帳簿保存法」２や

「e‐文書法」３においても、民間事業者等において紙の原本により保存すること

を義務付けられていた文書について、一定の条件のもとで電子化された文書での

保存が認められるなど、法制度の整備が進展している。 
次に、標準化等の取組みについては、マイクロフィルムの処理方法や保存方法

に関する規格として日本工業規格の JIS Z6009４等がある。電子化文書の長期保存

については、平成 18（2006）年に制定された規格 JIS Z6017５が紙文書やマイク

ロフィルム文書を電子化後に長期保存するための品質やファイル形式、記録媒体

のハードや運用システム等を網羅的に規定している。また、紙文書やマイクロフィ

ルム文書の電子化についても、同じくJISのZ6016６が整備され、電子化から保管、

活用等の一連の電子化プロセスについて規定されている。さらに、平成 21（2009）
年には、デジタルデータをコンピュータ出力のマイクロフォームと光ディスクの

両方で同時に保存することを推奨する規格 ISO11506７が発行された。これは、デ

ジタルデータの長期保存において、マイクロフィルムと光ディスクの両方の特質

を相互に補完する内容となっており、注目すべき規格であるといえる。 
電子情報の長期保存等に関しては、基本的な概念や枠組みをモデル化した OAIS

参照モデル（Reference Model for an Open Archival Information System）が

ISO14721８として国際標準化されている 。この OAIS 参照モデルの考え方に基づ

いて、電子情報の管理・保存等に資する標準的メタデータスキーマとして、PREMIS
（Preservation Metadata: Implementation Strategies）、METS（Metadata 
Encoding & Transmission Standard）等が策定されている。 

 
１－２ 検討の目的と経緯 

平成 21（2009）年 12 月 9 日、政策評価・独立行政法人評価委員会は、国立公

文書館に対する「勧告の方向性について」において、 
「各府省における行政事務の電子処理の進展に伴い、国立公文書館への電子

媒体による歴史公文書等の移管及び保存が平成23年度から開始されることも踏

                                                  
２「電子計算機を使用して作成する国税関係帳簿書類の保存方法等の特例に関する法律」（平

成 10 年法律第 25 号） 
３「民間事業者等が行う書面の保存等における情報通信の技術の利用に関する法律」（平成 16
年法律第 149 号）及び「民間事業者等が行う書面の保存等における情報通信の技術の利用

に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律」（平成 16 年法律第 150 号）の

2 法の総称 
４JIS Z 6009:1994. 銀－ゼラチンマイクロフィルムの処理及び保存方法 
５JIS Z 6017:2006. 電子化文書の長期保存方法 
６JIS Z 6016:2008. 紙文書及びマイクロフィルム文書の電子化プロセス 
７ISO 11506:2009. Document management applications – Archiving of electronic data – 
Computer output microform (COM) / Computer output laser disc (COLD).  

８ISO 14721:2003. Space data and information transfer systems – Open archival 
information system – Reference model. 
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まえ、紙媒体で移管された又は今後移管される歴史公文書等の保存方法につい

て、外部有識者からなる検討委員会の活用や民間への調査委託などにより、マ

イクロフィルム化して保存することとデジタル化して電子的に保存することに

よる技術面、経費面におけるメリット、デメリットを 22 年度末までに検討し、

結論を得るものとする。」 
とした。 
これを受けて、平成 22（2010）年度から 26（2014）年度までの期間における

国立公文書館の第 3 期中期目標において、「紙媒体で移管された又は今後移管され

る歴史公文書等の保存方法について、マイクロフィルム化して保存することとデ

ジタル化して電子的に保存することによる技術面、経費面におけるメリット、デ

メリットを、平成 22 年度末までに民間の専門家等の知見を十分に活用しながら検

討し、結論を得ること」を目標として掲げた。国立公文書館は、中期計画及び平

成 22（2010）年度の年度計画にも同趣旨の目標を掲げている。 
そこで、国立公文書館における紙媒体の歴史公文書等の保存方法について、従

来の取組みを踏まえつつ、将来的な保存方法の検討及びその方向性についての結

論を得ることを目的として開催されることとなったのが、歴史公文書等保存方法

検討有識者会議である。 
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第２章 国立公文書館における保存方法の現状 
 

２－１ 国立公文書館の概要 
国立公文書館は、公文書の散逸防止と公開のための施設の必要性についての認

識の高まりを受けて、昭和 46（1971）年に設置された。その所蔵資料は、国の機

関から移管を受けた歴史公文書のほか、江戸幕府の記録類や和漢の古典籍・古文

書を所蔵していた内閣文庫の所蔵資料等で構成されている。平成 10（1998）年に

はつくば分館（以下「分館」という。）が設置され、書庫等の拡充が行われた。平

成 13（2001）年に国の行政改革の一環として独立行政法人国立公文書館となり現

在に至る。その設置根拠や責務は、公文書館法（昭和 62 年法律第 115 号）及び国

立公文書館法（平成 11 年法律第 79 号）によって規定されている。現在は、平成

21（2009）年 7 月に公布された公文書等の管理に関する法律（平成 21 年法律第

66 号）（以下「公文書管理法」という。）の施行を控えているところである。 
平成 21（2009）年度末現在、国立公文書館が所蔵する歴史公文書等の冊数は約

120 万冊となっている。国立公文書館では、これら国民共有の貴重な財産である

歴史公文書等の保存と利用を行うために、様々な取組みを実施してきた。このう

ち、歴史公文書等の代替物作成は、昭和 48（1973）年度以降、原本の保存と利用

者の利便性の向上を目的として、継続的にマイクロフィルムにより行われており、

平成 21（2009）年度現在、所蔵資料の約 1 割に当たる約 12 万冊分のマイクロフィ

ルムが作成されている。また、利用推進のための取組みとしては、平成 17（2005）
年 4 月に運用が開始された「国立公文書館デジタルアーカイブ」（以下「デジタル

アーカイブ」という。）がある。これにより国立公文書館所蔵資料のデジタル画像

が「いつでも」「だれでも」「どこでも」「無料で」インターネットを通じて閲覧で

きるようになっている。平成 21 年度末現在、所蔵資料の約 7％に当たる約 85,000
冊分のデジタル画像が利用に供されている。 
加えて、平成 23（2011）年度から電子公文書等の移管・保存・利用システムの

運用が開始されることとなっており、国立公文書館では同システムの構築を行っ

ている。これは、平成 18（2006）年 6 月に公文書等の適切な管理、保存及び利用

に関する懇談会から内閣官房長官に提出された「中間段階における集中管理及び

電子媒体による管理・移管・保存に関する報告書」の提言を受けて実施された内

閣府及び国立公文書館におけるプロトタイプによる総合的検証等の成果を踏まえ

て、実施されているものである９。 

                                                  
９公文書等の適切な管理、保存及び利用に関する懇談会「中間段階における集中管理及び電

子媒体による管理・移管・保存に関する報告書」平成 18（2006）年 6 月 
http://www8.cao.go.jp/chosei/koubun/kondankai14/houkoku.pdf [accessed 2010-12-22] 
内閣府「平成 20 年度電子公文書等の管理・移管・保存・利用システムに関する調査報告書」

平成 21（2009）年 3 月 
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２－２ 国立公文書館所蔵資料の概要 

国立公文書館が国の機関から移管を受ける歴史公文書等は、当該機関が作成・

取得してから一定期間経過したのちに受け入れられる。現在は、それぞれの文書

作成機関において定められた保存期間が満了する際に、移管が行われる。また、

国立公文書館が所蔵する歴史公文書等は、原則として、一般の利用に供されるも

のであるが、国立公文書館法第 16 条の規定に基づき、個人の秘密の保持その他の

合理的な理由により、利用を制限することもある。国立公文書館所蔵資料は、移

管され、保存や利用を開始した時点で既に作成から一定の年数を経過しているこ

とになる。この点は、国立公文書館における歴史公文書等の保存方法を検討する

上で考慮すべき特徴の一つであるといえる。   
国立公文書館所蔵資料は、その内容だけではなく、平安時代の古文書から平成

の公文書等まで、その作成年代の幅広さを反映して、装丁や、紙質、筆記具、印

刷方法等も様々である。平成 12（2000）年度に実施された所蔵資料の保存状況に

関する調査報告書１０ によると、紙の種類では和紙、様々な品質の洋紙、感熱紙が、

筆記具等では鉛筆、墨、ボールペン、インク、青焼き図面、湿式コピー等で作成

された資料の所在が確認されている。また、その形態についても、和綴じ、ハー

ドカバー、巻物や袋物、筒・箱物等と多種多様である。さらに、近年移管された

歴史公文書等には、プラスチックや金属性の綴じ具によってファイリングされた

ものが増加するなど、その多様性は年々増す傾向にある。そのため、これら所蔵

資料の保存を確実に実施するためには、保存対策を一律に実施するのではなく、

各資料の属性や特質に応じた保存対策と利用提供の方法が求められている。 
 

２－３ 歴史公文書等の保存についての計画及び方針 
国立公文書館では保存対策方針に基づいた取組みを実施してきた。歴史公文書

等の受入れ時に実施するくん蒸のほか、書庫の温湿度や照明等の管理、代替物作

成、修復作業やクリーニング等、その取組みは多岐にわたる。以下、国立公文書

館における保存方法の現状の概要を記すこととする。 
 

２－３－１ 保存の目的及び基本的考え方 
国立公文書館における歴史公文書等の保存に当たっては、大量にかつ長期的な

保存を可能にするために、従来の「傷んでから直す」という「処理的保存」に加

                                                                                                                                                  
http://www.archives.go.jp/law/pdf/denshi5_1.pdf [accessed 2010-12-22] 

１０財団法人元興寺文化財研究所「国立公文書館所蔵公文書等保存状況等調査－調査報告書

－」『アーカイブズ』第 4 号、平成 12（2000）年 
http://www.archives.go.jp/law/pdf/acv_4_01.pdf [accessed 2010-12-22]. 
財団法人元興寺文化財研究所「国立公文書館所蔵公文書等保存状況等調査－第二次調査報

告書－」『アーカイブズ』第 6 号、平成 13（2001）年 
http://www.archives.go.jp/law/pdf/acv_6_03.pdf [accessed 2010-12-22]. 
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え、「劣化を遅らせる」という「予防的保存」の対策を強化していくことをその基

本的考え方としている。また、大量の歴史公文書等の長期的保存を可能にするた

めには、単に保存技術上の問題のみならず、「何を、どう残すか」という「評価・

選別」の方針を定めることを重視している。 
国立公文書館の使命は、歴史公文書等の適切な保存及び利用を図ることである。

利用を図るとは、現在の世代のみならず将来の世代に対しても、その利用を保証

することである。そこで、常に利用と保存の調和を図るほか、資料群全体の保存

を考えることを、その基本的考え方としている。 
  

２－３－２ 代替物作成の目的及び対象資料の選択方針 
国立公文書館における代替物作成は、既に劣化・損傷している歴史公文書等の

記録の保存及び利用によって生じる原本の劣化・損傷の防止を図ること、並びに

利用の便の向上を目的として実施している。 
このような目的に基づいて、代替物作成を行う歴史公文書等の選択に当たって

は、歴史公文書等の劣化度、内容及び利用頻度、公開率を考慮して対象資料を選

択し、計画的に行うこととしている。 
 

２－３－３ 媒体の種類と選択 
現在、国立公文書館では、紙媒体の歴史公文書等の代替物作成に際し、歴史公

文書等の種類、使用目的等を考慮して、マイクロフィルム、写真版、カラーポジ

フィルム及びレプリカの中から適切な媒体を選択している。 
 

マイクロフィルム 

無彩色の歴史公文書等は、主に 16mm マイクロフィルムにより代替物を作成し

ている。使用している銀－ゼラチンマイクロフィルムは、長期保存に適している

ポリエステルを支持体とした PET フィルムである。「ビネガーシンドローム」が

危惧されるセルロースエステルを支持体とした TAC フィルムは使用しておらず、

現状において顕著な劣化状態にあるマイクロフィルムは確認されていない。マイ

クロフィルム化は、原本の保護はもちろんのこと、情報の長期保存ができること、

国立公文書館（本館）と分館で同時に利用に供することができること、マイクロ

リーダプリンタによる検索の迅速さや容易さ、複写の利便性等の利点から選択さ

れている。 
 

写真版 

古書・古文書には、重要文化財の指定を受けたもののほか、貴重な古典籍等が

数多く含まれている。書写時の筆のかすれや木版の刷りの状況の判断が、資料の

利用に重要な意味を持ち、時代の流れの中で多くの写本・版本が存在することか
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ら、複数の資料を比較しながら利用されることが少なくない。そのため、このよ

うな利用のニーズへの対応を図って、特に貴重な古書・古文書については、マイ

クロフィルム撮影した後に紙に出力し冊子の体裁にした写真版を作成し、利用に

供している。 
 

カラーポジフィルム 

大型の地図等、大判のものは利用に供することが難しく、また、利用に供する

ことで損傷するおそれがある。また、彩色のある資料等については、モノクロの

マイクロフィルムでは、情報の再現や利便性の観点から、代替物として十分では

ないといえる場合もある。そのため、大判の資料や絵図等の彩色のある資料は、

保存用と利用用の 2 部の代替物をカラーポジフィルム（4×5 インチ）で作成して

利用に供している。 
 

レプリカ 

国立公文書館における展示及び類縁機関等への展示貸出し等で利用頻度の高い

歴史公文書等については、資料の形態及びその内容、貴重度等を考慮して、レプ

リカを作成し、館内での展示、貸出し等に活用している。 
 

２－４ マイクロフィルム代替物の作成状況 
国立公文書館における代替物作成は、その開始当初から主にマイクロフィルム

によって実施され、現在に至っている。これまでにマイクロフィルム化が行われ

た主な歴史公文書等では、例えば、新旧憲法や詔書、法律等の公布原本である御

署名原本や、明治前期における政府記録の根幹をなす資料である公文録等は、資

料価値が高く、利用頻度も高いことから、開始後の早い時期からマイクロフィル

ム化を行ってきた。また、原資料の劣化が進んでいることを主な理由としてマイ

クロフィルム化を行った資料には、戦後経済政策資料や持株会社整理委員会に関

する資料等がある。このほか、平成 14（2002）年度以降継続して移管されている

内閣法制局の法令案審議録や、内閣官房の閣議資料等は、酸性紙劣化が問題となっ

ている昭和 20 年代から 30 年代にかけて作成された文書が多く、マイクロフィル

ム化を進めている。 
ここ数年の取組みとして、一部の古書・古文書についても、マイクロフィルム

により代替物作成を行っている。これらの資料は、和紙に墨書されたもので、明

治期以降に作成された公文書に比べ、劣化が進んだ資料は少ない。だが、利用頻

度の高い幕府の記録類等を選択して、マイクロフィルム化を実施している。 
 

２－４－１ マイクロフィルム代替物の作成開始年度及び実績 
国立公文書館（本館）では、昭和 48（1973）年度からマイクロフィルム化を実
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施している。分館でも、開館当初からマイクロフィルム化を実施している。 
平成 21（2009）年度には、9,010 冊の歴史公文書等について、マイクロフィル

ム化を行った。平成 22（2010）年度も、引き続きマイクロフィルム化により代替

物を作成している。 
 

２－４－２ マイクロフィルム代替物の利用状況 
国立公文書館においてマイクロフィルムが一般に利用に供されるようになった

のは、昭和 51（1976）年である１１。一部、利用用フィルムの再作成を行っている

例もあるが、早い時期に作成したフィルムも、現在でも問題なく利用することが

できる。現在は、保存用のマスターフィルムから利用用の複製フィルムを 2 部作

成し、国立公文書館（本館）と分館で利用に供している。平成 21（2009）年度に

おいては、歴史公文書等のマイクロフィルムは、延べ 5,606 巻が閲覧等に利用さ

れている。 
このほか、国立公文書館では、平成 17（2005）年度から、マイクロフィルムか

ら作成したデジタル画像をデジタルアーカイブに登載しており、インターネット

を通じて歴史公文書等のデジタル画像の利用が可能になっている。平成 21（2009）
年度末現在、約 868 万コマの画像がデジタルアーカイブへ登載され、画像の利用

が可能である。また、アジア歴史資料センターへも、「アジア歴史資料センターデー

タベース構築計画」に基づき、平成 12（2000）年度からアジア近隣諸国等に関す

る歴史公文書等のマイクロフィルムから作成したデジタル画像データの提供を行っ

ている。 
 

２－４－３ マイクロフィルム代替物の作成手順 
国立公文書館における代替物作成は、日本工業規格（JIS）等が推奨する規格１２

に準拠して実施している。国立公文書館におけるマイクロフィルム代替物作成作

業の特徴は、マイクロフィルム化の工程の中に保存のための措置をできるだけ組

み込んでいる点にある。以下、その主な手順を概観することとする。 
 

資料の選定 

まず、撮影対象資料を選択方針に基づいて選定する。次に、選定した資料の状

態を確認する。その上で、解綴や前作業が必要な資料の特定や作業量の把握等を

行い、作業計画を策定する。 
 

 

                                                  
１１国立公文書館『国立公文書館年報（昭和 51 年度）』昭和 52（1977）年 10 月 
１２主な規格として JIS B7187:2007. 16mm 及び 35mm 銀－ゼラチンマイクロフィルム撮

影方法、JIS K7616:2001. 現像処理済み写真感光材料中の残留チオ硫酸塩の試験方法－よ

う素・アミロース法、メチレンブルー法及び硫化銀法 等 
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解綴作業・前作業 

解綴作業や前作業は、撮影の効率化や原資料の保存の観点から実施される。 
撮影は原則として解綴せずに見開きで実施しているが、劣化状況や厚さ等の物

理的な理由で撮影が困難な歴史公文書等は、分冊又は解綴をして撮影することも

ある。その場合は、背表紙等が復元可能な解綴方法を採り、散逸防止のため各ペー

ジに鉛筆で連番の番号を記入する。 
解綴以外で撮影前の準備として行う前作業には、例えば、破れや裂け目等の破

損がある資料は、修復を行うほか、クリップやステープラの針等、金属製の付属

物は錆の発生等による原資料への悪影響を避けるために除去したり、簿冊単位の

コマ数の確認等のほか、マイクロ情報と原資料を関連付けるための目録情報と原

資料の内容確認や、照合したりする作業がある。 
 

撮影作業 

撮影に使用する保存用のフィルムは、マイクロフィルムネガティブ（16mm ロー

ル、PET ベース）を用いている。撮影の仕様については、例えば、撮影縮率につ

いては、見開き B4 以下のものは 1:25 の縮率で実施するなど、規格に準拠して撮

影を行っている。また、撮影中に特記すべき事項がある場合、例えば、封筒に入っ

ていた文書等は「封筒在中物」等と記載した指示紙を資料と共に置いて撮影する。

さらに、茶変色の進んだ資料や文字の薄くなった資料の場合は、露光を変更して

複数コマ撮影するなど、内容を正確に記録するよう図っている。「解像力テストター

ゲット・縮率ターゲット」等、代替物の品質や原本性、真正性を保証するための

ターゲット類も規格に準拠して撮影を行っている。 
 

後作業 

撮影作業が終了した後に、原資料の状態や指示紙の取り忘れの有無、解綴した

資料の順番等の確認を行う。 
 

再製本 

撮影前に解綴や分冊を行った資料は、原則として元の綴じ穴を生かして製本す

るが、資料の保存を確実にするために、新たに綴じ穴を設けて再製本を行うこと

もある。厚みを調整するための厚紙（枕）は、中性紙で作り換えている。 
また、表紙や裏表紙等には簿冊標題等の有用な情報も多いため、できる限り再

生することとしているが、劣化が著しくそのままの状態では製本することが困難

な資料は、新たに中性紙のカバーを作成し、元の表紙や裏表紙の外側に被せて綴

じ直すなどの措置を施している。 
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箱入れ 

復元が不可能な場合や、再製本が資料に悪影響を及ぼすおそれがある場合は、

解綴した状態のまま、資料の散逸や更なる劣化を防ぐために、資料の大きさに合

うように個別に作成した中性紙の保存箱に収納する。箱の作成時に使用する接着

剤やテープ、留め具等も原資料に悪影響を与えないものを用いている。 
 

排架 

作業を終えた原資料は所定の位置に排架する。保存箱に収納した資料について

は、保存箱にラベルを貼付して、所定の位置に排架する。 
 

代替物完成 

保存用のマスターフィルムは、規格に合格した中性紙の収納箱に納めて「公文

書名」「リール番号」「収録簿冊番号」を記入した紙が貼付される。また、利用用

の複製フィルムは、JIIMA（社団法人日本画像情報マネジメント協会）規格に合

格したカートリッジに装填し、カートリッジ上部に「公文書名」「リール番号」「収

録簿冊番号」が記載される。また、マイクロフィルムのリール番号やコマ番号等

を記入した目録も併せて作成される。 
 

２－５ マイクロフィルム代替物の保存管理状況 
国立公文書館では、保存用マスターフィルムの保存・管理を分館で行っている。

分館のフィルム保管庫は、温度 19℃、湿度 45％RH の定温・定湿の環境を 24 時

間維持し、モニタリングを行っている。また、目視による点検作業等を順次実施

し、平成 21（2009）年度には、約 1,749 巻の点検作業のほか、専用ケースの調湿

剤の交換作業を行っている。 
なお、利用用の複製 2 部は国立公文書館（本館）と分館で利用に供している。

利用用フィルムも、調湿剤を入れた専用ケースで管理を行っている。 
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第３章 国内・国外における代替物の在り方等事例調査 
 

３－１ 事例調査の目的と方針 
原資料の長期保存を目的とした代替物作成が、どのような方針や枠組みの中で

計画・実施されているのかを確認することを目的として、事例調査を行うことと

した。国内外の国立の公文書館や図書館のほか、民間企業等における代替物作成

の取組みを概観し比較を行った。 
調査は、永久保存資料又は長期保存資料の代替物作成事例を中心に調査する方

針で臨んだ。また、代替物だけではなく原資料の保存環境のほか、代替物を作成

する際の仕様や体制等についても比較を行った。 
 

３－２ 事例調査対象 
３－２－１ 国内における事例調査対象 

国内においては、国立国会図書館を主な調査対象としたほか、国の類縁機関で

大規模な代替物作成を行っている例がさほど多くないことから、民間企業等（医

療・福祉業、金融・保険業、建設業等）を調査対象とした。特に、長期保存の必

要性がある紙媒体資料の代替物作成事例について、文献やウェブサイト情報に依

拠して調査を行った。 
 

３－２－２ 国外における事例調査対象 
国外の事例調査においては、国の機関を優先的に対象とすることとし、国立の

公文書館や図書館等における紙媒体資料の代替物作成の具体的な取組状況につい

て調査した。欧州、北米、アジア・太平洋地域の主要な国立の公文書館や図書館

について、文献及びウェブサイト情報により調査を行った。また、補足的に、コ

スト試算に関連する共同研究プロジェクトについても調査した。 
 

３－３ 事例調査項目 
事例調査に際しては、国立の公文書館における歴史公文書等の保存方法及び代

替物作成の今後の在り方を検討するために必要な論点等と密接に関連するように

留意して、調査項目を設定することとした。 
具体的には、代替物作成の目的や選択媒体、原資料の選択方針のほか、代替物

作成方法、代替物及び原資料の保存・維持管理方法や利用関連の状況の項目を設

定した。加えて、国立の公文書館等については関連する上位計画、保存方針等に

ついても調査することとした。 
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３－３－１ 代替物作成の目的、選択媒体、原資料の選択方針  
まず、代替物作成の目的について確認し、媒体は何を用いているかなどについ

て調査するとともに、代替物の作成を行う原資料の選択方針等についても確認す

ることとした。 
 

３－３－２ 代替物作成方法 
代替物の作成方法については、具体的な仕様や準拠している規格、前作業等の

有無等の調査を行った。また、代替物作成を担当する部署等の実施体制について

も確認することとした。 
 

３－３－３ 代替物及び原資料の保存・維持管理方法 
代替物及び原資料の保存方法や維持管理方法についても調査した。収蔵庫内の

温湿度等の保存環境や、マイグレーション等について確認した。 
 

３－３－４ 利用関連の状況 
利用関連の状況については、代替物や目録の提供の有無及び範囲、インターネッ

トによる提供状況等、利用の方針と実態について確認を行った。 
 

３－３－５ 上位計画・保存方針等 
国立の公文書館等については、以上の項目に加え、どのような方針や枠組みの

中で代替物作成が行われているかを確認することとした。また、代替物作成に関

連する戦略や計画、ガイドライン等についても調査した。 

 

３－４ 国内における事例調査結果 
３－４－１ 事例１．国立国会図書館における取組状況  
国立国会図書館では、資料の利用促進と保存の両立を目的に、「平成 21 年度以

降の当館所蔵資料の媒体変換基本計画」１３を策定し、所蔵資料の代替物作成方法

をマイクロ化からデジタル化に転換することを発表した。デジタル化に転換する

理由として、提供における利便性のほか、JIS 等の規格整備の進展や欧米におけ

る調査研究の進展、館内における協議の進展等を挙げている。 
マイクロ化は、原則として外部機関と提携してマイクロ化を実施しているもの

や、一定の区切りまでマイクロ化を行うのが適当なものを対象としている。デジ

タル化の方法については、原資料からのスキャニングを行う場合、オーバーヘッ

ド方式のスキャナを用い、光学解像度 400dpi、24 ビットフルカラーによるスキャ

ニングを実施することとし、マイクロフィルムからデジタル化を実施する場合は、

                                                  
１３国立国会図書館「平成 21 年度以降の当館所蔵資料の媒体変換基本計画」平成 21（2009）

年 3 月 27 日  
http://www.ndl.go.jp/jp/aboutus/conversion_plan2009.pdf [accessed 2010-12-22]. 
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A3 サイズ 400dpi、8 ビットグレースケールで実施している。また、原資料からス

キャニングを行う場合とマイクロフィルムから行ういずれの場合も、共通の仕様

として画像フォーマットは保存用、提供用ともに JPEG 2000 を採用し、目次につ

いてはテキスト入力を実施しデータベース化を行っているが、OCR による本文の

テキスト化は実施しない方針としている。 
国立国会図書館における大規模デジタル化は、電子図書館サービス及び保存の

ためのデジタル化分があり、平成 21（2009）年度分の第一次補正予算で 127 億円

を計上し、約 90 万冊相当のデジタル化を予定している。電子図書館サービスの目

的でデジタル化される資料として、戦前期刊行図書、古典籍資料、官報、学位論

文等が対象とされている。保存のためのデジタル化対象資料としては、戦前期の

刊行図書（昭和 43（1968）年分までの受入分）、戦前戦後期の雑誌等がある。平

成 22（2010）年 9 月現在、戦前期刊行図書（明治～昭和 20（1945）年受入分）

32 万冊、戦後期刊行図書（昭和 20（1945）～43（1968）年受入分）約 27 万冊、

戦前戦後期の国内刊行雑誌の約 1 万 2 千タイトル、古典籍資料 6 万冊、児童書 4
万冊、博士論文 14 万冊等のデジタル化を実施し、著作権処理も並行して実施して

いる。 
国立国会図書館の所蔵資料のデジタル化を促進する要因として、平成 21（2009）

年の著作権法の一部改正がある。従来、劣化・損傷している場合のみ電子化を行

うことが可能であったが、平成 21（2009）年の改正により、第 31 条の図書館等

における複製において、第 2 項が新設され、国立国会図書館においては、資料が

損傷、劣化する前、納本後直ちに電子化を実施することが可能になった。 
作成されたデータについては、保存用のデータはブルーレイディスクに、提供

用のデータは提供用システムのハードディスクで保管している。保存用のデータ

を収録したブルーレイディスクは、一定の温湿度を保った書庫において保存して

いる。マイグレーションについては、現在、調査検討を実施しているところであ

る１４。また、マイクロフィルムについては、保存用フィルム専用の保存庫におい

て温度 18℃、湿度 25％RH の環境下で管理１５を行っている。 
  

３－４－２ 事例２．他分野における取組状況 
国内の他分野における代替物作成の実施状況を概観すると、マイクロ化とデジ

タル化を並行して代替物作成を実施する場合と、デジタル化を実施する場合の 2
種に大別できる。 
例えば、医療・福祉業における事例として、保存年限が 5 年と定められている

医療用カルテの代替物作成では、デジタル化を採用してカルテの電子化を実施す

                                                  
１４第 2 回歴史公文書等保存方法検討有識者会議における国立国会図書館総務部企画課発表 
１５村本聡子「国立国会図書館における所蔵マイクロ資料の緊急劣化対策」平成 19（2007）

年 9 月 28 日  
http://www.ndl.go.jp/jp/aboutus/pdf/report_no18.pdf [accessed 2010-12-22]. 
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る例が見受けられる。一方で、原資料を半永久的に保存する必要があると明記し

ている建設業等においては、マイクロフィルムを保存用の代替物として採用して

おり、代替物作成実施後も原資料は破棄せず保管している。また、マイクロフィ

ルムとデジタルの両方の媒体を採用する場合は、マイクロフィルムを長期保存用、

デジタル媒体をサービス向上等の利用目的で分けて採用する事例が見受けられた

（表「国内民間企業等における代替物作成（媒体変換）事例」（本章末に掲載）参

照）。 
 

３－５ 国外における事例調査結果 
３－５－１ 事例３．欧州における取組状況 
欧州における取組状況については、英国の国立公文書館（The National Archives: 

TNA）と英国図書館（The British Library: BL）における代替物作成について確

認を行った。 
 

英国国立公文書館 The National Archives（TNA） 

法務省（Ministry of Justice）のエージェンシー（Executive Agency）である

英国国立公文書館（TNA）では、館が所蔵する資料の取扱いや保存についての方

針（Preservation Policy）１６を策定している。この方針の第 3 章に代替物に関す

る記述があり、代替物作成の目的をアクセスの改善とし、代替物の媒体としてマ

イクロフィルム、デジタル、物理的媒体（physical）等を挙げている。 
代替物作成の担当部署は、マイクロ化が Collection Care Department、デジタ

ル化が Digital Preservation Department となっているが、付属物の除去等の前

作業や原資料を取り扱う必要がある場合は、Collection Care Department が実施

している。 
代替物を作成する資料の選択方針については、最も人気のある資料及び閲覧の

要求が多い資料から優先的に代替物作成を実施するとしており１７、また、代替物

の作成や保存に際しては、国際規格や英国規格（British Standard: BS）に準拠

して作成するとしている。 
代替物の保存管理については、マイクロフィルムやデジタル媒体（光ディスク、

磁気媒体等）を、BS の規格に準拠して保管することとしている。また、マイクロ

フィルムからデジタル化を実施した場合も、保存用のマスターフィルムは廃棄せ

ずに保持し続けることを明記しており、館の専門家（Records Expert）が、デジ

                                                  
１６The National Archives. “Preservation Policy”. June, 2009. 

http://www.nationalarchives.gov.uk/documents/tna-corporate-preservation-policy-2009
-website-version.pdf [accessed 2010-12-22].  

１７Ahmon, Jess. Preservation Officer, Collection Care Department, The National 
Archives. “Project Motorway: Implementation of large-scale scanning projects”. Second 
Life for Collections. 2007. 
http://www.bl.uk/blpac/pdf/conf2007.pdf [accessed 2010-12-22]. 
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タル化により作成した代替物の品質が受け入れられるようになると判断するまで

は、マイクロフィルムを保持し続ける方針を採るとしている１８ 。 
  

英国図書館 The British Library（BL） 

大英図書館とも呼ばれる英国図書館（BL）は、1972 年の英国図書館法（The 
British Library Act）を受け 1973 年 7 月に設立された。 
代替物作成に関連する計画や方針は、2008 年から 2011 年までの館全体の戦略

をまとめた文書（The British Library’s Strategy 2008-2011）１９に記載されてい

る。それによれば、2010 年現在、英国図書館では、保存方針を見直している最中

であり、マイクロフィルムからデジタル媒体への変更時期を 2011 年までに決定す

る予定であるとされている。 
保存を担当する Collection Care Department による方針書（Position Paper 

Preservation Copying Policy (microfilm to digital)）２０には、2008 年現在、英国

図書館における代替化については、保存用の代替物をマイクロフィルムで作成す

ることが明記されている一方で、マイクロ化からデジタル化への移行に関する検

討内容が示されており、マイクロからデジタルへ移行を決定するための基準とし

て、実証されたメタデータやデジタル保存方法があることなど、8 項目を挙げて

いる。また、2008 年から 2012 年にかけての短期・中期的な戦略として、現在は

暫定的にハイブリッド方式を採用することも記載されている。 
2008 年 8 月に館が策定したデジタル化戦略（Digitisation Strategy 2008-2011）

２１には、3年間の活動において優先的に取り組む事項として挙げた10項目の中に、

貴重な資料や脆弱な資料をデジタル複製により保存するとあり、デジタル化によ

る保存用代替物の作成にも取り組んでいる。 
代替物作成の担当部署は、Collection Care Department であり、代替物作成方

針の策定を行っている。マイクロ化を実施する際の対象資料は、保存、企画、複

写等の部署の担当者が定期的に会合を持ち、協議を行って選択している。また、

国際的な標準に適合しているフォーマットで撮影する方針を採るとしている。 

                                                  
１８The National Archives. “Report on ‘Meet the Chief Executive Officer day’ at Kew, 8 

November 2007”. 2007. 
http://www.nationalarchives.gov.uk/documents/meet-the-ceo2007.pdf [accessed 
2010-12-22]. 

１９The British Library. “The British Library’s Strategy 2008-2011”. October, 2008. 
http://www.bl.uk/aboutus/stratpolprog/strategy0811/strategy2008-2011.pdf [accessed 
2010-12-22]. 

２０The British Library Collection Care Department. “Position Paper Preservation 
Copying Policy (microfilm to digital)”. 2008. 
http://www.bl.uk/aboutus/stratpolprog/ccare/introduction/preservation/policy&position
/Position%20Paper-Preservation%20Copying%20Policy.pdf [accessed 2010-12-22]. 

２１The British Library. “Digitisation Strategy 2008-2011”. August, 2008. 
http://www.bl.uk/aboutus/stratpolprog/digi/digitisation/digistrategy/ [accessed 
2010-12-22]. 
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英国図書館では、多くのアセテートフィルムを保持しており、「ビネガーシンド

ローム」による劣化のおそれがあり管理に注意を要することから、これらの劣化

対策を検討課題として挙げている。その対策として、過去には、2005 年の短期的

戦略に基づき、ポリエステルベース（PET）のフィルムへの変換を実施していた

が、2008 年以降はコストの関係から低温環境下で管理する方針へ変更した。 
利用者への提供状況については、マイクロ化された資料の目録がインターネッ

ト上で公開されている。また、新聞コレクションの代替物については、マイクロ

フィルムとデジタルデータの両方を英国図書館新館の閲覧室において提供してい

る。 
英国図書館は、デジタルのアクセス面での利便性や読者サービスへの潜在的な

利益等に言及２２しながらも、保存用代替物のデジタル化移行に向けて慎重に検討

しているところである。 
 

３－５－２ 事例４．北米における取組状況 
北米については米国とカナダを調査対象とした。米国の国立公文書記録管理局

（National Archives and Records Administration: NARA）と議会図書館（The 
Library of Congress: LC）の 2 館、カナダ国立図書館公文書館（Library and 
Archives Canada: LAC）について調査を行った。 

 
国立公文書記録管理局 National Archives and Records Administration（NARA） 

1934 年に設立された国立公文書記録管理局（NARA）は、「独立宣言」や「合

衆国憲法」をはじめとする膨大な歴史資料を所蔵し、その保存・利用提供を行っ

ている。現在、電子記録を永久に保存し、インターネットで利用に供することを

目的とする ERA（The Electronic Records Archives）プロジェクトにも精力的に

取り組んでいる。 
国立公文書記録管理局では、マイクロフォームとデジタルデータ、両方の媒体

による代替物を作成している。また、マイクロフィルムからのデジタル化も実施

している。マイクロフォームは、提供（アクセス）と保存の両方の観点から作成

を実施しており、取扱いによるダメージや汚損から原資料を保護し、アクセスを

可能にする手段として代替物を位置付けている２３。デジタルの代替物についても、

その目的は、「パブリックアクセスのためのデジタル化戦略 2007-2016」２４にお

                                                  
２２前掲注 21 に同じ。 
２３Evans, Frank. B. National Archives and Records Administration. “The Selection And 

Preparation Of Records For Publication On Microfilm”. Staff Information Paper 
Number 19. 1970.  
http://www.archives.gov/preservation/formats/nara-microfilm-specs.pdf [accessed 
2010-12-22]. 

２４National Archives and Records Administration. “Strategy for Digitizing Archival 
Materials for Public Access, 2007-2016”. May, 2008. 
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いて、代替物を利用に供することで原資料の劣化と損傷を防止、原資料の提供が

不可能な場合のアクセス提供等、資料保存と利用の両者の観点からの目的を挙げ

ている。また、デジタル化を単なるスキャニングだけではなく、保存を含む資料

の準備作業や、デジタルコピー及びメタデータの品質管理等も含むものと定義し

ている。ただし、デジタルコピーの完全性や正確さを保証するための適切な基準

を設ける努力はしているが、真正性については現段階では保証しないとしている。 
代替物作成の担当部署は Office of Records Service-Washington DC 下の

Special Media Preservation Laboratory である。撮影作業に先立ち、原資料に付

属しているクリップやステープラ、ファイルの綴じ具等の除去のほか、順序や序

列のチェック、解綴作業や合紙入れ等の前作業を行っている。また、代替物の作

成に際しては規格化されたフォーマットに準拠するとしている。 
デジタル化の実施に際しては、民間や公的機関との提携を積極的に推進してい

く姿勢を示している一方で、原資料それぞれに対し一つの提携を行うこととして

いる。これは、資料の保存上の観点から、一つの原資料が複数のプロジェクトの

対象とならないようにする配慮である。また、マイクロフォームや磁気媒体は、

ともに温度 18℃、湿度 35％RH の、ガイドラインや標準２５等により、媒体の種別

ごとに定められた環境下で収蔵されている。 
利用・提供状況については、マイクロとデジタル、いずれの代替物も、インター

ネット上で目録が公開されているほか、デジタル化された資料については、イン

ターネット上で画像を閲覧することができる。 
 

議会図書館 The Library of Congress（LC） 

1800 年に設立された議会図書館（LC）では、「保存のためのデジタル化におけ

る 原 則 と 仕 様 （ Principles and Specifications for Preservation Digital 
Reformatting）」２６において、保存対策のための代替物としてデジタルデータも

その選択肢として位置付けているが、「視覚資料の電子的保存のためのガイドライン

（Guidelines for Electronic Preservation of Visual Materials）」２７において、保

存用のアプローチとしては、マイクロフィルムが主な手法であるとしている。デ

ジタルに関しては長期間にわたって大量のデータへのアクセスを維持しようとす

                                                                                                                                                  
http://www.archives.gov/digitization/strategy.pdf [accessed 2010-12-22]. 

２５National Archives and Records Administration. “Archives Ⅱ National Archives at 
College Park, Using Technology to Safeguard Archival Records”. Technical Information 
Paper Number 13, 1997.  
http://www.archives.gov/preservation/technical/tip13.pdf [accessed 2010-12-22]. 

２６The Library of Congress. “Principles and Specifications for Preservation Digital 
Reformatting”. October 18, 2006.  
http://www.loc.gov/preserv/prd/presdig/presprinciple.html [accessed 2010-12-22]. 

２７The Library of Congress. “Guidelines for Electronic Preservation of Visual Materials”. 
October 18, 2006.  
http://www.loc.gov/preserv/guide/guide.html [accessed 2010-12-22]. 
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る際に、拡張性やストレージ、マイグレーション等の点で答えが出ておらず、検

討の途上にあるとしている２８。 
代替物作成は Preservation Reformatting Division が担当しており、代替物作

成のための予算管理や、他の関連部署とともに、年間計画等の準備、調整等を実

施している。デジタル化による代替物作成を行う原資料は、適切な取扱いや処置

等を確実にするために、学芸員や関連部署の担当者、代替物作成の専門家が共同

で原資料の解綴や排架作業を実施している。代替物を作成する原資料の選択方針

は、資料の劣化状況や、不安定な媒体の資料、価値の高い資料等を代替物作成の

対象とするほか、資料のサイズやコンテンツ、色情報等を考慮して選択している２９。 
代替物作成のためのマイクロ撮影やデジタル化等の技術は、確立された方針や

ガイドラインにより選択され、代替物作成の実施方法も国内・国外において確立

されたガイドラインに基づいて実施することを明記している。 
原資料は、代替物作成を実施した後も管理し続けるとしている。また当分の間、

デジタル化を実施した後も、過去に作成したマイクロフィルム等の代替物も破棄

せずに保持し続けることとしている。利用状況については、既にマイクロ化され

ていた新聞資料をデジタル化した National Digital Newspaper Project３０や

Chronicling America３１等において、インターネットでの公開を行っている。 
  

カナダ国立図書館公文書館 Library and Archives Canada（LAC） 

カナダ国立図書館公文書館（LAC）は、2004 年のカナダ国立図書館公文書館法

（Library and Archives of Canada Act）を受け、カナダ国立図書館（NLC）とカ

ナダ国立公文書館（NAC）が再編統合され、カナダ国立図書館公文書館となり現

在に至る。カナダ国立図書館公文書館における代替物は、デジタルとアナログの

両方を挙げており、マイクロ化を継続的に実施する一方で、デジタル化の推進に

も力を注いでいる。また、これまでにマイクロフィッシュやマイクロフィルムで

作成された代替物についても、インターネットでのアクセスを目的としたデジタ

ル化を実施している。 
代替物作成の目的として、2001 年に策定された保存方針（Preservation Policy）

３２では、保存と利用の両方を挙げている。保存用の媒体は、代替物を作成するこ

                                                  
２８The Library of Congress. “United States Newspaper Program”. October 18, 2006. 

http://www.loc.gov/preserv/newspaperbrochure.html [accessed 2010-12-22]. 
２９The Library of Congress, Preservation Reformatting Division. “Services of the 

Preservation Reformatting Division”. October 18, 2006.  
http://www.loc.gov/preserv/prd/  [accessed 2010-12-22]. 

３０The Library of Congress. “National Digital Newspaper Program”. 
http://www.loc.gov/ndnp/ [accessed 2010-12-22]. 

３１The Library of Congress. “Chronicling America: Historic American Newspapers”.  
http://chroniclingamerica.loc.gov/ [accessed 2010-12-22]. 

３２Library and Archives Canada, Preservation Activities. “Preservation Policy”. 
December, 2001.  
http://www.collectionscanada.gc.ca/preservation/003003-3200-e.html [accessed 
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とで、原資料の利用や移動の機会を減らし、損失したり損傷を受けたりした場合

は、原資料の代わりになることも考えられるとしている。また、デジタル環境に

おける所蔵資料へのアクセスの充実等を目的として、2008 年に策定された「デジ

タル化戦略（LAC Digitization Strategy 2009-2014）」３３では向こう 5 年間に 3
千万コマのデジタル画像を作成するほか、5 万時間分のアナログ音声映像資料を

デジタル化するとしているが、アナログ音声映像資料からのデジタル保存及び利

用を継続するために陳腐化したフォーマットからデジタルフォーマットへの変換

を加速させることが明記されている。 
代替物は、Preservation Center の収蔵庫内で管理されている。カラーフィルム

及び白黒フィルムは温度 18℃（±2℃）と湿度 25％RH（±5%）の環境下にある。

マイクロフォームからデジタル化された資料については、インターネット上でタ

イトルごとの閲覧が可能なものもある。JPEG 又は PDF での閲覧が可能となって

いる。 
 

３－５－３ 事例５．アジア・太平洋地域における取組状況 
アジア・太平洋地域における取組状況については、中国の国家档案局、韓国の

国家記録院、オーストラリア国立公文書館（The National Archives of Australia: 
NAA）ニュージーランド公文書館（Archives New Zealand）を調査対象とし、各

館における代替物作成について確認を行った。 
 

中華人民共和国国家档案局 

中国の国家档案局は、国務院のもとに置かれ中国全土の档案事業についての管

理を実施している。1954 年の設立後、文化大革命の間の中断を経て 1974 年に再

開された。近年は電子記録管理についてもプロジェクトを立ち上げ、管理の実施

要項や規格を策定し、基盤整備に力を注いでいる。 
国家档案局における代替物作成の目的の一つとして、社会への提供（利用）を

挙げている。提供に際してはマイクロフォームによりオリジナルの代替物を提供

するとしており、中華人民共和国档案法実施弁法第 4 章第 21 条３４には、マイク

ロフォームやその他コピー形式の档案で档案所蔵団体法定代表者の署名又は印章

があるものはオリジナルと同等の効力を持つとして、代替物の真正性について規

定している。 
                                                                                                                                                  

2010-12-22]. 
３３Library and Archives Canada, Digitization. “LAC Digitization Strategy 2009-2014”.  

October, 2008. 
http://www.collectionscanada.gc.ca/digital-initiatives/012018-1100-e.html [accessed 
2010-12-22]. 

３４中華人民共和国国家档案局「中華人民共和国档案法実施弁法」（1990 年 10 月 24 日国務院

許可、1999 年 11 月 19 日に国家档案局第 1 号令で交付）2007 年 12 月 30 日 
http://www.saac.gov.cn/articleaction.do?method=view&id=ff808081172649a801172a00
77e8001a [accessed 2010-12-22]. 
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電子記録については、現時点では、電子媒体の耐久性の問題が十分に解決され

ていないとして、「電子記録を保管するための暫定手順」において、電子記録とと

もに該当する紙記録も保存する原則としている。恒久的又は長期的な保存が必要

な電子記録は、すべて紙記録としても残し、当初の保存媒体の電子記録とともに

保管して両者を関連付けることが要求されている。 
また、「電子記録の保管規格」では恒久保存する価値のある電子記録は、電子媒

体の記録と紙媒体又はマイクロフォームの記録を同時に保存すべきと定めている。

該当する紙媒体等の記録がない場合は、紙記録又はマイクロフォームの形で代替

物を作成する必要があるとしている３５。 
 

韓国国家記録院 

韓国の国家記録院は、1962 年の内閣事務処総務課撮影室を淵源に持ち、1969
年設置の政府記録保存所を経て、2004 年に現在の名称に改められた。その後も機

能の充実、拡大を図り、現在、ナラ記録館、大統領記録館、歴史記録館の三つの

付設記録館を備えている。 
国家記録院では代替物作成をマイクロ化とデジタル化の両方で実施している。

紙媒体のスキャニングの後に光ディスクに収め、閲覧のためにオンライン及びオ

フラインで提供され、高い保存価値をもつ記録はマイクロフィルム化により保存

されている。「公共記録物管理に関する法律施行令」３６では、記録物を保存期間別

に永久、準永久、20 年、10 年、5 年、3 年、1 年の 7 種に区分し、準永久以上の

記録物を保存媒体で保存する場合や、原本が脆弱で代替保存が必要な場合は、マ

イクロフィルムや紙等の肉眼で判読することができる保存媒体を使用することを

原則としている。電子文書についても準永久以上の保存期間とされる記録物につ

いては、マイクロフィルム、紙の文書等の肉眼で判読できる保存媒体に収録し重

複保存することを基本とする。 
 マイクロ化の担当部署は記録管理部の保存復元センターであり、マイクロ化の

ほか、保存規格の管理・開発や、視聴覚記録や行政博物の保存処理及びデジタル

化を実施している。また、電子媒体については記録情報サービス部の記録情報化

課が、電子記録物の永久保存・長期検証のほか、保存媒体のフォーマット変換や

マイグレーション等を所管している。また、「公共記録物管理に関する法律施行規

則」３７では、保存媒体として指定されるマイクロフィルムと光ディスクは韓国産

業規格（Korean Industrial Standards : KS）を満たすものを使用し、光ディ

                                                  
３５「国・地域別報告：中国 中国における電子政府化と電子記録管理の進展」『アーカイブ

ズ』第 31 号、平成 20（2008）年 
http://www.archives.go.jp/about/publication/archives/031.html [accessed 2010-12-22]. 

３６「公共記録物管理に関する法律施行令」（一部改正 2007 年 7 月 26 日大統領令 20191 号） 
３７ 「公共記録物管理に関する法律施行規則」（全部改正 2007 年 4 月 5 日行政自治部令第 380

号） 
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スクについてはさらに国際規格の充足を求めている。光ディスクについては入力

後に削除、修正、再収録ができないものを使用することとし、データを収録する

際にも、記録物を記憶装置に入力し、入力資料の異常の有無を検査した後に光ディ

スクに収録するなどの手順を定めている。 
資料の保存環境については、永久記録物管理機関の施設・装備、環境基準では、

紙媒体が 18～22℃、湿度が 40～55％RH（±10％）、マイクロフィルム、磁気媒

体については、温度 13～17℃、湿度 35～44％RH（±10%)と定められている３８。

また、記録物は 2 年ごとに数量の点検を行い、保存状態についても、紙媒体は状

態別に 30 年、15 年、10 年ごとの点検を実施し、写真やフィルムは 10 年ごと、

電子記録物の保存媒体は 5 年ごとの状態点検を記録物点検計画書にのっとって実

施するとしている。 
  

オーストラリア国立公文書館 The National Archives of Australia（NAA） 

オーストラリア国立公文書館（NAA）は、いくつかの改編を経た後、公文書館

法（Archives Act）を受け現在の国立公文書館となった。オーストラリア国立公

文書館のホームページでは、マイクロフォームを、拡大による可読性があり機器

に依存しないことから、依然として一般的な記録媒体であるとしている。また、

政府機関向けの文書管理への推奨事項として、マスターフィルム、複製用のマス

ターフィルム、利用の提供用フィルムの 3 種のマイクロフォームを提供し、少な

くとも保存用と閲覧用のフィルムを作成することとしている。 
オーストラリア国立公文書館においては、2005 年の時点では膨大なコストを理

由として、紙文書を電子化して保存することは予定していないとしていたが３９、

2008 年度以降、紙媒体や写真等の脆弱な資料の保存対策の一つとして、デジタル

データの作成を挙げている。また、オーストラリア国立公文書館では保存計画

（Preservation Plan）を毎年策定し、資料の劣化状況や修復対象となる資料の確

認を実施している４０。 
オーストラリア国立公文書館における保存環境４１については、資料は防火及び

セキュリティ対策がなされた収蔵庫において管理されており、2010 年 6 月現在、

                                                  
３８「公共記録物管理に関する法律施行令」別表 6 記録物管理機関の保存施設および装備の

基準 ①永久記録物管理機関の施設・装備および環境基準 
３９内閣府大臣官房企画調整課「公文書等の適切な管理、保存及び利用に関する懇談会 第 9

回議事要旨」平成 17（2005）年 3 月 22 日 
  http://www8.cao.go.jp/chosei/koubun/kondankai09/youshi.pdf [accessed 2010-12-22]. 
４０National Archives of Australia and National Archives of Australia Advisory Council.  

“Annual Reports 2008-2009”. 2009.  
http://naa.gov.au/Images/NAA_AR_0809_tcm2-26552.pdf [accessed 2010-12-22].  

４１National Archives of Australia and National Archives of Australia Advisory Council. 
“Annual Reports 2009-2010”. 2010. 
http://naa.gov.au/Images/National-Archives-of-Australia-Annual-Reports-2009-10_tcm
2-32940.pdf [accessed 2010-12-22]. 
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資料の 82.6％については、適切な管理下で収蔵され、62.4％の資料については、

アーカイブ用の収蔵容器に収められているとしている。 
 

ニュージーランド公文書館 Archives New Zealand   

ニュージーランド公文書館は 1957 年の公文書館法（Archives Act）を受けて発

足した。2001 年、ニュージーランド政府は電子政府戦略を発表し、公文書館でも

フィルムやドキュメントのデジタル化を継続的かつ積極的に推進している。また、

2005 年には、新たに公記録法（Public Records Act 2005）が制定された。現在、

公文書館においても、新法に基づいて様々な方針を定め、方針を具体化するため

の標準等の新規策定、見直し等を進めている最中にある４２。2010 年から 2011 年

にかけて、マイグレーションやファイルフォーマット等に関する標準を新たに策

定し、デジタル化に関する標準（Digitisation Standard）のほか、アクセスに関

する標準（Access Standard）や、収蔵に関する標準（Storage Standard）、電子

記録管理のメタデータ標準（Electronic Recordkeeping Metadata Standard）等

の見直しを行う予定であるとしている。 
紙媒体記録のデジタル化については、2007 年 1 月に策定されたデジタル化に関

する標準（Digitisation Standard）４３に詳細に定められている。デジタル化の利

点を、複数の同時閲覧が可能となることやネットワーク経由によるアクセスの向

上、業務システムの統合進展等、主に利用の観点からの利点を挙げている。デジ

タル化実施の際の方針として、サポート可能な範囲で最も高度な技術仕様を採用

すること、ファイルフォーマットはオープンソースとすること、マスターコピー

は望み得る最高度の技術標準に従うなどのほか、ドキュメントを白黒テキスト、

カラー画像、白黒・カラー写真、白黒・カラーネガフィルムに分類し、解像度や

ビット深度、ファイルフォーマット等の技術仕様を定めている。 
他方で、デジタル化のリスクにも言及しており、特に費用については、デジタ

ル化の前の準備作業やインデックス付与等に係る費用が大部分となるとしている。

また、デジタル化による保存スペースの縮減の可能性を否定し、マイグレーション

を実施する場合は、さらに費用の増大を招くとしている。 
保存環境については、2007年に策定された収蔵に関する標準（Storage Standard）

４４において定められており、光（紫外線）からの隔離や磁気媒体の磁気からの隔

離、清掃の実施のほか、温湿度について非現用文書の収蔵環境を 25℃以下、30～

                                                  
４２Archives New Zealand. “Public Records Act Standards Programme Strategy 

2009-2012”. 2009.  
http://archives.govt.nz/sites/default/files/Standardsprogrammestrategy09-12_1.pdf 
[accessed 2010-12-22]. 

４３Archives New Zealand. “Digitisation Standard”. January, 2007. 
http://continuum.archives.govt.nz/files/file/standards/s6.pdf [accessed 2010-12-22]. 

４４Archives New Zealand, “Storage Standard”. June, 2007. 
http://continuum.archives.govt.nz/files/file/standards/s2.pdf [accessed 2010-12-22]. 
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60％RH で管理することを推奨している。 
 

３－５－４ デジタルデータ長期保存に向けたコスト関連の取組み  
近年、デジタルデータの長期保存に係るコストモデル構築、事例研究等の取組

みが欧米において行われている。ここでは、そのような取組みの例として、英国

で行われている LIFE 及び KRDS の概要を紹介する。  
 

LIFE４５ (英国図書館における取組み) 

LIFE（Life Cycle Information for E-Literature）は、英国情報システム合同委

員会（JISC）や英国図書館（BL）等により実施されている。これは、電子情報の

ライフサイクルをモデル化し、簡便なコスト算定方法の確立を目指すプロジェク

トで、2005～2006年に第1フェーズが実施され、2007年から2008年の第2フェー

ズを経て、2009 年 8 月に第 3 フェーズが開始され現在も研究が続けられている。

英国図書館によって作成されていた紙媒体資料のライフサイクルに基づき、デジ

タル情報に係るコスト算出を試みている。 
LIFE が提起するライフサイクルコストを試算するためのモデルは、デジタル情

報の管理や保存に必要な作業を六つのステージ（Stage）及び各ステージの下位で

細分化された要素（element）で構成されるモデルである。現在 LIFE が提唱して

いるモデルでは、任意の期間（t）におけるデジタル情報のライフサイクルコスト

試算を、「作成又は購入」、「収集」、「受入れ」、「ビットストリームの保存」、「内容

の保存」及び「アクセス」のステージごとのコストの積上げによって行うとする

ものである。LIFEモデルの適用により試算した例もいくつか紹介・分析している。 
 

KRDS４６ (英国高等教育機関におけるデジタル情報保存の取組み) 

KRDS（Keeping Research Data Safe）は、LIFE 同様 JISC の助成を受けて実

施された研究である。LIFE がコストの算出モデルの提唱を主な研究の柱としてい

るのに対し、KRDS では、主に 13 の高等教育機関に対するコスト調査や、インタ

ビューなどによる事例研究等を実施している。KRDS では、コスト活動モデルは、

アーカイブ前（Pre-Archive）、アーカイブ（Archive）、サポートサービス（Support 
Service）の三つに分類され、各フェーズはさらに細分化されている。 

                                                  
４５LIFE http://www.life.ac.uk/ [accessed 2010-12-22]. 

村上浩介「デジタル情報資源の管理・保存にいくらかかるのか？－ライフサイクルコスト

を算出する試み“LIFE”」『カレントアウェアネス』No.301、CA1696、平成 21（2009）年 
http://current.ndl.go.jp/ca1696 [accessed 2010-12-22]. 

４６Keeping Research Data Safe: Cost/benefit studies, tools, and methodologies focusing 
on long-lived data http://www.beagrie.com/krds.php [accessed 2010-12-22]. 
Charles Beagrie Limited. “Keeping Research Data Safe, A cost model and guidance for 
UK Universities”. April, 2008. 
http://www.jisc.ac.uk/media/documents/publications/keepingresearchdatasafe0408.pdf 
[accessed 2010-12-22]. 
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事例研究の中には、作成後 5年ごとに 20年後までのコスト試算を実施した ADS
（Archaeology Data Service）の例もある。この例では、開始初期の収集時やイン

ゲスト時のコストが高額になるが、その後時間の経過とともに管理コストやファ

イルフォーマットのマイグレーション等に要するコストは、データ量当たりでは

減じていくとの見解を示している。 
 

３－６ 調査結果 
国内及び諸外国における事例を調査した結果、原資料の保存と利便性の向上の

両方を目的に、マイクロ化やデジタル化による代替物作成が実施されている。利

用の観点からはインターネットの普及を背景に、デジタルデータをホームページ

上で提供する取組みが盛んに行われている。各館の戦略や方針としてデジタル化

の推進を打ち出す例も多く、オンライン提供の推進や利用機会の拡充に向けて企

業等と連携する動きも見られる。 
マイクロフィルムは、これまでの作成・利用実績、国際標準や規格の確立等を

踏まえ、長期保存の安定性や維持管理の確実性を重視する観点から、保存用の媒

体として選択されている。各事例からは、紙媒体の原資料の保存年限がそれほど

長期間でない場合については、利便性の観点からデジタル化へ移行する傾向が見

て取れる。一方で、公文書館や図書館等、原資料の永久的又は長期的な保存を要

求される場合については、デジタル化の利便性を取り入れながらも、保存用の媒

体としては現在もマイクロ化を継続して行っている事例が見受けられた。だが、

それらの機関でも、デジタル化に関する将来的な研究等の進展を見越して、現在、

代替物作成方針を見直しているケースもあり、今後も、このような動きが広がっ

ていく可能性があると考えられる。 
代替物作成方法や媒体の規格については、マイクロ化、デジタル化、いずれも、

各国の国内標準や ISO等の国際規格に準拠することを基本としている。その上で、

各館が独自のガイドライン等を策定し、原資料の損失や破損も視野に入れた代替

物の作成を行っている。なお、デジタル化に用いる媒体については、光ディスク

や磁気媒体等、具体的に媒体の種類を明記している例は少なく、確認は困難であっ

た。 
留意すべき点は、代替物作成後も、原資料はいずれの公文書館や図書館におい

ても破棄せず保持し続けていることである。また、英国国立公文書館（TNA）や

議会図書館（LC）では、マイクロフィルムとデジタルデータの両方がある場合で

も、デジタルデータの信頼性が十分に確保されない限りは、マイクロフィルムを

保持し続ける方針を採っている。マイクロフィルムは、現在でも、永久に記録を

保存することを前提とする多くの公文書館において、保存用媒体の主流として用

いられている。例えば、英国図書館（BL）では、保存用の複製はマイクロフィル

ムで作成するという方針を明言しており、国立公文書記録管理局（NARA）では、
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デジタルコピーの真正性については保証しない旨を明記している。議会図書館（LC）

でも、デジタルとマイクロの両方の媒体を保存対策の選択肢として位置付けなが

らも、保存用のアプローチとしてはマイクロフィルムを主流とし、デジタルにつ

いては、長期間のアクセス維持等を検討課題として挙げるなど、デジタルデータ

のみを保存用代替物とすることに慎重な姿勢を崩していない。 
デジタル化については、現在課題とされている原本性の確保やマイグレーション

等の技術的課題に関して、様々な角度から研究が数多く行われている。特に、公

文書館における研究や実践の著しい発展は、デジタル情報の長期的な保存・利用

の確保等の将来的な実現可能性への期待を高めている。現在懸念されている技術

の陳腐化への対策や媒体の長期保存性についても、今後の研究・実践の進展状況

の推移を見守っていく必要があるだろう。 
代替物作成等に係るコスト、特にデジタルデータの長期保存に要するコストに

ついては、近年、様々な団体や機関により大規模な調査研究が行われている。だ

が、それぞれの例を見ると、代替物作成を実施する対象や方針が異なっていたり、

抽出した項目にも差異が見られたりするなど、各事例の試算方法が直ちに国立公

文書館において適用し得るものとはなっていない。コスト試算のモデル化やモデ

ルの適用による事例研究は、まだ緒についたばかりであるといえよう。 
 



表　国内民間企業等における代替物作成（媒体変換）事例

No.
業　種

媒体変換対象資
料

実施時期

1 医療・福祉業 ・
・
・

カルテを保管するスペースと外来カルテを取り扱う人数に限界
紙カルテのオペレーションコストの削減
医療者の待ち時間の減少等の効率化を期待

外来用紙カルテ
（6万冊）

・

・

・

デジタル化を実施

〈理由〉
紙カルテの診療情報（非構造化情報）
と電子カルテに入力された診療情報
（構造化情報）の連携を行い診療業務
の効率化を意図
電子化の実施により欲しい情報が欲し
い場所で取れる環境となることを想定
電子化により紙カルテの保管スペース
の削減を指向

平成21年 ・

・

スキャンが終わった紙カルテは中央カル
テ庫から一時保管庫に移動させ、1年半
分を保管。その後は外部倉庫で保管
電子カルテで公開したファイルは、データ
をコピーしても決められた場所以外で閲覧
できないように管理するなどのセキュリ
ティ設定をPDFに付与して、診療課コード
エリアに格納

・
・

・

スキャンしたデータはイメージデータとして保存
心電図などの長いチャートは分断してスキャン、重ね貼りしたものは剥
がし、剥がせないものはめくってスキャンを実施し、付箋などは、剥がし
て専用のシートに貼ってからスキャンする等の前作業を実施
ファイル名は患者番号を付与して管理

2 医療・福祉業 ・
・

・

開院当初から院内業務のシステム化を意図
入院カルテを法定年限の2倍である10年保管することを規定して
いるが、保管スペースの不足が確実視されたため電子化を実施
保管スペースの確保のほか、管理の軽減、情報共有化を企図

入院用紙カルテ
（約1万冊）

・

・

・

・

デジタル化を実施

〈理由〉
電子化により保管スペースの確保を行
いながら、5年を経過したカルテの廃棄
が可能
端末での検索が可能となり、カルテの
検索や搬送作業が不要
管理や運用が容易となり、感熱紙に印
刷されたデータの経年劣化も防止
複数によるカルテの同時閲覧が可能

平成19年 ・

・

・

システムは、ID・パスワード管理、電子カ
ルテ導入によるGPSタイムサーバにより作
成者と作成年月日を担保
PDF形式で保存し、書類の種類によって
印刷不可の設定や文書の変更ができな
いようなセキュリティを設定
電子化されたカルテはHIS（病院情報シス
テム）で閲覧できるよう患者のIDで関連付
け

・

・

・
・

・

・

前作業として、束ねられたカルテを1枚ごとに分離し、検査票等の貼紙
がある場合は、裏を確認し必要に応じて剥がすなどの処理を実施
紙カルテ作成の段階から綴り順のルールを作成し、右上部分に通し番
号を印刷するなどの工夫
スキャニングは高速カラースキャナで一括スキャンを実施
スキャン画像は患者番号で関連付け、既存の診療データ管理システム
で統合し、データベースへ登録
「医療情報システムの安全管理に関するガイドライン」に沿って電子化を
実施。真正性確保のためにMEDIS-DC（医療情報システム開発セン
ター）のコンサルテーションにより運用管理規定や実施計画書を作成
1年間で約1万冊のスキャンを実施

3 電気・ガス・熱
供給・水道業

・
・
・

操業期間内の技術情報を蓄積し利用できる環境が必要
操業終了後も廃棄物などの記録を長期に保存することが必要
記録の原紙が1枚のみのため長期保存に不安

原子力発電所
5基相当分の
設計図書等
（約2万7千棚分）

・

・

デジタル化とマイクロフィルム化を同時
実施

〈理由〉
マイクロフィルムは長期保存や非改ざ
ん性に優れるため保存用の媒体として
選択
活用の点からは、アクセス性やデータ
の追加等の容易性に優れた電子媒体
を使用することが有効と判断

平成18～20年 ・

・

・

・

・

マイクロフィルムと光ディスク（UDO)は別
の場所に保管
デジタルデータは、最初にデジタルのスト
レージと光ディスクにデータを登録（光ディ
スクはバックアップとして機能）
旧版や3年以上経過した文書はストレージ
からデータを削除（提供は光ディスクのみ
となり、マイクロによる長期保存を実施）
デジタルデータで、利用頻度の高い文書
や検索用のデータベース情報の管理はス
トレージにより実施
利用頻度の低い文書のコンテンツ管理や
全コンテンツデータのバックアップは光
ディスク（UDO)を利用

・

・
・

マイクロフィルム化は、撮影から現像までをセキュリティの観点から内部
で実施
光ディスク（UDO）から定期的にマイクロフィルムを作成
光ディスクは非改ざん性確保のためにライトワンスメディアを採用

4 金融・保険業 ・

・
・

・

200万件を超える申込書を支店で保管していたが、複数の銀行が
統合された結果、多種にわたる商品構成が残存
商品別の事務手続きも多岐にわたり、保管管理方法も不統一
紙媒体運用であるため総量管理が不可能で、諸変更や解約時の
申込手続き等の際に現物の検索に多大な時間が必要
個人情報漏えいの懸念事案が後を絶たず、顧客からの情報セ
キュリティの信頼感獲得が急務

紙媒体の申込書
(約200万件分）

・

・

・

・

デジタル化とマイクロフィルム化を同時
に実施
（マイクロ撮影とイメージコンバータを
併用）

〈理由〉
ストック分（紙媒体）の申込書はイメー
ジデータ化により検索ニーズを充足
フロー分（電子データが原本）の申込
書は個人情報保護を徹底するためe-
文書化要件にのっとり電子化を決定
マイクロカメラ1台当たりの処理能力の
高さ（5000枚/1日）を評価
証拠性が確保されたマイクロフィルム
の同時生成が可能

平成18～19年 ・

・

・

原資料である紙の申込書（ストック分）は
デジタル化実施後、紙ベースで倉庫に一
括保管
原本が電子データの申込書（新規受付
分：フロー）は電子化後に紙媒体を廃棄
管理システムは、カードローン申込書保管
管理システムとe-文書共通機能システム
から構成
カードローン申込書保存管理システムとし
て、イメージデータの保存、検索や共通シ
ステムへのタイムスタンプ付与指示、e-文
書法要件の精度を満たすスキャニングが
可能なシステム（OnBase）を導入

・
・

・

・

東京国税局との折衝の結果、e-文書化の要件を設定
電子署名法で規定する特定認証業務の認定を受けた者が発行した電
子証明書による電子署名を実行
タイムスタンプの付与は必須ではなかったが、訴訟対応を考慮して付与
することを決定
対象文書単位に保管管理手法や検索項目が異なるため、今後は、文書
管理システムを個々に構築する必要性

選択媒体・選択理由 媒体変換後の保存管理等代替物作成（媒体変換）の背景等 備　考
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5 製造業 ・

・
・

・

・

・

・

電子化による情報の共有化及び継承がなされておらず、改廃や
保管ルールが不明確
新設備の建設ラッシュで設備図面や技術文書の整備が不十分
必要文書を探す工数がかなりの時間を占め、必要な文書が散逸
する可能性等の不安
文書の重複、履歴管理の不備等もあり、最新情報が正確に把握
できない等の課題
省スペース、文書活用効率の向上、事業所間の情報共有等、設
計環境に課題
社内規定により図面や技術文書は永年保存となっており、電子化
の推進と共に情報資産の長期・安全保存対策が重要
情報流出及び自然災害によるデータ消失への対策が必要

紙で保管されて
いた図面
（14万点）

議事録、仕様書、
設備完成報告書
（約90万ページ）

マイクロフィルム
化された図面
（アパーチュア
カード形式）

・

デジタル化とマイクロフィルム化を同時
実施

〈理由〉
情報共有と再利用を行えるシステム導
入により、業務効率の向上、品質向
上、情報資産の長期・安全保存を意図

平成16年 ・

・

・

・

・

電子化された文書は、永年保存のために
アーカイブレコーダーでマイクロフィルムに
変換
永年保存用のマイクロは大判図面の判読
性の観点から35mmフィルムを使用してい
たが、今後はコスト削減を期待し、アーカ
イブ用16mmフィルムでの記録を検討
4工場で分散蓄積していたデータの検索が
可能となリ、独自にビューアーソフトも開発
省スペースのために紙の原本はマイクロ
化後、一定期間保管したのちに廃棄し、古
紙としてリサイクル
マイクロからのデータ復旧（マイクロ→
TIFF変換）の検証を実施し、災害時データ
消失時のルールと対策を確立

・ 過去にマイクロフィルム化され、30年以上経過した古い紙図面には、赤
茶色に変色するものもあり、原図よりもマイクロからのほうが良好な画質
が得られるため、マイクロフィルムからデジタル化（TIFF形式）を実施

6 医療・福祉業 ・

・

・

過去カルテで決定保存年限5年を超えたものはマイクロ化して保
存していたが、リーダプリンタが1台しかなく検索に時間がかかる
ことから、保存活用システムを新たに検討
導入当時（平成11年）は電子カルテの運用が中心で過去の紙カ
ルテの運用事例は希少
過去の紙カルテと電子運用の電子カルテでの二重運用は現場へ
の混乱をきたすおそれがあるため、過去カルテのデジタル化が有
効

紙の過去カルテ
（平成11年までの
6年分）

・

・

デジタル化を実施

〈理由〉
電子カルテシステムの導入を前提に、
カルテの重要な情報は電子データへ
の変換を決定
過去の紙カルテをデジタル化し、新規
の電子カルテとの効率的な相互運用
を企図

平成11年 ・

・

導入当時（平成11年）は、厚労省の通達で
電子保存が認められていなかったため、
紙の原本も保管
PDFに統一して電子化されたファイルは患
者ＩＤで引き出し、書類種別ごとに分類

・
・
・

鎧貼りの伝票などはフラットヘッドスキャナにより電子化を実施
ファイル形式はPDFに統一
他院からの紹介状や押印が必要な紙文書は、現場でスキャニング（疑
似電子化（イメージ画像））を行い、閲覧を電子化

7 建設業 ・

・

・

・
・

・

建造物の補修や整備、解体の際は、構造物の図面の有無が、工
期、経費、安全性、環境汚染等に多大な影響
建築物が存在する間は、図面など建築図書を確実に保存し、随
時開示できる方法が必要
従来、施工記録や図面等はマイクロフィルムに撮影して保存され
てきたがデジタル化の波に押され、マイクロフィルムの活用が縮
小
マイクロフィルムでの保管はコスト大
情報の検索閲覧は、手作業による抽出、複写等によるため、多大
な人件費コスト
デジタル永久保存技術に懸案があるものの、近年、建築業界で
は、デジタル化時代の建築情報永久保存の取組方法を研究中

営業関係書類、
設計関係書類、
施工記録、品質
記録の竣工図書
のうち、永久保存
が必要な図書及
び文書

・

・

・

デジタル化とマイクロフィルム化を同時
実施
（マイクロフィルムは35mmCOM）

〈理由〉
デジタルデータの永久保存に信頼性
がなく不安
デジタル・マイクロを一元化（同一規格
のデータ）するファイリングシステムを
構築することにより、デジタルデータの
維持管理コストが削減
デジタルとマイクロフィルムを相互に補
完することにより、「永久保存」と「常時
閲覧」の両立を企図

　　　　　-
(典拠文献に
記載なし)

・

・

マイクロフィルムは、ISOに準拠した設備
（温度、湿度、防塵管理、防災防犯設備を
施したセキュリティルーム）で保管
デジタルデータはWebサーバに入れて、常
時閲覧可能な体制を整備（これによりコス
ト削減が可能）

・

・

・
・

過去のマイクロフィルム情報も、マイクロデータからのスキャンサービス
機能によって電子化する仕組みを構築
サーバの情報に事故がある場合や消失している場合、即座にマイクロ
フィルムから読み戻すことが可能
Webサーバのデータマイグレーションによる維持管理コスト削減に効果
過去のマイクロフィルムを電子化する必要性が解消

出典：『月刊IM』　（社団法人　日本画像情報マネジメント協会）

No.1　「医療・福祉業」　Vol. 49(1)、2010年1月号　　No.2　「医療・福祉業」　Vol. 47(4)、2008年4月号　　　No.3　「電気・ガス・熱供給・水道業 」　Vol. 49(3)、2010年3月号    No.4　「金融・保険業」　Vol. 48(9)、2009年9月号
No.5　「製造業」　Vol. 44(4)、2005年4月号　 　       No.6　「医療・福祉業」　Vol. 44(6)、2005年6月号　　  No.7　「建設業」　Vol. 48(9)、2009年9月号
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第４章 歴史公文書等保存方法の検討 
 

４－１ 歴史公文書等保存方法検討の目的と論点 
４－１－１ 歴史公文書等保存方法の検討目的及び検討事項 
本章では、紙媒体で移管された又は今後移管される歴史公文書等の保存方法に

ついて、紙媒体の原本の十分な保存を図るために作成する代替物について、マイ

クロフィルム化による場合とデジタル化による場合における技術面、経費面のメ

リット、デメリットを検討し、結論を得ることを目的とし、代替物の在り方、継

続的な維持管理等について検討する。その上で、歴史公文書等の保存方法につい

て、今後の方針を示すことを目指す。 
  

４－１－２ 歴史公文書等保存方法検討の論点 
歴史公文書等保存のための代替物の在り方等を検討する上で、重要と考えられ

る事項を、次のとおり、四つの論点に整理した。 
 

論点１ 代替物の在り方について 

「紙媒体で移管される歴史公文書等の代替物に求められる基本的な品質とは何

か」、「原資料の情報がどこまで再現されればよいのか」といった観点から、代替

物の在り方について検討した。また、原資料の劣化、損傷、損失等に備えるため、

代替物にも一定の原本性（完全性、機密性、見読性）や真正性の確保が求められ

るとの理解に基づいて、代替物作成の技術動向についても検討を行った。 
なお、論点 1 は、次の 4 項目に細分して検討した。 
 

１．メタデータによる統合的な管理 

関連付けられる統合的なメタデータにより、原資料と代替物の双方の内容、構

造及び管理情報等の管理が可能であること。 
 

２．原秩序等の保存 

文書の構造や複数文書間の関係（文書ごとのまとまり、綴られている順序等）

を表す情報を代替物でも再現できるように保存できること。 
 

３．文書の見た目の保存 

文書 1 枚ごとに収められている情報（文字・記号・配列・付属情報（押印）等）

を再現して保存できること。 
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４．適切な代替物作成の経費 

代替物作成に要する経費が適切であること。 

 

論点２ 代替物及び原資料の長期保存について 

紙媒体の原資料保存が目的である以上、繰り返し代替物を作成し、原資料に無

用な負担をかけるようなことは避けたいところである。したがって、代替物の作

成には、長期的に安全な方法、媒体を選択することが望まれる。そこで、代替物

の長期保存の定義について検討した。また、代替物作成時には原資料に一定の負

荷をかけることとなるが、その際にどの程度の負荷であれば許容されるのかにつ

いて検討した。さらに、原資料への負荷が最小限となるのは、どのような代替物

作成方法であるのかについても検討した。これらに加えて、代替物を可視的に再

現するために必要な媒体やファイルフォーマット、保存・再生システム等につい

ても検討を行った。 
なお、論点 2 は、次の 3 項目に細分して検討した。 
 

１．代替物の長期保存 

原資料の負荷の軽減及び保存管理の観点から、代替物自体の長期保存が可能で

あること。 
 

２．原形の保存及び原資料への最小限の負荷 

原資料がもとあった状態（綴じ方、折り方等）をできるだけ崩さずに、代替物

を作成できること。また、原資料への負荷が最小限となる方法・媒体で代替物の

作成が可能であること。 
 

３．代替物の長期的な再現可能性 

代替物は、媒体や情報の再現に必要な機器類の安定的な入手及び供給が可能で

あること。 
 

論点３ 継続的な維持管理について 

代替物を長期的かつ安定的に保存するためには、作成後の維持管理が不可欠で

ある。したがって、維持管理の方法及び経費についても検討の上、実現可能な環

境及び経費の見通しを立てておくことが重要だと考えられる。マイクロフィルム、

デジタル、いずれの媒体においても、管理された温湿度環境において保管する必

要がある。また、技術の陳腐化等に対応するため、マイグレーション等が必要に

なる。これら継続的な維持管理に必要な項目を整理し、検討を行った。 
なお、論点 3 は、次の 2 項目に細分して検討した。 
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１．継続的かつ簡便・安全な維持管理 

簡便な方法による継続的な代替物の品質維持が可能であること。また、媒体変

換が必要な場合に、媒体同士の互換性や異なる媒体への変換についての安全性が

確立していること。 
 

２．適切な代替物管理の経費 

代替物の管理経費が適切であり、将来的な経費の見通しが立てられること。 
 

論点４ 利用関連の状況について 

この度の検討では、代替物作成の目的を歴史公文書等の保存に置いている。だ

が、作成した代替物が十分な利便性を備えていれば、その代替物を利用に供する

ことにより利用の目的が達成されるとともに、原資料の利用抑制ともなるので、

国立公文書館の基本的使命である歴史公文書等の保存と利用の両立を果たすこと

につながる。前章で調査した事例等から見ても、代替物の利便性は、代替物作成

の方法、媒体を選択する際の重要な視点である。したがって、利用の局面におけ

る代替物の在り方についても、論点に加えることとした。 
 

４－２ 論点１ 代替物の在り方について 
論点 1 では、原資料が持つ情報を代替物でどの程度再現させるべきか、また、

その再現した情報の信頼性等をどのように担保するべきか、担保できるのか、代

替物の在り方について検討した。 
  

４－２－１ メタデータによる統合的な管理 
歴史公文書等の保存のために作成する代替物は、原資料の情報を正確に写し取

り再現できるものである必要がある。また、作成後においても、代替物が損傷し

たり、代替物に記録された情報が不正に改変・削除されたり、依拠する技術が失

われたり、利用不能状態に陥ったりせず、原資料の情報を再現できることを証明

する必要もある。言い換えれば、原資料と同様に、代替物についても、原本性（完

全性、機密性、見読性）、真正性を確保する必要がある。原本性、真正性を確保す

るためには、原資料及び代替物を相互に関連付けるメタデータを体系的に整備し、

その運用を着実に行うことにより、原資料及び代替物を統合的に管理する必要が

ある。 
歴史公文書等の原資料及び代替物を統合的に管理するためには、どのようなメ

タデータを整備・運用する必要があるのだろうか。歴史公文書等が、元来、国の

機関等が業務の過程で作成等する記録であることを考えれば、社会一般で組織が

記録を管理するために必要とされるメタデータの在り方が一つの参考になる。記

録の管理に関する国際標準規格として ISO15489が平成13（2001）年に制定され、
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17 （ 2005 ） 年 に 日 本 工 業 規 格 に も な っ て い る （ JISX0902-1:2005 ４７ 
（ISO15489-1:2001４８））。同規格は、記録を作成した「コンテキスト（背景・状

況・環境）、内容、構造及びある期間の記録の管理について説明したデータ」とし

て、メタデータを定義している。 
一方、デジタル化による代替物作成を視野に入れた場合、電子記録の管理や保

存のためのメタデータに関する考え方も参考になる。電子記録の保存に必要なメ

タデータに関しては、例えば、国際公文書館会議（ICA）が行った調査研究で、

次の 3 類型に整理している４９。 
 
記録管理メタデータ  

記録管理（recordkeeping）メタデータは、記録そのものの中から、または記

録を作成した組織の中で生じたものである。作成者、作成日、タイトル、機密

度、キーワードなどの要素を含んでいることもある。記録管理（recordkeeping）
メタデータが存在する一般的な理由は、記録が作成された元々の目的に必要な

ためである。 
 

アーカイバル・メタデータ 

アーカイバル・メタデータは、記録が最初に作成された後にその記録を管理

しやすくするように追加したものである。アーカイバル・メタデータの追加は、

非現用記録の管理メカニズムの一部として記録を作成した元の組織が行ったり、

国立公文書館のような作成された記録を最終的に受入れる組織が行ったりする。

アーカイバル・メタデータは、記録を再確認した最新日、作成した元の組織名

などの要素を含むこともある。 
 

技術的メタデータ 

技術的メタデータは、記録の理解や処理に必要なものである。中には、最初

の作成システムから生じるため、記録管理（recordkeeping）メタデータとみな

されるものもある。技術的メタデータは、長期保存処理の過程の一部として追

加されるものであるため、起源が元の作成システムであるという点以外は、アー

カイバル・メタデータと同様である。 
 

ISO15489 と ICA による 3 類型の整理を比較対照すると、記録を作成したコン

                                                  
４７JIS X 0902-1:2005. 情報及びドキュメンテーション－記録管理－第 1 部：総説 
４８ISO 15489-1:2001. Information and documentation –Records management – Part1: 

General. 
４９国際公文書館会議電子環境における現用記録委員会「電子記録：アーキビストのためのワー

クブック（ICA 報告書 16）」平成 17（2005）年 4 月 
http://www.archives.go.jp/hourei/ICASTUDY16_ELECTRONIC_RECORDS_JPN.pdf 
[accessed 2010-12-22]. 
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テキスト、内容、構造を記述したメタデータが「記録管理メタデータ」に対応し、

作成後のある期間の記録の管理について記述したメタデータが「アーカイバル・

メタデータ」に対応するといえる。いずれにしても、記録そのもの及び記録作成

のコンテキストだけでなく、その後の管理プロセスもメタデータで管理するとい

う考え方である。 
歴史公文書等が、元来、国の機関等の活動記録であることを前提として、原資

料を保存・管理するためには、記録管理メタデータもアーカイバル・メタデータ

も、項目を体系的に整備し、個々の文書についてメタデータを適切に記述・管理

する必要がある。また、代替物についても、原資料と同様に、代替物作成時に付

与するメタデータ（「記録管理メタデータ」に相当）のみならず、その後の維持管

理、利用等に関するメタデータ（「アーカイバル・メタデータ」に相当）を体系的

に整備し、運用する必要がある。 
さらに、原資料に係るメタデータと代替物に係るメタデータを全く別々に整備・

運用するのではなく、原資料と代替物の対応関係が適切に把握できるように、メ

タデータ相互の関連付けを行い、統合的に運用できるメタデータ体系を整備する

必要がある。そのような体系に基づいてメタデータを運用・管理することにより、

代替物作成時のみならず、その後の維持管理過程についても管理することが、代

替物の原本性、真正性の確保につながる。 
現在、国立公文書館で実施されているマイクロフィルム等の代替物作成時には、

原資料の目録情報や排架場所、原資料の付属物の情報、簿冊単位やページ単位で

のナンバリング等の記録作業を実施している。これらの記述情報は、代替物と体

系的に関連付けることにより、代替物作成時の「記録管理メタデータ」として機

能する。また、マイクロ化時に依拠した ISO、JIS 等の規格等に係る技術情報を

体系化して記述すれば、それは「技術的メタデータ」として機能する。さらに、

作成後の収蔵環境や定期的点検等の維持管理、利用用複製物作成等を目的とする

保存用マスターフィルムの利用等に係る実績等を記述する項目を設定すれば、そ

れは「アーカイバル・メタデータ」として機能すると考えられる。 
デジタル化による代替物作成については、原資料の記述情報を代替物と関連付

けることにより代替物の「記録管理メタデータ」として活用する点はマイクロ化

と同様であるが、そのほかに、デジタル化時に使用したハードウェア、ソフトウェ

ア等のシステムに関する情報、スキャニング等により画像化した場合の画像の解

像度、ビット深度、ファイルフォーマット等に関する情報、デジタル化データの

保存媒体に関する情報等を「記録管理メタデータ」かつ「技術的メタデータ」と

して体系的に項目化する必要がある。また、「アーカイバル・メタデータ」かつ「技

術的メタデータ」として、作成後の収蔵環境や保存媒体の検査、媒体変換やマイ

グレーション等の実績等を記述する項目を設定する必要がある。 
いずれにしても、代替物の作成及び維持管理に係る業務プロセスを徹底的に検
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証し、代替物自体及び業務プロセスを適切に管理するために必要なメタデータ項

目を洗い出して体系化する必要がある。また、現時点で想定できない事態へも柔

軟に対応できるように、メタデータの体系化に当たっては、一定の拡張性を確保

しておく必要がある。 
なお、デジタル化による代替物の場合、一旦デジタル化してしまえば、電子情

報の長期保存という点では共通するところがあることから、国立公文書館が平成

23（2011）年度から運用開始することとしている電子公文書等の移管・保存・利

用システムで用いられるメタデータ体系を参照することも考えられる。さらに、

必要かつ可能な範囲で、標準的なメタデータ体系に準拠するマッピングを行うこ

となどにより、デジタル化により作成した代替物を含む電子情報の間における相

互運用性に配慮することも望まれる。 
 

４－２－２ 原秩序等の保存 
歴史公文書等の保存を考える上で重要な要素の一つに、原秩序の保存がある。

原秩序の保存とは、文書の作成者（作成機関）が確立した文書の編綴等の整理に

係る秩序を保存することをいう。歴史公文書等においては、多くの場合、ある文

書を構成するページの並び順だけでなく、文書を構成する複数のドキュメント間

の編綴順等の物理的関係が、そのまま文書作成時のコンテキスト等の論理的関係

を示している。また、複数の文書間の物理的関係も、文書相互、そして、文書を

作成したコンテキスト相互の論理的関係を示している。ドキュメントや文書相互

の編綴順等に何らかの形で手を加えると、文書作成時のコンテキストが分からな

くなるおそれがある。したがって、歴史公文書等の保存においては、文書の作成

者（作成機関）が文書に与えた原秩序を保存し、当該公文書等の原本性、真正性

を確保する必要がある。歴史公文書等の代替物についても、原資料の持つ原秩序

を再現し保存する必要がある。 
一方、歴史公文書等が持つ情報の豊かさは、文字や図面、図像等の情報だけに

由来するわけではない。用紙や書式、体裁、印影等の文字以外の情報も、歴史公

文書等を理解する上で重要な意味を持っている。これらの情報は、記録・資料と

しての歴史公文書等から失われてはならない「エッセンス」であると考えられる。

したがって、歴史公文書等の代替物作成に当たっては、原資料の文字等の情報だ

けでなく、文字情報以外の情報を含めて、文書の「見た目」を保存する必要があ

る。 
原秩序の保存という要件を満たすという観点から代替物作成を考えると、作成

対象の選定に始まり、撮影等前作業、撮影等、撮影等後の再編綴・箱入れ、再排

架等、代替物作成に係る作業工程全般にわたって、原資料の原秩序を保存し、代

替物においても原資料の原秩序が再現されるようにしなければならない。また、

代替物で再現された原秩序が作成後も維持されなければならない。この点、マイ
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クロ化の場合、代替物作成が適切に行われれば、紙媒体の原資料が持つ物理的秩

序をフィルムのコマ順等により物理的に固定化することができるので、その後の

原秩序の維持も、マイクロフィルムの物理的保存を適切に行えば果たすことがで

きる。一方、デジタル化の場合、画像フォーマットの多くが 1 ファイルで 1 ペー

ジイメージのみ格納するような構成になっている。1 件の文書が複数ドキュメン

トで構成され、一つのドキュメントが複数ページで構成される多くの歴史公文書

等の場合、文書の構成を示す構造情報をメタデータ項目として設定する必要があ

る。そして、そのメタデータを用いて、文書－ドキュメント－画像ファイル相互

の関連付けを行い、原秩序を再現・維持する必要があると考えられる。 
また、「見た目」を適切に保存するためには、マイクロ化及びデジタル化の双方

において、適切な解像度設定が最低限必要である。加えて、デジタル化の場合に、

必要な範囲で、原資料が持つ情報に応じて、ビット深度設定を変えたり、ファイ

ルフォーマットを使い分けたりすることも考えられる。例えば、ビット深度の設

定についていえば、ニュージーランド公文書館が策定したデジタル化に関する標

準（Digitisation Standard）５０では、白黒テキストのみの文書では「1bit 白黒二

値」を、テキスト又は図表で有限色が使われているドキュメントでは「8bit カラー

以上」を、「白黒写真」では「8bit グレースケール」を、それぞれ推奨している。

ただし、これらを細かく行おうとすれば、代替物作成前における原資料の調査を

含む代替物作成及び作成後の維持管理の両面で、作業の負担増や効率低下を招き、

経費増につながるおそれもあることに留意する必要がある。 
  

４－２－３ マイクロ化及びデジタル化における保存媒体の特質 
マイクロフィルム 

マイクロフィルムにはいくつかの種類があるが、国立公文書館において保存用

代替物として用いられ、主に長期保存目的で使用される 16mm ロールフィルムに

ついて以下に述べる。 
マイクロフィルムは、文字等の情報を伝える画像層と画像層を支えるベース（支

持体）の 2 層構造になっているが、ベースの材質の違いにより、セルロースエス

テルベースの TAC フィルムと、ポリエステルベースの PET フィルムの 2 種に大

別される。このうち、TAC フィルムについては、酢酸臭を放ちながら劣化し、劣

化が極度に進行した場合には、画像がゆがみ複製も困難になるような問題が発生

している（「ビネガーシンドローム」）。国内外の事例をみると、TAC フィルムの

劣化が進行し、その対策が急務となっている例は少なくない５１。所蔵資料の代替

                                                  
５０前掲注 43 に同じ。 
５１The British Library. “Cellulose Acetate Microfilm Forum (CAMF)”.  

http://www.bl.uk/aboutus/stratpolprog/ccare/introduction/preservation/camf/CAMF.ht
ml  [accessed 2010-12-22]. 
前掲注 15 に同じ。 
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物の在り方等について検討している多くの機関がTACフィルムを多数所蔵してお

り、それらの機関が検討を実施する要因の一つとして「ビネガーシンドローム」

があることが窺える。 
一方、PET フィルムについては、「ビネガーシンドローム」のような問題は生

じていない。国立公文書館では、開館以来、保存用代替物の作成にはすべて PET
フィルムを用いており、現時点では、代替物保存上の問題はないといえる。  

マイクロフィルムの利点のうち、特に歴史公文書等の保存用代替物としての利

点を挙げると、ISO 等により媒体や作成プロセスに関する規格が確立しており、

均一な品質で原本性及び真正性が確保された代替物の作成が可能であること、従

来の保存実績や強制劣化試験等により予測寿命が極めて長期であることが確認さ

れていること、原資料の情報がフィルムに縮小されて記録されるため可読性（可

視性）があること、閲覧等のための機器についても技術の陳腐化のおそれが少な

いことなどが挙げられる。一方で、閲覧等のための機器が一般的に普及している

とは必ずしもいえないことなど、利用の利便性等の面での問題もある。 
  

デジタル 

デジタル化された情報を保存する媒体には、磁気ディスク、光ディスク等があ

るが、これらの媒体については、数年単位で保存容量や価格等の改良が進んでい

る状況にある。また、媒体の劣化が起こらない限り、記録された情報も劣化しな

いという点も利点として挙げられる。媒体へ記録する際の品質についても均一化

が図られつつあるほか、媒体の寿命についても、光ディスクの期待寿命推定法が

ISO/IEC10995５２として国際標準規格化されるなど、長期保存の信頼性を確保す

る手段が整いつつある。何より、インターネットの利用環境が整っている場合、

デジタル化情報の利用面から見た利点については、国立公文書館のみならず、他

の公文書館、図書館等の事例をみても、疑いの余地はない。これらデジタル化情

報の保存媒体を支える技術については、今後も急速な発展が期待される一方、後

述するように、その発展こそが既存の技術の陳腐化を招き、デジタル化した代替

物の将来的な保存及び安定的、継続的な維持管理の不透明さや困難さを生む要因

ともなっている。代替化した媒体が劣化していなくとも、その媒体に記録された

情報を閲覧及び再生するための機器が入手不可能になったり、閲覧等のための機

器が入手できても、必要なソフトウエアが入手不可能になったりするなど、技術

の陳腐化が代替物に記録された情報の可視的な情報としての再現を阻むおそれが

ある。このような場合、歴史公文書等の代替物として機能しなくなることになる。 
 

                                                  
５２ISO/IEC 10995:2008. Information technology –Digitally recorded media for 

information interchange and storage – Test method for the estimation of the archival 
lifetime of optical media. 
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４－２－４ 代替物作成の技術動向 
上の各項において代替物の在り方を検討してきた中から、歴史公文書等におけ

る代替物作成の技術動向に関連する内容について、メタデータ、保存媒体の技術、

画質やフォーマット、撮影等技術の 4 項目に整理し、その概要を述べることとす

る。 
 

メタデータ 

紙媒体の原資料及び代替物の作成・維持管理プロセスを統合的に管理できるメ

タデータの体系化が必要である。特に、デジタル化による代替物作成の場合、メ

タデータ、とりわけ技術的メタデータの体系化は死活的に重要である。しかしな

がら、デジタル情報を長期に安定的に保存するために必要と考えられる項目を網

羅し、かつデジタル情報間の相互運用性等にも配慮した単一のメタデータスキー

マは、現時点では存在していない５３。したがって、メタデータの体系化に当たっ

ては、繰り返しになるが、代替物の作成及び維持管理に係る業務プロセスを徹底

的に検証し、代替物自体及び業務プロセスを適切に管理するために必要なメタデー

タ項目を洗い出す必要がある。その上で、必要かつ可能な範囲で、既存のメタデー

タスキーマをモジュール的に組み合わせるとともに、独自定義により項目を追加

して、国立公文書館における歴史公文書等の保存に最適なメタデータ体系を構築

する必要がある５４。 
 

保存媒体の技術 

マイクロ化に係る保存媒体の技術は完成されているといえる。したがって、そ

の信頼性等について検討すべき点は見当たらない。しかしながら、デジタル情報

の作成、流通等が急速に主流となりつつある中で、マイクロ化に係る市場動向に

よっては保存媒体の技術が入手困難等に陥るおそれも否定できず、今後の動向を

注視していく必要がある。デジタル化に係る保存媒体については、様々な媒体が

汎用化され入手も容易になってきている。ただし、将来的には、現在の技術水準

以上に長期の保存に耐え得る新たな媒体が出てくる可能性もあるため、技術動向

は注視する必要がある。長期保存の安定性を考える場合、光ディスクが有力な選

択肢である。また、電力消費量、二酸化炭素排出量等の環境負荷の観点からも同

様のことがいえる。歴史公文書等の代替物作成方法としてデジタル化を採用する

場合、保存媒体の選択に当たっては、原資料の情報をどの程度代替化するかとい

                                                  
５３例えば、英国図書館では、保存のための代替物として、現時点では、マイクロフィルムを

選択しているが、代替物作成方針をデジタル化へ変更するためのメルクマールとして「実

証されたメタデータがあること」としている。 
５４前掲注９の内閣府「平成 20 年度電子公文書等の管理・移管・保存・利用システムに関す

る調査報告書」平成 21（2009）年 3 月 
http://www.archives.go.jp/law/pdf/denshi5_1.pdf [accessed 2010-12-22] を参照。 
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う点について基本的考え方を確立し、画質やファイルフォーマットの設定に基づ

いて容量等を試算した上で、適切な媒体を選択する必要がある。使用する個別の

媒体については、上述した ISO10995 に準拠したテスト等を行うことにより長期

保存に適していることが一定程度証明されているものを使用することも考えられ

る。 
 

画質・フォーマット 

マイクロ化においては、保存媒体の技術と同様、技術や規格が確立しているの

で、検討すべき点は見当たらない。一方、デジタル化においては、解像度、ビッ

ト深度等の設定により、さまざまな画質の設定が可能であり、多様な選択肢が用

意されている。したがって、技術そのものの問題ではなく、技術を使う側の問題

として、まず、代替物で実現すべき画質について、原資料の情報の何をどこまで

再現できれば、歴史公文書等の保存用代替物として適切なのかについて基本的な

考え方を確立する必要がある。その上で、技術を「使いこなす」経験を積んでい

く必要がある。また、フォーマットについては、デジタル情報の長期保存に適し

たフォーマットとして、TIFF、JPEG2000、PDF/A 等、国内外で推奨されている

フォーマットが複数あるので、これらの中から適切なフォーマットを選択するこ

とが適当であろう。 
 

撮影等の技術 

マイクロ化における撮影技術は現時点では確立しているが、将来的には、撮影

機器類の安定的供給のほか、紙媒体資料の取扱いも含めた適切な技術を持つ撮影

者等の人材確保等の可能性について、動向を見守る必要があるだろう。デジタル

化については、まず、歴史公文書等の保存用代替物作成に用いることができるの

は、後述するように、フェイスアップ型スキャナであって、ドキュメントスキャ

ナやフラットベッドスキャナではない。フェイスアップ型スキャナは、内外の公

文書館、図書館等で一定の需要があるが、一般的に広く普及しているものではな

い。そのため、スキャナが必ずしも安価に入手できるわけではなく、また、スキャ

ナを操作するオペレータも、紙媒体資料の取扱いも含めた適切な技術を持つ人材

を確保できるか否か、注意深く検討する必要がある。デジタル化の画質、フォー

マット等の設定によっては、スキャナに求められる性能等に大幅な違いが生じ得

る。これらの点に留意しつつ、撮影等技術の確保を図る必要がある。 
なお、マイクロ化については、マイクロフィルム用カメラを用いた撮影による

方法のほか、スキャニングにより作成したデジタルデータをマイクロフィルムに

記録する方法も考えられる。また、デジタルデータをマイクロフィルムと光ディ

スクに並行して保存する方法も考えられる。 
デジタルデータをマイクロフィルムと光ディスクに並行して記録する方法につ
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いては、ISO11506５５として平成 21（2009）年に国際標準規格化されている。

ISO11506 は、電子データを長期保存するために、当該データをマイクロフォー

ム（COM：Computer output microform）と光ディスク（COLD：Computer output 
laser disc）に並行して記録する方法・手順のベストプラクティスを推奨する規格

である。同規格の対象となる電子データは、主に白黒二値で表現できるテキスト

及び二次元グラフィック・データであり、動画・音声、三次元画像、カラー又は

グレーの画像等は適用範囲から除外されている。マイクロフィルムの長期保存性

と光ディスクの利便性という両媒体の特性を相互に補完することで、電子データ

の長期保存を図る方法を標準化したものとして注目される。 
 

４－２－５ 代替物作成に要する経費等 
代替物作成は、適切な経費の範囲内で実施される必要がある。代替物作成に要

する経費については、撮影又はスキャニングに関わる直接的な経費だけではなく、

前作業、後作業等－マイクロ化でもデジタル化でも等しく発生する作業ではある

が－に必要な経費も加味して検討する必要がある。 
マイクロ化については、現在、国立公文書館において保存のための主要な代替

物として継続的に作成業務を実施しているため、代替物作成に必要な新たな費用

発生の可能性は小さく、年度当たり作成量（コマ数及び冊数）や費用についても

予測が容易である。ただし、今後のデジタル化の発展による市場の縮小や原材料

の価格の高騰５６等も懸念されるなど、流動的な要素もある。 
デジタル化に要する経費については、スキャナ等機器類や保存媒体の価格、ス

キャナ等機器類オペレータの人件費等の要素を考慮する必要がある。しかも、こ

れらの要素は、デジタル化で要求する画像の品質設定等の違いによって、スキャ

ニング等に要する作業時間の長短や保存データ量の多寡が決まるため、大幅に変

動する。したがって、デジタル化による代替物作成の経費を試算等する場合は、

まず、何よりも、最終的な成果物である代替物の品質や仕様を詳細に確定した上

で行う必要がある。 
なお、現時点では、例えば、撮影又はスキャニングに要する時間は、画像品質

の設定にもよるが、マイクロフィルム撮影が 1 コマ当たり数秒で可能であるのに

対し、フェイスアップ型スキャナによるスキャニングには 1 コマ当たり数十秒を

要すると考えられる。マイクロ化とデジタル化の経費面での比較をする際は、こ

のような処理時間の違いにも留意する必要がある。 
                                                  
５５前掲注７に同じ。 
５６デジタル化の進展による保存用記録媒体の多様化の進展と、マイクロフィルムの需要縮小

及び主要材料である銀や原油等の価格高騰により、マイクロフィルム関連商品が平成 20
（2008）年 4 月より 30％値上げされている。 
富士フィルム株式会社ニュースリリース「マイクロフィルム関連材料などの価格改定につ

いて」 平成 19（2007）年 12 月 13 日 
http://www.fujifilm.co.jp/corporate/news/article/ffnr0164.html [accessed 2010-12-22]. 
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４－３ 論点２ 代替物及び原資料の長期保存について 

論点 2 では、まず各媒体における「長期」の定義を確認した上で、代替物及び

原資料の長期保存をするために必要な取組みや技術環境等について検討した。 
 

４－３－１ 代替物の長期保存 
歴史公文書等保存のために代替物を作成する場合、代替物の長期保存が可能で

あれば、原資料に立ち返って代替物を再度作成する機会も減り、原資料へ累積す

る負荷も小さくなる。 
ただし、一口に「長期保存」といっても、各媒体における「長期」（Long Term）

の定義の仕方が異なる。したがって、定義に基づいて「長期」について確認する

こととする。マイクロフィルムは、長期保存マイクロフォームについて、永久保

存条件の下で最低 100 年の保存に適したマイクロフォームと定義している５７。一

方、電子媒体の CD 及び DVD については、電子化文書の長期保存期間を 10～30
年程度と JIS により規定されており、さらに真正性と見読性の保証を必要条件と

している５８。 
国立公文書館は、所蔵する歴史公文書等を永久的に保存することを使命として

いるので、原資料への負荷軽減の観点から、歴史公文書等保存を目的として作成

する代替物は長期保存が可能である必要がある。特に、原資料の劣化が進み、原

資料そのものが失われ、代替物を再度作成する機会が失われるおそれのあるもの、

代替物を歴史公文書等の原本として見なさなければならないような状況に至る可

能性のあるものについては、可能な限り長期に保存できる媒体で代替物を作成す

る必要がある。一方で、原資料の状態が比較的良好な場合は、一定期間経過後に

再度代替物を作成することが可能であり、また、その時々で最適な方法・媒体を

選択して代替物を作成する方が合理的である場合もあるだろう。 
 

４－３－２ 代替物の媒体及び媒体に記録された情報の長期保存に関する技術的

側面からの検討 
物理的媒体（マイクロフィルムや光ディスク）の長期保存が可能であれば、媒

体に記録された情報も長期保存が可能であるといえるか。媒体と記録された情報

の長期保存について、技術的側面からの検討を行う。 
媒体の寿命については､上述のとおり、マイクロフィルムが、JISZ6009 で永久

保存条件の下で最低 100 年の保存に適したものを長期保存用であると定義してい

る。また、マイクロフィルムに記録された情報は、拡大の必要があるものの、人

間が目視により情報を確認することができ、直接的な可読性がある。したがって、

                                                  
５７前掲注４に同じ。 
５８前掲注５に同じ。 
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物理的媒体としてのフィルムの寿命と情報の寿命は、ほぼ一致する。 
これに対して、デジタル化に用いられる媒体については、CD 及び DVD につい

て、上述のとおり JISZ6017 において、10～30 年の保存に対応できるものを用い

ることを規定している。媒体の寿命については、代替物作成の技術動向でも述べ

たように、今以上に長期保存が可能な媒体が新たに開発されることも十分想定さ

れる。したがって、ISO、JIS 等の標準化の取組みも含め、今後の推移を注視して

いく必要がある。ただし、デジタル化の場合、後述するように、媒体が物理的に

劣化していない場合でも、媒体の再生装置や情報を可読性のあるものに変換する

ソフトウエア等のシステムが入手不能な状態に陥れば、記録された情報を再現で

きなくなる。つまり、媒体の寿命が尽きる前に、媒体をサポートする技術環境が

失われることにより、記録された情報が利用不能になるおそれがあるのである。

したがって、代替物が依存するシステム等に係る技術動向にも目配りを怠らない

ようにする必要がある。 
 

４－３－３ 紙媒体の原資料への負荷等 
歴史公文書等の代替物作成に当たっては、原資料の原形をできるだけ崩さずに、

また、原資料への負荷が最小限となるよう配慮する必要がある。したがって、マ

イクロ化であろうとデジタル化であろうと、原資料の解綴や分冊化は、原則とし

て、資料の劣化や編綴の様態等の理由で適切な代替物作成ができない場合に限る

べきである。また、解綴等が必要な場合でも、原資料の元の状態ができるだけ復

元できるような方法を採る必要がある。一方で、解綴等を行った資料の劣化状態

によっては、代替物作成後における原形の復元が不可能な場合や復元が資料の保

存に悪影響を及ぼすおそれがある場合等もある。そのような場合には、無理に復

元を行わず、原資料が散逸しないように保存箱に収納するなどの措置を講ずる必

要がある。これらの観点からみて、国立公文書館がマイクロ化によって行ってい

る代替物作成方法（２－４－３参照）については、原形の保存を図り、紙媒体の

原資料への負荷を最小限にするという点で必要な配慮が払われていると評価する

ことができる。 
今後、仮にデジタル化による代替物作成を行うこととした場合でも、同様の配

慮を払う必要がある。ここで留意すべき点は、デジタル化で用いるスキャナの選

択においても「同様の配慮」が必要であるということである。歴史公文書等保存

のために代替物を作成する際に、原資料を解綴し、給紙・搬送用ローラに紙を密

着させなければならないドキュメントスキャナを用いることはできない。また、

フラットベッド型スキャナについても、解綴していない資料をスキャンする場合

に裏返してガラス面に圧着させなければならない、解綴の有無にかかわらず、ス

キャン時に資料のスキャン対象面の状態が把握しにくいなどの理由から、使用は

好ましくない。現時点で歴史公文書等のデジタル化に用いることができるのは、
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原資料への負荷を最小限にするという観点からは、フェイスアップ型スキャナに

よるスキャニングのみである。 
ここまでは 1 回の代替物作成で係る負荷について論じてきたが、次に、利用の

反復による負荷の累積について考える。代替物の寿命が短ければ短いほど、代替

物作成の周期も短くなるので、長い年月の間には、代替物作成によって生じる負

荷が累積していくことになる。このような考え方によれば、代替物の寿命は長け

れば長いほど、原資料の保存上好ましいということになる。現在の技術水準で判

断すれば、デジタル化ではなく、マイクロ化に「軍配が上がる」ことになろう。

だが、国立公文書館では、長寿命の代替物を作成したとしても、原資料を「門外

不出」とするわけではない。一般利用者等の利用に供する機会がある。ここから、

今後の技術動向次第では、一定期間経過後に再度代替物を作成し原資料への負荷

が累積したとしても、資料の状態が比較的良好な場合は、歴史公文書等の保存と

利用の両立を図るという国立公文書館の基本的使命に照らして、「許容範囲」の負

荷であるという考え方も成り立ち得る。また、国立公文書館が一度作成したもの

と全く同一の品質の代替物が、もう一つ別に必要とされたと仮定しよう。このよ

うな場合、マイクロ化による代替物（マスターフィルム）から複製を作ると、ア

ナログ媒体であるがゆえに、その複製は、元の代替物と比して、品質の低下を避

けることができない。したがって、このような場合には、再度原資料に立ち返っ

て代替物を作成する必要があり、原資料への負荷を累積することになる。これに

対して、デジタル化により代替物を作成した場合は、元の代替物と全く同一の品

質の複製を作成することが可能かつ容易である。デジタル化による代替物が利用

可能な限りは、再度原資料に立ち返って代替物を作成する必要はなく、原資料へ

の負荷を累積させることもない。 
このように、原資料への負荷等については、原資料の劣化状況、代替物作成等

の利用 1 回当たりの負荷、利用の反復による負荷の累積、時間の経過、技術の変

遷等、複数の観点から多角的、総合的に評価する必要がある。その上で、代替物

作成の最適な方法や媒体を選択する必要がある。 
 

４－３－４ 代替物の長期的再現可能性 
代替物は、媒体や情報の再現に必要な機器類の安定的な入手及び供給が可能で

ある方法により作成される必要がある。将来的に社会のニーズや技術が変化した

としても、長期に再現が可能であろうか。技術の陳腐化及びその対応策が、代替

物の長期保存の観点から重要な検討項目の一つになる。 
マイクロ化に係る技術の陳腐化については、現在、特に認識されていないもの

の、閲覧等に用いる機器類が、媒体の期待寿命の間も変わらず存続しているかど

うか、不透明な要素もあり、現時点で判断することは難しい。仮に閲覧等に必要

な機器類が入手不可能に陥った場合でも、媒体に記録された情報を目視で確認す
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るという対応策がある。しかしながら、国立公文書館が歴史公文書等の保存目的

で作成するマイクロフィルムを「目視で確認する」というのは、組織的業務とし

て行う観点からは疑問が残る。あくまでも「究極」の対応策であって、むしろ、

市場で調達できないのであれば、機器類を「特注」することになるのではないか。

それでも、閲覧等に用いる技術の核が光とレンズであることを考えれば、「特注」

は比較的容易だろうともいえる。 
これに対して、デジタル化については、代替物を再生するためのハードウェア、

ソフトウェア等のシステムの入手不可能、ファイルフォーマットの互換性喪失等

の技術の陳腐化が数年から数十年単位で生じ、代替物に記録された情報が再現で

きなくなるおそれがある。代替物の媒体が物理的に損壊等せず、ビットレベルで

の情報に欠損等が生じていない場合でも、技術の陳腐化により代替物に記録され

た情報の再現が阻まれるおそれがある。したがって、関連する業界等でのデジタ

ル情報の長期的な再現可能性を担保するための標準化・規格化等の取組みが望ま

れるほか、国立公文書館としては、そのような取組みを含む技術環境の変化を的

確に把握し、媒体変換等の措置を適時・適切に講じていく必要がある。 
 

４－４ 論点３ 継続的な維持管理について 
代替物の継続的な維持管理について、維持管理の具体的方法及び維持管理に係

る経費について検討した。どのような維持管理方法が適切なのか、また、その方

法の実行に要する経費について一定の見通しが立てられるのかについて検討する

こととした。 
 

４－４－１ 代替物の維持管理方法・内容について 
歴史公文書等保存用の代替物は、可能な限り安全かつ簡便な方法で品質維持で

きる必要がある。また、媒体変換等が必要な場合には、媒体相互の互換性や媒体

変換等の安全性が確保されている必要がある。このような観点から、マイクロ化

及びデジタル化について、維持管理の方法・内容に係る項目として、「収蔵環境の

保全」、「媒体の点検等」、「機器類の点検等」及び「マイグレーション等」を設定

して検討することとした。 
 

収蔵環境の保全 

ここでは、収蔵庫の設置場所、温湿度管理、紫外線防御対策、セキュリティ対

策等が論点となる。歴史公文書等の保存を目的として作成する代替物の収蔵庫は、

火災、水害、地震等の災害への備えという観点から、原資料の保存場所とは異な

る場所に設けることが望ましい。温湿度については、永久保存条件のマイクロフィ

ルムの場合、温度は 21℃以下に、相対湿度は PET フィルムで最低で 30％、最高
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でも 40％以下とする条件が JIS Z6009５９に定められている。長期保存条件のデジ

タル媒体については、CD、DVD の場合、温度 10～25℃、相対湿度 40～60％で

保管できる専用長期保管庫での保管を推奨６０している。紫外線防御対策について

は、紫外線はマイクロフィルムでも CD、DVD でも劣化要因であるため、マイク

ロ化、デジタル化に共通して、適切に講じる必要がある。セキュリティについて

は、マイクロフィルム、CD、DVD 等の可搬性のある物理的保存媒体の場合、収

蔵庫の施錠や入退出管理、個別代替物の利用権限の設定、利用履歴の管理等が共

通して必要となる。これらに加え、デジタル化では、暗号化等の技術的対応によ

り不正な利用や改ざん等を防止することも視野に入れることが考えられる。 
 

媒体の点検等 
マイクロフィルムでは、定期的に、抜取りにより目視によるカビ、変形、きず、

はく離、変色等の有無を検査する。抜取り検査の頻度については、JISZ6009 では

2 年に 1 回とすることを推奨している。CD、DVD 等については、目視による検

査項目はマイクロフィルムとほぼ同様であるが、さらに、エラーレートの確認が

必要となる。エラーレートの確認により、劣化が進んだ媒体の他媒体への移行の

要否を判断することになる。このエラーレートの確認に関する方法は、

ISO/IEC29121６１により国際標準規格化されている。同規格では、確認の周期を 3
年又は 3 年以下とすることを推奨している。 

 
機器類の点検等 

マイクロ化、デジタル化に共通して、代替物の保存、再生等のために保有等す

る機器が確実に動作するか否かを定期的に点検等し、性能を維持する必要がある。

加えて、より広い視野で、代替物の再生等に必要な機器類の利用が可能な技術環

境が維持されているか否かについて、技術、市場等の動向を常に注視しておく必

要があるのも、マイクロ化、デジタル化に共通している。ただし、デジタル化に

ついては、OS（オペレーティングシステム）やアプリケーション等のソフトウェ

アを含むシステムの利用可能性を確保することが、マイクロ化以上に重要である。

これらは、上述の媒体の点検等が 1 点 1 点の個別媒体のミクロレベルでの状態確

認であるのとは異なり、マクロレベルでの代替物の再生可能性にかかわる事項で

あり、技術環境の変化の様態によって全量的な媒体変換等の要否を判断する契機、

理由となる。 

                                                  
５９前掲注 4 に同じ。 
６０JIS Z 6017:2006. 電子化文書の長期保存方法．附属書２（規定）主な CD・DVD ディス

クによる電子化文書の長期保存方法 
６１ISO/IEC 29121:2009. Information technology －Digitally recorded media for 

information interchange and storage－ Data migration method for DVD-R, DVD-RW, 
DVD-RAM, +R, and +RW disks. 
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マイグレーション等 

適切な維持管理を継続的に行えば、マイクロフィルムについては、100 年程度

の期間であれば、媒体変換は不要であると考えられる。ただし、個別媒体の点検

等により何らかの問題が発生していることが確認されれば、当該媒体に限って媒

体変換を行うことはあり得る。また、再生等に要する機器類が入手不可能になる

など、技術環境が根本的に変化すれば、全量的な媒体変換が必要になる。これに

対して、デジタル化の場合は、現時点では、長期保存に適していることが証明さ

れた媒体で代替物を作成し、理想的な環境で適切に維持管理を行ったとしても、

少なくとも 10～30 年程度に 1 回は、媒体変換を実施することが想定されるが、

媒体の寿命が尽きる前に一定の「ゆとり」をみて媒体変換する方が望ましいと考

えられるので、媒体変換の頻度は、これよりも高まるであろう。個別媒体のエラー

レート確認等で問題が見つかった場合は、さらに媒体変換の頻度が高まる可能性

もある。また、代替物の媒体自体に問題がない場合でも、技術の陳腐化により再

生可能性を担保する環境が失われることが明らかになった時点で、他の媒体へ変

換するマイグレーションや再生環境を別の環境で再現するエミュレーションが必

要になると考えられる。さらに、技術環境の変化の様態によっては、ファイルフォー

マットの変換や代替物の再作成が必要になる可能性もある。他の媒体へ変換する

場合、個別媒体レベルで、同一規格の媒体同士での変換もあり得るが、10 年以上

の周期では、ある規格の媒体から別の規格の媒体へ変換することが想定される。

この場合、複数の規格相互で互換性が確保されている必要がある。 
 
以上のような維持管理の方法・内容については、あらかじめ、長期的な方針、

全体的な計画を策定するとともに、維持管理に係る作業等の実績については記録

を作成して監査証跡を残す必要がある。維持管理に係る作業等の実績の記録は、

メタデータの体系化に当たり、記録自体をメタデータ項目として設定する、記録

に関するメタデータ項目を設定して記録との関連付けを確保するなどにより、統

合的に管理する必要がある。 
 

４－４－２ 代替物の維持管理経費について 
歴史公文書等の保存用代替物は、その維持管理に要する経費が適切であり、将

来的な経費の見通しが立てられる必要がある。今後も国立公文書館が受け入れ保

存する歴史公文書等の数は年とともに増加の一途をたどり、それに伴い、保存用

代替物も数量が増加するという想定を前提として、前節で検討した維持管理の方

法・内容に基づいて、維持管理に要する経費について検討することとする。 
 

収蔵環境の保全 

収蔵環境の保全については、まず、代替物収蔵庫を原資料の保存場所と異なる
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場所に設ける場合、そのための経費が発生することも考えられる。次に、スペー

スの問題がある。代替物の増加は収蔵庫等のスペース拡大を要請すると考えられ

る。記録密度の高さではマイクロフィルムよりデジタル媒体が優れており、代替

物の収蔵スペース増を招きにくい６２。また、デジタル媒体の記録密度は、技術の

変遷とともに高まる傾向にある。したがって、代替物が増加したとしても、特に

デジタル化による場合は、収蔵庫の新設等、経費増につながるような事態が直ち

に発生するとは必ずしもいえない。温湿度の設定については、わが国の気候を前

提とすると、マイクロフィルム、CD、DVD のいずれでも、空調機器等を用いた

管理が必要と考えられ、機器等の設置・運用の経費が永続的に発生する。マイク

ロ化とデジタル化の比較では、温度、湿度とも、マイクロフィルムの方が厳しめ

の設定となっており、運用経費の高さにつながる可能性がある。セキュリティ対

策の面では、収蔵庫の施錠、入退出管理等については、マイクロ化、デジタル化

とも、ほぼ同様の経費が発生すると考えられる。ただし、デジタル化において暗

号化等の技術的対応の「上乗せ」をすれば、経費増につながるものと考えられる。 
 

媒体の点検等 

目視による点検は、記録密度の高低からみて、一定の情報量単位の作業効率で

は、デジタル媒体の方がマイクロフィルムよりも優れており、経費も低く抑えら

れる可能性があると考えられる一方で、デジタル媒体ではエラーレートの確認が

プラスされるため、点検等の全体としては、経費の高低を一概に論ずることがで

きない。また、点検等の実施頻度も、収蔵環境や点検結果等により流動的であり、

経費面の見通しを立てるのは容易ではない。 
 

機器類の点検等 

マイクロフィルム関連の機器類が「プロ向け」の業務用機器であるのに対して、

デジタル化関連の機器類は、一般的なパソコンや周辺機器でも、代替物の再生が

可能であるので、デジタル化の方が経費負担は小さいであろう。一方で、技術、

市場等の動向については、依存するシステムが複雑である分、デジタル化の方が

多岐にわたる詳細な情報収集等が必要になる可能性がある。 
 
マイグレーション等 

マイグレーション等については、100 年単位で考えて、マイクロ化において代

替物の全量的媒体変換を必要とする可能性が極めて低いのに対して、デジタル化

では数回の全量的媒体変換が確実である。具体的にどの程度の経費が発生するか

予測は困難であるが、マイクロ化と比較して、デジタル化の方が経費面で劣るの

は明らかである。代替物が依存する技術の陳腐化により、マイグレーション等の

                                                  
６２ 他面で、記録密度の高さは情報喪失のリスクを高めることに留意する必要がある。 
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頻度がさらに高まるおそれもあるが、技術環境の変化へ対応するために生じる経

費については、マイクロ化、デジタル化とも、不透明な要素が多く、予測や比較

は困難である。 
 

４－５ 論点４ 利用関連の状況について 
作成した代替物は、利用者に対して確実な利用の機会を継続的に提供すること

が求められる。マイクロ化、デジタル化の双方について、利用の観点から検討す

ることとした。 
マイクロフィルムについては、現在国立公文書館では、保存用のマスターフィ

ルムから利用用のフィルムを 2 部作成し、国立公文書館（本館）及び分館の閲覧

室で一般利用者の利用に供している。マイクロフィルムの利用は、フィルムの本

数に応じた箇所・人数での利用が可能であり、通常は専用のマイクロリーダプリン

タを用いて利用することとなる。したがって、同時に利用する箇所や人数を増や

すためには、必要な数のフィルムを複製し、マイクロリーダプリンタも設置する

必要がある。遠隔地で利用するためには、複製フィルムを遠隔地に移送する必要

がある。なお、インデックス情報とコマ情報を関連付けることにより、マイクロ

リーダプリンタによる迅速な検索が可能である。 
デジタル媒体についても、マイクロフィルムの場合と同様、情報を記録した媒

体の数に応じた利用が可能である。パソコン等の利用機器が必要であるが、一般

的なパソコンで利用できるファイルフォーマットで提供すれば、専用の機器を備

える必要はない。また、物理的媒体に記録したままでは、複数の場所・人数での

同時利用を実現するためには、マイクロフィルムと同様に、物理的媒体の複製を

作る必要がある。デジタル化の利便性を論じる場合、デジタル化の導入とインター

ネットを通じた遠隔地からの利用が同時に実現可能であるとするような風潮もあ

るが、デジタル化したデータをインターネット経由で遠隔地から利用できるよう

にするためには、オンライン提供システム等の整備が別途必要である。国立公文

書館が運用しているデジタルアーカイブは、そのようなオンライン提供システム

の一例である。デジタル化データの検索についても、インデックス情報を含むメ

タデータによる相互の関連付けやデータベースへの登載等、ツールの活用によっ

て初めて可能になるといえる。逆にいえば、オンライン提供システムというイン

フラを既に持っていることは、代替物作成の主な目的が原資料の保存にあるとし

ても、利便性の面でデジタル化を採用する極めて有力な動因となる。また、「ヒト」

や「モノ」の移動を伴わずに遠隔地の複数の利用者が利用可能であることは、環

境負荷の低減という観点からも望ましい。 
マイクロ化、デジタル化とも、それぞれの特性をいかしつつ、継続的に利用の

機会を確保するためには、論点 2 及び論点 3 で繰り返し論じたように、技術環境

の変遷への注視及び技術の陳腐化への対応が必要である。 
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４－６ 論点まとめ 

第 4 章の最後に、前節まで検討した成果を、歴史公文書等の保存方法としての

マイクロ化及びデジタル化の技術面及び経費面におけるメリットとデメリットを

比較検討する観点から整理することとする。 
現時点で、マイクロ化は保存媒体の長期保存性に優れている点がメリットとし

て評価できる。100 年単位でみた場合でも、理想的な収蔵環境で適切に維持管理

されれば、媒体変換等は基本的に不要であるといえる。前章で示した調査事例で、

長期保存が必要な原資料の代替物作成ほど保存媒体としてマイクロフィルムを採

用している例が多く、マイクロフィルムの長期保存性に対する信頼性の高さを物

語るものだといえる。作成及び維持管理の両方のプロセスにおいて規格や標準が

確立していること、保存媒体の維持管理が容易で長期の見通しを立てやすいこと

なども大きなメリットである。撮影等に使用する機器の性能や撮影技術者の技能

等の面からみても、確立された技術、規格及び品質で、大量の代替物を効率的に

作成することができる。これは、経費面におけるメリットにつながる。このよう

な観点からみて、これまで国立公文書館が主にマイクロフィルムにより歴史公文

書等の保存用代替物を作成してきたことは、技術、経費の両面で高く評価できる。 
現時点における懸念材料としては、デジタル化の急速な進展による大幅な需要

の減少に伴い、保存媒体、撮影等及び再生等に必要な機器、人材等の確保が困難

となるおそれがあることが挙げられる。市場、技術等の動向によっては、現在ほ

とんど認識されていないマイクロ関連技術の陳腐化という事態を招来しないとも

限らない。そのような場合は、媒体及び記録された情報が存続していても、否応

なしに別の媒体への変換や再度の代替物作成を迫られ、多大な経費が発生する結

果となるため、今後の動向を見守る必要がある。これらは、経費面での潜在的デ

メリットである。 
歴史公文書等の保存用代替物作成という目的に照らして、マイクロ化が「完成」

された技術であるのに対して、デジタル化は依然として「成長途上」の技術であ

る。その中で、マイクロフィルムには及ばないものの、デジタル媒体も長期保存

に一定の見通しが立つものが活用可能になってきている。今後も、技術は急速に

著しく発展し、長期保存に資するような国際的な標準化、規格化の取組みの進展

も見込める。これらは技術面でのメリットと評価できる。しかしながら、そのよ

うな技術の発展こそが、デジタル化により作成する代替物の維持管理の面におけ

る将来の見通しに影を投げかけている。特に、一定の頻度で必要となると考えら

れるマイグレーションについて、確実に実行できるのか、経費はどの程度要する

のかなどの見通しが立てにくいことなどは、貴重な歴史公文書等の保存を目的と

する代替物の維持管理という観点から見て、不安が残る。 
経費については、作成時のスキャニング所要時間の長さは、マイクロフィルム
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用カメラによる撮影と比較したとき、経費増加につながる。また、代替物の仕様

等によっては、作成及び維持管理の両面にわたり、変動幅が大きく、予測や試算

を難しくしている。 
一方で、デジタル化は、利用の観点からみたメリットが大きく、経費面でのデ

メリットを補って余りあるほどである。インターネットによる提供の仕組みが加

わると、その利便性がさらに発揮されるのは疑いない。デジタル化による代替物

の「使い勝手」のよさは原資料の利用抑制につながるため、歴史公文書等の保存

という目的に貢献するところは大きい。また、インターネットを通じた利用提供

の仕組みがある場合は、ヒトやモノの移動を伴わずに利用できるため、環境負荷

の低減というメリットもある。歴史公文書等のデジタル化画像をインターネット

経由で利用に供するデジタルアーカイブを運用している国立公文書館のような機

関では、デジタル化による代替物作成を推進する環境は既に整っているといえる。 
このように、マイクロ化、デジタル化、双方に技術面でも経費面でもメリット

もデメリットもあるというのが結論である。マイクロ化は、長期保存の安定性等

の技術面及び作成・維持管理コストの低さ等の経費面の両方で優れている。これ

に対して、デジタル化は、デジタル媒体自体の長期保存性はマイクロフィルムに

及ばないものの、利用の局面での利便性の高さは原資料の利用抑制を促すととも

に、インターネットを通じた利用提供の仕組みがある環境では利用時にヒトとモ

ノの移動を伴わないため、利用時のコストや環境負荷を低く抑えられるという点

で優れている。 
つまるところ、それぞれの方法、媒体の特性をいかしつつ、原資料の保存状態

等の違いにより、複数の方法を組み合わせて代替物を作成するのが、今後の国立

公文書館における歴史公文書等の保存方法として最も望ましいといえるのではな

いだろうか。例えば、比較的良好な保存状態にある原資料はデジタル化を選択し、

現に劣化が進んでいる又は今後急速に劣化が進行するおそれがある原資料は、マ

イクロ化を選択するということが考えられよう。また、マイクロ化により代替物

を作成する場合、利用時の利便性にかんがみ、デジタル化とマイクロ化を並行し

て行うことも考えられるだろう。 
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第５章 結論 
 

５－１ 結論 
国立公文書館が保存し利用に供することとされている歴史公文書等は、国民共

有の知的資源である。ここでいう「国民」には、現在の国民のほか、将来の国民

が含まれている。歴史公文書等を現在及び将来の国民が共有できるようにするた

めには、現在の国民が利用する際の利便性だけを考えるのではなく、将来の国民

に歴史公文書等を確実に受け渡すことができるように保存を図らなければならな

い。歴史公文書等の保存と利用の両立を図るというのは、決して容易なことでは

ない。 
このような観点から、歴史公文書等を保存し利用に供する国立公文書館の役割

にかんがみて、前章までの調査検討等の結果を踏まえて、国立公文書館における

紙媒体の歴史公文書等の望ましい保存方法について、以下のとおり、提言をまと

めた。 
 
第 1 に、基本的考え方として、原資料の保存状態、内容、利用頻度等に応じて、

代替物作成の方法・媒体を適切に使い分ける取組みは、今後も必要である。国立

公文書館が所蔵する歴史公文書等には、和紙に墨書きで虫損等もあまり見られず

保存状態が比較的良好なものもあれば、酸性紙等で、劣化が現に進んでいるもの、

今後劣化が急速に進行するおそれのあるものなどもある。また、公文書管理法の

施行に伴い、独立行政法人等からの移管、民間からの寄贈・寄託文書の受入れが

実施されれば、さらに多様な資料を保存することとなる。このような保存対象文

書の多様性に応じて、複数の方法・媒体の中から最適なものを選択し、代替物作

成を実施していくべきである。 
 
第 2 に、代替物作成の方法・媒体として、従来実施してきたマイクロ化のほか

に、デジタル化を新たに採用すべきである。この「デジタル化」とは、マイクロ

フィルムからのデジタル化ではなく、スキャナ等を用いて紙媒体の歴史公文書等

から直接的にデジタル化することをいう。デジタル化を新たに採用する理由とし

ては、現在の技術水準等からみて、デジタルデータを長期に安定的に保存・活用

することに関して一定の見通しが立つようになったことが挙げられる。これは、

国立公文書館自体が平成 23（2011）年度から電子公文書等の移管・保存・利用シ

ステムの運用を開始することにも表れている。また、代替物を利用する際の利便

性においてデジタル化が優れていることも、有力な理由である。 
加えて、国立公文書館は、歴史公文書等のデジタル画像をインターネット上で

利用できるデジタルアーカイブを既に運用しており、デジタル化による代替物の
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利便性が十分に発揮される環境が整備されているからである。 
 
第 3 に、上記の「原資料の状態等に応じた代替物作成方法等の選択」及び「デ

ジタル化の新規採用」の方向性に基づいて、代替物作成の具体的取組みについて

述べれば、国立公文書館が保存する歴史公文書等の中で大きな割合を占めている

保存状態が比較的良好な歴史公文書等の代替物を作成する場合は、デジタル化に

よるべきである。一方、劣化が現に進んでいるもの、今後劣化が急速に進行する

おそれのあるものについては、マイクロ化による代替物作成を行う必要がある。

保存状態が比較的良好な資料については、代替物を作成する際の優先度は必ずし

も高くない。だが、保存状態が比較的良好であっても、利用のニーズが高い資料

については、代替物を作成して原資料の利用頻度を下げれば保存に資することと

なる。また、デジタル化してデジタルアーカイブで利用に供することにより、一

般の利用の利便性を高めることもできる。さらに、デジタル化を支える技術は今

後も時とともに変遷していくことが考えられるが、そのような変遷の「果実」を

いかして新たな代替物を作成することも、保存状態が比較的良好な資料であれば、

可能である。一方、劣化が現に進んでいる資料等については、代替物作成の優先

度が高いので、100 年単位の超長期の保存性について安定性・信頼性が確保され

ていると認められるマイクロ化により代替物作成を行う必要がある。いずれにし

ても、代替物作成の方法・媒体の選択に当たって、原資料の緻密な「仕分け」を

行う必要がある。 
 
第 4 に、デジタル化により代替物を作成する際には、紙媒体の歴史公文書等の

資料・記録としての価値を維持するのに不可欠な「エッセンス」を再現できる技

術、規格、仕様等に準拠する必要がある。代替物は、オリジナルの紙文書全体の

構造や体裁のほか、書式、文字等の形や大きさ、色等の情報を適切に再現する必

要がある。仕様等の策定は、国内外の先行事例や標準化等の取組みに学びつつ、

行う必要がある。 
 
第 5 に、マイクロ化により代替物を作成する場合、マイクロフィルムカメラに

より原資料を撮影して作成する従来の方法が考えられる。だが、一旦スキャナ等

によりデジタルデータを作成した上で、そのデータをマイクロフィルム及びデジ

タル媒体の 2 種類の媒体で保存することも有力な選択肢である。デジタル化とマ

イクロ化を並行して行い、利便性と超長期の保存性を一挙に獲得することができ

る。この方法の採否に当たっては、デジタル化とマイクロ化を並行して行うコス

トと保存の必要性を慎重に比較考量して検討する必要がある。なお、デジタルデー

タを作成してマイクロフィルム及びデジタル媒体の両方で保存する方法を採用す

る場合、この方法に関する国際標準規格である ISO11506 を参照することが考え
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られる。 
 
以上の提言の趣旨を尊重して、歴史公文書等の保存方法としての代替物作成方

針が国立公文書館により策定されることを望む。なお、この提言内容は、代替物

作成後も紙媒体の原資料を保存し続ける国立公文書館の基本方針を前提としてい

ることを付言しておく。 
 

５－２ 今後の課題と展望 
今後、前節で示した提言の趣旨を尊重して、国立公文書館が代替物作成の方法・

媒体としてデジタル化を新たに採用した場合、作成したデジタルデータを必要な

期間適切に保存・管理するためには、メタデータ、保存媒体、保存環境、継続的

な維持管理の在り方等について、さらに検討を深める必要がある。言わば「走り

ながら考える」こととなるであろうが、内外の関係機関と知識・経験の共有を図

るとともに、国立公文書館自体が平成 23（2011）年度に開始する電子公文書等の

移管・保存・利用に係る取組みの成果も可能な限り活用することが期待される。

また、代替化を支える技術が今後も変遷していくことを前提にして、内外の技術

動向を注視し続ける必要がある。 
代替物作成は、歴史公文書等保存の一つの局面にすぎず、マイクロフィルム化、

デジタル化、いずれの方法で代替物作成を行うにせよ、原資料の確実な保存を行

うことが最も重要である。公文書管理法に規定される永久保存義務を十全に果た

すため、国立公文書館が今後も歴史公文書等の保存の在り方を大きな枠組みで問

い続け、実践を積み重ねていくことが望まれる。 



 
 
 
 
 
 
 

 

付録１  

 
 

歴史公文書等保存方法検討有識者会議開催要領 

 

 

 





 

歴史公文書等保存方法検討有識者会議について 

 
平成 22 年 5 月 19 日 
国 立 公 文 書 館 

 
１ 目的 

 
国立公文書館は、平成 22 年度から 26 年度までの中期計画において、「紙媒体で

移管された又は今後移管される歴史公文書等の保存方法について、マイクロフィル

ム化して保存することとデジタル化して電子的に保存することによる技術面、経費

面におけるメリット、デメリットを平成 22 年度末までに民間の専門家等の知見を

十分に活用しながら検討し、結論を得る」とし、今年度の年度計画にも同主旨の目

標を掲げているところである。 
そこで、当館における紙媒体の歴史公文書等の保存方法について、従来の取組み

を踏まえつつ、将来的な歴史公文書等の保存方法について検討を実施し、その方向

性についての結論を得ることを目的として、有識者会議を開催する。 

 

２ 構成 
 
 (1) 会議は、別紙に掲げる有識者によって構成する。 

(2) 会議には、必要に応じ、他の関係者の出席を求めることができる。 

 

３ 開催回数 
 
平成 23 年 3 月までに、3 回程度開催する。 
 

第 1 回  平成 22 年 7 月 16 日（金） 
第 2 回  平成 22 年 10 月中旬（予定） 
第 3 回  平成 22 年 12 月初旬（予定） 

 

４ その他 
 
会議の庶務は、業務課において処理する。 

 



（別紙） 
 

歴史公文書等保存方法検討有識者会議委員名簿 
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 東京農工大学大学院 教授 
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まろ

 帝京平成大学 名誉教授 

ISO/IEC JTC 1/SC23（情報交換用ディジタル記録媒体）委員

会委員 

 

楢
なら

 林
ばやし

  幸
こう

 一
いち

 ISO/TC46/SC11（文書・記録管理）委員会委員 

   ISO/TC171（文書管理アプリケーション）委員会委員 

 

長谷川
は せ が わ

  英
ひで

 重
しげ

 OMG アンバセダ 

   グローバルシステムアーキテクト 
ISO/TC171（文書管理アプリケーション）委員会委員 

 

山
やま

 口
ぐち

  雅
まさ

 浩
ひろ

 東京工業大学大学院 准教授 

 

山
やま

 田
だ

    洋
ひろし

 一橋大学大学院 教授 

 
 

（敬称略） 
 



 
 
 
 
 
 
 

 

付録２ 

 

歴史公文書等保存方法検討有識者会議配布資料 

（第 1 回～第 3 回） 

 

 





 
 

 

歴史公文書等保存方法検討有識者会議（第 1回） 

 

日時：平成 22 年 7 月 16 日（金）10:00～ 

場所：国立公文書館 特別会議室（３階） 

 

議 事 次 第 

 

１．開会 

２．館長あいさつ 

３．委員紹介 

４．検討の背景及び経緯について 

５．検討の目的及び論点案について 

６．国立公文書館における歴史公文書等の保存等の現状について 

７．代替物の在り方等事例調査の方法と内容について 

８．マイクロフィルム撮影等視察 

９．討議及び質疑応答 

10．まとめ、次回スケジュール等について 

11．閉会 

配 布 資 料 一 覧 

 

資料１．歴史公文書等保存方法検討有識者会議について 

資料２．独立行政法人国立公文書館第３期中期目標等（抄） 

資料３．歴史公文書等保存方法検討有識者会議実施概要案 

資料４．歴史公文書等保存方法検討の目的及び論点案について 

資料５．国立公文書館における保存の現況について 

資料６．国立公文書館におけるマイクロフィルム作成実績（平成 22 年 3 月末現在） 

資料７．代替物の在り方等事例調査案 



 



資料１

 

歴史公文書等保存方法検討有識者会議について 

 
平成 22 年 5 月 19 日 
国 立 公 文 書 館 

 
１ 目的 

 
国立公文書館は、平成 22 年度から 26 年度までの中期計画において、「紙媒体で

移管された又は今後移管される歴史公文書等の保存方法について、マイクロフィル

ム化して保存することとデジタル化して電子的に保存することによる技術面、経費

面におけるメリット、デメリットを平成 22 年度末までに民間の専門家等の知見を

十分に活用しながら検討し、結論を得る」とし、今年度の年度計画にも同主旨の目

標を掲げているところである。 
そこで、当館における紙媒体の歴史公文書等の保存方法について、従来の取り組

みを踏まえつつ、将来的な歴史公文書等の保存方法について検討を実施し、その方

向性についての結論を得ることを目的として、有識者会議を開催する。 

 

２ 構成 
 
 (1) 会議は、別紙に掲げる有識者によって構成する。 

(2) 会議には、必要に応じ、他の関係者の出席を求めることができる。 

 

３ 開催回数 
 
平
 
成 23 年 3 月までに、3 回程度開催する。 

第 1 回  平成 22 年 7 月 16 日（金） 
第 2 回  平成 22 年 10 月中旬（予定） 
第 3 回  平成 22 年 12 月初旬（予定） 

 

４ その他 
 
会議の庶務は、業務課において処理する。 

 



（別紙） 
 

歴史公文書等保存方法検討有識者会議委員名簿 

 
 
 

岡
おか

 山
やま

  隆
たか

 之
ゆき

 東京農工大学大学院 教授 
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 帝京平成大学 名誉教授 

ISO/IEC JTC 1/SC23（情報交換用ディジタル記録媒体）委員

会委員 

 

楢
なら

 林
ばやし

  幸
こう

 一
いち

 ISO/TC46/SC11（文書・記録管理）委員会委員 

   ISO/TC171（文書管理アプリケーション）委員会委員 

 

長谷川
は せ が わ

  英
ひで

 重
しげ

 OMGアンバセダ 

   グローバルシステムアーキテクト 
ISO/TC171（文書管理アプリケーション）委員会委員 

 

山
やま

 口
ぐち

  雅
まさ

 浩
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 東京工業大学大学院 准教授 

 

山
やま
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だ
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 一橋大学大学院 教授 

 
 

（敬称略） 
 



資料２ 

独立行政法人国立公文書館第３期中期目標等（抄） 

 

１．第 3期中期目標（平成 22 年度～26 年度） 

 
(3) 歴史公文書等の受入れ、保存、利用その他の措置 

② 保存のための適切な措置 

ⅱ）紙媒体で移管された又は今後移管される歴史公文書等の保存方法

について、マイクロフィルム化して保存することとデジタル化して電

子的に保存することによる技術面、経費面におけるメリット、デメリ

ットを、平成22年度末までに民間の専門家等の知見を十分に活用しな

がら検討し、結論を得ること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．第 3期中期計画（平成 22 年度～26 年度） 

 
(3) 歴史公文書等の受入れ、保存、利用その他の措置 

② 保存のための適切な措置 

ⅱ）紙媒体で移管された又は今後移管される歴史公文書等の保存方法

について、マイクロフィルム化して保存することとデジタル化して電

子的に保存することによる技術面、経費面におけるメリット、デメリ

ットを、平成 22 年度末までに民間の専門家等の知見を十分に活用しな

がら検討し、結論を得る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．年度計画(平成 22 年度) 

 
(3) 歴史公文書等の受入れ、保存、利用その他の措置 

② 保存のための適切な措置 

ⅱ）紙媒体で移管された又は今後移管される歴史公文書等の保存方法

について、紙媒体の原本の十全な保存を図るため、マイクロフィルム

化して保存することとデジタル化して電子的に保存することによる技

術面、経費面におけるメリット、デメリットを民間の知見を十分に活

用しながら検討し、結論を得る。 

 

 

 

 

 

 

 

 



（参考） 

政策評価・独立行政法人評価委員会による「勧告の方向性について」 

（平成 21 年 12 月 9 日）（抄） 
 

 

独立行政法人国立公文書館の主要な事務及び事業の改廃に関する勧告の方向性 

 

独立行政法人国立公文書館（以下「国立公文書館」という。）の主要な事務及

び事業については、独立行政法人として真に担うべきものに特化し、業務運営

の効率性、自律性及び質の向上を図る観点から、国の財政支出の縮減にもつな

がるよう、以下の方向で見直しを行うものとする。 

 

第１ 事務及び事業の見直し 

２ 歴史公文書等の保存方法の在り方の検討 

 

各府省における行政事務の電子処理の進展に伴い、国立公文書館への電子媒

体による歴史公文書等の移管及び保存が平成23年度から開始されることも踏ま

え、紙媒体で移管された又は今後移管される歴史公文書等の保存方法について、

外部有識者からなる検討委員会の活用や民間への調査委託などにより、マイク

ロフィルム化して保存することとデジタル化して電子的に保存することによる

技術面、経費面におけるメリット、デメリットを 22 年度末までに検討し、結論

を得るものとする。 

 



23年1月

報告書
とりまとめ

有 識 者 会 議有 識 者 会 議

10月中旬
第2回 有識者会議

議題
・国立国会図書館取組状況
・各論点の検証
・事例調査進捗報告
・報告書目次素案の検討

12月初旬
第3回 有識者会議

議題
・報告書素案の検討等
・取りまとめ案の検討等

7月16日
第1回 有識者会議

議題
・検討の経緯、目的
・論点整理
・館の取組状況視察
・事例調査案

歴史公文書等保存方法検討有識者会議 実施概要案

調査対象調査対象

○ 国内 事例調査
(公文書館)  国立公文書館における現状整理
(図 書 館) 国立国会図書館における状況
(行政・企業)  書類、フィルム、電子媒体等保存事例

○ 海外 事例調査
(公文書館) アメリカ、イギリス、オーストラリア、

中国、韓国 等
(図書館) 大英図書館、アメリカ議会図書館 等

・調査スケジュールの作成
・文献収集及び事例収集
・当館における現状のまとめ
・第１回委員会に向けた準備

・報告書目次素案の作成
・前回指摘事項を踏まえ
た検証

・事例調査の進捗まとめ

・報告書素案の作成
・前回指摘事項を踏ま
えた修正

・報告書案の修正

スケジュールスケジュール

準備（事務局）準備（事務局）

事 例 調 査事 例 調 査 調査項目調査項目

○ 継続的な管理について

○ 代替物及び原資料の長期保
存について

○ その他（利用関連等）

○ 法的証拠能力について

資料３

○ 代替物の在り方について



資料４

 
歴史公文書等保存方法検討の目的及び論点案について 

 

検討目的及び検討事項 

 

・歴史公文書等の保存手段の一つである代替化について以下の検討を行い、紙媒体

で移管される歴史公文書等の保存方法について今後の方針を示す。 

 

「紙媒体で移管された又は今後移管される歴史公文書等の保存方法について、紙

媒体の原本の十分な保存を図るため、マイクロフィルム化して保存することとデ

ジタル化して保存することによる技術面、経費面におけるメリット、デメリット

を民間の知見を十分に活用しながら検討し、結論を得る。」 

 

論点について 

下記の各論点について議論を行う。 

 
○代替物の在り方について 

・マイクロフィルム化及びデジタル化の特質 
・代替物作成の技術動向 
・代替物作成に要する経費等 
 

○法的証拠能力について 

 ・法的証拠能力の定義 
・マイクロフィルム化及びデジタル化された文書の法的証拠能力 
・文書の保存に関連する法令及び今後の法整備への展望 

 
○代替物及び原資料の長期保存について 

・長期保存の定義 

・代替物の情報及び媒体の長期保存に関する技術的側面からの検討 
  ・代替化された原資料（紙媒体）への負荷 
  ・技術の陳腐化への対応について（媒体、ファイルフォーマット、保存・再生

システム等） 
 
○継続的な管理について 

  ・代替物の維持管理方法・内容について 
  ・代替物の維持管理に係る経費について 
   

○その他（利用関連等） 



 
資料５

 

国立公文書館における保存の現況について 

 

  基本的考え方 

・歴史公文書等の保存に当たっては、大量にかつ長期的な保存を可能にする

ために、従来の「傷んでから直す」という「処理的保存」に加え、「劣化を

遅らせる」という「予防的保存」の対策を強化していくことをその基本的

考え方とする。 

 

代替物作成（媒体変換）の目的 

・国立公文書館における媒体変換（代替物作成）は、すでに劣化・損傷して

いる歴史公文書等の記録の保存、及び利用によって生じる原本の劣化・損

傷の防止を図ること、並びに利用の便の向上を目的として行うものとする。 

 

媒体の選択 

・オリジナルが紙媒体である資料の媒体変換は、歴史公文書等の種類・使用

目的等を考慮して、マイクロフィルム、写真版レプリカ、及びカラーポジ

フィルムの作成等を選択する。 

 

代替物作成（媒体変換）を行う歴史公文書等の選択方針 

・歴史公文書等の劣化度、内容及び利用頻度、公開率を考慮してその対象資

料を選択し、計画的に行うものとする。 

 

・また、旧内閣文庫の資料の中には、江戸幕府の記録類等の公文書に類する

資料も多く含まれている。これらの資料については、選択基準を貴重度が

高く、原本の保護のために閲覧を制限する必要のあるものにおきつつも、

代替物の選択に当たっては、利用の便も考慮してマイクロフィルムでの提

供を計画的に実施する。 

 

代替物作成（媒体変換）実施の場所及び体制 

・マイクロフィルム化の作業は館内で行うことを原則とし、つくば分館にお

いては、マイクロフィルム撮影の技術を有した非常勤職員による撮影、本

館においては業者への外注により実施するものとする。 



年　　度 本館 分館 合計

昭和48年度
　　　～平成12年度

50,591 3,302 53,893

平成13年度 6,641 1,652 8,293

　　14 1,654 2,322 3,976

　　15 1,832 2,824 4,656

　　16 9,441 2,425 11,866

　　17 3,305 1,559 4,864

　　18 3,410 1,837 5,247

　　19 5,647 2,329 7,976

　　20 6,105 3,701 9,806

　　21 5,147 3,863 9,010

累計 119,587 冊

平成22年度　（予定） (4,556) （3,800） (8,356)

※

国立公文書館におけるマイクロフィルム作成実績

冊  数

平成22年3月末現在

平成13年度から21年度まで（独立行政法人化後）の実績については、「業務実績
報告書」より転載

資料６



 
資料７ 

代替物の在り方等事例調査案 

 
調査方針 

・事例収集については、国立機関等を優先する。 
・永久保存文書等の代替物作成に係る取組みの調査を中心に進める。 
・代替物作成時の原資料（オリジナル）への負荷等も検討する。 
・代替化は、当面テキストデータ化ではなく、画像データ化である点に配慮する。 

 
調査項目 

○代替物の在り方について 
 ・マイクロフィルム化及びデジタル化の特質 
 ・代替物作成の技術動向 
 ・代替物作成に要する経費等 
 
○法的証拠能力について 
 ・マイクロフィルム化及びデジタル化された文書の法的証拠能力について 

・文書の保存に関連する法令等 
 
○代替物及び原資料の長期保存について 

  ・代替物の情報及び媒体の長期保存に関する技術的側面からの検討 
  ・代替化された原資料（紙媒体）への負荷について 
  ・技術の陳腐化への対応について（媒体、ファイルフォーマット、保存・再生

システム等） 
 
○継続的な管理について 

  ・代替物の維持管理方法・内容について 
  ・代替物の維持管理に係る経費について 
 
調査対象 

○国内 事例調査  
（公 文 書 館） 国立公文書館における現状整理  
（図 書 館） 国立国会図書館における状況  
（行政・企業） 書類、フィルム、電子媒体等による保存及び代替化の事例  

 
○海外 事例調査  
（公 文 書 館） 北米、欧州、アジア等各国の国立公文書館における事例調査  

（アメリカ、イギリス、オーストラリア、中国、韓国 等）  
（図 書 館） 大英図書館、アメリカ議会図書館 等  



 



 
 

 

歴史公文書等保存方法検討有識者会議（第２回） 

 

日時：平成 22 年 10 月 4 日（月）10:00～ 

場所：国立公文書館 特別会議室（３階） 

 

議 事 次 第 

 

１．開会 

２．国立国会図書館における電子図書館事業と過去の出版物のデジタル化の推進 

３．代替物の在り方等事例調査進捗状況報告 

４．歴史公文書等保存方法検討の論点及び代替物に求められる要件（案）の検証

について 

５．歴史公文書等保存方法検討報告書（仮題）目次素案について 

６．討議及び質疑応答 

７．まとめ、次回スケジュール等について 

８．閉会 

 

 

配 布 資 料 一 覧 

 

 

資料１．国立国会図書館における電子図書館事業と過去の出版物のデジタル化の 

推進 

資料２．代替物の在り方等事例調査進捗について 

資料３．歴史公文書等保存方法検討の論点及び代替物に求められる要件（案）  

資料４．歴史公文書等保存方法検討報告書（仮題）目次素案 



 



国立国会図書館における電子図書館事業国立国会図書館における電子図書館事業

と過去の出版物のデジタル化の推進

All Rights Reserved Copyright  © National Diet Library 2010All Rights Reserved Copyright  © National Diet Library 2010

平成22年10月4日

国立国会図書館 総務部企画課

電子情報企画室長 遊佐 啓之

1

(1)「国立図書館」としての機能

「納本制度」による国内出版物の網羅的
収集と保存

国立国会図書館の機能と役割

収集と保存

(2)「国会図書館」としての機能

国会のための立法補佐業務

（資料に基く調査・情報の提供）

All Rights Reserved Copyright  © National Diet Library 20102

サービス対象（国立国会図書館法第2条）

（1）国会（国会議員、国会関係者）

（2）行政及び司法の各部門（政府各省庁及び最高裁判所）

（3）国民（一般利用者、公立その他の図書館、地方議会等）

国立公文書館
新規スタンプ



組織設置根拠 国立国会図書館法

創設年 1948年（昭和23年）

国立国会図書館（概況）

職員数 890名（平成22年4月）

年間予算額 211億3,000万円（平成22年度）

資料購入費 24億9,668万円（平成22年度）

蔵書数
（平成21年度末）

図書950万冊

逐次刊行物1 370万点

All Rights Reserved Copyright  © National Diet Library 20103

逐次刊行物1,370万点

受入資料数
（平成21年度）

図書228,720冊

逐次刊行物 627,197点

来館者数
（東京本館）

473,927人（1日1,699人）

発行者 部数 目的

官庁納本
国、地方公共団体

（含 独立行政法人）

複数

（30部以下）

公用（国会審議）国際交換
の用

「国立国会図書館法」の納本規定

収集範囲（出版物）

①図書、②小冊子、③逐次刊行物、④楽譜、⑤地図、⑥映画
フィルム（免除）、⑦印刷その他の方法により複製した文書又

（含、独立行政法人） （30部以下） の用

民間納本 それ以外の発行者
１部

（代償金を交付）

文化財の蓄積及びその利
用に資するため

All Rights Reserved Copyright  © National Diet Library 20104

フィルム（免除）、⑦印刷その他の方法により複製した文書又
は図画、⑧蓄音機用レコード、⑨電子的方法、磁気的方法そ
の他の人の知覚によっては認識することができない方法によ
り文字、映像、音又はプログラムを記録した物 （電子出版物）

（改正「国立国会図書館法」平成12年10月1日施行）



「図書館」の存立基盤を変革する２つの要素

図書館の扱う資料・情報の変容（電子化・デジタル化）

「電子図書館サービス」の流れ

・電子図書館構想（1998）

・電子図書館中期計画2004

書館 扱う資料 情報 変容（電 ）

ネットワーク環境下での図書館サービスの再編

電子出版物等の収集

＊パッケージ系電子出版物の納
本制度化（2000年10月）

All Rights Reserved Copyright  © National Diet Library 20105

＊デジタルアーカイブの構築

＊情報発信力の強化

＊国のデジタルアーカイブ
ポータルの構築

本制度化（2000年10月）

＊政府系インターネット情報の制
度収集（2010年4月）

＊民間オンライン資料（電子書籍、電

子雑誌等）の収集制度化検討

「電子図書館中期計画2004」

（目標）インターネットを通じ、「どこでも、いつでも、だ
れでも」利用できる図書館サービスの実現

(1) 情報資源の蓄積

所蔵資料のデジタル化、インターネット情報の収集

(2) 情報発信力の強化

ナレッジ提供サ ビス 電子展示会 検索手段の拡充
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ナレッジ提供サービス、電子展示会、検索手段の拡充

(3) デジタル・アーカイブのポータル機能

コンテンツへのワンストップサービスの実現（PORTA)



①インターネット情報 ④国全体のデジタル

デジタルアーカイブ事業の概要

のアーカイブ

③検索・探し方の
ツールを提供

④国全体のデジタル
情報の検索窓口
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②所蔵資料の
デジタル化

（制度的収集の必要性）

電子情報の増大（紙から移行）、情報消失のおそれ

インターネット情報の制度的収集の概要

収集には「複製（記録）」が不可避（著作権制限が必要）

（収集対象・範囲）

国、独立行政法人、地方公共団体、国立大学法人が、インター
ネットを通じて公衆に利用可能としている情報（有償のものを含む）

（収集の方法）

①自動収集（ロボットによる複製） ②従来の出版物に相当する

All Rights Reserved Copyright  © National Diet Library 2010

①自動収集（ロボットによる複製）、②従来の出版物に相当する
もので、自動収集できないものは、送信・送付を求める

（提供方法）

館内提供

インターネット提供（許諾を得たもののみ）

8



発信者

国 義務から
除外 国立国会図書館

インターネット情報の制度的収集（イメージ図）

独立行政法人
国公立大学

地方公共団体

国立国会図書館

送付（複製）

自動収集（複製）

館内（閲覧、プリ
ントアウト）

国会／行政司法

送付の要求

All Rights Reserved Copyright  © National Diet Library 2010

地方公共団体

その他公社等

複製について
著作権を制限

ントアウト）

インターネット

著作権者の
許諾が必要

9

収集状況

根
拠

区分
収集
頻度

対象
タイトル*1

（件）

4月～6月 7月・8月 合計

個体*2
（件）

容量
（GB）

個体
（件）

容量
（GB）

個体
（件）

容量
（GB）

国の機関 12回/年 42 125 3,323 82 2,507 207 5,830

改
正
館
法

国の機関 回 年 , , ,
都道府県 4回/年 47 47 1,665 30 1,090 77 2,755
政令指定都市 4回/年 19 18 427 16 347 34 774
市町村 2回/年*3 1,731 10 8 1,144 2,216 1,154 2,224
法人・機構 4回/年 116 116 1,460 116 1,367 232 2,827
国立・公立大学 4回/年 172 171 3,198 88 3,596 259 6,794
電子雑誌 随時 914 201 47 47 6 248 53

小計 3,041 688 10,128 1,523 11,129 2,211 21,257

許
諾

指定都市市長会 1 1 1 1 0 0 1 1
法人・機構 1 54 93 0 0 0 54 93
私立大学等*4 1 341 332 929 5 24 337 953
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諾 イベント 随時 38 8 0 16 2 24 2
電子雑誌 随時 409 85 9 13 0 98 9

小計 843 480 1,032 34 26 514 1,058
合計 3,884 1,168 11,160 1,557 11,155 2,725 22,315

*1  タイトルとは、例えば「首相官邸ウェブサイト」「総務省ウェブサイト」といったように、収集する各ウェブサイトの名称 に相当するもの。
*2 1タイトルにつき複数回の収集を行う。1回分の収集が1個体となる。
*3 市町村については、平成22年度は年2回、平成23年度から年4回の頻度で収集予定。
*4 私立大学、「国立大学協会」、「公立大学協会」、「日本私立大学連盟」、「日本私立大学協会」、「日本私立大学団体連合会」。
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（１）収集

ほぼ計画通り、収集を実施中。

収集状況（続き）

ほぼ計画通り、収集を実施中。

6月から公立大学、7月から市町村の収集も開始。

収集量は、当初の想定よりも多くなっており、収集用ストレー
ジの確保や将来的な差分収集の実現が課題

（２）インターネット提供及び館内複写の許諾依頼

7月上旬に 市町村以外の約400機関に対し インターネット
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7月上旬に、市町村以外の約400機関に対し、インターネット
提供及び館内での全文複写に係る許諾依頼を発送。

許諾を得たものは、順次インターネット経由での公開を行う。

市町村については第3四半期に許諾依頼を行う予定。

11

○納本制度審議会答申（2010年6月7日）

１ 「電子書籍、電子雑誌」などを国立国会図書館が複製して保

オンライン資料の制度的収集の概要

存し、利用に供する

＊ オンライン資料：「図書」「雑誌」などに相当するネットワー

ク上で「発行」される資料

＊ 「発行」した者は国立国会図書館に送信（もしくは国立国
会図書館が収集）

２ 納本制度（国立国会図書館法第24条～25条の2）とは別に

All Rights Reserved Copyright  © National Diet Library 2010

２ 納本制度（国立国会図書館法第24条～25条の2）とは別に
同法に規定

＊ 納本制度に必須の網羅性は実現不可能

＊ 著作権（複製権等）の制限も

＊ 政府系ウェブの収集は同法第25条の3に規定（2009年7月）

12



○ 図書 逐次刊行物相当のもの

【例えば】

民間の出版社、出版者等

オンライン資料

こういう条件で

オンライン資料の制度的収集（イメージ図）

○ 図書、逐次刊行物相当のもの

○ 紙媒体のものがあっても収集

○ 有償・無償は問わない

○ 内容による選別は行わない

電子書籍、電子雑誌、

電子コミック、

ケータイ小説 等

または
自動収集

送 信

音楽・動画配信、ブログ、

含まれないもの

オンライン資料

＝インターネット等で
提供される電子書籍、

電子雑誌等
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収集の際の検討事項

データを
蓄 積

館 内
（閲覧・プリントアウト）

国立国会図書館

利 用

ツィッター、ウェブサイト 等

送信に要する費用の補償

収集するファイルのフォーマット

著作権保護手段解除の問題 等

13

図書館資料（書籍・雑誌）のアーカイブ

＜Google Books（Book Search）＞

インターネット情報資源の拡大 ＜出版社＞

＜大規模図書館＞

資料保存対策（酸性紙問題）

インタ ネット情報資源の拡大

出版流通ビジネスへの進出
＜出版社＞

流通範囲の拡大

図書館との競合

All Rights Reserved Copyright  © National Diet Library 2010All Rights Reserved Copyright  © National Diet Library 2010

「大規模デジタル化」をめぐる「連携」と「対抗」の図式

資料保存対策（酸性紙問題）

文化遺産 （Cultural Heritage）

14



電子図書館サービス保存のためのデジタル化

デジタル化資料の利用提供（枠組み）

インターネット利用者
館内利用者

同じ資料を同時に

＝
国立国会図書館
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デジタル化資料

著作権者
著作権者の許

諾なしには、イン
ターネット送信で

きない。

閲覧できる人数は、
所蔵している冊数
分に限られる。

15

近代デジタルライブラリー

• 明治・大正期の図書約17万冊をインターネットで提供

デジタル化資料の提供事業

明治 大正期の図書約17万冊をインタ ネットで提供

• 著作権保護期間外のもの、著作権者の許諾を得たもの、文化庁
長官の裁定を得たものが対象

貴重書画像データベース

• 江戸期以前に発行された古典籍約1,000冊をインターネットで提
供
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供

その他

• 電子展示会、児童書デジタルライブラリーなど

• 著作権者の許諾を得たもの、著作権保護期間外のものが対象

16



近代デジタルライブラリー

明治期・大正期（昭和前期）の国内刊行図書の電子図書館事業

約119,000タイトル（約170,000冊）を公開中。
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著作権調査 著作権者の洗い出し、生没年調査

著作権許諾作業の実際（明治期刊行図書の場合）

対象タイトル・冊数 106,099タイトル（156,236冊）

経費 約13,000万円（約1,225円/タイトル、約832円/冊）

期間 11ヶ月

※ その他、担当職員による調査部分がある。（2名 2年間程度）

連絡先調査
文献・インターネットによる調査、機関・団体、地方自治体
への照会

対象人数 約55,000人

経費 約13,000万円（約2,300円/人）

期間 17ヶ月
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期間 17ヶ月

公開調査 当館ホームページによる公開調査

文化庁長官裁定
「相当な努力」の証明、補償金額の算定、裁定に係る利用方法の
認定



貴重書画像データベース
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『竹取物語』 ３軸 ＜本別12-3＞

19

国立国会図書館開館60周年記念貴重書展
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『御馬印』 ６巻 ６軸 〔寛永年間〕 ＜ＷＡ8-7＞

20



近代日本人の肖像
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坂本竜馬

21

中岡慎太郎

予算規模

約１２７億円 (実施規模 約90万冊（当初予定）)

大規模デジタル化（平成21年度補正予算）

主な対象資料

約１２７億円 (実施規模 約90万冊（当初予定）)

② 保存のためのデジタル化

・戦後期刊行図書

(1945～1968年受入分)

① 電子図書館サービス

・戦前期刊行図書

・古典籍資料
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( 年受 分)

・雑誌

（戦前期、雑誌記事索引）

・その他

古典籍資料

・官報

・学位論文

(個別に著作権調査を実施)

22



年度 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21
（当初）

22
（当初）

予算 1.1 1.5 2.3 2.5 1.3 0.4 2.3 0.8 1.3 1.3 1.3

資料デジタル化予算額の推移と比較

（単位：億円）

※平成21年度補正予算

平成12年度補正予算で計上
以来10年間分の予算の9倍
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平成12 13 14 15 16 17 18 19 20 21当初

10年分

21年度

補正要求

14億円

23

資料デジタル化対象資料

古典籍

貴重書
等

1,000タイトル

冊

1990 1995 2000

時代 江戸期以前 明治 大正 昭和前期 昭和戦後 平成

1960 1965 1970 1975 1980 19851920 1930 1940 1945 1950 19551860 1870 1880 1890 1900 1910

貴重書画像データベース

（インターネット提供）

戦前期未撮影分

図書
明治・大正期刊行図書

170,000 冊

大
正
期

昭和前期刊行
図書

戦後期刊行図書

（1945～1968年）

313,000冊

古典籍
資料

58,000冊

その他

近代デジタルライブラリー

（インターネット提供）

（インタ ネット提供）

332,000冊
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: インターネット提供中

: インターネット提供予定（戦前期刊行図書、博士論文は著作権処理）

: 館内提供予定

官報 1,000冊（1883‐1952）

国内刊行雑誌
12,000タイトル（～2000年）

博士論文 140,000タイトル

国内図書の約1/5（約89万冊）

が終了見込



実施状況（2010年9月現在）

戦前期刊行図書（明治～1945年受入分）：約32万冊

戦後期刊行図書（1945～1968年受入分）：約27万冊

国内刊行雑誌（戦前期） ：約3,000タイトル

国内刊行雑誌（戦後期） ：約9,000タイトル

古典籍資料：約6万冊

児童書：約4万冊

博士論文（1991～2000年度受入分）：約14万冊

官報（1883（明治16）～1952（昭和27年））：約1,000冊
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著作権処理

• 著作者洗い出し、没年調査及び連絡先調査、外部機関照会、許諾処
理、公開調査及び文化庁長官裁定準備

実施状況（続き）

全文テキスト化・検索実証実験

（目的）（目的）

（１） 視覚障害者等のアクセシビリティ確保のために、デジタル化資料
のテキスト化、デジタル化資料及び電子書籍等のテキストデータを用い
た視覚障害者等への読上げサービスに係る実証実験。

（２） デジタル化資料及び電子書籍等のテキストデータを用いて、従来
のメタデータ検索にとどまらない、全文検索サービスの実証実験。

○出版社等に広く協力を呼びかけ 電子書籍デ タなどのデジタ 出
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○出版社等に広く協力を呼びかけ、電子書籍データなどのデジタル出
版データを基にした全文テキスト検索に関する技術的課題の検証と、過
去から現在までの資料の統合的な全文テキストデータ検索の実証実験
を行う。



と

【原資料から】

• オーバヘッド方式のスキャナ

• 資料に対して光学解像度400dpi

大規模デジタル化の方法

• 資料に対して光学解像度400dpi
• 24ビットフルカラー

【マイクロフィルムから】

• A3サイズ400dpi
• 8ビットグレイスケール

【共通】
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【共通】

• JPEG2000（保存用、提供用）

• サムネイル画像

• 目次情報の入力

• 本文テキスト化（OCR）は実施しない

27

国立国会図書館における所蔵資料の電子化

原本保存のためのデジタル化（平成22年1月施行）

（平成 年著作権法 部改正 内容）（平成21年著作権法の一部改正の内容）

国立国会図書館においては、所蔵資料を納本後
直ちに電子化することができる。

⇒ 従来は、劣化・損傷している場合に限定（31条2号）
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（改正の趣旨）

所蔵資料が損傷・劣化する前に電子化し、原資料
を文化的遺産として保存できることが重要



デ
ジ
タ

し
な
い
場

デジタル化による資料保存のイメージ

図書館資
料 閲覧

資料の劣化

利用不能

図書館資料 原資料の保存

デ
ジ
タ
ル
化

ル
化

場
合
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書庫で保管

閲覧 将来の閲覧デジタル化＝原資料の代替

化
し
た
場
合

29

改正法条文（著作権法第31条第2項）

前号各号に掲げる場合のほか、国立国会

図書館においては 図書館資料の原本を公図書館においては、図書館資料の原本を公

衆の利用に供することによるその滅失、損

傷又は汚損を避けるため、当該原本に代え

て公衆の利用に供するための電磁的記録

（略）を作成する場合には 必要と認められ
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（略）を作成する場合には、必要と認められ

る限度において、当該図書館資料に係る著

作物を記録媒体に記録することができる。



衆議院文部科学委員会
国立国会図書館において電子化された資料について

法律案に対する附帯決議

は、図書館の果たす役割にかんがみ、その有効な活
用を図ること。

参議院文教科学委員会
国立国会図書館において電子化された資料について
は 情報提供施設と 図書館が果たす役割 重要
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は、情報提供施設として図書館が果たす役割の重要
性にかんがみ、読書に困難のある視覚障害者等への
情報提供を含め、その有効な活用を図ること。
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デジタル化資料の利用については、利害関係
者との協議が前提

著作権法改正の効果（利用可能範囲）

（文化審議会著作権分科会・過去の著作物等の保護と利
用に関する小委員会・アーカイブワーキングチーム報告
「図書館等におけるアーカイブ事業の円滑化方策につい

て」平成20年4月28日）

⇒「資料デジタル化及び利用に係る関係者協議会」で
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⇒「資料デジタル化及び利用に係る関係者協議会」で
の検討、合意

インターネット提供（公衆送信）には、著作権
許諾が必要な点は、これまでと同様

32



資料デジタル化及び利用に係る関係者協議会

（平成20年9月～）

「関係者協議会」での検討

（平成20年9月 ）

国立国会図書館と権利者、出版者等の関係者
間の協議の場として設置

デジタル化資料の利用提供について、権利者の
経済的利益や出版ビジネスへ配慮する必要
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経済的利益や出版ビジネスへ配慮する必要

館内利用の基本要件、実施手順等について合
意を得る

基本方針

「関係者協議会」第一次合意（平成21年3月）

（１）保存を目的とする国立国会図書館所蔵資料のデジタル（１）保存を目的とする国立国会図書館所蔵資料のデジタル
化は、画像データの作成を当面の範囲とする。

（２）検索利用等を目的とした資料の「テキスト化」の実施に
ついては、今後の検証事業等の結果を踏まえて、あらためて、
関係者との協議により方針を定める。
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（３）デジタル化の実施に際しては、権利者を始めとする関係
者の理解と協力を得るように努め、民間の市場経済活動を
阻害することがないよう十分に留意する。



館内提供の基本要件

「関係者協議会」第一次合意（続き）

来館利用者は、特定の端末からデジタル化資料を利用。来館利用者は、特定の端末からデジタル化資料を利用。

同一文献に対する同時利用は、資料の所蔵部数を超え
ない範囲とする。（1冊であれば、同時には1人）

複写は、プリントアウトのみ（デジタル複製は行わない。）

著作物の適正利用の注意喚起のため、プリントアウトに
際して、出所等を印字する。

端末に 時複製されたフ イルは利用終了後 すみや
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端末に一時複製されたファイルは利用終了後、すみや
かに破棄する。

コンテンツの流出防止のため、外部のネットワークと完
全に遮断する。

館内提供（「保存のためのデジタル化」コンテンツ）

「大規模デジタル化」コンテンツの利用提供

平成24年1月以降を予定（利用システム改修が必要）

インターネット提供（「戦前期刊行図書」等）

館内端末からの「画像」利用（書誌、目次からの検索）

原則として、原資料の利用は停止

著作権調査・許諾を経て、順次インターネット公開
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その他の方策

36

図書館間の送信 ⇒ 関係者で協議中

有償配信事業 ⇒ 国会図書館外の枠組みで検討



利活用に向けた検討課題

デジタル出版物についての図書館サービスと民間
ビジネスの境界範囲 利用ルールの明確化が必要

① 図書館間の資料相互貸借（市場入手困難資料）
に相当する利用の方策（公共図書館館内への限
定送信等の検討）

ビジネスの境界範囲、利用ルールの明確化が必要
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② 「画像」からテキスト形式データの作成（視覚障が
い者等への対応、全文検索の利用）

③ 遠隔地での利用（有償配信）モデルの検討

「長尾館長の提案モデル」
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図書館サービスと商業配信サービスの両立

国民の知る権利を保障するための検討が不可欠

「図書館サービス」の役割を踏まえた検討の要望

① 出版物の権利状態による利用の枠組みのルー
ル化

② 財政支援を通じた公共図書館等の電子出版物
の契約利用の拡大
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の契約利用の拡大

③ 「有償電子貸出（期限限定利用）」等の条件の
工夫による広範なアクセスの確保



図書館アーカイブと商業電子配信の連携の可能性

① 「絶版（入手困難）書籍」の利活用促進

図書館デジタル化資料の商業的利用図書館デジタル化資料の商業的利用

円滑な権利処理の仕組みの構築

② 公共的書籍検索サービスと商業サイトの連携

検索サービスのためのテキストデータの蓄積

③ 新刊書籍電子配信
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③ 新刊書籍電子配信

「図書館サービス」と商業電子配信のルール
の確立（有償電子貸出、図書館契約etc)

○地域の公共図書館において、ネットワーク技術・セキュリティ技術などを活用し、国会図書館の
デジタルアーカイブのデータを、著作権を保護しつつネットワークを通じて閲覧できるサービス

○国民共有の財産である国会図書館の蔵書を地域住民がより一層身近に活用できるようにし、
地域における生涯学習環境の向上・我が国の将来を担う人材の育成に寄与する

総務省ユビキタス特区実証事業（平成21年度）

国会図書館

地域における生涯学習環境の向上 我が国の将来を担う人材の育成に寄与する

VPN
コンテンツデータ

管理サーバ

公共図書館

公共図書館

利用者用端末

遠隔利用者

安全なネットワークを通じ国会図書館の蔵書を

地域の図書館から身近に活用可能にデジタルアーカイブデジタルアーカイブ
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著作権保護のため、コンテンツにアクセスするた
めに、

•場所(図書館内，家庭，モバイルなど)
•人(司書，登録ユーザ，一般ユーザなど)
•時間(取得から1週間以内など)
などにより、厳密なアクセスコントロールを実現

著作権保護のため、コンテンツにアクセスするた
めに、

•場所(図書館内，家庭，モバイルなど)
•人(司書，登録ユーザ，一般ユーザなど)
•時間(取得から1週間以内など)
などにより、厳密なアクセスコントロールを実現

通常は公開されていない国会図書館の資料を
デジタル化、データベース化し、開架図書のよ
うに遠隔の公共図書館内から一覧して自由に
参照可能

通常は公開されていない国会図書館の資料を
デジタル化、データベース化し、開架図書のよ
うに遠隔の公共図書館内から一覧して自由に
参照可能

デジタル開架図書

コンテンツ提供

サーバ
アクセス権限

管理サーバ

公共図書館

司書用端末国会図書館

司書用端末
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国会図書館の蔵書を電子化して利用者の認証と閲覧期間の制限を施したオンライン貸出
しサービスの可能性を実験する。

コンテンツ提供者
貸出用電子書籍の

ハイブリッド型デジタル出版流通の基盤技術開発

ISP
ネット
販売
業者

ポータル
事業者

サービス提供者
（ インターネット販売 ）

サービス提供者
（ 小売販売 ）

電子書籍
データ

制作業者
（ マスタリング ）

電子書籍
データ

電子書籍
データ

出版社 出版社 出版社

原本（ 紙面媒体 ）を提供

フラッシュメモリ型
電子書籍パッケージを提供

つづきや関連書籍コンテンツ
をインターネットで提供

電子書籍データを提供

国会図書館
電子書籍

データ

貸出図書
データ

オーサリング スキャンフォーマットの検
証と貸出期間制御データ
管理

SDカードへのダウンロー
ドによる貸出期間内のセ
キュアな閲覧

利用者
（ 自宅PC ）
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書店 書店
家電

量販店

書店や量販店等の店頭で
フラッシュメモリ型電子書
籍パッケージを提供

対応携帯端末で
購入した書籍を読む

駅

通勤
電車

会社

公共
施設商業

施設日常の生活シーンに
応じた場所・場面で
つづきの読書を楽しむ

キュアな閲覧
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（目的）デジタル・ネットワーク社会で、広く国民が出版物に
アクセスできる環境を整備するため、総務省、文部科学省、
経済産業省の副大臣・大臣政務官の共同懇談会を設置

「デジタル・ネットワーク社会における出版物

の利活用の推進に関する懇談会」

経済産業省の副大臣・大臣政務官の共同懇談会を設置

（検討内容）

（1）デジタル・ネットワーク社会における出版物の収集・保存

（2）デジタル・ネットワーク社会における出版物の利活用

（3）国民誰もが出版物にアクセスできる環境の整備
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（ ）国民誰も 出版物 アク きる環境 整備

（開催） 平成22年3月17日（第1回）、6月8日（第2回）、 6月
22日（第3回）

技術及び利活用の2つのWTを設置（合計13回開催）。
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懇談会報告（平成22年6月28日）

報告書で国立国会図書館に関連した言及は次の箇所。

「三省懇談会」（続き）

・第2章 出版物の利活用のあり方
図書館サービスの在り方に関する検討会の設置

・第3章 技術的課題の解決
公共アーカイブの整備、 電子書籍MARCフォーマットの統一

・第4章 具体的施策の方向性とアクションプラン
全文テキスト検索の実現に向けた環境整備、図書館における
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全文テキスト検索の実現に向けた環境整備、図書館における
蔵書の全文検索

「電子出版書籍データフォーマット標準化会議（仮称）」の設
置、「デジタル・ネットワーク社会における図書館の在り方検
討協議会（仮称）」との関係については、今後の協議による。
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情報探索サービス

1. デジタル化
2. 全文テキスト
化

3. インデキシ
ング

4. 検索結果表
示

5. デジタル資料閲
覧

デジタルアーカイブ

システム
大規模デジタル化

実証実験の範囲

全文テキスト化・検索実証実験の概要

①OCR処理・校正

・読取精度向上（辞
書整備）

・レイアウト認識

・文字コード

・日本語表現

・作業の効率化

②構造化

・区切り位置挿入
（章、ページ、段落、
行等）

① 全文テキスト
のインデキシ
ング

② 全文テキスト
の高度活用
（クラスタリングな
ど）

① 検索結果一覧表
示における全文
テキストの活用
・スニペット
・目次

（ページめくり）

・索引

② 高度な検索機能
への全文テキス
トの活用
（ナビゲ ション リコ

①構造化テキストの電
子書籍フォーマット
への変換・出力

②デジタル資料の表
示
（イメージ形式のみ）

・ページめくり
・ハイライト表示
・目次から本文への
リンク
・索引からの本文へ

大規模デジタル
化の実施
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行等）

・要素（目次と本文
等）のリンク付け

・作業の効率化

③ファイル仕様

・各種データフォー
マットの汎用化

（ナビゲーション、リコ
メンドなど）

③ 検索ランキング
への全文テキス
トの活用

・索引からの本文へ
のリンク
・しおり
・検索

③許諾権限管理

実証実験は外部有識者と連携して実施
46



• 複数機関の所蔵する資料の書誌情報（メタデータ）

デジタルアーカイブの入り口としてのPORTA

を一括で検索し、各資料へ案内する

• 上記の目的を達成するため、外部機関との連携を
積極的に行ってきた

平成19年10月（公開時） 平成22年7月
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8機関、20アーカイブ

約800万件を対象

48機関、162アーカイブ

約3,100万件を対象

47

国立国会図書館サーチについて

開発版を公開中（正式公開は平成24年1月を予定）

PORTAや3つの総合目録を統合 検索対象拡大
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PORTAや3つの総合目録を統合、検索対象拡大

国立国会図書館所蔵の全ての図書

都道府県や政令都市立の図書館

PORTAのデジタル情報
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検索に関する機能
• 全文テキスト検索（テキストデータのあるもののみ）

検索結 グ グ機能

国立国会図書館サーチの機能

• 検索結果のグルーピング機能
• 翻訳機能（日中・日英の翻訳検索・表示）

• あいまい検索
• 再検索・絞り込み機能
外部サービスとの連携

All Rights Reserved Copyright  © National Diet Library 2010

外部サ ビスとの連携
• 結果の情報の入手手段を案内。
• 検索結果を活用するための様々な付帯機能
• 外部サービス連携機能（APIを提供）

49

ご清聴ありがとうございました。
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資料２

代替物の在り方等事例調査進捗について 
 
 

国内における代替物作成（媒体変換）事例調査について 

 
調査対象 

・国内の民間企業等（エネルギー、医療、建築分野等）における、紙媒体の資

料の代替物作成（媒体変換）事例について、文献やウェブサイトを参考に調

査を実施した。 
 
調査項目 

・各事例の調査項目として、①代替物作成（媒体変換）の目的、②原資料の内

容、③選択媒体、④代替物作成（媒体変換）方法（仕様、前作業、使用機器

等）、⑤保存管理方法、の５項目を設定し、比較を行った。 
 
調査結果概要 

・マイクロフィルムとデジタルを並行して実施、またはデジタルのみを媒体と

して選択する２種に大別。マイクロフィルムのみを媒体として選択する事例

は確認できず。 
 
・マイクロフィルムとデジタルを並行して実施する例では、マイクロフィルム

を長期的な保存用の媒体として採用し、デジタルを利用（保管スペース確保、

情報共有化、サービスの向上等）の目的で採用している。特に原資料（紙媒

体）の半永久的な保存が必要な場合は、マイクロフィルムを保存用媒体とし

て位置づけている。 
 
・デジタル化事例における原本性確保（改ざんやセキュリティ対策）の対策と

して、ライトワンスメディア（光ディスク：UDO）の採用や、タイムスタン

プ、PDF ファイルへのセキュリティ設定などを実施。 
 
・媒体変換を実施した後も、紙の原資料は廃棄せず外部倉庫などで保管してお

り、廃棄を明記している例は一事例のみ。 
 
 

 

 

 



国外における代替物作成（媒体変換）事例調査について 

 
調査対象 

・国外の国立公文書館や国立図書館（欧州、北米、アジア・太平洋地域等）に

おける、紙媒体の代替物作成（媒体変換）事例について、文献及びウェブサ

イトを参考に調査を実施した。 
・現在、英国（国立公文書館（TNA）、英国図書館（BL））、米国（国立公文書

記録管理局（NARA）、議会図書館（LC））について取りまとめを実施。 
 
調査項目 

・調査項目は主に下記の６項目を設定し比較を行った。 
・６項目及びその概要は以下の通り。 
  １ 上位計画・方針等 
   関連計画・方針・ガイドライン等（保存方針・代替化実施方針等） 

２ 代替物について 
   選択媒体及び代替物作成（媒体変換）方針 
  ３ 代替物作成（媒体変換）について 
   代替物作成（媒体変換）の目的 
    実施体制（担当部署（者）・実施体制） 
   実施方法（仕様・前作業・使用機器等） 
   媒体所蔵数・実施件数等 
  ４ 原資料について 
   対象資料選択方針 
  ５ 保存管理について 
     原資料及び代替物の保存管理方法 

６ その他（利用等）  
   提供方法等（提供方法及び提供範囲） 

 
調査結果概要  

・各館における代替物作成（媒体変換）の目的として、保存とアクセス（利用）

の両方を挙げている。 
・保存目的の代替物として、マイクロフィルムを主要な選択媒体として明記し、

デジタルを保存目的の媒体とするかについては検討を実施している途上と明

記する例あり（BL、LC）。また、デジタルを代替物として選択していても、

データの真正性については保証しないと明記する例もある（NARA）。 
・４館とも原資料は廃棄しない方針を明記。また、デジタルとマイクロ両方の

代替物があっても、デジタルの代替物における品質やライフサイクルマネジ

メントが保証されるまでは、マイクロフィルムも破棄しないことを明記する

事例あり（TNA、LC）。 



国内における代替物作成（媒体変換）事例　比較一覧表

No.
概要 原資料

選択
媒体

出典
(月刊IM）

1 原子燃料サイクルにおけ
るウラン濃縮、低レベル放
射性廃棄物埋設、再処理
工場およびMOX燃料工場
に関する事業を実施。全
体の運用と管理業務の支
援を目的とした「総合デー
タ管理システム（TDMS)」
の構築に取組む。

・

・

・

操業期間内の技術情報を蓄積し利用
できる環境が必要。
操業終了後も廃棄物などの記録を長
期に保存することが必要。
記録の原紙が1枚のみのため長期保
存に不安。

原子力発電所5
基分に相当す
る設計図書等、
約2万7千棚分
の文書

デジタル
（活用）
マイクロ
（保存）

・

・

（デジタル）
A3スキャナ（富士フィルムSD-4000）、大判長尺用スキャナを使
用。
（マイクロ）
撮影から現像までをセキュリティの観点から内部で実施。ドキュ
メントアーカイブシステム（AR-1000）を使用。光ディスク（UDO）
から定期的にマイクロフィルムを作成。

・

・
・

・

デジタルデータで、利用頻度の高い文書や検索用のデータベース情報の管理はスト
レージにより実施、利用頻度の低い文書のコンテンツ管理や全コンテンツデータの
バックアップは光ディスク（UDO)を利用。光ディスクは非改ざん性確保のためにライト
ワンスメディアを採用。
マイクロフィルムと光ディスクは別の場所に保管。
最初にデジタルのストレージと光ディスクにデータを登録し、光ディスクはバックアッ
プの機能を果たす。
旧版や3年以上経過した文書はストレージからデータを削除し、提供は光ディスクの
みとなり、マイクロによる長期保存を実施。

Vol.49　No.3
2010

2 平成21年5月から新病院
棟への移行に際し、iEHR
（統合型病院情報システ
ム）を整備。

・
・

・

カルテの保管スペースの削減。
紙カルテのオペレーションコストの削
減。
医療者の待ち時間の減少等の効率化
を期待。

外来用紙カルテ
6万冊（1.5TB）

デジタル ・

・

200dpiカラーで実施しイメージデータとして保存。心電図などの
長いチャートは分断してスキャン、重ね貼りしたものは剥がし、
剥がせないものはめくってスキャンを実施。付箋などははがして
専用のシートに貼ってからスキャン。
ファイル名は患者番号を付与。

・

・

スキャンが終わった紙カルテは中央カルテ庫から一時保管庫に移動させ、1年半分
を保管。その後は外部倉庫で保管。
電子カルテで公開したファイルは、データをコピーしても決められた場所以外で閲覧
できないように管理するなどのセキュリティ設定をPDFに付与して、診療課コードエリ
アに格納。

Vol.49　No.1
2010

3 SmartCabinetシステムを
導入し、カルテの電子化を
実施。

・

・

入院カルテを法定年限の2倍である10
年保管することを規定しているが、保
管スペースの不足が確実視されたた
め電子化を実施。
保管スペースの確保のほか、管理の
軽減、情報共有化を図る。

入院用紙カルテ
（約1万冊）

デジタル ・

・

・

・

・

・

前作業として、束ねられたカルテを1枚ごとに分離し、検査票等
貼紙がある場合は、裏を確認し必要に応じて剥がすなどの処理
を実施。
紙カルテ作成の段階から綴り順のルールを作成し、右上部分に
通し番号を印刷するなどの工夫を行う。
スキャニングは高速カラースキャナ（i620）で一括スキャンを実
施。
スキャン画像は患者番号で関連付け、既存の診療データ管理
システムで統合し、データベースへ登録。
「医療情報システムの安全管理に関するガイドライン」に沿って
電子化を実施。真正性確保のためにMEDIS－DC（医療情報シ
ステム開発センター）のコンサルテーションにより運用管理規定
や実施計画書を作成。
１年間で約1万冊のスキャンを実施。

・

・

・

システムは、ID・パスワード管理、電子カルテ導入によるGPSタイムサーバにより作
成者と作成年月日を担保。
PDF形式で保存し、書類の種類によって印刷不可の設定や文書の変更ができない
ようなセキュリティを設定。
電子化されたカルテはHIS（病院情報システム）で閲覧できるよう患者のIDで関連付
け。

Vol.47　No.4
2008

4 1999年に国立療養所の委
譲を受けたのを機に電子
カルテシステムを導入。

・ 過去カルテで決定保存年限5年を超え
たものはマイクロ化して保存していた
が、リーダープリンタ1台しかなく検索
に時間がかかることから、保存活用シ
ステムを新たに検討。

紙の過去カルテ
（1999年までの
6年分）

デジタル ・

・
・

貼り付けてある伝票などは鎧貼りのため無理にADF（オートド
キュメントフィーダ）でのスキャンは実施せず、複数のフラット
ヘッドスキャナにより電子化を実施。
ファイル形式はPDFに統一。
他院からの紹介状や押印が必要な紙文書は、現場でのスキャ
ニング（疑似電子化（イメージ画像））を行い、閲覧を電子化。

・

・

導入当時（1999年）は、厚労省の通達で電子保存が認められていなかったため、紙
の原本も保管。
PDFに統一して電子化されたファイルは患者ＩＤで引き出し、書類種別に分類される。
ファイリングは入院用、年度用書庫に分けて管理。

Vol.44　No.6
2005

電気・ガス・熱供給・水
道業

医療・福祉業

医療・福祉業

代替物作成（媒体変換）の目的 代替物作成（媒体変換）方法（仕様、前作業、使用機器等） 保存管理方法業種

医療・福祉業

別紙１

1



5 2006年2月にストック分の
申込書を電子化。新規受
付分（フロー）の申込書を
対象としたe文書化企画を
立案し、カードローン申込
に係る事務手続き全般を
完全電子化で運用。

・

・

200万件を超える申込書を保管してい
たが、複数の銀行が統合された結果、
商品構成別の多岐にわたる事務手続
き、保管管理方法の不統一、諸変更
や解約時の申込手続き等に多大な時
間を要していた。
個人情報保護の観点から情報セキュ
リティの抜本的対策が必要。

紙媒体の申込
書(約200万件
分）

デジタル
（マイクロ
も同時実
施）

・

・

・

・

マイクロ撮影とイメージコンバータ併用方式を採用。処理能力
（5000枚/1日）と、証拠性が確保されたマイクロフィルムが同時
生成される点を評価。
東京国税局との折衝の結果、200dpi以上の解像度、256階調の
カラー読取を実施。
電子署名法で規定する特定認証業務の認定を受けた者が発行
した電子証明書による電子署名を実行。
タイムスタンプの付与は必須ではなかったが、訴訟対応を考慮
して付与することを決定。

・

・
・

・

原資料である紙の申込書（ストック分）はデジタル化実施後、紙ベースで倉庫に一括
保管。
原本が電子データの申込書（新規受付分：フロー）は電子化後に紙媒体を廃棄。
管理システムは、カードローン申込書保管管理システムとe-文書共通機能システム
から構成。
カードローン申込書保存管理システムとして、イメージデータの保存、検索や共通シ
ステムへのタイムスタンプ付与指示、e文書法要件の精度を満たすスキャニングが可
能なOnBaseを導入。

Vol.48　No.9
2009

6 施工記録や竣工図面、竣
工図書などの管理を実
施。ISO11506の発行に先
駆け、35mmCOMによる建
築情報の永久保存に取り
組む。

・

・

・

建造物の補修や整備の際に、維持管
理を容易にするため、建築図書記録
の確実な保存が必要。
会計監査でも建築物に関する記録が
必要とされ、建造物の破損、倒壊、解
体の際や、工期や経費、安全性、環境
汚染の検討の際にも記録が重要。
マイクロ活用の縮小に鑑み、今後の管
理計画の見直しを実施。

営業関係書類、
設計関係書類、
施工記録、品質
記録等の竣工
図書から選別さ
れた永久保存
文書

COM：
マイクロ
（永久保
存）
デジタル
（活用）

・
・

35mmCOMにより、マイクロ化とデジタル化を同時に実施。
マイクロ、デジタルを同一の規格とし、相互にデータを保管する
フォルダ構成とする。

・

・

・

・

・

マイクロフィルムは火災や紛失のおそれがない場所で保管し、各支店で管理されて
いた過去のマイクロフィルムも一元的に保管（ISO11506に準拠した設備を提供する
外部組織に委託）。
フィルム保管場所は、防災、空調、防犯（入室管理、監視カメラ）、保管品保護対策
（静電気、化学反応、保護什器）を完備。
温度21℃±2℃、湿度40%±2%を常時維持。デジタルデータはwebサーバに入れて、
常時閲覧可能な体制をとる。
情報生成、加工、マイクロ保管、デジタルデータ管理までを一元的に実施するシステ
ムを構築。
保管書類の体系分類と管理構成を解析し、デジタル・マイクロを一元管理するファイ
リングシステムを構築することで、デジタルデータのマイグレーションコストを削減。

Vol.48　No.9
2009

7 ArcSuite Engineering シス
テムを導入し、紙で保管し
てきた設備関係及び技術
文書類を電子化して一括
管理。

・ 情報共有と再利用を行えるシステム導
入により、業務効率の向上、品質向
上、情報資産の長期・安全保存を図
る。

紙で保管されて
いた図面
（CAD、手書き
約14万点）やそ
れに付随する
議事録、仕様
書、設備完成報
告書（約90万
ページ）

デジタル
（マイクロ
も同時実
施）

・

・

図面（約10万枚）：1997年以前の図面の電子化については、古
い紙図面には赤茶色に変色するものもあり、原図よりもマイクロ
からのほうが良好な画質が得られるため、マイクロからＴＩＦＦ形
式へ変換を実施。A1対応のコピースキャナプロッタ（Braintech）
を使用。
技術文書（約100万頁）：A3サイズ以下が殆どのため、デジタル
複合機（DocuCenterf450)を使用。

・

・

・

・

・

紙文書は電子化された後、アーカイブレコーダーでマイクロフィルムに変換し、永年
保存される。
永年保存用のマイクロは大判図面の判読性の観点から35mmを使用していたが、今
後はコスト削減を期待し、アーカイブ用16mmフィルムでの記録を検討。
データはArcSuite Engineeringシステムに更新し、4工場で分散蓄積していたデータを
検索できる機能を持つ。独自にビューアーソフトも開発。
省スペースのために紙の原本はマイクロ化後、一定期間保管したのちに廃棄し、古
紙としてリサイクル。
マイクロからのデータ復旧（マイクロ→TIFF変換）の検証を実施し、災害時データ消
失時のルールと対策を確立。

Vol.44　No.4
2005

金融・保険業

建設業

製造業
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国外における代替物作成（媒体変換）事例　比較一覧表　　欧州　（イギリス）

項目１ 項目２

上位計画・方針等 関連計画・方針・ガイドライン等
（保存方針・代替化実施方針等）

・
・

The National Archives Digitisation Programme 2008 – 2013
The National Archives Preservation Policy  2009

・
・
・

The British Library's Strategy 2008-2011
The Position Paper Preservation Copying Policy (microfilm to digital)  2008
Microfilm Quality  Control Inspections  2006

代替物について 選択媒体及び代替物作成（媒体変換）方針 ・ 代替物の媒体は、複数所在するとし、マイクロフォーム、デジタル、物理的媒体を例示。 ・
・
・

2008年現在、保存用の複製はマイクロフィルムで作成する方針。
2011年までに保存方針を見直し、マイクロからデジタルへ変更する時期を決定する予定（Srategy：戦略的優先順位6）。
2008年～2012年にかけて保存のための代替化作成の検討を実施中。

代替物作成（媒体変換）の目的 ・

・

代替物の作成は記録へのアクセスを進展させることを目的に実施。他の理由や館の活動における副産物としても作成さ
れうるとして記載。
代替物の保存上の価値を、原資料の移動や取扱の負担を軽減するもの、万が一、原資料がダメージや損失を受けた場
合、収蔵記録として指定される、法的な所有や状態を証明するもの、として明記。

・
・

代替物を作成することによって原資料の利用を制限し、原資料の保護を行うため。
遠方や複数からの利用に応じることを可能にするため。

・
・

Collection Care Departmentが紙資料の媒体変換及びマイクロ化を担当。
Digital Preservation Departmentはデジタル化による媒体変換を担当。

・ 代替物作成はCollection Care Departmentが担当。

・
・

マイクロとデジタルの代替物を作成する部署は別となる。
代替物作成（マイクロ化、デジタル化両方）の際の前作業（付属物の除去や記録の配列の保持等）は、原資料を取り扱う
限り、Collection Care Departmentが主体的に関与し作業を実施する。

・
・

Collection Care Departmentが代替物（マイクロ）作成を実施し、代替物作成方針であるPosition Paperも作成している。
マイクロ作業の実施は、保存、企画、複写の担当者が定期的に会合を持ち、新たにマイクロ化すべき資料について協議を実施。資料
の所管部署の要望も反映する。

実施方法
（仕様・前作業・使用機器等）

・
・
・

将来的に複製物が必要となった時に、原資料からではなく代替物から作成する方針。
原資料からのデジタル化(スキャニング）を行う際は、基本的に館内で実施。
媒体変換実施の際に準拠する規格としてBS（British Standards)を掲載、マイクロ、デジタル両方についてそれぞれに規格
あり。
　　BS 5454：2000　Recommendations for storage and exhibition of archival documents
　　BS 4971：2002　Repair and allied processes for the conservatrion of documents. recommendations
　　BS 1153：1992　Recommendations for processing and storage of silver-gelatine-type microfilm
　　BS 4783：1988　Storage, transportation and maintenance of media for use in data processing and information storage
　　BS 6266：2002  Code of practice for fire protection for electronic data process installations　等

・
・
・
・
・
・

・
・

デジタルの代替物の作成は、スキャンと撮影によるハイブリッド方式を暫定的に採用。
マイクロフィルムは通常35mmのロールフィルムを使用、地図や図面にはアパーチュアカードを使用。
3世代（マスターネガ、複製専用マスター、ポジフィルム）の代替物を作成して、保存と利用に提供。
基本的に館内で作成、商業出版社と共同で進めているマイクロ化は、館外で撮影することもある。
貴重資料や劣化が進んでいる資料は必ず館内で撮影する方針。
マイクロ作成業務は外部に委託していた時期もあったが、出納や冊数の校合、ターゲット作成、梱包・記録、返却・納品時の資料と代
替物の確認など負担が大きく、経済的理由もあり原則的に自館での撮影を実施。
国際的な標準に適合しているフォーマットを採用することを明記。
その他、マイクロからデジタルに変更決定する際の基準についても記載あり。

媒体所蔵数・実施件数等 ・ 合計で1100万点以上の所蔵資料（うちマイクロの点数が何点かは不明）。 ・ 28,000×1000 ft cans、120,000×100 ｆｔ reels　以上の新聞資料のマイクロフィルム(2008年現在）。

代替化における課題 - ・
・

アセテートフィルムも多数所蔵しており、これらの劣化対策を課題として挙げている（マイクロコレクションの1/3がアセテートフィルム）。
デジタル化の実施は、原資料の利用頻度が減ることを予測する一方、原資料へのアクセス要求の増加も懸念している。

原資料について 対象資料選択方針 ・
・

・

最も人気のある資料、閲覧の要求が多い資料から優先的にデジタル化を実施。
2011年をめどにデジタル化対象資料の90%をデジタル化し、オンライン上のデジタル画像を1億点に増加させることを目指
す。
マイクロフィルムのコンディションが良くないものや原資料が取り扱いにより劣化しているもの等を、デジタル化の要望が高
い資料として記載。

・
・
・

新聞コレクションについては、原資料の劣化が著しいものが多く、原則的にマイクロ化を実施。
地図資料や特殊コレクション（イタリア統一運動関係資料など）もマイクロ化を行っている。
利用が多く、劣化が進行している資料は優先的に代替物を作成すると明記。

保存管理について 原資料及び代替物の保存管理方法 ・

・
・

・
・
・

・

マイクロフィルムについては、BS5454やBS1153に準拠して保管（温度15～25℃、相対湿度20～40%RH）。フィルムのタイプ
によって異なる収蔵環境に収めるとの記載あり。
デジタルデータについては、BS4783での推奨基準に準拠。
長期保存の場合、18～22℃、35～45％RH（磁気テープ4mm、8mmのヘリカルスキャンの場合、5～32℃、20～60％RH）で
管理。
デジタル化を実施済みのマスターマイクロフィルムは、廃棄せずに維持。
デジタルデータの損失を防止するためのマイグレーション実施を推奨。
デジタルとマイクロの両方の代替物があっても、館の記録担当者がデジタル版の品質が十分受け入れられると判断するま
では、マイクロフィルムを保持し、KEW館において閲覧者にも提供している。（Report on ‘Meet the Chief Executive Officer
day’at Kew,  22 October 2009）
最低4つのコピーを作成してバックアップを確実に行い、破損を防ぎ、可読性の維持を行うとする。

・
・

・

BostonSpaのマイクロ収蔵庫は16℃、52％RHで維持管理を実施している。
アセテートフィルムについては、2005年の短期的戦略に基づいてPETフィルムへの変換を実施していたが、2008年以降、長期的戦略
においてコストの関係から低温環境下（5℃、35％RH）での管理に方針を転換。
CDやDVDについては、NPO（National Preservation Office)が作成した「Caring　for a CDs and DVDs」の記載内容に準拠。

その他（利用等） 提供方法等 ・
・

オンラインでマイクロフィルムのカタログを提供。デジタルデータについては、web上での閲覧も可能。
閲覧者が求めるコピーのフォーマットで提供する方針。

・
・
・
・
・

2013年にBostonSpaにおいて、新聞コレクションの代替物（デジタル、マイクロ両方）が閲覧可能となる予定。
新聞コレクションはマイクロフィルムとデジタルコピーの両方で提供。
マイクロ化された資料の目録（219タイトル）はWebで公開されている。
デジタルの利便性やマイクロの今後の衰退を視野に入れつつ、ハイブリッド方式にも言及している。
低温の倉庫（Cold　Room）から資料を移動する際には、適応のための部屋に移動させて温湿度の急激な変化を避けるなどの配慮を
実施。

1

British　Library (BL）　英国図書館The　National Archives （TNA)　国立公文書館

代替物作成（媒体変換）について

実施体制
（担当部署（者）・実施体制）

別紙　２



国外における代替物作成（媒体変換）事例　比較一覧表　　北米　（アメリカ）

項目１ 項目２

上位計画・方針等 関連計画・方針・ガイドライン等
（保存方針・代替化実施方針等）

・
・
・

・
・
・

The Selection And Preparation Of Records For Publication on Microfilm 1970
NARA 1571 Archival Storage Standards　2002
Technical Guidelines for Digitizing Archival Materials for Electronic Access: Creation of Production Master Files - Raster
Images 2004
In an era of digtization, why does NARA continue to microfilm records?　（Web)
Strategy for Digitizing Archival Materials for Public Access, 2007-2016 2008
Preservaing the Past to Protect the Future 2009

・
・
・
・

Selection Criteria for Preservation Digital Reformatting　2006
Principles and Specifications for Preservation Digital Reformatting　2006
Guidelines for Electronic Preservation of Visual Materials　2006
Annual Report of the Librarian of Congress 2008

代替物について 選択媒体及び代替物作成（媒体変換）方針 ・
・

マイクロフォーム、デジタル、両方による媒体変換を実施。また、マイクロフィルムからのデジタル化も実施している。
デジタル化戦略において、NARAはデジタルコピーの完全性や正確さを保証するために、適切な基準を設ける努力はしている
が、デジタルコピーの真正性を保証していないと明記。

・

・

マイクロのほか、デジタルの両方の代替物を保存対策の選択肢として位置づけており、紙媒体の資料はマイクロとデジタル
両方への媒体変換を実施。
保存用のアプローチとしてはマイクロフィルム化がいまだ主な手法であると明記。デジタルに関しては、大量のデータを長期
間にわたってアクセスを維持する際に、拡張性やストレージ、マイグレーション等の点で答えが出ておらず、検討の途中にあ
るとする。

代替物作成（媒体変換）の目的 ・

・

NARAにおけるマイクロフォームは、提供（アクセス）と保存の観点から作成。取扱いによるダメージや汚損から原資料を保護
する一方で、調査者のアクセスを可能にする手段としてマイクロフォームを提供する、としている。
マイクロフィルム化を実施する目的を、テクニカルガイドライン（2004）では下記のように記載。
a.　原資料へのアクセスが難しい利用者に供するため
b.　原資料の取扱いを繰り返すことによる劣化を防ぐため
c.　同時に複数の箇所で起こる閲覧利用に対応するため
d.　原資料の記録が破壊された際に有益な情報が損なわれることを防ぐ保障のため

・ 脆弱な資料を、マイクロフィルムや複写紙、デジタル複製物などの新たな媒体に移し替えることによって、アクセスを提供する
ため。

・ Office of Records Service-Washington DC （ワシントンDC記録サービス室）が代替物作成を担当。 ・ 保存関連業務を所掌するOffice of the Director for Preservationの中の、The Preservation Reformatting Divisionが代替物作
成を担当している。

・
・

計画と準備を担当するアーキビストが媒体変換の責任者となる。
デジタル化に際し、民間企業と提携して実施する場合もある。うち1社はマイクロフィルムの刊行物（約１億２千万コマ）のデジ
タル化を実施している。

・ 原資料の適切な取り扱いや処置を確かなものにするために、学芸員、代替物作成担当者、その他保存担当のスタッフととも
に協働して、解綴や排架、その他関連する作業について意思決定を行い、媒体変換を実施。

実施方法
（仕様・前作業・使用機器等）

・

・
・

・

・

撮影作業に先立ち、クリップやステープル、ファイルの綴じ具等はすべて外し、順序や序列のチェック、解綴作業や合紙入れ
の前作業等を実施。
撮影の際の留意点として、目録を本文に先立ち撮影する、空白のページは記載しない等と記載。
デジタル化の実施に際し、積極的に民間や公的機関、NPOなどと提携していく姿勢を見せるが、原資料それぞれに対し、一
つの提携を行うとの方針を記載。資料の保存上の観点から、１つの原資料を複数のプロジェクトの対象にはしない方針。
デジタル化を実施する際にはシリーズやファイルごとに区切って実施し、閲覧室からオリジナルの資料をまとめて移動させる
ことを可能にするとして明記。
承認（規格化）されたフォーマットに準拠して代替物を作成すると明記。

・

・

・

・
・
・

媒体変換を担当するThe Preservation Reformatting Divisionは、予算の管理、年度計画の準備、他の保存関連のコーディ
ネートを行うほか、保存用媒体変換のための標準や要件を確立し、媒体変換計画を実施する。
その他、媒体変換のための予算管理、コレクションマネージメントを担当する図書関連の部署とともに、媒体変換を実施する
資料の年間計画の準備や、他の保存関連部局と年次計画の調整を行う。媒体変換の資料は、学芸員や関連部署の担当者、
媒体変換の専門家が共同で選択。
媒体変換を実施する資料のスケジューリングや、選択した資料の準備、媒体変換実施に関連する契約、資料の準備やその
他部署の補助、媒体変換された資料の実効性の確認及び品質の確認を実施する。
保存のための媒体変換事業における、品質やアクセスの発展に寄与しうる他の組織との共同作業も実施。
媒体変換は国内・国外において確立されたガイドラインにより実施することを明記。
媒体変換のための技術（マイクロフィルム化、紙へのコピー、デジタル化）は、確立された方針やガイドラインにより選択され
る。

媒体所蔵数・実施件数等 ・ 16mmマイクロフィルム13万5440点、35mmマイクロフィルム13万3442点、マイクロフィッシュ9万1498点、その他のマイクロ
フォーム144万337点（2002年9月30日時点、NARA Annual Report 2002より）。

・
・

マイクロフォーム所蔵点数の総合計は、2008年度9月末時点で1608万6572点。2008年度の増加分は125万2775点。
2008年度に、紙資料のマイクロ化による媒体変換件数は349万5331カット（620万479ページ）、デジタル化を実施した件数は
51作品（3万6035ページ）と記載。

代替化における課題 ・ アセテートベースのマイクロフィルムは、保存対策を講ずべき対象として明記されている。 ・
・

原資料について 対象資料選択方針 ・
・

・

・

連邦記録のほか、歴史、経済、政治科学、法律分野などの分野の媒体変換を実施。
マイクロ化に際し特に重視されるのは、実質的な内容、物理的な特質、劣化状況、記録の法律上の立場など。ガイドラインで
は、調査研究上の価値や長いシリーズものや、多量の情報を持つもの等を例示している。また、特別なテーマに基づいたマイ
クロ化実施の際には、他の関連する資料や同様なテーマを持つ資料があれば、これもマイクロ化を検討すべきである、と記
載。
マイクロ化する記録の選定は、内容や各記録の特徴を十分に考慮してなされるべきであり、一般にマイクロ化はアーカイバル
シリーズのすべてを網羅すべきだとする。
一方で、一般への公開が制限されている記録はマイクロ化すべきではないとし、著作権の保護が働いているものも同様にマ
イクロ化すべきではないとする。この場合は省略された部分を示す必要があるとする。

・
・
・
・
・

原資料の特徴や利用上の適合性などを考慮。
脆弱な資料、不安定な媒体の資料、価値の高い資料は、媒体変換の対象となる。
不安定な媒体の資料は、利用者の継続的なアクセスを提供するために、できる限り正確に、新しい媒体へ変換される。
資料のサイズやコンテンツにより、盗難や損失の影響を受けやすい資料や、価値の高い資料等を対象とする。
媒体変換を実施する資料選択の理由として、資料の劣化状況、資料の種類（新聞、写真等）、色による情報の存在や重要
性、紙のバリエーション、コンテンツとサイズ、図版のタイプなどがある。

保存管理について 原資料及び代替物の保存管理方法 ・
・

磁気媒体（magnetic media)は18℃、35±5％RH、フィルムも同様の環境設定下での保存環境で収蔵。
その他、保存管理についてはテクニカルガイドライン等で媒体の種別ごとに定められている。

・ 「デジタル代替保存のための原則」（2006年）において挙げられている基本原則11項目の中で、デジタル化を実施した原資料
のほか、マイクロフィルムなどのアナログ媒体は、デジタルデータのライフサイクルマネジメントが保障されない限り、保存関連
部署は破棄を行わないと明記する。

その他（利用等） 提供方法等 ・

・
・

マイクロフィルムのいくつかはデジタル化され、インデックスを付けられてwebのAncestory.comやFootnote.comにて提供され
ている。
マイクロフィルムはオンラインでカタログが提供されており、購入を希望する場合はwebからの申請も可能。
作業ペースは月に200～300万件で、デジタル化された画像はオンラインに載せている。

・ Chronicling AmericaやNational Digital Newspaper Project等の取り組みでは、マイクロ化された新聞資料をデジタルに変換し
てweb上で公開している。

2

代替物作成（媒体変換）について

実施体制
（担当部署（者）・実施体制）

National Archives and Record Administration (NARA）　国立公文書記録管理局 Library of Congress (LC)　議会図書館



資料３

歴史公文書等保存方法検討の論点及び 
代替物に求められる要件（案） 

 

 

検討目的及び検討事項 

 

・歴史公文書等の保存手段の一つである代替化について以下の検討を行い、紙媒体で

移管される歴史公文書等の保存方法について今後の方針を示す。 

 

「紙媒体で移管された又は今後移管される歴史公文書等の保存方法について、紙媒

体の原本の十分な保存を図るため、マイクロフィルム化して保存することとデジタ

ル化して保存することによる技術面、経費面におけるメリット、デメリットを民間

の知見を十分に活用しながら検討し、結論を得る。」 

 

論点について  

 
論点１．代替物の在り方について・・・・・・・・・・・ 要件１～４ 

1) 原本性（真正性、信頼性、完全性）の確保 
2) マイクロフィルム化及びデジタル化の特質 
3) 代替物作成の技術動向 
4) 代替物作成に要する経費等 
 

論点２．代替物及び原資料の長期保存について・・・・・ 要件５～７ 

1) 長期保存の定義 

2) 代替物の情報及び媒体の長期保存に関する技術的側面からの検討 
  3) 代替化された原資料（紙媒体）への負荷 
  4) 技術の陳腐化への対応について（媒体、ファイルフォーマット、保存・再生

システム等） 
 
論点３．継続的な管理について・・・・・・・・・・・・ 要件８～９ 

  1) 代替物の維持管理方法・内容について 
  2) 代替物の維持管理に係る経費について 
   

その他（利用関連等） ・・・・・・・・・・・・・・・・ 要件 10 

 

 



代替物に求められる要件（案）について 

 

要件１．メタデータによる統合的な管理 

関連付けられる統合的なメタデータにより、代替物の内容、構造及び管理情報等

の管理が可能であること。また、必要に応じて、原資料のメタデータとの照合が

可能であること。 
 

要件２．原秩序の保存 

文書の構造や複数文書間の関係（文書ごとのまとまり、綴られている順序等）を

表す情報を、代替物でも再現できるように保存できること。 
 

要件３．文書の見た目の保存 

文書 1 枚ごとに収められている情報（文字・記号・配列・付属情報（押印）等）

を再現して保存できること。 

 

要件４．適切な代替物作成の経費 

要件を満たす代替物作成に係る経費が適切であること。 

 

要件５．代替物の長期保存 

原資料への負荷の軽減及び保存管理の観点から、代替物自身の長期保存が可能で

あること。 
 

要件６．原形の保存及び原資料への最小限の負荷 

原資料がもとあった状態（綴じ方、折り方等）をできるだけ崩さずに、代替物を

作成できること。また、原資料への負荷が最小限となる方法及び媒体で代替物の

作成が可能であること。 

 

要件７．代替物の長期的な再現可能性 

代替物は、媒体や情報の再現に必要な機器類の安定的な入手及び供給が可能であ

ること。 

 

要件８．継続的かつ簡便・安全な維持管理  

簡便な方法による継続的な代替物の品質維持が可能であること。また、媒体同士

の互換性や、異なる媒体への移行についての安全性が確立していること。 

 

要件９．適切な代替物管理の経費 

代替物の管理に係る経費が適切であり、将来的な経費の見通しが立てられること。 

 

要件 10．利用機会の継続的な提供 

利用者に対して確実な利用の機会を継続的に提供できること。 



歴史公文書等保存方法検討の論点及び代替物に求められる要件（案）　比較一覧表

論点 論点細分 構成要素・検討事項 マイクロ デジタル

1)　原本性（真正性、信頼性、完全性）の確保
3)　代替物作成の技術動向

要件１．
メタデータ*による統合的な管理

関連付けられる統合的なメタデータにより、代替物の内容、構造及び管理
情報等の管理が可能であること。また、必要に応じて、原資料のメタデー
タとの照合が可能であること。

・記録管理メタデータ
・アーカイバルメタデータ
・技術的メタデータ

・メタデータ ・メタデータ

1)　原本性（真正性、信頼性、完全性）の確保 要件２．
原秩序の保存

文書の構造や複数文書間の関係（文書ごとのまとまり、綴られている順
序等）を表す情報を、代替物でも再現できるように保存できること。

・文書の順番
・文書としてのまとまり（ドキュメント）
・簿冊
・綴じ方
・意味付け（内容、形式、案件等）による資料群

・コマ情報管理
・目録管理

・ファイル管理
・フォルダ管理
・目録管理

1)　原本性（真正性、信頼性、完全性）の確保
3)　代替物作成の技術動向

要件３．
文書の見た目の保存

文書1枚ごとに収められている情報（文字・記号・配列・付属情報（押印）
等）を再現して保存できること。

・文字や図表
・文章（文字の配列）
・書式（文字・文章の配置）
・色情報（紙、文字、印の色等）
・付属物（付箋・在中物等）

・解像度
・ターゲット、指示書
・撮影技術・現像処理
・規格化（ISO、JIS等）

・解像度
・色情報
・今後の技術動向
（画像ファイル、アプリケーション等）
・規格化（ISO、JIS等）

4)　代替物作成に要する経費等 要件４．
適切な代替物作成の経費

要件を満たす代替物作成に係る経費が適切であること。 ・媒体の作成に係る経費
・代替物作成手順

・経費項目 ・経費項目

論点 論点細分 構成要素・検討事項 マイクロ デジタル

1)  長期保存の定義
2)  代替物の情報及び媒体の長期保存に関する技
術的側面からの検討

要件５．
代替物の長期保存

原資料への負荷の軽減及び保存管理の観点から、代替物自身の長期保
存が可能であること。

・代替物の材質
・代替物作成の技術
・代替物の規格

・長期の定義（年）
・規格による規定（JIS）
・媒体の寿命
・媒体の復元可能性

・長期の定義（年）
・規格による規定（JIS）
・媒体の寿命
・媒体の復元可能性

3)　代替化された原資料（紙媒体）への負荷 要件６．
原形の保存及び原資料への最小
限の負荷

原資料がもとあった状態（綴じ方、折り方等）をできるだけ崩さずに、代替
物を作成できること。また、原資料への負荷が最小限となる方法及び媒
体で代替物の作成が可能であること。

・原資料の材質の劣化状況、強度、光学的性質、製本の状態ほか
・原資料の劣化状況のチェック方法の検討
・代替化前及び代替化実施後の原資料の修復、補修、脱酸処理の適切
な方法及び取扱い方法の検討
・代替物作成手順（前作業、後作業を含む）
・代替化実施後の原資料の保存環境条件の検討

4)　技術の陳腐化への対応について（媒体、ファイ
ルフォーマット、保存・再生システム等）

要件７．
代替物の長期的な再現可能性

代替物は、媒体や情報の再現に必要な機器類の安定的な入手及び供給
が可能であること。

・代替物の市場動向
・機器、ソフト、システム等の市場動向

・市場動向（入手可能性）
・機器類の規格及び動向
・媒体のシステム依存性

・市場動向（入手可能性）
・機器類の規格及び動向
・ソフト、システムの陳腐化
・媒体のシステム依存性

論点 論点細分 構成要素・検討事項 マイクロ デジタル

1)　代替物の維持管理方法・内容について 要件８．
継続的かつ簡便・安全な維持管理

簡便な方法による継続的な代替物の品質維持が可能であること。また、
媒体同士の互換性や、異なる媒体への移行についての安全性が確立し
ていること。

・メタデータ
・マイグレーション
・互換性
・媒体保存環境

・媒体の収蔵環境要件
・媒体、機器の保守点検内容
・互換性（デジタル移行方法）
・マイグレーションの頻度と安全性
・収蔵スペース（フィルムの大きさと収蔵コマ数に依存）

・媒体の収蔵環境要件
・媒体、機器の保守点検内容（エラーレートも含む）
・互換性（マイクロ及び他フォーマット、ファイル等）
・マイグレーションの頻度と安全性
・収蔵スペース（媒体の容量とファイルサイズ、サー
バー等による）

2)　代替物の維持管理に係る経費について 要件９．
適切な代替物管理の経費

代替物の管理に係る経費が適切であり、将来的な経費の見通しが立てら
れること。

・保守点検費用、セキュリティ費用
・マイグレーションの費用
・データ管理体制（人件費含む）の費用

・媒体、機器の保守点検経費項目
・マイグレーションに係る頻度と経費
・収蔵スペース維持に係る経費
・データ管理体制維持に係る経費

・媒体、機器の保守点検経費項目
・マイグレーションに係る頻度と経費
・収蔵スペース維持に係る経費
・データ管理体制維持に係る経費

論点 論点細分 構成要素・検討事項 マイクロ デジタル

その他

利用関連等 要件10．
利用機会の継続的な提供

利用者に対して確実な利用の機会を継続的に提供できること。 ・閲覧及び配信に必要な機器
・閲覧及び配信に必要なソフト
・閲覧及び配信に必要なシステム

・利用用媒体について（デュープ用フィルム等）
・閲覧機器について
・配信(インフラ、著作権）
・システム依存性

・利用用媒体について（フォーマット、ファイル形式
等）
・閲覧機器について（システム、ソフトウェア等）
・配信(インフラ、著作権）
・システム依存性

代替物に求められる要件（案）

　　　　論点　　　　　　　論点１．代替物の在り方について 論点細分　　　　　2)　マイクロフィルム化及びデジタル化の特質

・原資料の劣化状況、強度、光学的性質、製本の状態ほか
・原資料の劣化状況のチェック方法の検討
・代替化前及び代替化実施後の原資料の修復、補修、脱酸処理の適切な方法及び取扱い方法の検討
・作成手順の検討（前作業、後作業を含む）
・代替化実施後の原資料の保存環境条件の検討
・作成に使用する機器の影響

議論のポイント

代替物に求められる要件（案）

　　　　技術的メタデータ

記録そのものの中から、または記録を作成した組織の中で生じたもの。作成者、作成日、タイトル、機密度、キーワードなどの要素を含んでいることもある。記録管理メタデータが存在する一般的な理由は、記録が作成された元々の目的に必要なためである。

アーカイバル・メタデータは、記録が最初に作成された後にその記録を管理しやすくするように追加したものである。アーカイバル・メタデータの追加は、非現用記録の管理メカニズムの一部として記録を作成した元の組織が行ったり、国立公文書館のような作成された記録を最終的に受入れる組織が行ったりする。アーカイバル・メタデータは、記録を再確
認した最新日、作成した元の組織名などの要素を含むこともある。

技術的メタデータは、記録の理解や処理に必要なものである。中には、最初の作成システムから生じるため、記録管理（recordkeeping）メタデータとみなされるものもある。技術的メタデータは、長期保存処理の過程の一部として追加されるものであるため、起源が元の作成システムであるという点以外は、アーカイバル・メタデータと同様である。

論点１．
代替物の在り方
について

代替物に求められる要件（案）

論点２．
代替物及び原資料
の長期保存
について

論点３．
継続的な管理
について

代替物に求められる要件（案）

議論のポイント

*メタデータの分類　　（『電子記録：アーキビストのためのワークブック』、ICA報告書16、2005年　より）

　　　　記録管理メタデータ

　　　　アーカイバルメタデータ
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はじめに 
  
 歴史公文書等保存方法検討有識者会議（以下、「会議」という。）は、独立行政法人

国立公文書館（以下、「国立公文書館」という。）における紙媒体の歴史公文書等の保

存方法について、従来の取り組みを踏まえつつ、検討を実施し、将来的な方向性につ

いての結論を得ることを目的として、平成２２年７月から開催されたものである。 
 国立公文書館では、従来、紙媒体の歴史公文書等の保存については、マイクロフィ

ルムにより代替物を作成する取り組みを行ってきたが、会議では、マイクロフィルム

化して保存することとデジタル化して電子的に保存することによる技術面、経費面に

おけるメリット、デメリットを検討し、結論を得ることとした。 
 このような検討を実施することに至った背景としては、次の２つの要因が考えられ

る。まず、公文書等を「健全な民主主義の根幹を支える国民共有の知的資源」である

とする「公文書等の管理に関する法律」（平成 21 年法律第 66 号）の施行を間近に控

えていることがある。公文書等のライフサイクル管理という大きな枠組みの中で、国

立公文書館が所蔵する歴史公文書等の保存の在り方を見つめ直す時期が到来したも

のと考えられる。 
２つ目の背景として、デジタル技術の進展・成熟がある。国立公文書館は、歴史公

文書等のデジタル画像をインターネットを通じて利用できる「デジタルアーカイブ」

を平成 17 年度から運用している。加えて、平成 23 年度から「ボーンデジタル」の

電子公文書等の移管、保存、利用のためのシステムを運用開始する運びとなっている。

このような中で、紙文書の保存においても、デジタル技術の活用による代替化も視野

に入れて、今後の方向性及び可能性を見きわめる時期に至ったと考えられる。 
 そこで、会議は、国立公文書館におけるマイクロフィルム化の撮影等作業の実見、

先駆的取り組みとなる、国立国会図書館におけるデジタル化等の取り組みに関するヒ

アリングを含め、国内外の事例調査を行った。その上で、歴史公文書等の保存を目的

とする代替物の在り方について検討を行い、将来の方向性について、一定の結論に達

した。本報告書は、会議の調査検討の成果及び結論をまとめたものである。 
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第１章 検討の背景と目的 
  
１－１ 検討の背景 

１－１－１ 政府による取組み状況 
平成 13（2001）年 1 月に、情報通信技術（IT）の発展に伴う急激かつ大幅な社会

経済構造の変化に対応し、高度情報通信ネットワーク社会の形成に関する施策を迅速

かつ重点的に推進することを目的とした「高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本

部1（IT 戦略本部）」が内閣に設置された。世界最先端の IT 国家となることを目標と

し、超高速インターネット網の整備や電子政府の実現等を目指す e-Japan 戦略2も策

定され、国及び地方の公共機関における電子政府基盤の急速な整備が進み、電子的に

作成される文書も増加している。国立公文書館でも電子媒体の公文書等（以下、「電

子公文書等」という。）の効率的な管理・保存に向けて最適な保存媒体や管理方策等

検討を行い、平成 23（2011）年度から電子公文書等の移管、保存、利用システムの

運用を開始することとしている。 
 
 １－１－２ 保存に関する法制度や標準化等の状況について 

代替物の作成等や文書管理に関する法制度や標準化等の状況について、以下に概観

する。 
著作権法（昭和 45 年法律第 48 号）では、第 31 条第 1 項 2 号において国立国会図

書館や図書、記録等の資料を公衆の利用に供する施設が、営利を目的としない事業に

おいて図書や記録等の図書館資料の「保存のため必要がある場合」には、著作物を複

製することができるとしている。また、2009（平成 21）年 6 月の同法改正（2010（平

成 22）年 1 月施行）を受けて、国立国会図書館においては資料の原本を利用に供す

ることにより、滅失や損傷、汚損などのおそれがある場合は、公衆の利用に供するた

めに、著作物を納本後すぐに著作権者の許諾なしに電磁的記録を作成することが可能

となった。 
商業関係の帳簿類については、紙媒体の文書を媒体変換しマイクロフィルムで代替

物を作成・保存することが、昭和 57 年大蔵省告示第 54 号3等で容認されている。 
デジタルについては、平成 11（1999）年に公布された行政機関の保有する情報の

公開に関する法律（平成 11 年法律第 42 号）における「行政文書」の定義の中に、「電

磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができな

い方式で作られた記録）」が含まれているほか、電子帳簿保存法4や e 文書法5におい

                                                  
1 高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部 http://www.kantei.go.jp/jp/singi/it2/ 
2 e-Japan 戦略 http://www.kantei.go.jp/jp/singi/it2/kettei/010122honbun.html 
3 法人税法施行規則第 59 条第５項に規定する保存の方法を定める件（平成五十七年三月三十一

日告示） 
4正式名称は「電子計算機を使用して作成する国税関係帳簿書類の保存方法等の特例に関する法
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ても、民間事業者等において紙の原本により保存することを義務付けられていた文書

が、一定の条件のもとで電子化された文書での保存が認められるなど、法制度の整備

が進展している。 
次に、標準化等の取り組みについては、マイクロフィルムの処理方法や保存方法に

関する規格として日本工業規格の JIS Z60096等がある。電子化文書の長期保存につ

いては、平成 18（2006）年に制定された規格 JIS Z60177が紙文書やマイクロフィル

ム文書を電子化後に長期保存するための品質やファイル形式、記録媒体のハードや運

用システム等を網羅的に規定している。また、紙文書やマイクロフィルム文書の電子

化についても、同じく JIS の Z60168が整備され、電子化から保管、活用等の一連の

電子化プロセスについて規定されている。さらに、平成 21（2009）年には、デジタ

ルデータを、コンピュータ出力のマイクロフォームと光ディスクの両方で同時に保存

することを推奨する規格 ISO115069が刊行された。これは、デジタルデータの長期保

存において、マイクロフィルムと光ディスクの両方の特質を相互に補完する内容とな

っており、注目すべき規格であると言える。 
電子情報の長期保存等に関しては、基本的な概念や枠組みをモデル化した OAIS 参

照モデルが ISO14721 として国際標準化されている10。この OAIS 参照モデルの考え

方に基づいて、電子情報の管理・保存等に資する標準的メタデータスキーマとして、

PREMIS11、METS12等が策定されている。 

 
１－２ 検討の目的と経緯 
 平成 21（2009）年 12 月 19 日、政策評価・独立行政法人評価委員会は、国立公文

書館に対する「勧告の方向性について」において、 
「各府省における行政事務の電子処理の進展に伴い、国立公文書館への電子媒

体による歴史公文書等の移管及び保存が平成 23 年度から開始されることも踏ま

え、紙媒体で移管された又は今後移管される歴史公文書等の保存方法について、

外部有識者からなる検討委員会の活用や民間への調査委託などにより、マイクロ

フィルム化して保存することとデジタル化して電子的に保存することによる技

術面、経費面におけるメリット、デメリットを 22 年度末までに検討し、結論を

得るものとする。」 

                                                                                                                                                  
律」（平成 10 年法律第 25 号） 
5「民間事業者等が行う書面の保存等における情報通信の技術の利用に関する法律」（平成 16 年
法律第 149 号）及び「民間事業者等が行う書面の保存等における情報通信の技術の利用に関す
る法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律」（平成 16 年法律第 150 号）の２法の総称。 
6 JIS Z6009-1994 銀-ゼラチンマイクロフィルムの処理及び保存方法」 
7 JIS Z6017-2006 電子化文書の長期保存 
8 JIS Z6016-2008 紙文書及びマイクロフィルム文書の電子化プロセス」 
9 ISO11506 2009“Document management applications - Archiving of electronic data- 
Computer output microform (COM) / Computer output laser disc (COLD)” 
10 ISO14721:2002 “Reference Model for an Open Archival Information System (OAIS)” 
11 PREMIS http://www.loc.gov/standards/premis/ 
12 METS http://www.loc.gov/standards/mets/  
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とした。 
 そこで、平成 22（2010）年度から平成 26（2014）年度までの期間における国立公

文書館の第 3 期中期目標において、「紙媒体で移管された又は今後移管される歴史公

文書等の保存方法について、マイクロフィルム化して保存することと、デジタル化し

て電子的に保存することによる技術面、経費面におけるメリット、デメリットを平成

22 年度末までに民間の専門家等の知見を十分に活用しながら検討し、結論を得る」

ことを目標として掲げた。国立公文書館は、中期計画及び平成 22（2010）年度の年

度計画にも同趣旨の目標を掲げている。 
そこで、国立公文書館における紙媒体の歴史公文書等の保存方法について、従来の

取り組みを踏まえつつ、将来的な保存方法の検討及びその方向性についての結論を得

ることを目的として開催されることとなったのが、歴史公文書等保存方法検討有識者

会議である。 
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第２章 国立公文書館における保存方法の現状 
 
２－１ 国立公文書館の概要 

国立公文書館は、公文書の散逸防止と公開のための施設の必要性についての認識の

高まりを受けて、昭和 46（1971）年に設置された。その所蔵資料は、国の機関から

移管を受けた歴史公文書のほか、江戸幕府の記録類や和漢の古典籍・古文書を所蔵し

ていた内閣文庫の所蔵資料等で構成されている。平成 10（1998）年にはつくば分館

が設置され、書庫等の拡充が行われた。平成 13（2001）年に国の行政改革の一環と

して独立行政法人国立公文書館となり現在に至る。その設置根拠や責務は、公文書館

法（昭和 62 年法律第 115 号）及び国立公文書館法（平成 11 年法律第 79 号）によっ

て規定されている。現在は、平成 21 年（2009）年 7 月に公布された公文書等の管理

に関する法律（平成 21 年法律第 66 号）の施行を控えているところである。 
 平成 21（2009）年度末現在、国立公文書館が所蔵する歴史公文書等の冊数は約 120
万冊となっている。国立公文書館では、これら国民共有の貴重な財産である歴史公文

書等の保存と利用を行うために、様々な取り組みを実施してきた。このうち、歴史公

文書等の代替物作成は、昭和 48（1973）年度以降、原本の保存と利用者の利便性の

向上を目的として、継続的にマイクロフィルムにより行われており、平成 21（2009）
年度現在、所蔵資料の約１割にあたる約 12 万冊分のマイクロフィルムが作成されて

いる。また、利用推進のための取組みとしては、平成 17（2005）年 4 月に運用が開

始されたデジタルアーカイブ13がある。これにより国立公文書館所蔵資料のデジタル

画像が「いつでも」「だれでも」「どこでも」「無料で」インターネットを通じて閲覧

できるようになっている。平成 21 年度末現在、所蔵資料の約 7％にあたる約 8 万 5
千冊分のデジタル画像が利用に供されている。 
 

２－２ 国立公文書館所蔵資料の概要 
国立公文書館が国の機関から移管を受ける歴史公文書等は、当該機関が作成・取得

してから一定期間経過したのちに受け入れられる。現在は、それぞれの文書作成機関

において定められた保存期間が満了する際に、移管が行われる。また、国立公文書館

が所蔵する歴史公文書等は、原則として、一般の利用に供されるものであるが、国立

公文書館法第 16 条の規定に基づき、個人の秘密の保持その他の合理的な理由により、

利用を制限することもある。国立公文書館所蔵資料は、移管され、保存や利用を開始

した時点で既に作成から一定の年数を経過していることになる。この点は、国立公文

書館における歴史公文書等の保存方法を検討する上で考慮すべき特徴の一つである

と言える。 
  

                                                  
13 国立公文書館デジタルアーカイブ http://www.digital.archives.go.jp/ 



 
6 

 

国立公文書館所蔵資料は、その内容だけではなく、平安時代の古文書から平成の公

文書等まで、その作成年代の幅広さを反映して、装丁や、紙質、筆記具、印刷方法等

も様々である。平成 12（2000）年度に実施された所蔵資料の保存状況に関する調査

報告書14によると、紙の種類では和紙、様々な品質の洋紙、感熱紙が、筆記具等では

鉛筆、墨、ボールペン、インク、青焼き図面、湿式コピー等で作成された資料の所在

が確認されている。また、その形態についても、和綴じ、ハードカバー、巻物や袋物、

筒・箱物等と多種多様である。さらに、近年移管された歴史公文書等には、プラスチ

ックや金属性の綴じ具によってファイリングされたものが増加する等、その多様性は

年々増す傾向にある。そのため、これら所蔵資料の保存を確実に実施するためには、

保存対策を一律に実施するのではなく、各資料の属性や特質に応じた保存対策と利用

提供の方法が求められている。 
 

２－３歴史公文書等の保存についての計画及び方針 
現在、国立公文書館では保存対策方針に基づいた取組みを実施している。歴史公文

書等の受入れ時に実施するくん蒸のほか、書庫の温湿度や照明等の管理、代替物作成、

修復作業やクリーニング等、その取組みは多岐にわたる。以下、国立公文書館におけ

る保存方法の現状の概要を記すこととする。 
 
２－３－１ 保存の目的及び基本的考え方 
国立公文書館における歴史公文書等の保存に当たっては、大量にかつ長期的な保存

を可能にするために、従来の「傷んでから直す」という「処理的保存」に加え、「劣

化を遅らせる」という「予防的保存」の対策を強化していくことをその基本的考え方

としている。また、大量の歴史公文書等の長期的保存を可能にするためには、単に保

存技術上の問題のみならず、「何を、どう残すか」という「評価・選別」の方針を定

めることを重視している。 
国立公文書館の使命は、歴史公文書等の適切な保存及び利用を図ることである。利

用を図るとは、現在の世代のみならず将来の世代に対しても、その利用を保証するこ

とである。そこで、常に利用と保存の調和を図るほか、資料群全体の保存を考えるこ

とを、その基本的考え方としている。 
  
２－３－２ 代替物作成の目的及び対象資料の選択方針 
国立公文書館における代替物作成は、すでに劣化・損傷している歴史公文書等の記

録の保存及び利用によって生じる原本の劣化・損傷の防止を図ること、並びに利用の

便の向上を目的として実施している。 
                                                  
14 『国立公文書館所蔵公文書等保存状況調査報告について』（平成 12 年 5 月）国立公文書館ウ

ェブサイト、http://www.archives.go.jp/law/pdf/acv_4_01.pdf 『国立公文書館所蔵公文書等保

存状況調査－第二次調査報告書―』（平成 13 年 3 月）国立公文書館ウェブサイト、

http://www.archives.go.jp/law/pdf/acv_6_03.pdf 等 
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このような目的に基づいて、代替物作成を行う歴史公文書等の選択に当たっては、

歴史公文書等の劣化度、内容及び利用頻度、公開率を考慮して対象資料を選択し、計

画的に行うこととしている15。 
 
２－３－３ 媒体の種類と選択 
現在、国立公文書館では、紙媒体の歴史公文書等の代替物作成に際し、歴史公文書

等の種類、使用目的等を考慮して、マイクロフィルム、写真版、カラーポジフィルム

及びレプリカの中から適切な媒体を選択している。 
 

マイクロフィルム 

無彩色の歴史公文書等は、主に 16mm マイクロフィルムにより代替物を作成して

いる。使用しているマイクロフィルムは、長期保存に適しているポリエステルフィル

ムを支持体とした PET フィルムである。「ビネガーシンドローム」が危惧されるトリ

アセチルセルロースを支持体とした TAC フィルムは使用しておらず、現状において

顕著な劣化状態にあるマイクロフィルムは確認されていない。マイクロフィルム化は、

原本の保護はもちろんのこと、情報の長期保存ができること、本館と分館で同時に利

用に供することができること、マイクロリーダプリンタによる検索の迅速さや容易さ、

複写の利便性等の利点から選択されている。 
 

写真版 

古書・古文書には、重要文化財の指定を受けたもののほか、貴重な古典籍等が数多

く含まれている。書写時の筆のかすれや木版の刷りの状況の判断が、資料の利用に重

要な意味を持ち、時代の流れの中で多くの写本・版本が存在することから、複数の資

料を比較しながら利用されることが少なくない。そのため、このような利用のニーズ

への対応を図って、特に貴重な古書・古文書については、マイクロフィルム撮影した

後に紙に出力し冊子の体裁にした写真版を作成し、利用に供している。 
 

カラーポジフィルム 

大型の地図等、大判のものは利用に供することが難しく、また、利用に供すること

で損傷する恐れがある。また、彩色のある資料等については、モノクロのマイクロフ

ィルムでは、情報の再現や利便性の観点から、代替物として十分ではないと言える場

合もある。そのため、大判の資料や絵図等の彩色のある資料は、保存用と利用用の２

部の代替物を 4×5 サイズのカラーポジフィルムで作成して利用に供している。 
 

レプリカ 

国立公文書館における展示及び類縁機関等への展示貸出し等で利用頻度の高い歴

                                                  
15 国立公文書館「第二期中期目標期間中の代替物作成計画について」（平成 19 年 4 月 1 日） 
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史公文書等については、資料の形態及びその内容、貴重度等を考慮して、レプリカを

作成し、館内での展示、貸出等に活用している。 
 
２－４ マイクロフィルム代替物の作成状況 

国立公文書館における代替物作成は、開始当初から主にマイクロフィルムによって

実施され、現在に至っている。これまでにマイクロ化が行われた主な歴史公文書等で

は、例えば、新旧憲法や詔書、法律等の公布原本である御署名原本や、明治前期にお

ける政府記録の根幹をなす資料である公文録等は、資料価値が高く、利用頻度も高い

ことから、開始後の早い時期からマイクロ化を行ってきた。また、原資料の劣化が進

んでいることを主な理由としてマイクロ化を行った資料には、戦後経済政策資料や持

株会社整理委員会に関する資料等がある。このほか、平成 14（2002）年度以降継続

して移管されている内閣法制局の法令案審議録や、内閣官房の閣議資料等は、酸性紙

劣化が問題となっている昭和20年代から昭和30年代にかけて作成された文書が多く、

マイクロ化を進めている。 
ここ数年の取り組みとして、一部の古書・古文書についても、マイクロフィルムに

より代替物作成を行っている。これらの資料は、和紙に墨書されたもので、明治期以

降に作成された公文書に比べ、劣化が進んだ資料は少ない。だが、利用頻度の高い幕

府の記録類等を選択して、マイクロフィルム化を実施している。 

 

２－４－１ マイクロフィルム代替物の作成開始年度及び実績 

国立公文書館（「本館」）では、昭和 48（1973）年度からマイクロフィルム化を実

施している。平成 10（1998）年度に開館したつくば分館でも、開館当初からマイク

ロフィルム化を実施している。 
平成 21（2009）年度には、本館とつくば分館を合わせて、9,010 冊の歴史公文書

等について、マイクロフィルム化を行った。平成 22 年（2010）年度も、引き続きマ

イクロフィルム化により代替物を作成している。 
 

２－４－２ マイクロフィルム代替物の利用状況 
国立公文書館においてマイクロフィルムが一般に利用に供されるようになったの

は、昭和 51（1976）年である16。一部、利用用フィルムの再作成を行っている例も

あるが、早い時期に作成したフィルムも、現在でも問題なく利用することができる。

現在は、保存用のマスターフィルムから利用用の複製フィルムを２本作成し、本館と

分館で利用に供している。平成 21（2009）年度においては、歴史公文書等のマイク

ロフィルムは、のべ 5,606 巻が閲覧等に利用されている。 
このほか、国立公文書館では、平成 17 年度から、既存のマイクロフィルムから作

成したデジタル画像を国立公文書館デジタルアーカイブに搭載しており、インターネ

                                                  
16国立公文書館『国立公文書館年報 第 6 号』1976（昭和 51）年 
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ットを通じて歴史公文書等のデジタル画像の利用が可能になっている。平成 21
（2009）年度末現在、約 868 万コマ（アジ歴歴史資料センターとのリンク分も含む）

の画像がデジタルアーカイブへ搭載され、画像の利用が可能である。また、アジア歴

史資料センターへも、「アジア歴史資料センターデータベース構築計画」に基づき、

平成 12（2000）年度からアジア近隣諸国等に関する歴史公文書等のマイクロフィル

ムから作成したデジタル画像データの提供を行っている。 
 
２－４－３ マイクロフィルム代替物の作成手順 
 国立公文書館における代替物作成は、日本工業規格（JIS）等が推奨する規格17に準

拠して実施している。国立公文書館におけるマイクロフィルム代替物作成作業の特徴

は、マイクロフィルム化の工程の中に保存のための措置をできるだけ組み込んでいる

点にある。以下、その主な手順を概観することとする。 

 
資料の選定 
まず、撮影対象資料を選択方針に基づいて選定する。次に、選定した資料の状態を

確認する。その上で、解綴や前作業が必要な資料の特定や作業量の把握等を行い、作

業計画を策定する。 
 
解綴作業・前作業 
解綴作業や前作業は、撮影の効率化や原資料の保存の観点から実施される。撮影は

原則として解綴せずに見開きで実施しているが、劣化状況や厚さなどの物理的な理由

で撮影が困難な歴史公文書等は、分冊又は解綴をして撮影することもある。その場合

は、背表紙等が復元可能な解綴方法を採り、散逸防止のため各ページに鉛筆で連番の

番号を記入する。破れや裂け目などの破損がある資料は、修復を行うほか、クリップ

やステープラの針等、金属製の付属物は錆の発生等による原資料への悪影響を避ける

ためにすべて除去する。簿冊単位のコマ数の確認等のほか、マイクロ情報と原資料を

関連付けるための目録情報と原資料の内容確認や、照合作業を実施する。 
 
撮影作業 
撮影に使用する保存用のフィルムは、マイクロフィルムネガティブ（16mm ロー

ル、PET ベース）を用いている。撮影の仕様については、例えば撮影縮率につい

ては、見開き B4 以下のものは 1:25 の縮率で実施する等、規格に準拠して撮影を行

っている。また、撮影中に特記すべき事項がある場合、例えば封筒に入っていた文

書等は「封筒在中物」等と記載した指示紙を資料と共に置いて撮影する。さらに、

                                                  
17主な規格として、JIS B7187-2007「16mm 及び 35mm 銀-ゼラチン マイクロフィルム撮影方
法」、JIS K7616-2001「現像処理済み一般写真用フィルム・印画紙中の残留処理薬品量の試験方
法-よう素・アミローズ法、メチレンブルー法及び硫化銀法」等。 
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茶変色の進んだ資料や文字の薄くなった資料の場合は、露光を変更して複数コマ撮

影する等、内容を正確に記録するよう図っている。「解像力テストターゲット・縮

率ターゲット」等、代替物の品質や原本性、真正性を保証するためのターゲット類

も規格に準拠して撮影を行っている。 
 
後作業 
 撮影作業が終了した後に、原資料の状態や指示紙の取り忘れの有無等、解綴した資

料の順番等の確認を行う。 

 
再製本 

撮影前に解綴や分冊を行った資料は、原則として元の綴じ穴を生かして製本するが、

資料の保存を確実にするために、新たに綴じ穴を設けて再製本を行うこともある。厚

みを調整するための厚紙（枕）は、全て中性紙で作り変えている。 
また、表紙や裏表紙等には簿冊標題等の有用な情報も多いので、できる限り再生す

ることとしているが、劣化が著しくそのままの状態では製本することが困難な資料は、

新たに中性紙のカバーを作成し、元の表紙や裏表紙の外側に被せて綴じ直す等の措置

を施している。 
 

箱入れ 

復元が不可能な場合や、再製本が資料に悪影響を及ぼすおそれがある場合は、解綴

した状態のまま、資料の散逸や更なる劣化を防ぐために、資料の大きさに合うように

個別に作成した中性紙の保存箱に収納する。箱の作成時に使用する接着剤やテープ、

留め具等も原資料に悪影響を与えないものを用いている。 
 
排架・代替物完成 
作業を終えた原資料は所定の位置に排架する。保存箱に収納した資料については、

保存箱にラベルを貼付し、所定の位置に排架を行う。 
保存用のマスターフィルムは、規格に合格した中性紙の収納箱に納めて「公文書名」

「リール番号」「収録簿冊番号」を記入した紙が貼付される。また、利用用のダイレ

クトデュープ（DD）フィルムは、JIIMA 規格に合格したカートリッジに装填し、カ

ートリッジ上部に「公文書名」「リール番号」「収録簿冊番号」が記載される。また、

マイクロフィルムのリール番号やコマ番号を記入した目録も併せて作成される。 
 

２－５ マイクロフィルム代替物の保存管理状況 

 国立公文書館では、保存用マスターフィルムの保存・管理をつくば分館で行ってい

る。つくば分館のフィルム保管庫は、温度 19℃、湿度 45％RH の定温・定湿の環境

を 24 時間維持し、モニタリングを行っている。また、目視による点検作業等を順次
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実施し、平成 21 年度には、約 1,749 巻の点検作業の他、専用ケースの調湿剤の交換

作業を行っている。 
なお、利用用の複製２部は本館・分館で利用に供している。利用用のマイクロフィ

ルムも、調湿剤を入れた専用ケースで管理を行っている。 
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第３章 国内・国外における代替物の在り方等事例調査 

 

３－１ 事例調査の目的と方針 

原資料の長期保存を目的とした代替物作成が、どのような方針や枠組みの中で計

画・実施されているのかを確認することを目的として、事例調査を行うこととした。

国内外の国立の公文書館や図書館のほか、民間企業等における代替物作成の取り組み

を概観し比較を行った。 

調査は、永久保存資料又は長期保存資料の代替物作成事例を中心に調査する方針で

臨んだ。また、代替物だけではなく原資料の保存環境のほか、代替物を作成する際の

仕様や体制等についても比較を行った。 

 

３－２ 事例調査対象 

国内の事例調査では、国立国会図書館及び民間企業における代替物作成の状況を確

認することとした。一方、国外については、主に国立の公文書館、図書館等の国の機

関における代替物作成の現状を確認することとした。 

 

３－２－１ 国内における事例調査対象 

 国内においては、国立国会図書館を主な調査対象としたほか、国の類縁機関で大規

模な代替物作成を行っている例がさほど多くないことから、民間企業（エネルギー、

医療、建築分野等）を調査対象とした。特に、長期保存の必要性がある紙媒体資料の

代替物作成事例について、文献やウェブサイト情報に依拠して調査を行った。 

 

３－２－２ 国外における事例調査対象 

国外の事例調査においては、国の機関を優先的に対象とすることとし、国立の公文

書館や図書館等における紙媒体資料の代替物作成の具体的な取り組み状況について

調査した。欧州、北米、アジア、太平洋地域の主要な国立公文書館や国立図書館につ

いて、文献及びウェブサイト情報により調査を行った。また、補足的に、コスト試算

に関連する共同研究プロジェクトについても調査した。 

 

３－３ 事例調査項目 

国内及び国外の事例調査に当たり、それぞれ調査項目を設定した。いずれも国立公

文書館における代替物作成の今後の在り方を検討する上で、必要な論点や検討内容と

密接に関連するように留意した。 

国内における事例調査項目については、代替物作成の目的、原資料の内容、選択媒

体、代替物作成方法、保存管理方法の５項目の調査項目を設定し比較を行った。また、

国外の他館についての事例調査では、６つの調査項目（表１）を設定した。各調査項
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目について以下に概要を示す。 

 

３－３－１ 方針・計画  

各館における代替物作成による保存の取組み状況を全体的に把握するために、まず、

どのような方針や枠組みの中で代替物作成が行われているかを確認した。また、代替

物作成に関連する戦略や計画、ガイドライン等についても確認を行った。 

 

３－３－２ 代替物の在り方について 

 各館における代替物作成の具体的な状況等について確認した。保存用の代替物とし

て、媒体は何を用いているか、今後変更の予定があるのか等について調査すると共に、

代替化の目的、担当部署等の実施体制のほか、具体的な実施方法について比較を行っ

た。準拠している規格や所蔵媒体の種別、数量についても確認することとした。 

 

３－３－３ 代替物及び原資料の長期保存について 

 代替物及び原資料の長期保存については、原資料の保存に係る方針や実施状況のほ

か、代替物及び原資料の保存環境について確認した。 

 

３－３－４ 継続的な管理について 

 継続的な管理については、代替物のバックアップ作成数のほか、マイグレーション

等の実施状況等について調査した。また、代替物の保存や管理について、準拠してい

る規格の有無について確認することとした。 

 

３－３－５ 利用関連の状況について 

 公文書館や図書館においては、代替物作成の目的に利用を挙げる例も多い。そこで、

利用関連の状況に係る調査を行うこととし、代替物自体や目録の提供の有無や範囲、

オンライン提供の状況等、利用提供の方針と実態について確認した。また、他の組織

や団体との協力等の取り組みについても調査した。 
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表１．国外（他館）事例調査における比較項目一覧 

項目１ 項目２ 項目３

関連計画・方針（代替化実施方
針・保存方針など）

・タイトル　・策定年度　・適用期間

ガイドラインなど（引用、その他
関連団体含む）

・タイトル　・策定年度

代替物の定義や媒体
など

選択媒体及び代替物作成方針 ・デジタル　・マイクロ　・両方

代替化の目的 ・保存　・利用　ほか
・担当部署（者）
・実施体制

実施方法 ・デジタル化及びマイクロ化の仕様
・実施場所 など

媒体所蔵数 ・総数（マイクロ点数、デジタル媒体点数）
規格 ・代替化に際して準拠している規格など

（ISO、JIS、ANSI、BS等）
代替化における課題 ・各館におけるデジタル化、マイクロ化両側面の

認識課題（言及があれば）
原資料について 対象資料選択方針 ・媒体変換の優先基準
保存管理について 原資料及び代替物の保存管理 ・代替物（デジタル・マイクロ）の保存管理状況

・原資料の保存管理状況
その他（利用等） 提供方法など ・閲覧者への提供方法

・館内のみ ・館外（提携館・web）など提供範囲

上位計画・方針など

代替化について
実施体制

 

 

３－４ 国内における事例調査結果 

３－４－１ 事例１．国立国会図書館における取組み状況  

 国立国会図書館では、資料の利用促進と保存の両立を目的に、「平成 21 年度以降

の当館所蔵資料の媒体変換基本計画1」を策定し、所蔵資料の代替物作成方法をマイ

クロ化からデジタル化に転換することを発表した。デジタル化に転換する理由として、

提供における利便性のほか、JIS 等の規格整備の進展や欧米における調査研究の進展、

館内における協議の進展等を挙げている。 
 マイクロ化は現在も継続して実施しているが、原則として外部機関と提携してマイ

クロ化を実施しているものや、原本の状態の悪化により再デジタル化が困難と判断さ

れる資料をマイクロ化して保存するとしている。デジタル化の方法については、原資

料からのスキャニングを行う場合、オーバーヘッド方式のスキャナを用い、光学解像

度 400dpi、24 ビットフルカラーによるスキャニングを実施することとし、マイクロ

フィルムからデジタル化を実施する場合は、A3 サイズ 400dpi、8 ビットグレースケ

ールで実施している。また、原資料からスキャニングを行う場合とマイクロフィルム

から行ういずれの場合も、共通の仕様として画像フォーマットは保存用、提供用とも

                                                  
1 「平成21 年度以降の当館所蔵資料の媒体変換基本計画」（国図関西090319001号、平成21 年
3 月27 日）、国立国会図書館ウェブサイト、
http://www.ndl.go.jp/jp/aboutus/conversion_plan2009.pdf 
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に JPEG 2000 を採用し、目次についてはテキスト入力を実施しデータベース化を行

っているが、OCR による本文のテキスト化は実施しない方針としている。 
国立国会図書館における大規模デジタル化は、電子図書館サービス及び保存のため

のデジタル化分があり、平成 21（2009 年）度分の第一次補正予算で 127 億円を計上

し、約 90 万冊のデジタル化を予定している。電子図書館サービスの目的でデジタル

化される資料として、戦前期刊行図書、古典籍資料、官報、学位論文等が対象とされ

ている。保存のためのデジタル化対象資料としては、戦前期の刊行図書（昭和 43
（1968）年分までの受入分）、戦前期の雑誌等がある。平成 22（2010）年 9 月現在、

戦前期刊行図書（明治～昭和 20（1945）年受入分）32 万冊、戦後期刊行図書（昭和

20（1945）年～1968（昭和 43）年受入分）約 27 万冊、戦前戦後期の国内刊行雑誌

の約 12000 タイトル、古典籍資料 6 万冊、児童書 4 万冊、博士論文 14 万冊等のデジ

タル化を実施し、著作権処理も並行して実施している。 
 国立国会図書館が所蔵資料のデジタル化に踏みきった一因として、平成 21 年の著

作権法の一部改正がある。従来、劣化・損傷している場合のみ電子化を行うことが可

能であったが、平成 21 年の改正により、第 31 条第 2 項の図書館等における複製で、

国立国会図書館においては、資料が損傷、劣化する前、納品後直ちに電子化を実施す

ることが可能になった。 
作成されたデータについては、保存用のデータはブルーレイディスクに、提供用の

データは提供用システムのハードディスクで保管している。保存用データの維持管理

については、デジタル化したデータが収められている保存用のメディアは、一定の温

湿度を保った書庫において保存している。マイグレーションについては、現在、調査

検討を実施しているところである2。また、マイクロフィルムについては、保存用フ

ィルム専用の保存庫において温度 18℃、湿度 25％RHの環境下で管理3を行っている。 
  

３－４－２ 事例２．他分野における取組み状況 

 国内の他分野における代替物作成の実施状況を概観すると、マイクロ化とデジタル

化を並行して代替物作成を実施する場合と、デジタル化を実施する場合の二種に大別

できる。 

 たとえば、医療分野における事例として、保存年限が 5 年と定められている医療用

カルテの代替物作成では、デジタル化を採用してカルテの電子化を実施する例が目立

つ。一方で、原資料を半永久的に保存する必要があると明記しているエネルギー分野

や建築分野においては、マイクロフィルムを保存用の代替物として採用しており、代

                                                  
2 第 2 回歴史公文書等保存方法検討有識者会議における国立国会図書館総務企画課発表より 
3 国立国会図書館収集部資料保存課 村本聡子「国立国会図書館における所蔵マイクロ資料の緊

急劣化対策」（平成 19 年 9 月 28 日）国立国会図書館ウェブサイト

http://www.ndl.go.jp/jp/aboutus/pdf/report_no18.pdf 
「書庫環境」国立国会図書館ウェブサイト

http://www.ndl.go.jp/jp/service/kansai/guide/v_tour/tour/tour_08.html 
http://www.ndl.go.jp/jp/aboutus/data_operat_03environment.html#no_3 等 
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替物作成実施後も原資料は破棄せず外部の倉庫等に保管している。また、マイクロフ

ィルムとデジタルの両方の媒体を採用する場合は、マイクロフィルムを長期保存用、

デジタル媒体をサービス向上などの利用目的で分けて採用する事例が見受けられた

（詳しくは、表２（本章末に掲載）を参照）。 

 

３－５ 国外における事例調査結果 

３－５－１ 事例３．欧州における取組み状況 

欧州における取組み状況については、英国の国立公文書館（TNA）と英国図書館（BL）

における代替物作成について確認を行った。 

 

英国国立公文書館 The National Archives（TNA） 

 英国国立公文書館（The National Archives :TNA）は、法務省（Ministry of Justice）
の管轄下にある。 

TNA では、館が所蔵する資料の取扱いや保存についての方針（Preservation 
Policy4）を策定している。この方針の第 3 章に代替物に関する記述があり、また、代

替物作成の目的をアクセスの改善（to improve access to the records）とし、代替物

の媒体として「マイクロフィルム（Microfilm）」、「デジタル（digital）」、「物理的媒

体（physical）」等を挙げている。 
代替物を作成する担当部署は、マイクロ化が Collection Care Department、デジ

タル化が Digital Preservation Department となっているが、付属物の除去などの前

作業や原資料を取扱う必要がある場合は、Collection Care Department が前作業等

を実施している。 
原資料からのデジタル化も 2006 年から実施している。代替物を作成する資料の選

択方針については、最も人気のある資料及び閲覧の要求が多い資料から優先的にデジ

タル化を実施するとしており5、また、代替物の作成に際しては、英国規格（British 
Standard: BS）のマイクロ化とデジタル化関連の規格に準拠している。 

代替物の保存管理については、マイクロフィルムの場合、BS の規格に準拠し、温

度を 15～25℃、湿度を 20～40％RH にて保管することを記載している。また、デジ

タル媒体(光ディスク、磁気媒体)については、18～22℃、35～45％RH での保管を行

っている。また、マイクロフィルムからデジタル化を実施した場合も、保存用のマス

ターフィルムは廃棄せずに維持し続けることを明記しており、館の専門家（Records 
Expert）が、デジタル化により作成した代替物の品質が受け入れられるようになると

                                                  
4 Collection Care Department, “The National Archives Preservation Policy”, 2009.  
http://www.nationalarchives.gov.uk/documents/tna-corporate-preservation-policy-2009-webs
ite-version.pdf 
5 Jess Ahmon, Preservation office, Collection Care Department, The National Archives, 
“Project Motorway：Implementation of Large-scale scanning projects”, Second life for 
Collections papers given at the National Preservation office Conference, 2007 
http://www.bl.uk/blpac/pdf/conf2007.pdf 
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判断するまでは、マイクロフィルムを保持し続ける方針を採っている6。 
  

英国図書館 The British Library（BL） 

 大英図書館とも呼ばれる英国図書館は、1972 年の英国図書館法（The British Library 
Act）を受け 1973 年 7 月に開館した。 

代替物作成に関連する計画や方針としては、館全体の方針をまとめた British 
Library’s  Strategy  2008-20117や、保存を担当する Collection Care Department
によるマイクロ化からデジタル化への移行に関する検討内容を示した方針書

（Position Paper8）等がある。2008 年現在、英国図書館における代替化については、

保存用の代替物をマイクロフィルムで作成することが方針書に明記されている。だが、

2010 年現在、英国図書館では、保存方針を見直している最中であり、マイクロフィ

ルムからデジタル媒体への変更時期を 2011 年までに決定する予定であることが

Strategy の戦略的優先順位６に記載されている。また、方針書においても 2008 年か

ら 2012 年にかけて短期・中期的な戦略を採択し、保存のための代替物作成について

検討を予定し、現在は暫定的にハイブリッド方式を採用することが記載されている。 
代替物作成の目的を、原資料の利用を制限し原資料の保護を行うこと、また、遠方

からの利用又は複数の利用に応じることを可能にするためとしている。 
代替物作成の担当部署は、Collection Care Department である。代替物作成方針

の策定も行っており、マイクロ化を実施する際には、保存や企画、複写等、それぞれ

の部署の担当者が定期的に会合を持ち、新たにマイクロ化すべき資料についての協議

を行っている。さらに、マイクロフィルムは 3 世代（マスターネガ、複製専用マスタ

ー、ポジフィルム）を作成し、保存と利用に提供している。マイクロフィルムは 35mm
のロールフィルム、地図や図面にはアパーチュアカードを使用し、国際的な標準に適

合しているフォーマットで撮影する方針を採るとしている。 
英国図書館では、マイクロコレクションの 3 分の１がアセテートフィルムであり、

「ビネガーシンドローム」による劣化のおそれがあり管理に注意を要することから、

これらの劣化対策を検討課題として挙げている。その対策として、過去には、2005
年の短期的戦略に基づき、ポリエステルベース（PET）のフィルムへの変換を実施し

ていた。だが、2008 年以降は、コストの関係から、温度 5℃、湿度 35％RH の低温

環境下で管理する方針へ変更した。 

                                                  
6 The National Archives Report on ‘Meet the Chief Executive Officer day,’ 22 October 2009 
http://www.nationalarchives.gov.uk/documents/2009-ceo-day-report-final.pdf 
7 “The British Library’s Strategy 2008-2011” 
http://www.bl.uk/aboutus/stratpolprog/strategy0811/strategy2008-2011.pdf 
8 The British Library Collection Care Department, “Position Paper Preservation Copying 
Policy (Microfilm to Digital)”, 2008. 
http://www.bl.uk/aboutus/stratpolprog/ccare/introduction/preservation/policy&position/Posit
ion%20Paper-Preservation%20Copying%20Policy.pdf 
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利用者への提供状況については、マイクロ化された資料の目録がウェブで公開され

ている。また、新聞コレクションの代替物については、マイクロフィルムとデジタル

データの両方を提供している。英国図書館ではデジタルの利便性に言及しながらも、

保存用代替物のデジタル化移行に向けて慎重に検討しているところである。 
 

３－５－２ 事例４．北米における取組み状況 

北米については米国とカナダを調査対象とした。米国の国立公文書記録管理局

（National Archives and Records Administration : NARA）と議会図書館（The 
Library of Congress : LC）の 2 館、カナダの国立図書館公文書館（Library and 
Archives Canada : LAC）について調査を行った。 

 

国立公文書記録管理局 National Archives and Records Administration（NARA） 

 1934 年に設立された国立公文書記録管理局（NARA）は、「独立宣言」や「合衆国

憲法」をはじめとする膨大な歴史資料を所蔵し、その保存・利用提供を行っている9。

現在、電子記録を永久に保存し、オンラインで利用に供することを目的とする ERA
プロジェクトにも精力的に取り組んでいる。 
 NARA では、マイクロフォームとデジタルデータ、両方の媒体による代替物を作

成している。また、マイクロフィルムからのデジタル化も実施している。NARA に

おけるマイクロフォームは、提供（アクセス）と保存の両方の観点から作成を実施し

ており、取扱によるダメージや汚損から原資料を保護し、アクセスを可能にする手段

として代替物を位置づけている10。デジタルの代替物についても、その目的は、『パ

ブリックアクセスのためのデジタル化戦略 2007-2016』において、代替物を利用に

供することで原資料の劣化と損傷を防ぎ、原資料の提供が不可能な場合のアクセス提

供等、資料保存や利用の観点両方からの目的を挙げている。ただし、デジタル化につ

いては、完全性や正確さを保証するための適切な基準を設ける努力はしているが、真

正性については現段階では保証しないとしている。 
代替物作成の担当部署は Office of Records Service-Washington DC（ワシントン

DC 記録サービス）である。撮影作業に先立ち、原資料に付属しているクリップやス

テープル、ファイルの綴じ具等の除去のほか、順序や序列のチェック、解綴作業や合

紙入れ等の前作業を行っている。また、代替物の作成に際しては規格化されたフォー

マットに準拠することを明記している。 
デジタル化の実施に際しては、民間や公的機関との提携を積極的に推進していく姿

勢を示している一方で、原資料それぞれに対し一つの提携を行うとの方針を定めてい

                                                  
9 About the National Archives of the United States, 国立公文書記録局（NARA）ウェブサイ
ト、http://www.archives.gov/publications/general-info-leaflets/1.html 
10 Frank B. Evans, The Selection and Preparation of Records for Publication on Microfilm, 
Staff Information Paper Number 19, 国立公文書記録管理局（NARA）ウェブサイト、
http://www.archives.gov/preservation/formats/nara-microfilm-specs.pdf 
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る。これは、資料の保存上の観点から、一つの原資料が複数のプロジェクトの対象と

ならないようにする配慮である。また、マイクロフォーム、磁気媒体ともに温度 18℃、

湿度 35％±5％RH の環境下で収蔵されており、ガイドライン11等により、媒体の種別

ごとの保存環境等が定められている。 

利用・提供状況については、マイクロとデジタル、いずれの代替物も、オンライン

上で目録が公開されているほか、デジタル化された資料については、オンラインで画

像を閲覧することができ、購入を希望する場合にはウェブ上での申請も可能となって

いる。 

 

米国議会図書館 The Library of Congress（LC） 

1800 年に設立された議会図書館では、保存対策のための代替物としてマイクロフ

ォームとデジタルの両方を選択肢として位置付けているが、保存用のアプローチとし

ては、マイクロフィルムが主な手法であると明記している。デジタルに関しては大量

なデータを長期間にわたってアクセスを維持しようとする際に、拡張性やストレージ、

マイグレーション等の点で答えが出ておらず、検討の途上にあるとしている。 
保存関連業務を所掌する Office of Director for Preservation の中の Reformatting 

Division が代替物作成を担当している。代替物作成のための予算管理や、コレクショ

ンマネジメントを担当する部署とともに、年間計画等の準備、調整等を実施している。

また、代替物作成を行う資料の選択については、学芸員や関連部署の担当者、代替物

作成の専門家が共同で実施しており、資料の劣化状況や、不安定な媒体の資料、価値

の高い資料等を対象とするほか、資料のサイズやコンテンツ、色情報などを考慮して

選択している。 
代替物作成のためのマイクロ撮影やデジタル化等の技術は、確立された方針やガイ

ドラインにより選択され、代替物作成の実施方法も国内・国外において確立されたガ

イドラインに基づいて実施することを明記している。 
原資料は、代替物作成を実施した後も管理し続け、デジタル化を実施した後もマイ

クロフィルム等のアナログ媒体は破棄せずに保持し続けることとしている12。利用状

況については、National Digital Newspaper Project13や Chronicling America14等に

おいて、既にマイクロ化されていた新聞資料をデジタル化し、オンラインでの公開を

行っている。 
  

カナダ国立図書館公文書館 Library and Archives Canada（LAC） 

 カナダ国立図書館公文書館（LAC）は、2002 年にカナダ国立図書館（NLC）とカ

                                                  
11 NARA1571、Archival Storage Standards, 2002, 等
http://www.archives.gov/foia/directives/nara1571.pdf 
12 Library of Congress ウェブサイト, “Principles and Specifications for Preservation Digital 
Reformatting”, 2006 http://www.loc.gov/preserv/prd/presdig/presprinciple.html 
13 http://www.loc.gov/ndnp/ 
14 http://chroniclingamerica.loc.gov/ 
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ナダ国立公文書館（NAC）が再編統合され、カナダ国立図書館公文書館となり現在

に至る。LAC における代替物は、デジタルとアナログの両方を挙げており、マイク

ロ化を継続的に実施する一方で、デジタル化の推進にも力を注いでいる。 
 代替物作成の目的は、保存と利用の両方を挙げている。保存用の媒体は、代替物を

作成することで、原資料の露出や移動の機会を減らし、損失したり損傷を受けたりし

た場合は、原資料の代わりになり得るものとしている。また、デジタル化は、アクセ

シビリティーとユーザビリテイの向上を目的としており、陳腐化した媒体のマイグレ

ーションは、継続的な保存とアクセスのために実施するとされる。さらに、デジタル

記録は、新たな保存のための技術ができるまでは、デジタル記録とメタデータ両方の

マイグレーションのサイクルと保存のための維持管理が必要だとしているほか、陳腐

化したアナログデータをデジタル媒体へマイグレーションする際の戦略も作成して

いる。 
代替物作成の担当部署は Preservation Branch であり、代替物作成における課題と

して、アクセスを提供するための物理的、技術的インフラの不足、経済的な課題や人

材不足などを挙げている。 
 代替物は、Preservation Center の収蔵庫内で管理されている。カラーフィルム及

び白黒フィルムは温度 18℃（±2℃）と湿度 25％RH(±5%)の環境下にある。マイク

ロフィルムからデジタル化された資料については、オンライン上でタイトル毎に閲覧

が可能で、現在 14 タイトルが公開されている。JPEG(初期設定)又は PDF での閲覧

が可能となっている。 
 

３－５－３ 事例５．アジア・太平洋地域における取組み状況 

 

中華人民共和国国家档案局 

 中国の国家档案局は、国務院のもとに置かれ中国全土の档案事業についての管理を

実施している。1954 年の設立後、文化大革命の間の中断を経て 1974 年に再開された。

近年は電子記録管理についてもプロジェクトを立ち上げ、管理の実施要項や規格を策

定し、基盤整備に力を注いでいる。 
 代替物作成の目的の一つに社会への提供（利用）を挙げている。提供に際してはマ

イクロ版によりオリジナルの代替物を提供するとしており、中華人民共和国档案法実

施方法第四章第二十一条15には、マイクロ版やその他コピー形式の档案で档案所蔵団

体法定代表者の署名又は印章があるものはオリジナルと同等の効力を持つとして、代

替物の真正性について規定している。 
 電子記録については、現時点では、電子媒体の耐久性の問題が十分に解決されてい

                                                  
15 「中華人民共和国档案法実施方法」（1990 年 10 月 24 日国務院許可、1999 年 11 月 19 日に

国家档案局第 1 号令で交付。） 
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ないとして、「電子記録を保管するための暫定手順16」において、電子記録とともに

該当する紙記録も保存する原則としている。恒久的又は長期的な保存が必要な電子記

録は、全て紙記録としても残し、当初の保存媒体の電子記録とともに保管して両者を

関連付けることが要求されている。 
また、「電子記録の保管規格17」では恒久保存する価値のある電子記録は、電子媒

体の記録と紙媒体又はマイクロフォームの記録を同時に保存すべきと定めている。該

当する紙媒体等の記録がない場合は、紙記録又はマイクロフォームの形で代替物を作

成する必要があるとしている。 
 
韓国国家記録院 

韓国国家記録院は、1962 年の内閣事務処総務課撮影室を淵源に持ち、1969 年設置

の政府記録保存所を経て、2004 年に現在の名称に改められた。その後も機能の充実、

拡大を図り、現在、ナラ記録館、大統領記録館、歴史記録館の 3 つの付設記録館を備

えている。 
国家記録院では代替物作成をマイクロ化とデジタル化の両方で実施している。記録

物は保存期間別に永久、準永久、20 年、10 年、5 年、3 年、1 年の 7 種に区分されて

おり、準永久以上の記録物を保存媒体で保存する場合や、原本が脆弱で代替保存が必

要な場合は、マイクロフィルムや紙などの肉眼で判読することができる保存媒体を使

用することを原則としている18。電子文書についても準永久以上の保存期間とされる

記録物については、マイクロフィルム、紙の文書等の肉眼で判読できる保存媒体に収

録して保存媒体に収録し重複保存することを基本とする。 
マイクロ化の担当部署19は記録管理部の保存復元センターであり、マイクロ化のほ

か、保存規格の管理・開発や、視聴覚記録や行政博物の保存処理やデジタル化を実施

している。また、電子媒体については記録情報サービス部の記録情報化課が、電子記

録物の永久保存・長期検証のほか、保存媒体のフォーマット変換やマイグレーション

等を所管している。保存媒体として指定されるマイクロフィルムと光ディスクは韓国

産業規格（KS）を満たすものを使用するとし、光ディスクについてはさらに国際規

格の充足を求めている。また、光ディスクについては入力後に削除、修正、再収録が

できないものを使用することとし、データを収録する際にも、記録物を記憶装置に入

力し、入力資料の異常の有無を検査した後に光ディスクに収録する等の手順を定めて

                                                  
16 「国・地域別報告：中国 中国における電子政府化と電子記録管理の進展」『アーカイブズ第

31 号』2008 年 
17 注 14 に同じ。 
18 「公共機関の記録物管理に関する法律施行令」(一部改正 2002.8.8 大統領令 17698 号)第二十

二条（保存媒体への収録）�次の各号の一に該当する記録物を保存媒体に収録する場合には、マ

イクロフィルム、その他肉眼で判読することができる保存媒体を使用することを原則とする。一．

保存期間が準永久以上の記録物の中で原本を廃棄しようとする記録物。二．原本記録物の保存性

が脆弱であるので代替保存が必要であると認められる記録物。 
19 国家記録院ウェブサイト（日本語版）、http://www.archives.go.kr/japan/ 
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いる。 
資料の保存環境については、「公共機関の記録物管理に関する法律施行令」におけ

る永久記録物管理機関の施設・装備、環境基準では、紙媒体が 18～22℃、湿度が

40~55％（±10％）、マイクロフィルム、磁気媒体については、温度 13～17℃、湿度

35～44％（±10%)と定められている20。また、記録物は 2 年ごとに数量の点検を行い、

保存状態についても、紙媒体は状態別に 30 年、15 年、10 年ごとの点検を実施し、

写真やフィルムは 10 年ごと、電子記録物の保存媒体は 5 年ごとの状態点検を記録物

点検計画書に則って実施している。 
  

オーストラリア国立公文書館 The National Archives of Australia（NAA） 

 オーストラリア国立公文書館（NAA）は、いくつかの改編を経て 1983 年の Archives 
Act を受け現在の国立公文書館となった。所蔵するマイクロフォームは、2009 年現

在、書庫延長で 936ｍとなっている。 
保存を担当する部署は、Records Operation and Preservation と Digital and AV 

Preservation となっている。マイクロフォームは、マスターフィルム、複製用のマス

ターフィルム、利用の提供用フィルムの３種のフィルムを提供することとしており、

少なくとも保存用と閲覧用のフィルムを作成することとしている。 
NAA においては、2005 年現在、膨大なコストを理由として、紙文書を電子化して

保存することは予定していないとしている21。ただし、写真やビデオ、テレビ等の映

像については、所蔵資料を順次デジタル化している。 
ＮＡＡにおける保存環境22は、資料の 86％については、温湿度の管理された環境下

で収蔵されている。また、59％の資料については、アーカイブ用の収蔵容器に収めら

れている。 
 

ニュージーランド公文書館 Archives New Zealand   

 ニュージーランド公文書館は 1957 年の公文書館法（Archives Act）を受けて発足

した。2001 年、ニュージーランド政府は電子政府戦略を発表したが、公文書館では

フィルムやドキュメントのデジタル化を継続的かつ積極的に推進している23。また、

2005 年には、新たに公記録法（Public Records Act）が制定された。現在、公文書館

においても、新法に基づいて、様々な方針を定め、方針を具体化するための標準等の

                                                  
20 記録物管理機関の保存施設および装備の基準、「公共機関の記録物管理に関する法律施行令 

別表６」 
21 内閣府大臣官房企画調整課『公文書等の適切な管理、保存及び利用に関する懇談会 第 9 回

議事要旨』2005。http://www8.cao.go.jp/chosei/koubun/kondankai09/youshi.pdf 
22 National Archives of Australia and National Archives of Australia Advisory Council 
“Annual Report 08-09” 2009.  
23Archives New Zealand ”Annual Report 2009-2010” 
http://archives.govt.nz/sites/default/files/Archives_New_Zealand_Annual_Report_2009_10._
Web_PDF_version.pdf 
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新規策定、見直し等を進めている24最中にある。2010 年から 2011 年にかけて、マイ

グレーションやファイルフォーマットに関する方針を新たに策定し、デジタル化に関

する標準（S6 Digitisation Standard）を見直す予定であるほか、アクセスに関する

標準（S4 Access Standard）や、収蔵庫に関する標準（S2 Storage Standard）、
電子データのメタデータ標準（S8 Electronic Record Keeping Metadata Standard）
等もそれぞれ見直しを行う予定であるとしている。 
紙媒体のデジタル化については、2007 年 1 月に策定された Digitisation Standard

に詳細に定められている。デジタル化の利点を、複数の同時閲覧が可能となることや

ネットワーク経由によるアクセスの向上、業務システムの統合進展など主に利用の観

点からの利点を挙げている。デジタル化実施の際の方針として、サポート範囲な可能

で最も高度な技術仕様を採用すること、ファイルフォーマットはオープンソースとす

ること、マスターコピーは望み得る最高度の技術標準に従う等のほか、ドキュメント

を白黒テキスト、カラー画像、白黒・カラー写真、白黒・カラーネガフィルムに分類

し、解像度やビット深度、ファイルフォーマット等の技術仕様を定めている。 
また、デジタル化のリスクも同様に述べており、特に費用については、デジタル化

の前の準備作業やインデックス付与等に係る費用が大部分となるとしている。また、

デジタル化による保存スペースの縮減の可能性を否定し、マイグレーションを実施す

る場合は、さらに費用の増大を招くとしている。なお、Digitization Standard は、

永久保存記録のデジタル化を対象としていないほか、デジタルデータの長期保存や管

理についても対象から除外している。 
保存環境については、2007 年に策定された Storage Standard25において定められ

ており、光（紫外線）からの隔離や磁気媒体の磁気からの隔離、清掃の実施のほか、

温湿度について非現用文書の収蔵環境を 25℃以下、30～60％RH で管理することを

推奨している。 
 

３－５－４ 長期保存に向けたコスト関連の取組み  

コストを試算する取組みについては、主にデジタルデータの長期保存にかかるコス

トモデルや事例研究などの研究が欧米において行われている。以下に、その主な取組

みの概要を述べる。  

 

Cedars26（電子情報保存に関する英国の共同研究プロジェクト） 

                                                  
24Archives New Zealand ”Public Records Act Standards Programme Strategy 2009-2012”,   
http://continuum.archives.govt.nz/files/file/Publications/Standardsprogrammestrategy09-12
.pdf 
25 Archives New Zealand, Storage StandardStandard for the Storage of Records and 
Archives, http://archives.govt.nz/sites/default/files/s2_15.pdf 
26 “The Cedars Project Report April 1998-March 2001”, 
http://www.webarchive.org.uk/wayback/archive/20050410120000/http://www.leeds.ac.uk/ced
ars/pubconf/papers/projectReports/CedarsProjectReportToMar01.pdf 
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Cedars（CURL Exemplar in Digital Archives）は、JISC （Joint Information Systems 
Committee）Electronic Libraries Programme (eLib)の助成のもとで、オックスフォードや

ケンブリッジ、リーズ大学等が中心となり、電子情報保存の研究を行う共同研究プロ

ジェクトである。デジタル情報の保存コストについて、保存のライフサイクル

（Preservation Lifecycle）を基にして、OAISモデルを用いたコストの要素9項目を

挙げている。その項目には、保存のための選択（Selection for Preservation）、保存

のための権利交渉（Negotiation for the right to preservation）、アクセス提供のため

の権利交渉（Negotiation for the right to provide access）、保存のための戦略の適用

（Applying the appropriate strategy for preservation）、AIP品質の管理と確認

（Quality Control and Validaton of AIPs）、メタデータ作成（Metadata production）、
アーカイバル（データ）の保管（Archival Storage）、データの管理（Administering 
the archive）、一般的なコスト（General Costs）となっている。 

コストを低減するためには、できる限りライフサイクルの早い段階から保存につい

ての検討を進めるべきであり、可能であれば受け入れた段階で検討を開始するのが理

想的であるとしている。また他のアーカイブとの協力関係を持つこともコストを抑え

るための推奨事項として挙げている。 
 

LIFE27 (英国図書館における取組み) 

LIFE（Life Cycle Information for E-Literature）は、英国情報システム合同委員

会（JISC）や英国図書館（BL）等により実施されている。これは、電子情報のライ

フサイクルをモデル化し、簡便なコスト算定方法の確立を目指すとするプロジェクト

で、2005～2006 年に第 1 フェーズ（LIFE１）が実施され、2007 年から 2008 年の

第 2 フェーズ（LIFE２）を経て、2009 年 8 月に第 3 フェーズが開始され現在も研究

が続けられている。英国図書館によって作成されていた紙媒体資料のライフサイクル

に基づき、デジタル情報に係るコスト算出を試みている。 
LIFE が提起するライフサイクルコストを試算するためのモデルは、デジタル情報

の管理や保存に必要な作業を６つのステージ（Stage）及び各ステージの下位で細分

化された要素（element）で構成されるモデルである。現在 LIFE が提唱しているモ

デルでは、任意の期間（t）におけるデジタル情報のライフサイクルコスト試算を、「作

成又は購入」、「収集」、「受け入れ」、「ビットストリームの保存」、「内容の保存」及び

「アクセス」のステージごとのコストの積み上げによって行うとするものである。

LIFE モデルの適用による試算した例もいくつか紹介・分析している。 
 

                                                  
27 LIFE ウェブサイト http://www.life.ac.uk/ 
The LIFE2 final project report, http://eprints.ucl.ac.uk/11758/1/11758.pdf 
村上浩介、CA カレンアウェアネス No.301 CA1696 動向レビュー デジタル情報資源の管

理・保存にいくらかかるのか？－ライフサイクルコストを算出する試み“LIFE” 
http://current.ndl.go.jp/ca1696 
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KRDS28 (英国高等教育機関におけるデジタル情報保存の取組み) 

KRDS（Keeping Research Data Safe）は、LIFE 同様 JISC の助成を受けて実施さ

れた研究である。LIFE がコストの算出モデルの提唱を主な研究の柱としているのに

対し、KRDS では、主に 13 の高等教育機関に対するコスト調査や、インタビューな

どによる事例研究等を実施している。KRDS では、コスト活動モデルは、アーカイブ

前（Pre-Archive）、アーカイブ（Archive）、サポートサービス（Support Service）
の３つに分類され、各モデルはさらに細分化されている。KRDS では、事例研究等を

基にして、継続的な保存のための推奨事項として 10 項目を挙げている。 
事例研究のなかには、作成後 5 年ごとに 20 年後までのコスト試算を実施した ADS

（Archaeology Data Service）の例もある。この例では、開始初期の収集時やインゲ

スト時のコストが高額になるが、その後時間の経過とともに管理コストやファイルフ

ォーマットのマイグレーション等に要するコストは、データ量あたりでは減じていく

との見解を示している。 
 

DANS 29(オランダ国立公文書館によるデジタルデータ保存のコスト試算の取組み) 

DANS（Data Archiving and Networked Service）は、オランダ国立公文書館が主

体となり、デジタルデータの保存についてのコスト試算作成と普及を目的としたプロ

ジェクトである。デジタルデータ保存について、より正確な保存内容を踏まえた計画

を策定すること、予測可能で管理可能なものにすること、信頼性や透明性のあるもの

にすること等を目的としたコスト試算モデルを提案している。 
DANS では、試算に際し、コストを構成する要素を５つに整理している。その５つ

の要素とは、データ取得や人員などの「リソース」、リソースの運営経費や給与など

を示す「リソースコストドライバーズ」、DANS における保存のための活動をもとに

した「アクティビティーズ」、「アクティビティコストドライバーズ」、「コストドライ

バーズ」であり、各要素をさらに細分化している。さらに、DANS ではバランスト・

スコアカード（BSC：Balanced Score Card）の手法を取り入れ、アクティビティを

もとに試算を行う活動基準原価計算（ABC: Actively based costing）と組み合わせた

コストモデルを提唱している。 
 

Expert Meeting: Price Tags of Digital Preservation Policy Choices 

2010 年 9 月、オランダのハーグにおいて、デジタル情報保存のコストモデルに関す

るプロジェクト担当者による専門家会議が実施された30。上述のLIFE、KRDS、DANS

                                                  
28KRDS COST MODEL AND GUIDANCE FOR UK UNIVERSITIES  
http://www.jisc.ac.uk/media/documents/publications/keepingresearchdatasafe0408.pdf 
29 DANS Data Archiving and Networked Service ウェブサイト http://www.dans.knaw.nl/ 
30 2010 Expert Meeting on Costs of Digital Preservation, “Price Tags of Digital Preservation 
Policy Choices”, 
http://www.ncdd.nl/en/documents/20100916PriceTagsConferenceReportfinal.pdf 
http://www.ncdd.nl/en/documents/20100916PriceTagsPresentations_000.pdf 
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含む複数のプロジェクトに関する発表や意見交換を行う中で、デジタル情報保存に関

連するすべての機関や組織が、予算や資金調達交渉のためのコストモデルに興味を持

っていること、いずれのプロジェクトにおいても、モデル構築の基本として活動基準

原価計算（Actively based costing :ABC）を軸とした試算を行っていること、より簡

便な方法によるコストモデル構築の必要性等について、参加者間の共通認識が得られ

たとのことである。また、対象とする資料（コレクション）や機関・組織が非常に多

種多様であること、OAIS 参照モデルを重要かつ有効として高く評価しているが、「イ

ンゲスト（ingest）」の解釈が人によって異なっている等、これまでの取り組みの不

十分な点や今後の検討課題等が浮かび上がった。 
デジタル情報保存のコスト試算には、数多くの技術的発展が影響するため、デジ

タル情報の保存を「動く目標」を目指すような困難なものであるとし、試算モデルを

実際に適用する際には、エラーを多分に加味して検討することで、より使いやすいも

のになるだろうとの見解が表明された。 
 

３－６ 調査結果 

 国内及び諸外国における事例を調査した結果、原資料の保存と利便性の向上の両方

を目的に、マイクロ化やデジタル化による代替物作成を実施している。利用の観点か

らはインターネットの普及を背景に、デジタルデータをホームページ上で提供する取

り組みが盛んに行われている。各館の戦略や方針としてデジタル化の推進を打ち出す

例も多く、オンライン提供の推進や利用機会の拡充に向けて企業等と連携する動きも

見られる。 

 マイクロフィルムは、これまでの作成・利用実績、国際標準や規格の確立等を踏ま

え、長期保存の安定性や維持管理の確実性を重視する観点から、保存用の媒体として

選択されている。各事例からは、紙媒体の原資料の保存年限がそれほど長期間でない

場合については、利便性の観点からデジタル化へ移行する傾向が見て取れる。一方で、

公文書館や図書館等、原資料の永久的又は長期的な保存を要求される場合については、

デジタル化の利便性を取り入れながらも、保存用の媒体としては現在もマイクロ化を

継続して行っている事例が見受けられた。だが、それらの機関でも、デジタル化に関

する将来的な研究等の進展を見越して、現在、代替物作成方針を見直しているケース

もあり、今後も、このような動きが広がっていく可能性があると考えられる。 

 代替物作成法や媒体の規格については、マイクロ化、デジタル化、いずれも、各国

の国内標準や ISO 等の国際規格に準拠することを基本としている。その上で、各館が

独自のガイドライン等を策定し、原資料の損失や破損も視野に入れた代替物の作成を

行っている。なお、デジタル化に用いる媒体については、光ディスクや磁気媒体等、

具体的に媒体の種類を明記している例は少なく、確認は困難であった。 

 留意するべき点は、代替物作成後も、原資料は、いずれの公文書館、図書館におい

ても破棄せず保持し続けていることである。また、英国の国立公文書館（TNA）や米
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国議会図書館（BL）では、マイクロフィルムとデジタルデータの両方がある場合でも、

デジタルデータの信頼性が十分に確保されない限りは、マイクロフィルムを保持し続

ける方針を採っている。マイクロフィルムは、現在でも、永久に記録を保存すること

を前提とする多くの公文書館において、保存用媒体の主流として用いられている。た

とえば、英国図書館では、保存用の複製はマイクロフィルムで作成するという方針を

明言しており、米国国立公文書記録管理局（ＮＡＲＡ）では、デジタルコピーの真正

性については保証しない旨を明記している。米国議会図書館でも、デジタルとマイク

ロの両方の媒体を保存対策の選択肢として位置付けながらも、保存用のアプローチと

してはマイクロフィルムを主流とし、デジタルについては、長期間のアクセス維持等

を検討課題として挙げるなど、デジタルデータのみを保存用代替物とする事に慎重な

姿勢を崩していない。 

 デジタル化については、現在課題とされている原本性の確保やマイグレーション、 

等の技術的課題に関して、様々な角度から研究が数多く行われている。特に、公文書

館における研究や実践の著しい発展は、デジタル情報の長期的な保存・利用の確保等

の将来的な実現可能性への期待を高めている。現在懸念されている技術の陳腐化への

対策や媒体の長期保存性についても、今後の研究・実践の進展状況の推移を見守って

いく必要があるだろう。 

代替物作成等にかかるコスト、特にデジタルデータの長期保存に要するコストにつ

いては、近年、様々な団体や機関により大規模な調査研究が行われている。だが、そ

れぞれの例を見ると、代替物作成を実施する対象や方針が異なっていたり、抽出した

項目にも差異が見られたりするなど、各事例の試算方法が直ちに国立公文書館におい

て適用し得るものとはなっていない。コスト試算のモデル化やモデルの適用による事

例研究は、まだ緒についたばかりであると言えよう。 



表２．国内における代替物作成事例

No.
概要 原資料

選択
媒体

出典
(月刊IM）

1 原子燃料サイクルにおけ
るウラン濃縮、低レベル放
射性廃棄物埋設、再処理
工場およびMOX燃料工場
に関する事業を実施。全
体の運用と管理業務の支
援を目的とした「総合デー
タ管理システム（TDMS)」
の構築に取組む。

・

・

・

操業期間内の技術情報を蓄積し利用
できる環境が必要。
操業終了後も廃棄物などの記録を長
期に保存することが必要。
記録の原紙が1枚のみのため長期保
存に不安。

原子力発電所5
基分に相当す
る設計図書等、
約2万7千棚分
の文書

デジタル
（活用）
マイクロ
（保存）

・

・

（デジタル）
A3スキャナ（富士フィルムSD-4000）、大判長尺用スキャナを使
用。
（マイクロ）
撮影から現像までをセキュリティの観点から内部で実施。ドキュ
メントアーカイブシステム（AR-1000）を使用。光ディスク（UDO）
から定期的にマイクロフィルムを作成。

・

・
・

・

デジタルデータで、利用頻度の高い文書や検索用のデータベース情報の管理はスト
レージにより実施、利用頻度の低い文書のコンテンツ管理や全コンテンツデータの
バックアップは光ディスク（UDO)を利用。光ディスクは非改ざん性確保のためにライ
トワンスメディアを採用。
マイクロフィルムと光ディスクは別の場所に保管。
最初にデジタルのストレージと光ディスクにデータを登録し、光ディスクはバックアッ
プの機能を果たす。
旧版や3年以上経過した文書はストレージからデータを削除し、提供は光ディスクの
みとなり、マイクロによる長期保存を実施。

Vol.49
No.3 2010

2 平成21年5月から新病院
棟への移行に際し、iEHR
（統合型病院情報システ
ム）を整備。

・
・

・

カルテの保管スペースの削減。
紙カルテのオペレーションコストの削
減。
医療者の待ち時間の減少等の効率化
を期待。

外来用紙カルテ
6万冊（1.5TB）

デジタル ・

・

200dpiカラーで実施しイメージデータとして保存。心電図などの
長いチャートは分断してスキャン、重ね貼りしたものは剥がし、
剥がせないものはめくってスキャンを実施。付箋などははがして
専用のシートに貼ってからスキャン。
ファイル名は患者番号を付与。

・

・

スキャンが終わった紙カルテは中央カルテ庫から一時保管庫に移動させ、1年半分
を保管。その後は外部倉庫で保管。
電子カルテで公開したファイルは、データをコピーしても決められた場所以外で閲覧
できないように管理するなどのセキュリティ設定をPDFに付与して、診療課コードエリ
アに格納。

Vol.49
No.1 2010

3 SmartCabinetシステムを
導入し、カルテの電子化を
実施。

・

・

入院カルテを法定年限の2倍である10
年保管することを規定しているが、保
管スペースの不足が確実視されたた
め電子化を実施。
保管スペースの確保のほか、管理の
軽減、情報共有化を図る。

入院用紙カルテ
（約1万冊）

デジタル ・

・

・

・

・

・

前作業として、束ねられたカルテを1枚ごとに分離し、検査票等
貼紙がある場合は、裏を確認し必要に応じて剥がすなどの処理
を実施。
紙カルテ作成の段階から綴り順のルールを作成し、右上部分に
通し番号を印刷するなどの工夫を行う。
スキャニングは高速カラースキャナ（i620）で一括スキャンを実
施。
スキャン画像は患者番号で関連付け、既存の診療データ管理
システムで統合し、データベースへ登録。
「医療情報システムの安全管理に関するガイドライン」に沿って
電子化を実施。真正性確保のためにMEDIS－DC（医療情報シ
ステム開発センター）のコンサルテーションにより運用管理規定
や実施計画書を作成。
１年間で約1万冊のスキャンを実施。

・

・

・

システムは、ID・パスワード管理、電子カルテ導入によるGPSタイムサーバにより作
成者と作成年月日を担保。
PDF形式で保存し、書類の種類によって印刷不可の設定や文書の変更ができない
ようなセキュリティを設定。
電子化されたカルテはHIS（病院情報システム）で閲覧できるよう患者のIDで関連付
け。

Vol.47
No.4 2008

4 1999年に国立療養所の委
譲を受けたのを機に電子
カルテシステムを導入。

・ 過去カルテで決定保存年限5年を超え
たものはマイクロ化して保存していた
が、リーダープリンタ1台しかなく検索
に時間がかかることから、保存活用シ
ステムを新たに検討。

紙の過去カルテ
（1999年までの
6年分）

デジタル ・

・
・

貼り付けてある伝票などは鎧貼りのため無理にADF（オートド
キュメントフィーダ）でのスキャンは実施せず、複数のフラット
ヘッドスキャナにより電子化を実施。
ファイル形式はPDFに統一。
他院からの紹介状や押印が必要な紙文書は、現場でのスキャ
ニング（疑似電子化（イメージ画像））を行い、閲覧を電子化。

・

・

導入当時（1999年）は、厚労省の通達で電子保存が認められていなかったため、紙
の原本も保管。
PDFに統一して電子化されたファイルは患者ＩＤで引き出し、書類種別に分類され
る。ファイリングは入院用、年度用書庫に分けて管理。

Vol.44
No.6 2005

業種等 代替物作成（媒体変換）の目的

医療・福祉業

医療・福祉業

代替物作成（媒体変換）方法（仕様、前作業、使用機器等） 保存管理方法

電気・ガス・熱供給・水
道業

医療・福祉業

1



5 2006年2月にストック分の
申込書を電子化。新規受
付分（フロー）の申込書を
対象としたe文書化企画を
立案し、カードローン申込
に係る事務手続き全般を
完全電子化で運用。

・

・

200万件を超える申込書を保管してい
たが、複数の銀行が統合された結果、
商品構成別の多岐にわたる事務手続
き、保管管理方法の不統一、諸変更
や解約時の申込手続き等に多大な時
間を要していた。
個人情報保護の観点から情報セキュ
リティの抜本的対策が必要。

紙媒体の申込
書(約200万件
分）

デジタル
（マイクロ
も同時実
施）

・

・

・

・

マイクロ撮影とイメージコンバータ併用方式を採用。処理能力
（5000枚/1日）と、証拠性が確保されたマイクロフィルムが同時
生成される点を評価。
東京国税局との折衝の結果、200dpi以上の解像度、256階調の
カラー読取を実施。
電子署名法で規定する特定認証業務の認定を受けた者が発行
した電子証明書による電子署名を実行。
タイムスタンプの付与は必須ではなかったが、訴訟対応を考慮
して付与することを決定。

・

・
・

・

原資料である紙の申込書（ストック分）はデジタル化実施後、紙ベースで倉庫に一括
保管。
原本が電子データの申込書（新規受付分：フロー）は電子化後に紙媒体を廃棄。
管理システムは、カードローン申込書保管管理システムとe-文書共通機能システム
から構成。
カードローン申込書保存管理システムとして、イメージデータの保存、検索や共通シ
ステムへのタイムスタンプ付与指示、e文書法要件の精度を満たすスキャニングが
可能なOnBaseを導入。

Vol.48
No.9 2009

6 施工記録や竣工図面、竣
工図書などの管理を実
施。ISO11506の発行に先
駆け、35mmCOMによる建
築情報の永久保存に取り
組む。

・

・

・

建造物の補修や整備の際に、維持管
理を容易にするため、建築図書記録
の確実な保存が必要。
会計監査でも建築物に関する記録が
必要とされ、建造物の破損、倒壊、解
体の際や、工期や経費、安全性、環境
汚染の検討の際にも記録が重要。
マイクロ活用の縮小に鑑み、今後の管
理計画の見直しを実施。

営業関係書類、
設計関係書類、
施工記録、品質
記録等の竣工
図書から選別さ
れた永久保存
文書

COM：
マイクロ
（永久保
存）
デジタル
（活用）

・
・

35mmCOMにより、マイクロ化とデジタル化を同時に実施。
マイクロ、デジタルを同一の規格とし、相互にデータを保管する
フォルダ構成とする。

・

・

・

・

・

マイクロフィルムは火災や紛失のおそれがない場所で保管し、各支店で管理されて
いた過去のマイクロフィルムも一元的に保管（ISO11506に準拠した設備を提供する
外部組織に委託）。
フィルム保管場所は、防災、空調、防犯（入室管理、監視カメラ）、保管品保護対策
（静電気、化学反応、保護什器）を完備。
温度21℃±2℃、湿度40%±2%を常時維持。デジタルデータはwebサーバに入れて、
常時閲覧可能な体制をとる。
情報生成、加工、マイクロ保管、デジタルデータ管理までを一元的に実施するシステ
ムを構築。
保管書類の体系分類と管理構成を解析し、デジタル・マイクロを一元管理するファイ
リングシステムを構築することで、デジタルデータのマイグレーションコストを削減。

Vol.48
No.9 2009

7 ArcSuite Engineering シス
テムを導入し、紙で保管し
てきた設備関係及び技術
文書類を電子化して一括
管理。

・ 情報共有と再利用を行えるシステム導
入により、業務効率の向上、品質向
上、情報資産の長期・安全保存を図
る。

紙で保管されて
いた図面
（CAD、手書き
約14万点）やそ
れに付随する
議事録、仕様
書、設備完成報
告書（約90万
ページ）

デジタル
（マイクロ
も同時実
施）

・

・

図面（約10万枚）：1997年以前の図面の電子化については、古
い紙図面には赤茶色に変色するものもあり、原図よりもマイクロ
からのほうが良好な画質が得られるため、マイクロからＴＩＦＦ形
式へ変換を実施。A1対応のコピースキャナプロッタ（Braintech）
を使用。
技術文書（約100万頁）：A3サイズ以下が殆どのため、デジタル
複合機（DocuCenterf450)を使用。

・

・

・

・

・

紙文書は電子化された後、アーカイブレコーダーでマイクロフィルムに変換し、永年
保存される。
永年保存用のマイクロは大判図面の判読性の観点から35mmを使用していたが、今
後はコスト削減を期待し、アーカイブ用16mmフィルムでの記録を検討。
データはArcSuite Engineeringシステムに更新し、4工場で分散蓄積していたデータ
を検索できる機能を持つ。独自にビューアーソフトも開発。
省スペースのために紙の原本はマイクロ化後、一定期間保管したのちに廃棄し、古
紙としてリサイクル。
マイクロからのデータ復旧（マイクロ→TIFF変換）の検証を実施し、災害時データ消
失時のルールと対策を確立。

Vol.44
No.4 2005

製造業

金融・保険業

建設業

2
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第４章 歴史公文書等保存方法の検討 

 

４－１ 歴史公文書等保存方法検討の論点及び代替物に求められる要件について 

４－１－１ 歴史公文書等保存方法の検討目的及び検討事項 

 紙媒体で移管された又は今後移管される歴史公文書等の保存方法について、紙媒体

の原本の十分な保存を図るため、マイクロフィルム化して保存することとデジタル化

して保存することによる技術面、経費面におけるメリット、デメリットを検討し、結

論を得ることを目的としている。また、その結論を踏まえて、保存方法についての今

後の方針を示すことを目指す。 

  

４－１－２ 歴史公文書等保存方法検討の論点 

 歴史公文書等保存のための代替物作成の方法を検討するにあたり、重要と考えられ

る事項を、次の通り、４つの論点に整理した。 

 

論点１ 「代替物の在り方について」 

 「紙媒体で移管される歴史公文書等の代替物に求められる基本的な品質とは何か」、

「原資料の情報がどこまで再現されればよいのか」といった観点から、代替物の在り

方について検討した。また、原資料の劣化、損傷、損失等に備えるため、代替物にも

一定の原本性（完全性、機密性、見読性）や真正性の確保が求められるとの理解に基

づいて、代替物作成の技術動向についても検討を行った。 

 

論点２ 「代替物及び原資料の長期保存について」 

 紙媒体の原資料保存が目的である以上、繰り返し代替物を作成するようなことは避

けたいところである。したがって、代替物の作成には、長期的に安全な方法、媒体を

選択することが望まれる。そこで、代替物の長期保存の定義について検討した。また、

代替物作成時には原資料に一定の負荷をかけることとなるが、その際にどの程度の負

荷であれば許容されるのかについて検討した。さらに、原資料への負荷が最小限とな

るのは、どのような代替物作成方法であるのかについても検討した。これらに加えて、

代替物を可視的に再現するために必要な媒体やファイルフォーマット、保存・再生シ

ステム等についても検討を行った。 

 

論点３ 「継続的な維持管理について」 

 代替物を長期的かつ安定的に保存するためには、作成後の維持管理が不可欠である。

したがって、維持管理の方法及び経費についても検討の上、実現可能な環境及び経費

の見通しを立てておくことが重要だと考えられる。マイクロフィルム、デジタル、い

ずれの媒体においても、管理された温湿度環境において保管する必要がある。また、

技術の陳腐化等に対応するため、マイグレーション等が必要になる。これら継続的な
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維持管理に必要な項目を整理し、検討を行った。 

 

論点４ 「利用関連の状況について」 

 この度の検討では、代替物作成の目的を歴史公文書等の保存に置いている。だが、

作成した代替物が十分な利便性を備えていれば、その代替物を利用に供することによ

り利用の目的が達成されると共に、原資料の利用抑制ともなるので、国立公文書館の

基本的使命である歴史公文書等の保存と利用の両立を果たすことにつながる。前章で

調査した事例等から見ても、代替物の利便性は、代替物作成の方法、媒体を選択する

際の重要な視点である。したがって、利用の局面における代替物の在り方についても、

検討の論点に加えることとした。 

  

４－１－３ 歴史公文書等の代替物に求められる要件 

上述の論点を検討するにあたり、４つの論点を 10 件の要件に細分した。各要件を

満たす代替物を作成する上で、マイクロ化及びデジタル化をめぐる現状や今後の動向

について比較検討を行った。また、貴重な歴史的公文書等である原資料を長期的かつ

継続的に保存していくために代替物に求められる要件を総合的に検討した。さらに、

それらの要件を満たすために、マイクロ化、デジタル化、それぞれの方法に依る場合

に何をするべきなのかについて論じることとした。 

 

各要件の内容を以下に記す。 

 

要件１．メタデータによる統合的な管理 

関連付けられる統合的なメタデータにより、原資料と代替物の双方の内容、構造及び

管理情報等の管理が可能であること。  

要件２．原秩序の保存 

文書の構造や複数文書間の関係（文書ごとのまとまり、綴られている順序等）を表す

情報を、代替物でも再現できるように保存できること。 

要件３．文書の見た目の保存 

文書 1枚ごとに収められている情報（文字・記号・配列・付属情報（押印）等）を再

現して保存できること。 

要件４．適切な代替物作成の経費 

要件を満たす代替物作成に係る経費が適切であること。 

要件５．代替物の長期保存 

原資料への負荷の軽減及び保存管理の観点から、代替物自身の長期保存が可能である

こと。 

要件６．原形の保存及び原資料への最小限の負荷 

原資料がもとあった状態（綴じ方、折り方等）をできるだけ崩さずに、代替物を作成

できること。また、原資料への負荷が最小限となる方法及び媒体で代替物の作成が可
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能であること。 

要件７．代替物の長期的な再現可能性 

代替物は、媒体や情報の再現に必要な機器類の安定的な入手及び供給が可能であるこ

と。 

要件８．継続的かつ簡便・安全な維持管理 

簡便な方法による継続的な代替物の品質維持が可能であること。また、媒体変換が必

要な場合に、媒体同士の互換性や異なる媒体への変換についての安全性が確立してい

ること。 

要件９．適切な代替物管理の経費 

代替物の管理経費が適切であり、将来的な経費の見通しが立てられること。 

要件 10．利用機会の継続的な提供 

利用者に対して確実な利用の機会を継続的に提供できること。 

 

４－２ 論点１ 代替物の在り方について 

 論点１は、要件１～要件４に細分した。原資料が持つ情報を代替物でどの程度再現さ

せるべきか、また、その再現した情報の信頼性等をどのように担保するべきか、担保で

きるのか、代替物の在り方について検討した。 

  

４－２－１ メタデータによる統合的な管理 

歴史公文書等の保存のために作成する代替物は、原資料の情報を正確に写し取り再現

できるものである必要がある。また、作成後においても、代替物が損傷したり、代替物

に記録された情報が不正に改変・削除されたり、依拠する技術が失われたり、利用不能

状態に陥ったりせず、原資料の情報を再現できることを証明する必要もある。言い換え

れば、原資料と同様に、代替物についても、原本性（完全性、機密性、見読性）、真正

性を確保する必要がある。原本性、真正性を確保するためには、原資料及び代替物を相

互に関連付けるメタデータを体系的に整備し、その運用を着実に行うことにより、原資

料及び代替物を統合的に管理する必要がある（要件１）。 

歴史公文書等の原資料及び代替物を統合的に管理するためには、どのようなメタデー

タを整備・運用する必要があるのだろうか。歴史公文書等が、元来、国の機関等が業務

の過程で作成等する記録であることを考えれば、社会一般で組織が記録を管理するため

に必要とされるメタデータのあり方が一つの参考になる。記録の管理に関する国際標準

規格として ISO15489 が 2001年に制定され、2005 年に日本工業規格にもなっている（JIS 

X 0902-1:2005 (ISO 15489-1:2001)「情報及びドキュメンテーション－記録管理－第 1

部：総説」）。同規格は、記録を作成した「コンテキスト（背景・状況・環境）、内容、

構造及びある期間の記録の管理について説明したデータ」として、メタデータを定義し

ている。 

一方、デジタル化による代替物作成を視野に入れた場合、電子記録の管理や保存のた

めのメタデータに関する考え方も参考になる。電子記録の保存に必要なメタデータに関
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しては、例えば、国際公文書館会議(ICA)が行った調査研究で、次の３類型に整理して

いる1。 

 

・記録管理メタデータ（recordkeeping metadata）  

 記録管理(recordkeeping metadata)は、記録そのものの中から、または記録を作

成した組織の中で生じたものである。作成者、作成日、タイトル、機密度、キーワ

ードなどの要素を含んでいることもある。記録管理（recordkeeping）メタデータ

が存在する一般的な理由は、記録が作成された元々の目的に必要なためである。 

 

・アーカイバル・メタデータ 

アーカイバル・メタデータは記録が最初に作成された後にその記録を管理しやすく

するように追加したものである。アーカイバル・メタデータの追加は、非現用記録

の管理メカニズムの一部として記録を作成した元の組織が行ったり、国立公文書館

のような作成された記録を最終的に受入れる組織が行ったりする。アーカイバル・

メタデータは、記録を再確認した最新日、作成した元の組織名などの要素を含むこ

ともある。 

 

・技術的メタデータ 

技術的メタデータは記録の理解や処理に必要なものである。中には、最初の作成

システムから生じるため、記録管理メタデータ（recordkeeping）メタデータとみ

なされるものもある。技術的メタデータは、長期保存処理の過程の一部として追加

されるものであるため、起源が元の作成システムであるという点以外は、アーカイ

バル・メタデータと同様である。 

 

ISO15489（JIS X0902-1:2005 (ISO 15489-1:2001）と ICA による３類型の整理を比

較対照すると、記録を作成したコンテキスト、内容、構造を記述したメタデータが「記

録管理メタデータ」に対応し、作成後のある期間の記録の管理について記述したメタデ

ータが「アーカイバル・メタデータ」に対応すると言える。いずれにしても、記録その

もの及び記録作成のコンテキストだけでなく、その後の管理プロセスもメタデータで管

理するという考え方である。 

歴史公文書等が、元来、国の機関等の活動記録であることを前提として、原資料を保

存・管理するためには、記録管理メタデータもアーカイバル・メタデータも、項目を体

系的に整備し、個々の文書についてメタデータを適切に記述・管理する必要がある。 

また、代替物についても、原資料と同様に、代替物作成時に付与するメタデータ（「記

録管理メタデータ」に相当）のみならず、その後の維持管理、利用等に関するメタデー

 
1 ICA報告書 16、国際公文書会議電子環境における現用記録委員会「電子記録：アーキビス

トのためのワークブック」2005 年 4 月 
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タ（「アーカイバル・メタデータ」に相当）を体系的に整備し、運用する必要がある。 

さらに、原資料に係るメタデータと代替物に係るメタデータを全く別々に整備・運用

するのではなく、原資料と代替物の対応関係が適切に把握できるように、メタデータ相

互の関連づけを行い、統合的に運用できるメタデータ体系を整備する必要がある。その

ような体系に基づいてメタデータを運用・管理することにより、代替物作成時のみなら

ず、その後の維持管理過程についても管理することが、代替物の原本性、真正性の確保

につながる。 

現在国立公文書館で実施されているマイクロフィルム等の代替物作成時には、原資料

の目録情報や排架場所、原資料の付属物の情報、簿冊単位やページ単位でのナンバリン

グ等の記録作業を実施している。これらの記述情報は、代替物と体系的に関連づけるこ

とにより、代替物作成時の「記録管理メタデータ」として機能する。また、マイクロ化

時に依拠した ISO、JIS 等の規格等に係る技術情報を体系化して記述すれば、それは「技

術的メタデータ」として機能する。さらに、作成後の収蔵環境や定期的点検等の維持管

理、利用用複製物作成等を目的とする保存用マスターフィルムの利用等に係る実績等を

記述する項目を設定すれば、それは「アーカイバル・メタデータ」として機能すると考

えられる。 

デジタル化による代替物作成については、原資料の記述情報を代替物と関連づけるこ

とにより代替物の「記録管理メタデータ」として活用する点はマイクロ化と同様である

が、そのほかに、デジタル化時に使用したハードウエア、ソフトウエア等のシステムに

関する情報、スキャニング等により画像化した場合の画像の解像度、ビット深度、ファ

イルフォーマット等に関する情報、デジタル化データの保存媒体に関する情報等を「記

録管理メタデータ」且つ「技術的メタデータ」として体系的に項目化する必要がある。

また、「アーカイバル・メタデータ」且つ「技術的メタデータ」として、作成後の収蔵

環境や保存媒体の検査、媒体変換やマイグレーション等の実績等を記述する項目を設定

する必要がある。 

いずれにしても、代替物の作成及び維持管理に係る業務プロセスを徹底的に検証し、

代替物自体及び業務プロセスを適切に管理するために必要なメタデータ項目を洗い出

して体系化する必要がある。また、現時点で想定できない事態へも柔軟に対応できるよ

うに、メタデータの体系化にあたっては、一定の拡張性を確保しておく必要がある。 

なお、デジタル化による代替物の場合、一旦デジタル化してしまえば、電子情報の長

期保存という点では共通するところがあることから、国立公文書館が平成 23 年度から

運用開始することとしている電子公文書等の移管、保存、利用システムで用いられるメ

タデータ体系を参照することも考えられる。さらに、必要且つ可能な範囲で、標準的な

メタデータ体系に準拠する、マッピングを行う等により、デジタル化により作成した代

替物を含む電子情報の間における相互運用性に配慮することも望まれる。 

 

４－２－２ 原秩序等の保存 

歴史公文書等の保存を考える上で重要な要素の一つに、原秩序の保存がある。原秩序



 
33 

 

の保存とは、文書の作成者（作成機関）が確立した文書の編綴等の整理に係る秩序を保

存することを言う。歴史公文書等においては、多くの場合、ある文書を構成する頁の並

び順だけでなく、文書を構成する複数のドキュメント間の編綴順等の物理的関係が、そ

のまま文書作成時のコンテキスト等の論理的関係を示している。また、複数の文書間の

物理的関係も、文書相互、そして、文書を作成したコンテキスト相互の論理的関係を示

している。ドキュメントや文書相互の編綴順等に何らかの形で手を加えると、文書作成

時のコンテキストが分からなくなる恐れがある。したがって、歴史公文書等の保存にお

いては、文書の作成者（作成機関）が文書に与えた原秩序を保存し、当該公文書等の原

本性、真正性を確保する必要がある。歴史公文書等の代替物についても、原資料の持つ

原秩序を再現し保存する必要がある（要件２）。 

一方、歴史公文書等が持つ情報の豊かさは、文字や図面、図像等の情報だけに由来す

るわけではない。用紙や書式、体裁、印影等の文字以外の情報も、歴史公文書等を理解

する上で重要な意味を持っている。これらの情報は、記録・資料としての歴史公文書等

から失われてはならない「エッセンス」であると考えられる。したがって、歴史公文書

等の代替物作成にあたっては、原資料の文字等の情報だけでなく、文字情報以外の情報

を含めて、文書の「見た目」を保存する必要がある（要件３）。 

原秩序の保存という要件を満たすという観点から代替物作成を考えると、作成対象の

選定に始まり、撮影等前作業、撮影等、撮影等後の再編綴・箱入れ、再排架等、代替物

作成に係る作業工程全般にわたって、原資料の原秩序を保存し、代替物においても原資

料の原秩序が再現されるようにしなければならない。また、代替物で再現された原秩序

が作成後も維持されなければならない。この点、マイクロ化の場合、代替物作成が適切

に行われれば、紙媒体の原資料が持つ物理的秩序をフィルムのコマ順等により物理的に

固定化することができるので、その後の原秩序の維持も、マイクロフィルムの物理的保

存を適切に行えば果たすことができる。一方、デジタル化の場合、画像フォーマットの

多くが１ファイルで 1ページイメージのみ格納するような構成になっている。1 件の文

書が複数ドキュメントで構成され、１つのドキュメントが複数ページで構成される多く

の歴史公文書等の場合、文書の構成を示す構造情報をメタデータ項目として設定する必

要がある（要件１）。そして、そのメタデータを用いて、文書－ドキュメント－画像フ

ァイル相互の関連づけを行い、原秩序を再現・維持する必要があると考えられる。 

また、「見た目」を適切に保存するためには、マイクロ化及びデジタル化の双方にお

いて、適切な解像度設定が最低限必要である。加えて、デジタル化の場合に、必要な範

囲で、原資料が持つ情報に応じて、ビット深度設定を変えたり、ファイルフォーマット

を使い分けたりすることも考えられる。例えば、ビット深度の設定について言えば、ニ

ュージーランド国立公文書館が策定した「デジタル化標準」では、白黒テキストのみの

文書では「１bit白黒二値」を、テキスト又は図表で有限色が使われているドキュメン

トでは、「８biカラー以上」を、「白黒写真」では「８bitグレースケール」を、それぞ
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れ推奨している2。ただし、これらを細かく行おうとすれば、代替物作成前における原

資料の調査を含む代替物作成及び作成後の維持管理の両面で、作業の負担増や効率低下

を招き、経費増につながるおそれもあることに留意する必要がある。 

  

４－２－３ マイクロ化及びデジタル化における保存媒体の特質 

 （マイクロフィルム） 

マイクロフィルムにはいくつかの種類があるが、国立公文書館において保存用代替物

として用いられ、主に長期保存目的で使用される 16mmロールフィルムについて以下に

述べる。マイクロフィルムは、文字等の情報を伝える画像層と画像層を支えるベース（支

持体）の２層構造になっているが、ベースの材質の違いにより、アセテートベースのTAC

フィルムと、ポリエステルベースのPETフィルムの二種に大別される。このうち、TAC

フィルムについては、酢酸臭を放ちながら劣化し、劣化が極度に進行した場合には、画

像がゆがみ複製も困難になるような問題が発生している（「ビネガーシンドローム」）。

国内外の事例を見ると、TACフィルムの劣化が進行し、その対策が急務となっている例

は少なくない3。所蔵資料の代替物の在り方等について検討している多くの機関がTACフ

ィルムを多数所蔵しており、それらの機関が検討を実施する要因の一つとして「ビネガ

ーシンドローム」があることが窺える。 

一方、PET フィルムについては、「ビネガーシンドローム」のような問題は生じてい

ない。国立公文書館では、開館以来、保存用代替物の作成には全て PET フィルムを用い

てきており、現時点では、代替物保存上の問題は無いと言える。  

マイクロフィルムの利点のうち、特に歴史公文書等の保存用代替物としての利点を挙

げると、ISO 等により媒体や作成プロセスに関する規格が確立しており、均一な品質で

原本性及び真正性が確保された代替物の作成が可能であること、従来の保存実績や強制

劣化試験などにより予測寿命が極めて長期であることが確認されていること、原資料の

情報がフィルムに縮小されて記録されるため可読性（可視性）があること、閲覧等のた

めの機器についても技術の陳腐化の恐れが少ないことなどが挙げられる。一方で、閲覧

等のための機器が一般的に普及しているとは必ずしも言えないことなど、利用の利便性

等の面での問題もある。 

  

（デジタル） 

 デジタル化された情報を保存する媒体には、磁気ディスク、光ディスク等があるが、

これらの媒体については、数年単位で保存容量や価格等の改良が進んでいる状況にある。

また、媒体の劣化が起こらない限り、記録された情報も劣化しないという点も利点とし

て挙げられる。媒体へ記録する際の品質についても均一化が図られつつあるほか、媒体

の寿命についても、光ディスクの期待寿命推定法がISO/IEC 10995 として国際標準規格

 
2 Archives New Zealand Government Recordkeeping Group, Digitisation Standard, 
2007. 
3 国立国会図書館、大英図書館における研究事例 
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化されるなど、長期保存の信頼性を確保する手段が整いつつある4。何より、オンライ

ンでの利用環境が整っている場合、デジタル化情報の利用面から見た利点については、

国立公文書館のみならず、他の公文書館、図書館等の事例を見ても、疑いの余地はない。

これらデジタル化情報の保存媒体を支える技術については、今後も急速な発展が期待さ

れる一方、後述するように、その発展こそが既存の技術の陳腐化を招き、デジタル化し

た代替物の将来的な保存及び安定的、継続的な維持管理の不透明さや困難さを生む要因

ともなっている。代替化した媒体が劣化していなくとも、その媒体に記録された情報を

閲覧及び再生するための機器が入手不可能になったり、閲覧等のための機器が入手でき

ても、必要なソフトウエアが入手不可能になったりするなど、技術の陳腐化が代替物に

記録された情報の可視的な情報としての再現を阻むおそれがある。このような場合、歴

史公文書等の代替物としての要件を満たせなくなることになる。 

 

４－２－４ 代替物作成の技術動向 

 上の各項において代替物の在り方を検討してきた中から、歴史公文書等における代替

物作成の技術動向に関連する内容について、メタデータ、保存媒体の技術、フォーマッ

ト、撮影等技術の 4 項目に整理し、その概要を述べることとする。 

 第 1 に、メタデータについて。紙媒体の原資料及び代替物の作成・維持管理プロセス

を統合的に管理できるメタデータの体系化が必要である。特に、デジタル化による代替

物作成の場合、メタデータ、とりわけ技術的メタデータの体系化は死活的に重要である。

しかしながら、デジタル情報を長期に安定的に保存するために必要と考えられる項目を

網羅し、かつデジタル情報間の相互運用性等にも配慮した単一のメタデータスキーマは、

現時点では存在していない5。したがって、メタデータの体系化に当たっては、繰り返

しになるが、代替物の作成及び維持管理に係る業務プロセスを徹底的に検証し、代替物

自体及び業務プロセスを適切に管理するために必要なメタデータ項目を洗い出す必要

がある。その上で、必要且つ可能な範囲で、既存のメタデータスキーマをモジュール的

に組み合わせると共に、独自定義により項目を追加して、国立公文書館における歴史公

文書等の保存に最適なメタデータ体系を構築する必要がある6。 

 第２に、保存媒体の技術について。マイクロ化に係る保存媒体の技術は完成されてい

ると言える。したがって、その信頼性等について検討すべき点は見当たらない。しかし

ながら、デジタル情報の作成、流通等が急速に主流となりつつある中で、マイクロ化に

係る市場動向によっては保存媒体の技術が入手困難等に陥るおそれも否定できず、今後

 
4 ISO/IEC 10995: 2008 Information technology -- Digitally recorded media for 
information interchange and storage -- Test method for the estimation of the archival 
lifetime of optical media. 
5例えば、大英図書館では、保存のための代替物として、現時点では、マイクロフィルムを

選択しているが、代替物作成方針をデジタル化へ変更するためのメルクマールとして「証

明済みのメタデータがあること」としている。 
6 内閣府．平成 20 年度電子公文書等の管理・移管・保存・利用システムに関する調査報告

書．平成 21 年 3 月．を参照． 
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の動向を注視していく必要がある。デジタル化に係る保存媒体については、様々な媒体

が汎用化され入手も容易になってきている。ただし、将来的には、現在の技術水準以上

に長期の保存に耐え得る新たな媒体が出てくる可能性もあるため、技術動向は注視する

必要がある。長期の保存を考える場合、光ディスクが有力な選択肢である。歴史公文書

等の代替物作成方法としてデジタル化を採用する場合、保存媒体の選択に当たっては、

原資料の情報をどの程度代替化するかという点について基本的考え方を確立し、画質や

ファイルフォーマットの設定に基づいて容量などを試算した上で、適切な媒体を選択す

る必要がある。使用する個別の媒体については、上述した ISO10995 に準拠したテスト

等を行うことにより長期保存に適していることが一定程度証明されているものを使用

することも考えられる。 

 第３に、画質やフォーマットについて。マイクロ化においては、保存媒体の技術と同

様、技術や規格が確立しているので、検討すべき点は見当たらない。一方、デジタル化

においては、代替物で実現すべき画質について、原資料の情報の何をどこまで再現でき

れば、歴史公文書等の保存用代替物として適切なのか、依拠すべき技術や規格が十分に

確立しているとは現時点では言い難く、試行を重ねながら技術動向を注視していく必要

がある。また、フォーマットについては、デジタル情報の長期保存に適したフォーマッ

トとして、TIFF、JPEG2000、PDF/A 等、国内外で推奨されているフォーマットが複数あ

るので、これらの中から適切なフォーマットを選択することが適当であろう。 

 第４に、撮影等の技術について。マイクロ化における撮影技術は現時点では確立して

いるが、将来的には、撮影機器類の安定的供給のほか、紙媒体資料の取扱いも含めた適

切な技術を持つ撮影者等の人材確保等の可能性について、動向を見守る必要があるだろ

う。デジタル化については、まず、歴史公文書等の保存用代替物作成に用いることがで

きるのは、後述するように、フェイスアップ型スキャナであって、ドキュメントスキャ

ナやフラットベッドスキャナではない。フェイスアップ型スキャナは、内外の公文書館、

図書館等で一定の需要があるが、一般的に広く普及しているものではない。そのため、

スキャナが必ずしも安価に入手できるわけではなく、また、スキャナを操作するオペレ

ータも、紙媒体資料の取扱いも含めた適切な技術を持つ人材を確保できるか否か、注意

深く検討する必要がある。デジタル化の画質、フォーマット等の設定によっては、スキ

ャナに求められる性能等に大幅な違いが生じ得る。これらの点に留意しつつ、撮影等技

術の確保を図る必要がある。 

なお、マイクロ化については、マイクロフィルム用カメラを用いた撮影による方法の

ほか、スキャニングにより作成したデジタルデータをマイクロフィルムに記録する方法

も考えられる。また、デジタルデータをマイクロフィルムと光ディスクに並行して保存

する方法も考えられる。この方法については、ISO11506 として国際標準規格化されて

おり、マイクロフィルムの長期保存性と光ディスクの利便性という両媒体の特性を相互

に補完するものとして注目される。 

 

表１．代替物作成の技術動向検討項目一覧表 
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技術動向検討項目 マイクロフィルム化 デジタル化 

メタデータ 
 

原資料及び代替物の作成・維

持管理プロセスを統合的に管

理できるメタデータの体系化

原資料及び代替物の作成・維持

管理プロセスを統合的に管理で

きるメタデータの体系化 
技術的メタデータが死活的に重

要 
保存媒体の技術 技術は完成されているが、今

後の動向を注視。 
JIS 等で推奨されるのは光ディ

スク 
解像度、色情報等の考え方に基

づいて、媒体を選択 
ISO10995 に準拠した媒体寿命

テストを行うことも考えられ

る。 
フォーマット 確立している。 長期保存に適していると推奨さ

れているファイルフォーマット

（TIFF、JPEG2000、PDF/A
等）から選択 

撮影等技術 撮影機器類の安定的な供給、

撮影者等人材確保等につい

て、動向を見守る。 
 

フェイスアップ型スキャナを選

択 
機器類の供給、スキャナ・オペ

レータ等の人材確保等につい

て、注意深く検討 
 

４－２－５ 代替物作成に要する経費等 

代替物作成に要する経費については、撮影又はスキャニングに関わる直接的な経費だ

けではなく、前作業、後作業等－マイクロ化でもデジタル化でも等しく発生する作業で

はあるが－に必要な経費も加味して検討する必要がある。 

マイクロ化については、現在、国立公文書館において保存のための主要な代替物とし

て継続的に作成業務を実施しているため、代替物作成に必要な新たな費用発生の可能性

は小さく、年度あたり作成量（コマ数及び冊数）や費用についても予測が容易である。

ただし、今後のデジタル化の発展による市場の縮小や原材料の価格の高騰7なども懸念

されるなど、流動的な要素もある。 

デジタル化に要する経費については、スキャナ等機器類や保存媒体の価格、スキャナ

等機器類オペレータの人件費等の要素を考慮する必要がある。しかも、これらの要素は、

                                                  
7 富士フィルムホームページ「マイクロフィルム関連材料などの価格改定について」平成

19 年 12 月 13 日、デジタル化の進展による保存用記録媒体の多様化の進展と需要縮小、銀

や原油などの主要原材料の高騰によりマイクロフィルム関連材料商品を平成 21 年 4 月より

30%値上げしている。http://www.fujifilm.co.jp/corporate/news/article/ffnr0164.html 
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デジタル化で要求する画像の品質設定等の違いによって、スキャニング等に要する作業

時間の長短や保存データ量の多寡が決まるため、大幅に変動する。したがって、デジタ

ル化による代替物作成の経費を試算等する場合は、まず、何よりも、最終的な成果物で

ある代替物の品質や仕様を詳細に確定した上で行う必要がある。 

なお、現時点では、例えば、撮影又はスキャニングに要する時間は、画像品質の設定

にもよるが、マイクロフィルム撮影が 1コマ当たり数秒で可能であるのに対し、フェイ

スアップ型スキャナによるスキャニングには 1 コマ当たり数十秒を要すると考えられ

る。マイクロ化とデジタル化の経費面での比較をする際は、このような処理時間の違い

にも留意する必要がある。 

 

４－３ 論点２ 代替物及び原資料の長期保存について 

 本論点は要件５から要件７に細分した。まず各媒体における「長期」の定義を確認し

た上で、代替物及び原資料の長期保存を可能にする要件を検討した。 

 

４－３－１ 代替物の長期保存 

歴史公文書等保存のために代替物を作成する場合、代替物の長期保存が可能であれば、

原資料に立ち返って代替物を再度作成する機会も減り、原資料へ累積する負荷も小さく

なる（要件５）。 
ただし、一口に「長期保存」と言っても、各媒体における「長期」（Long Term）の定

義の仕方が異なる。したがって、定義に基づいて「長期」について確認することとする。

マイクロフィルムは、長期保存マイクロフォームについて、永久保存条件の下で最低

100 年の保存に適したマイクロフォームと定義している8。一方、電子媒体のCD及び

DVDについては、電子化文書の長期保存期間を 10 年～30 年程度とJISにより規定され

ており、さらに真正性と見読性の保証を必要条件としている9。 
国立公文書館は、所蔵する歴史公文書等を永久的に保存することを使命としているの

で、原資料への負荷軽減の観点から、歴史公文書等保存を目的として作成する代替物は

長期保存が可能である必要がある。特に、原資料の劣化が進み、原資料そのものが失わ

れ、代替物を再度作成する機会が失われるおそれのあるもの、代替物を歴史公文書等の

原本として見做さなければならないような状況に至る可能性のあるものについては、可

能な限り長期に保存できる媒体で代替物を作成する必要がある。一方で、原資料の状態

が比較的良好な場合は、一定期間経過後に再度代替物を作成することが可能であり、ま

た、その時々で最適な方法・媒体を選択して代替物を作成する方が合理的である場合も

あるだろう。 
 

４－３－２ 代替物の媒体及び媒体に記録された情報の長期保存に関する技術的側面

 
8 「JISZ6009 銀－ゼラチンマイクロフィルムの処理及び保存方法」 
9 「JISZ6017 電子化文書の長期保存」 
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からの検討 

 物理的媒体（マイクロフィルムや光ディスク）の長期保存が可能であれば、媒体に記

録された情報も長期保存が可能であると言えるか。媒体と記録された情報の長期保存に

ついて、技術的側面からの検討を行う。 

媒体の寿命比較については､マイクロフィルムが、適切な環境下における保存を実施

した場合に、TAC フィルムで 100 年、PET フィルムで 500 年の期待寿命があると言われ

ている。また、マイクロフィルムに記録された情報は、拡大の必要があるものの、人間

が目視により情報を確認することができ、直接的な可読性がある。したがって、物理的

媒体としてのフィルムの寿命と情報の寿命は、ほぼ一致する。 

これに対して、デジタル化に用いられる媒体については、現状で、CD-Rが約 30 年～

70 年、DVD-R等は約 100 年の期待寿命があるとされている10。媒体の寿命については、

代替物作成の技術動向でも述べたように、今以上に長期保存が可能な媒体が新たに開発

されることも十分想定される。したがって、ISO、JIS等の標準化の取組みも含め、今後

の推移を注視していく必要がある。ただし、デジタル化の場合、後述するように、媒体

が物理的に劣化していない場合でも、媒体の再生装置や情報を可読性のあるものに変換

するソフトウエア等のシステムが入手不能な状態に陥れば、記録された情報を再現でき

なくなる。つまり、媒体の寿命が尽きる前に、媒体をサポートする技術環境が失われる

ことにより、記録された情報が利用不能になるおそれがあるのである。したがって、代

替物が依存するシステム等に係る技術動向にも目配りを怠らないようにする必要があ

る。 

 

４－３－３ 紙媒体の原資料への負荷等 

 歴史公文書等の代替物作成に当たっては、原資料の原形をできるだけ崩さずに、また、

原資料への負荷が最小限となるよう配慮する必要がある（要件６）。したがって、マイ

クロ化であろうとデジタル化であろうと、原資料の解綴や分冊化は、原則として、資料

の劣化や編綴の様態などの理由で適切な代替物作成が出来ない場合に限るべきである。

また、解綴等が必要な場合でも、原資料の元の状態ができるだけ復元できるような方法

を採る必要がある。一方で、解綴等を行った資料の劣化状態によっては、代替物作成後

における原形の復元が不可能な場合や復元が資料の保存に悪影響を及ぼすおそれがあ

る場合等もある。そのような場合には、無理に復元を行わず、原資料が散逸しないよう

に保存箱に収納する等の措置を講ずる必要がある。これらの観点から見て、国立公文書

館がマイクロ化によって行っている代替物作成方法（２－２参照）については、原形の

 
10財団法人機械システム振興協会、『高信頼（長寿命・高セキュリティ）光ディスク媒体の

活用システムの開発に関するフィージビリティスタディ 2006』2007、では、光ディスク媒

体（DVD－R、－RW、－RAM）について強制劣化試験を実施し、25℃80％RHにおける推

定寿命を算出している。各媒体によりばらつきはあるが、概ね 20、30 年～数百年以上とし

ている。また、各メーカーの媒体の試験結果にはばらつきがあり、実環境における推定寿

命とは必ずしも一致しないとしている。 
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保存を図り、紙媒体の原資料への負荷を最小限にするという点で必要な配慮が払われて

いると評価することができる。 

今後、仮にデジタル化による代替物作成を行うこととした場合でも、同様の配慮を払

う必要がある。ここで留意すべき点は、デジタル化で用いるスキャナの選択においても

「同様の配慮」が払われる必要があるということである。歴史公文書等保存のために代

替物を作成する際に、原資料を解綴し、給紙・搬送用ローラに紙を密着させなければな

らないドキュメントスキャナを用いることは出来ない。また、フラットベッド型スキャ

ナについても、解綴していない資料をスキャンする場合に裏返してガラス面に圧着させ

なければならない、解綴の有無にかかわらず、スキャン時に資料のスキャン対象面の状

態が把握しにくい等の理由から、使用は好ましくない。現時点で歴史公文書等のデジタ

ル化に用いることが出来るのは、原資料への負荷を最小限にするという観点からは、フ

ェイスアップ型スキャナによるスキャニングのみである。 

ここまでは１回の代替物作成でかかる負荷について論じてきたが、次に、利用の反復

による負荷の累積について考える。代替物の寿命が短ければ短いほど、代替物作成の周

期も短くなるので、長い年月の間には、代替物作成によって生じる負荷が累積していく

ことになる。このような考え方によれば、代替物の寿命は長ければ長いほど、原資料の

保存上好ましいということになる。現在の技術水準で判断すれば、デジタル化ではなく、

マイクロ化に「軍配が上がる」ことになろう。だが、国立公文書館では、長寿命の代替

物を作成したとしても、原資料を「門外不出」とする訳ではない。一般利用者等の利用

に供する機会がある。ここから、今後の技術動向次第では、一定期間経過後に再度代替

物を作成し原資料への負荷が累積したとしても、資料の状態が比較的良好な場合は、歴

史公文書等の保存と利用の両立を図るという国立公文書館の基本的使命に照らして、

「許容範囲」の負荷であるという考え方も成り立ち得る。また、国立公文書館が一度作

成したものと全く同一の品質の代替物が、もう一つ別に必要とされたと仮定しよう。こ

のような場合、マイクロ化による代替物（マスターフィルム）から複製を作ると、アナ

ログ媒体であるがゆえに、その複製は、元の代替物と比して、品質の低下を避けること

ができない。したがって、このような場合には、再度原資料に立ち返って代替物を作成

する必要があり、原資料への負荷を累積することになる。これに対して、デジタル化に

より代替物を作成した場合は、元の代替物と全く同一の品質の複製を作成することが可

能且つ容易である。デジタル化による代替物が利用可能な限りは、再度原資料に立ち返

って代替物を作成する必要はなく、原資料への負荷を累積させることも無い。 

このように、原資料への負荷等については、原資料の劣化状況、代替物作成等の利用

一回当たりの負荷、利用の反復による負荷の累積、時間の経過、技術の変遷等、複数の

観点から多角的、総合的に評価する必要がある。その上で、代替物作成の最適な方法や

媒体を選択する必要がある。 

 

４－３－４ 代替物の長期的再現可能性 

 代替物は、媒体や情報の再現に必要な機器類の安定的な入手及び供給が可能である方
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法により作成される必要がある（要件７）。将来的に社会のニーズや技術が変化したと

しても、長期に再現が可能であろうか。技術の陳腐化及びその対応策が、代替物の長期

保存の観点から重要な検討項目の一つになる。 

マイクロ化に係る技術の陳腐化については、現在、特に認識されていないものの、閲

覧等に用いる機器類が、媒体の期待寿命の間も変わらず存続しているかどうか、不透明

な要素もあり、現時点で判断することは難しい。仮に閲覧等に必要な機器類が入手不可

能に陥った場合でも、媒体に記録された情報を目視で確認するという対応策がある。し

かしながら、国立公文書館が歴史公文書等の保存目的で作成するマイクロフィルムを

「目視で確認する」というのは、組織的業務として行う観点からは疑問が残る。あくま

でも「究極」の対応策であって、むしろ、市場で調達できないのであれば、機器類を「特

注」することになるのではないか。それでも、閲覧等に用いる技術の核が光とレンズで

あることを考えれば、「特注」は比較的容易だろうとも言える。 

 これに対して、デジタル化については、代替物を再生するためのハードウエア、ソフ

トウエア等のシステムの入手不可能、ファイルフォーマットの互換性喪失等の技術の陳

腐化が数年から数十年単位で生じ、代替物に記録された情報が再現できなくなるおそれ

がある。代替物の媒体が物理的に損壊等せず、ビットレベルでの情報に欠損等が生じて

いない場合でも、技術の陳腐化により代替物に記録された情報の再現が阻まれるおそれ

がある。したがって、関連する業界等でのデジタル情報の長期的な再現可能性を担保す

るための標準化・規格化等の取組みが望まれるほか、国立公文書館としては、そのよう

な取組みを含む技術環境の変化を的確に把握し、媒体変換等の措置を適時・適切に講じ

ていく必要がある。 

 

表２．代替物及び原資料の長期保存要件検討項目一覧表 

長期保存要件 

検討項目 

マイクロフィルム化 デジタル化 

1)代替物長期保

存における「長

期」の定義 

*原資料は半永久

的な保存が前提 

長期保存マイクロフォーム：

永久保存条件の下で最低 100

年の保存に適したマイクロフ

ォームと定義 

長期保存：保存期間 10 年～30 年程

度とし、真正性と見読性の保証がな

されること長期保存の要件とする。

2)媒体の寿命 TAC ベース（LE100 年） 

PET ベース（LE500 年） 

・目視による可読が可能なた

めフィルムの寿命と情報の寿

命は同じ 

 

CD-R（約 30 年～70 年？） 

光ディスク（約 30 年～100 年？） 

・今後の技術発展により寿命長期化

の可能性 

・媒体は存続しても、技術の陳腐化

により情報の再現が不可能になる

おそれ 
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原形の保存、原資料への負荷を最小限にする配慮 3)原資料への負

荷等 代替物の寿命が長く、代替物

作成頻度は低い 

代替物から作成する複製の品

質は代替物自体より低下 

代替物の寿命が短く、代替物作成頻

度は高い 

代替物と全く同品質の複製作成が

可能 

4)陳腐化への対

応 

閲覧等機器類等の安定的供給

継続の可能性 

ファイルフォーマット、保存・再生

システムの陳腐化への対応 

 

４－４ 論点３ 継続的な管理について 

代替物の継続的な管理について、維持管理の具体的方法及び維持管理にかかる経費に

ついて検討した（要件８及び要件９）。どのような維持管理方法が適切なのか、また、

その方法の実行に要する経費について一定の見通しが立てられるのか等について検討

することとした。 

 

４－４－１ 代替物の維持管理方法・内容について 

歴史公文書等保存用の代替物は、出来るだけ安全且つ簡便な方法で品質維持できる必

要がある。また、媒体変換等が必要な場合には、媒体相互の互換性や媒体変換等の安全

性が確保されている必要がある（要件８）。この要件に照らして、マイクロ化及びデジ

タル化について、維持管理の方法・内容に係る項目として、「収蔵環境の保全」、「媒体

の点検等」、「機器類の点検等」及び「マイグレーション等」を設定して検討することと

した。 

第 1に、収蔵環境の保全について。ここでは、温湿度管理、紫外線防御対策、セキュ

リティ対策等が論点となる。温湿度については、永久保存条件のマイクロフィルムの場

合、温度は２１℃以下に、相対湿度はPETフィルムで最低で３０％、最高でも４０％以

下とする条件がJIS Z6009 に定められている11。長期保存条件のデジタル媒体について

は、CD、DVDの場合、温度１０℃～２５℃、相対湿度４０～６０％で保管できる専用長

期保管庫での保管を推奨12している。紫外線防御対策については、紫外線はマイクロフ

ィルムでもCD、DVDでも劣化要因であるため、マイクロ化、デジタル化に共通して、適

切に講じる必要がある。セキュリティについては、マイクロフィルム、CD、DVD等の可

搬性のある物理的保存媒体の場合、収蔵庫の施錠や入退出管理、個別代替物の利用権限

の設定、利用履歴の管理等が共通して必要となる。これらに加え、デジタル化では、暗

号化等の技術的対応により不正な利用や改ざん等を防止することも視野に入れること

が考えられる。 

第２に、媒体の点検等について。マイクロフィルムでは、定期的に、抜き取りにより

                                                  
11 JIS Z6009 銀-ゼラチンマイクロフィルムの処理及び保存方法 
12 JIS Z6017 電子化文書の長期保存方法、附属書２（規定）主なCD・DVDディスクによる

電子化文書の長期保存方法 
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目視によるカビ、変形、きず、はく離、変色等の有無を検査する。抜き取り検査の頻度

については、JIS Z6009 では 2 年に 1 回とすることを推奨している。CD、DVD等につい

ては、目視による検査項目はマイクロフィルムとほぼ同様であるが、さらに、エラーレ

ートの確認が必要となる。エラーレートの確認により、劣化が進んだ媒体の他媒体への

移行の要否を判断することになる。このエラーレートの確認に関する方法は、

ISO/IEC29121 により国際標準規格化がされている。同規格では、確認の周期を 3 年又

は 3年以下とすることを推奨している13。 

第３に、機器類の点検等について。マイクロ化、デジタル化に共通して、代替物の保

存、再生等のために保有等する機器が確実に動作するか否か定期的に点検等し、性能を

維持する必要がある。加えて、より広い視野で、代替物の再生等に必要な機器類の利用

が可能な技術環境が維持されているか否かについて、技術、市場等の動向を常に注視し

ておく必要があるのも、マイクロ化、デジタル化に共通している。ただし、デジタル化

については、OS やアプリケーション等のソフトウエアを含むシステムの利用可能性を

確保することが、マイクロ化以上に重要である。これらは、上述の媒体の点検等が 1点

1 点の個別媒体のミクロレベルでの状態確認であるのとは異なり、マクロレベルでの代

替物の再生可能性に関わる事項であり、技術環境の変化の様態によって全量的な媒体変

換等の要否を判断する契機、理由となる。 

第４に、マイグレーション等について。適切な維持管理を継続的に行えば、マイクロ

フィルムについては、100年程度の期間であれば、媒体変換は不要であると考えられる。

ただし、個別媒体の点検等により何らかの問題が発生していることが確認されれば、当

該媒体に限って媒体変換を行うことはあり得る。また、再生等に要する機器類が入手不

可能になるなど、技術環境が根本的に変化すれば、全量的な媒体変換が必要になる。こ

れに対して、デジタル化の場合は、現時点では、長期保存に適していることが証明され

た媒体で代替物を作成し、理想的な環境で適切に維持管理を行ったとしても、10～30

年程度に１回は、媒体変換を実施することが想定される。100 年単位では 3～10 回の頻

度となる。個別媒体のエラーレート確認等で問題が見つかった場合は、さらに媒体変換

の頻度が高まる可能性もある。また、代替物の媒体自体に問題が無い場合でも、技術の

陳腐化により再生可能性を担保する環境が失われることが明らかになった時点で、他の

媒体へ変換するマイグレーションや再生環境を別の環境で再現するエミュレーション

が必要になると考えられる。さらに、技術環境の変化の様態によっては、ファイルフォ

ーマットの変換や代替物の再作成が必要になる可能性もある。他の媒体へ変換する場合、

個別媒体レベルで、同一規格の媒体同士での変換もあり得るが、10 年以上の周期では、

ある規格の媒体から別の規格の媒体へ変換することが想定される。この場合、複数の規

格相互で互換性が確保されている必要がある。 

以上のような維持管理の方法・内容については、あらかじめ、長期的な方針、全体的

 
13 ISO/IEC 29121:2009 Information technology -- Digitally recorded media for 
information interchange and storage -- Data migration method for DVD-R, DVD-RW, 
DVD-RAM, +R, and +RW disks. 
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な計画を策定すると共に、維持管理に係る作業等の実績については記録を作成して監査

証跡を残す必要がある。維持管理に係る作業等の実績の記録は、メタデータの体系化に

当たり、記録自体をメタデータ項目として設定する、記録に関するメタデータ項目を設

定して記録との関連づけを確保する等により、統合的に管理する必要がある（要件１）。 

 

４－４－２ 代替物の維持管理経費について 

歴史公文書等の保存用代替物は、その維持管理に要する経費が適切であり、将来的な

経費の見通しが立てられる必要がある（要件９）。今後も国立公文書館が受入れ保存す

る歴史公文書等の数は年とともに増加の一途をたどり、それに伴い、保存用代替物も数

量が増加するという想定を前提として、前節で検討した維持管理の方法・内容に基づい

て、維持管理に要する経費について検討することとする。 

収蔵環境の保全については、まず、スペースの問題がある。代替物の増加は収蔵庫等

のスペース拡大を要請すると考えられる。記録密度の高さではマイクロフィルムよりデ

ジタル媒体が優れており、代替物の収蔵スペース増を招きにくい14。また、デジタル媒

体の記録密度は、技術の変遷と共に高まる傾向にある。したがって、代替物が増加した

としても、特にデジタル化による場合は、収蔵庫の新設など経費増につながるような事

態が直ちに発生するとは必ずしも言えない。温湿度の設定については、わが国の気候を

前提とすると、マイクロフィルム、CD、DVDのいずれでも、空調機器等を用いた管理が

必要と考えられ、機器等の設置・運用の経費が永続的に発生する。マイクロ化とデジタ

ル化の比較では、温度、湿度とも、マイクロフィルムの方が厳しめの設定となっており、

運用経費の高さにつながる可能性がある。セキュリティ対策の面では、収蔵庫の施錠、

入退出管理等については、マイクロ化、デジタル化とも、ほぼ同様の経費が発生すると

考えられる。ただし、デジタル化において暗号化等の技術的対応の「上乗せ」をすれば、

経費増につながるものと考えられる。 

次に、媒体の点検等については、目視による点検は、記録密度の高低から見て、一定

の情報量単位の作業効率では、デジタル媒体の方がマイクロフィルムよりも優れており、

経費も低く抑えられる可能性があると考えられる一方で、デジタル媒体ではエラーレー

トの確認がプラスされるため、点検等の全体としては、経費の高低を一概に論ずること

ができない。また、点検等の実施頻度も、収蔵環境や点検結果等により流動的であり、

経費面の見通しを立てるのは容易ではない。 

つづいて、機器類の点検等について。マイクロフィルム関連の機器類が「プロ向け」

の業務用機器であるのに対して、デジタル化関連の機器類は、一般的な PC や周辺機器

でも、代替物の再生が可能であるので、デジタル化の方が経費負担は小さいであろう。

一方で、技術、市場等の動向については、依存するシステムが複雑である分、デジタル

化の方が多岐にわたる詳細な情報収集等が必要になる可能性がある。 

最後に、マイグレーション等については、100 年単位で考えて、マイクロ化において

 
14 他面で、記録密度の高さは情報喪失のリスクを高めることに留意する必要がある。 
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代替物の全量的媒体変換を必要とする可能性がきわめて低いのに対して、デジタル化で

は数回の全量的媒体変換が確実である。具体的にどの程度の経費が発生するか予測は困

難であるが、マイクロ化と比較して、デジタル化の方が経費面で劣るのは明らかである。

代替物が依存する技術の陳腐化により、マイグレーション等の頻度がさらに高まるおそ

れもあるが、技術環境の変化へ対応するために生じる経費については、マイクロ化、デ

ジタル化とも、不透明な要素が多く、予測や比較は困難である。 

 

 

４－５ 論点４ 利用関連の状況について 

 作成した代替物は、利用者に対して確実な利用の機会を継続的に提供することが求

められる（要件 10）。マイクロ化、デジタル化の双方について、利用の観点から検討

することとした。 

 マイクロフィルムについては、現在国立公文書館では、保存用のマスターフィルム

から利用用のデュープフィルムを２セット作成し、本館及び分館の閲覧室で一般利用

者の利用に供している。マイクロフィルムの利用は、フィルムの本数に応じた箇所・

人数での利用が可能であり、通常は専用のマイクロリーダプリンタを用いて利用する

こととなる。したがって、同時に利用する箇所や人数を増やすためには、必要な数の

フィルムを複製し、マイクロリーダプリンタも設置する必要がある。遠隔地で利用す

るためには、複製フィルムを遠隔地に移送する必要がある。なお、インデックス情報

とコマ情報を関連付けることにより、マイクロリーダプリンタによる迅速な検索が可

能である。 

デジタル媒体についても、マイクロフィルムの場合と同様、情報を記録した媒体の

数に応じた利用が可能である。PC 等の利用機器が必要であるが、一般的な PC で利用

できるファイルフォーマットで提供すれば、専用の機器を備える必要はない。また、

物理的媒体に記録したままでは、複数の場所・人数での同時利用を実現するためには、

マイクロフィルムと同様に、物理的媒体の複製を作る必要がある。デジタル化の利便

性を論じる場合、デジタル化の導入とインターネットを通じた遠隔地からの利用が同

時に実現可能であるとするような風潮もあるが、デジタル化したデータをインターネ

ット経由で遠隔地から利用できるようにするためには、オンライン提供システム等の

整備が別途必要である。国立公文書館が運用しているデジタルアーカイブは、そのよ

うなオンライン提供システムの一例である。デジタル化データの検索についても、イ

ンデックス情報を含むメタデータによる相互の関連づけやデータベースへの搭載な

ど、ツールの活用によって初めて可能になると言える。逆に言えば、オンライン提供

システムというインフラを既に持っていることは、代替物作成の主な目的が原資料の

保存にあるとしても、利便性の面でデジタル化を採用するきわめて有力な動因となる。 

マイクロ化、デジタル化とも、それぞれの特性を活かしつつ、継続的に利用の機会

を確保するためには、論点２及び論点３で繰り返し論じたように、技術環境の変遷へ

の注視及び技術の陳腐化への対応が必要である。 
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表３．利用関連状況に関する比較検討項目 

利用関連比

較検討項目 
マイクロフィルム化 デジタル化 

利用の様態

等 

・複製フィルムを所蔵する場所で

の利用が可能。 

通常は専用機器が必要。 

複製フィルムの本数分の同時利用

が可能。 

・PC 環境で直接閲覧することが

可能（ファイル形式による） 

遠隔地での

利用 

複製フィルムの移送及び専用機器

の設置が必要 

オンライン提供システムがあれ

ば、インターネットを通じた利

用が可能 

・内容の確認にはマイクロリーダ

ー等の専用機器が必要だが、拡

大鏡等を用いて直接フィルムか

ら情報を確認することも可能 

・内容の確認を行うには、PC 及

び周辺機器が必要（ただし、一

般的な PC 等で可能） 

可視性・可読

性 

・色情報の取り込みには、カラー

マイクロフィルムでの対応が必

要。大判の資料撮影には複数コ

マでの対応が必要。 

・ビット深度の設定により、彩色

の有無に関わらず色情報の取

り込みが可能。 

大判の資料については、分割ス

キャニング後にデータ合成を

すれば、単一の画像として取り

扱うことが可能 

検索性 
・インデックス、コマ番号の検索

が可能 

・データベース上の目録情報にひ

も付けされて検索が可能 

 

 

４－６ 論点まとめ 

第４章の最後に、前節まで検討した成果を、歴史公文書等の保存方法としてのマイ

クロ化及びデジタル化の技術面及び経費面におけるメリットとデメリットを比較検

討する観点から整理することとする。 

現時点で、マイクロ化は保存媒体の長期保存性に優れている点がメリットとして評

価できる。100年単位で見た場合でも、理想的な収蔵環境で適切に維持管理されれば、

媒体変換等は基本的に不要であると言える。前章で示した調査事例で、長期保存が必

要な原資料の代替物作成ほど保存媒体としてマイクロフィルムを採用している例が

多く、マイクロフィルムの長期保存性に対する信頼性の高さを物語るものだと言える。

作成及び維持管理の両方のプロセスにおいて規格や標準が確立していること、保存媒
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体の維持管理が容易で長期の見通しを立てやすいこと等も大きなメリットである。撮

影等に使用する機器の性能や撮影技術者の技能等の面から見ても、確立された技術、

規格及び品質で、大量の代替物を効率的に作成することできる。これは、経費面にお

けるメリットにつながる。現時点における懸念材料としては、デジタル化の急速な進

展による大幅な需要の減少に伴い、保存媒体、撮影等及び再生等に必要な機器、人材

等の確保が困難となるおそれがあることが挙げられる。市場、技術等の動向によって

は、現在ほとんど認識されていないマイクロ関連技術の陳腐化という事態を招来しな

いとも限らない。そのような場合は、媒体及び記録された情報が存続していても、否

応なしに別の媒体への変換や再度の代替物作成を迫られ、多大な経費が発生する結果

となるため、今後の動向を見守る必要がある。 

マイクロ化が「完成」された技術であるのに対して、デジタル化は依然として「成

長途上」の技術である。その中で、マイクロフィルムには及ばないものの、デジタル

媒体も長期保存に一定の見通しが立つものが活用可能になってきている。今後も、技

術は急速に著しく発展し、長期保存に資するような国際的な標準化、規格化の取組み

の進展も見込める。しかしながら、そのような技術の発展こそが、デジタル化により

作成する代替物の維持管理の面における将来の見通しに影を投げかけている。特に、

10～30 年に一度必要とされるマイグレーションについて、確実に実行できるのか、

経費はどの程度要するのか等の見通しが立てにくいことなどは、貴重な歴史公文書等

の保存を目的とする代替物の維持管理という観点から見て、不安が残る。また、経費

については、代替物の仕様等によっては、作成及び維持管理の両面にわたり、変動幅

が大きく、予測や試算を難しくしている。一方で、デジタル化は、利用の観点からみ

たメリットが大きい。インターネットによる提供の仕組みが加わると、その利便性が

さらに発揮されるのは疑いない。歴史公文書等のデジタル化画像をインターネット経

由で利用に供するデジタルアーカイブを運用している国立公文書館のような機関で

は、デジタル化による代替物作成を推進する環境は既に整っていると言える。 

このように、マイクロ化、デジタル化、双方に技術面でも経費面でもメリットもデ

メリットもあるというのが結論である。つまるところ、それぞれの方法、媒体の特性

を活かしつつ、原資料の保存状態等の違いにより、複数の方法を組み合わせて代替物

を作成するのが、今後の国立公文書館における歴史公文書等の保存方法として最も望

ましいと言えるのではないだろうか。 
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第５章 結論 

 

５－１ 結論 

 前章までの調査検討等の結果を踏まえて、国立公文書館における紙媒体の歴史公文

書等の望ましい保存方法について、以下の通り、提言をまとめた。 
 
 第１に、基本的考え方として、原資料の保存状態、内容、利用頻度等に応じて、代

替物作成の方法・媒体を適切に使い分ける取組みは、今後も必要である。国立公文書

館が所蔵する歴史公文書等には、和紙に墨書きで虫損等もあまり見られず保存状態が

比較的良好なものもあれば、酸性紙等で、劣化が現に進んでいるもの、今後劣化が急

速に進行するおそれのあるもの等もある。また、公文書管理法の施行に伴い、独立行

政法人等からの移管、民間からの寄贈・寄託文書の受入れが実施されれば、さらに多

様な資料を保存することとなる。このような保存対象文書の多様性に応じて、複数の

方法・媒体の中から最適なものを選択し、代替物作成を実施していくべきである。 
 
 第２に、代替物作成の方法・媒体として、従来実施してきたマイクロ化のほかに、

デジタル化を新たに採用すべきである。この「デジタル化」とは、マイクロフィルム

からのデジタル化ではなく、スキャナ等を用いて紙媒体の歴史公文書等から直接的に

デジタル化することを言う。デジタル化を新たに採用する理由としては、現在の技術

水準等から見て、デジタルデータを長期に安定的に保存・活用することに関して一定

の見通しが立つようになったことが挙げられる。これは、国立公文書館自体が平成

23 年度から電子公文書等の移管、保存、利用システムの運用を開始することにも表

れている。また、代替物を利用する際の利便性においてデジタル化が優れていること

も、有力な理由である。 
加えて、国立公文書館は、歴史公文書等のデジタル画像をインターネット上で利用

できるデジタルアーカイブを既に運用しており、デジタル化による代替物の利便性が

十分に発揮される環境が整備されているからである。 
 
 第３に、上記の「原資料の状態等に応じた代替物作成方法等の選択」及び「デジタ

ル化の新規採用」の方向性に基づいて、代替物作成の具体的取組みについて述べれば、

国立公文書館が保存する歴史公文書等の中で大きな割合を占めている保存状態が比

較的良好な歴史公文書等の代替物を作成する場合は、デジタル化によるべきである。

一方、劣化が現に進んでいるもの、今後劣化が急速に進行するおそれのあるものにつ

いては、マイクロ化による代替物作成を行う必要がある。保存状態が比較的良好な資

料については、代替物を作成する際の優先度は必ずしも高くない。だが、保存状態が
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比較的良好であっても、利用のニーズが高い資料については、代替物を作成して原資

料の利用頻度を下げれば保存に資することとなる。また、デジタル化してデジタルア

ーカイブで利用に供することにより、一般の利用の利便性を高めることもできる。さ

らに、デジタル化を支える技術は今後も時とともに変遷していくことが考えられるが、

そのような変遷の「果実」を活かして新たな代替物を作成することも、保存状態が比

較的良好な資料であれば、可能である。一方、劣化が現に進んでいる資料などについ

ては、代替物作成の優先度が高いので、100 年単位の超長期の保存性について安定

性・信頼性が確保されていると認められるマイクロ化により代替物作成を行う必要が

ある。いずれにしても、代替物作成の方法・媒体の選択に当たって、原資料の緻密な

「仕分け」を行う必要がある。 
 
 第４に、デジタル化により代替物を作成する際には、紙媒体の歴史公文書等の資

料・記録としての価値を維持するのに不可欠な「エッセンス」を再現できる技術、規

格、仕様等に準拠する必要がある。代替物は、オリジナルの紙文書全体の構造や体裁

のほか、書式、文字等の形や大きさ、色などの情報を適切に再現する必要がある。仕

様等の策定は、国内外の先行事例や標準化等の取組みに学びつつ、行う必要がある。 
 
第５に、マイクロ化により代替物を作成する場合、マイクロフィルムカメラにより

原資料を撮影して作成する従来の方法が考えられる。だが、一旦スキャナ等によりデ

ジタルデータを作成した上で、そのデータをマイクロフィルム及びデジタル媒体の２

種類の媒体で保存することも有力な選択肢である。デジタル化とマイクロ化を並行し

て行い、利便性と超長期の保存性を一挙に獲得することができる。この方法の採否に

当たっては、デジタル化とマイクロ化を並行して行うコストと保存の必要性を慎重に

比較考量して検討する必要がある。なお、デジタルデータを作成してマイクロフィル

ム及びデジタル媒体の両方で保存する方法を採用する場合、この方法に関する国際標

準規格である ISO11506 を参照することが考えられる。 
 

 以上の提言の趣旨を尊重して、歴史公文書等の保存方法としての代替物作成方針が

国立公文書館により策定されることを望む。なお、この提言内容は、代替物作成後も

紙媒体の原資料を保存し続ける国立公文書館の基本方針を前提としていることを付

言しておく。 
 

５－２ 今後の課題と展望 

 今後、前節で示した提言の趣旨を尊重して、国立公文書館が代替物作成の方法・媒

体としてデジタル化を新たに採用した場合、作成したデジタルデータを必要な期間適

切に保存・管理するためには、メタデータ、保存媒体、保存環境、継続的な維持管理
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の在り方等について、さらに検討を深める必要がある。いわば「走りながら考える」

こととなるであろうが、内外の関係機関と知識・経験の共有を図るとともに、国立公

文書館自体が平成 23 年度に開始する電子公文書等の移管、保存、利用に係る取組み

の成果も可能な限り活用することが期待される。また、代替化を支える技術が今後も

変遷していくことを前提にして、内外の技術動向を注視しつづける必要がある。 
 代替物作成は、歴史公文書等保存の一つの局面に過ぎない。公文書管理法に規定さ

れる永久保存義務を十全に果たすため、国立公文書館が今後も歴史公文書等の保存の

在り方を大きな枠組みで問い続け、実践を積み重ねていくことが望まれる。 
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歴史公文書等保存方法検討有識者会議（第１回） 

 

             日時：平成22年７月16日（金）10時00分 

             場所：国立公文書館 特別会議室（３階） 

 

議 事 次 第 

 

１ 開会 

 

２ 館長あいさつ 

 

３ 委員紹介 

 

４ 検討の背景及び経緯について 

 

５ 検討の目的及び論点案について 

 

６ 国立公文書館における歴史公文書等の保存等の現状について 

 

７ 代替物の在り方等事例調査の方法と内容について 

 

８ マイクロフィルム撮影等視察 

 

９ 討議及び質疑応答 

 

10 まとめ、次回スケジュール等について 

 

11 閉  会 
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午前９時５８分 開会 

○大津課長 それでは、定刻より少し早いのですが、おそろいでございますので、ただい

まから歴史公文書等保存方法検討有識者会議（第１回）の会合を始めさせていただきたい

と思います。 

 本日は、委員の皆様方には大変お暑い中を、またご多忙の中をお集まりいただきまして、

ありがとうございます。私、当館の業務課長の大津でございます。どうぞよろしくお願い

申し上げます。 

 早速ですが、始めに当たり、当館の高山館長から、一言ごあいさつを申し上げます。 

○高山館長 おはようございます。 

 今、課長からも申し上げましたけれども、本当にお忙しい中、しかもこういう悪い気候

の中、お集まりいただきましてありがとうございます。 

 この会、歴史公文書等保存方法検討有識者会議という長い名前でございますが、こうい

う会議の委員をお引き受けいただきまして本当にありがとうございました。一言、冒頭に

ごあいさつをさせていただきたいと思っております。 

 ご承知の先生もいらっしゃると思いますが、私は本来、アーカイブズの世界とは縁がな

かったわけでございまして、図書館のことをずっとやってまいりました。ところが、ここ

数年ご縁がございまして、公文書館にかかわっております。特に昨年の７月から館長職を

拝命いたしまして、ちょうど１年たったというところでございます。 

 縁あってというお話をいたしましたけれども、振り返ってみますと、最初にアーカイブ

ズの世界とご縁ができましたのが2003年の春であったと思います。当時、福田康夫元総理

大臣が、まだ官房長官をされておりまして、その下で内閣府で公文書館を何とかしなきゃ

いけないということになって、最初は官房長の下での研究会のレベルからスタートいたし

ました。それが官房長官の下での懇談会、そして有識者会議ということを経まして、今回

の公文書管理法という１つの法律ができ上がってくるという、こういうことになってくる

わけでございますが、私もこの研究会、懇談会に参加をさせていただきました。 

 当時大学の教員をやっておりましたので、いろいろ問題点を整理いたしまして、こうい

う問題点があるのではないでしょうかという報告をつくるというのは、これは割と慣れた

仕事でございまして、報告を出しました。ところが、その報告を出しましたら、これを解

決しなきゃいけない。当然と言えば当然のことなんですが、解決しなければいけない。そ

のためには法律をつくらなきゃということになりました。私は法律のことは全くわからな

いということで、懇談会のリーダー役を、後に有識者会議の座長も務めていただきました

尾崎護さんにお引き継ぎをしたわけでございます。 

 その段階で、またもとの懇談会の委員に戻るのかなと思っておりましたら、公文書館の

理事になれというご沙汰をいただきまして、ところが、ご案内のように、大学のスケジュ

ールというのはかなり前広に決まってしまいますので、もう次の年に私は入試の責任者を

務めることになったものですから、最初はちょっとお断りをして非常勤で理事を務めさせ

ていただいて、２年目から常勤で務めさせていただいたところが、昨年の７月になって今

度は館長職をというお話がまいりました。 

 私も自分の能力がわからないほど愚かではないと思っておりますので、とても私には今

のこの激動のときに館長は務まらないというふうに思ったんですが、ところが、今はご案

内のような社会的な風潮がございますので、官界の人がなる、あるいは官の世界に非常に

長くかかわってきた人がなるよりは、おまえみたいなずぶの素人が据わりがいいんだよと

いう話になりまして、そこで大事なお役目を一時お預かりするということになったわけで
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ございます。 

 非常に多くの方々のご努力で法律も成立をいたしました。この法律の下で、これからの

国立公文書館の在り方ということになりますと、これは法の中でも明らかになっておりま

すように、公文書は国民の共有の財産である。そういう視点で、しかも公文書館に移管さ

れた公文書は、これは原則公開であるという基本方針で主権者たる国民が閲覧請求権を行

使することができるということで、それを最大限に実現していくことが国立公文書館の務

めであるというふうに考えております。 

 その結果、現在はもちろんですが、数十年あるいは数百年先の国民への国としての説明

責任を確保するという観点に立って公文書等を管理していくことが大事であるというふう

に考えておりまして、この公文書の活用という面で、現在、私どもといいますか、国立公

文書館が精力的に取り組んでまいりましたのが、ご存じのとおり、インターネットを通じ

て公文書の画像等が利用できるデジタルアーカイブというシステムをつくり上げて、これ

を運用するということでございます。既に平成17年度以来、５年間の運用実績を持ってお

りまして、各方面からかなり高い評価を得ているというふうに考えております。 

 一方、将来の国民の利用に関しましては、公文書を適切に保存しておくということが不

可欠でございますが、その公文書の保存については、従来マイクロフィルムの形で複製を

作成して、それを利用に供するという、そういう取組みを行ってきたところでございます。

この保存の取組みにつきましても、ここでもう一度再検討させていただこうというふうに

考えております。 

 この再検討のきっかけは、ご存じの先生もいらっしゃると思いますが、政策評価・独立

行政法人評価委員会から実はご指摘があったということが、その一端となっております。

しかし、私どもとしては、評価委員会のほうからのご指摘はご指摘といたしまして、私ど

もといたしましては、もっと大きな流れの中で見直しの必要性を検討してまいりたいとい

うふうに認識をしておりまして、その大きな流れの一つが、先ほど来お話をいたしました

公文書管理法の施行を控えて、公文書のライフサイクル管理という枠組みの中で国立公文

書館が所蔵する歴史公文書等の保存の在り方を、もう一遍見詰め直そうではないかと、こ

ういうことでございます。 

 さらには、その背景といたしまして、言うまでもなくデジタル技術の進展・成熟という

ことがございまして、ボーンデジタルと申しますか、デジタル形式で最初から作成されて

いる、そういった公文書について、内閣府を含めて公文書館でも検討を加えまして、一定

の方向性に基づいて今年度は電子公文書等の移管・保存・利用のためのシステムを構築す

るという段階に至っております。 

 この過程では、本日ここにご列席いただいております山田先生あるいは長谷川先生、山

口先生に大変適切なご指導を賜りました。そのような中で、紙文書の保存につきましても、

デジタル技術の活用によって代替化が可能かどうかというようなことも視野に入れまして、

今後の方向性や可能性を見極める時期に来ているというふうに認識をいたしております。 

 そこで、ご参集の先生方のご経験とお知恵をお借りいたしまして歴史公文書等の保存に

ついて、今後の適正、確実な展望を開きたいというふうに考えておりますので、ひとつよ

ろしくご指導、ご助言を賜りたいと思います。 

 お願いをするだけで大変恐縮でございますが、また、簡単でございますけれども、これ

をもって冒頭のごあいさつにかえさせていただきます。よろしくお願いいたします。 

○大津課長 ありがとうございました。 

 それでは続きまして、まず委員の先生方のご紹介をさせていただきたいと思います。 
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 まず、帝京平成大学名誉教授をなさっておられます田中邦麿様でございます。 

 次に、文書記録管理あるいは文書管理アプリケーションのＩＳＯ委員会で委員をお務め

でいらっしゃいます楢林幸一様でございます。 

 続きまして、ＯＭＧアンバセダ、グローバルシステムアーキテクトの長谷川英重様です。 

 続きまして、東京工業大学大学院像情報工学研究所准教授の山口雅浩様です。 

 そして、一橋大学大学院の法学研究科教授の山田洋様です。 

 なお、もうお一方ですが、東京農工大学大学院教授の岡山隆之様に委員をお願いいたし

ましたが、本日ご都合によりご欠席でございます。 

 以上の６名の先生方に、当有識者会議の委員をお願いを申し上げました。どうぞよろし

くお願い申し上げます。 

 続きまして、簡単に当館の役員、職員をご紹介させていただきます。 

 私の隣が、当館の山崎理事でいらっしゃいます。 

 それから、高山館長でございます。 

 その隣が、当館の次長をしております舟久保でございます。 

 その隣が、当館の首席公文書専門官の大賀でございます。 

 続きまして、既に先生方は相互にご面識がおありの方もいらっしゃるかと思いますが、

ご専門の分野をご披露いただきながら簡単に、お一方ずつ、自己紹介を兼ねてごあいさつ

をいただければと思います。 

 まず、初めに田中先生からお願いいたします。 

○田中委員 帝京平成大学の田中でございます。 

 私はアーカイブというより、むしろ記録装置の専門でして、昔は三菱電機という会社で

家庭用ビデオとか、それから業務用のデジタルオーディオ装置の開発をやっていまして、

オーディオのデジタル化の先兵みたいなことをやっていました。その後1993年だったか、

今の大学に移りまして、その移るちょっと前ぐらいから、いろんな記録装置で、一応光デ

ィスク、当時ＭＯの光ディスクが主流だったので、それの国際標準づくりをお手伝いする

ということで、途中では１回ほど委員長もやりましたし、ずっと今でもまだ規格関係は絡

んでいるのと、あと、少し変わったものとしては、人工衛星搭載用光ディスクも基本設計

のところをちょっとかませていただいて、勉強させていただいたりとか、そういうプロジ

ェクト的なところを時々首を突っ込むという、そういうタイプの人間です。よろしくお願

いします。 

○大津課長 ありがとうございます。 

 それでは、楢林委員、お願いいたします。 

○楢林委員 楢林でございます。 

 私はコダックに在籍しておりまして、現在はリタイヤしていますが、現在、コダックの

ほうでもマイクログラフィックスの分野で仕事をしておりますけれども、日本画像情報マ

ネジメント協会、略称ＪＩＩＭＡのマイクロアーカイブ委員会のほうと、ＩＳＯの国内委

員会ではＴＣ171で長谷川さん、田中先生と、それからＴＣ46/ＳＣ11国内委員会の委員を

させていただいており、昨年まで中島さんと一緒に参加させていただいておりました。 

 もともと、マイクロフィルムを使いました文書管理システムのほうをずっとやっており

まして、業界ではマイクロフィルムをずっと、富士フイルムさん、ミノルタさん、キヤノ

ンさんとか、国内のメーカーさんがいらっしゃいますけれどもいろんな分野でご一緒に仕

事をしてまいりました。現在はコンピュータのほうでイメージを取り込んだ技術が非常に

進歩してきましたので、相対的に、情報の検索という点ではマイクロフィルムよりコンピ
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ュータで、今、行われている。特に日本の場合はe－Japanとか電子政府とかそういう関係

で、今、デジタルをもっともっと促進しようということで動いておりますので。 

 マイクログラフィックスというのは、多分アーカイブズの皆さんからは、もうなくなっ

ちゃうんじゃないかというふうに、逆に今心配されている状況じゃないかなと思っており

ますけれども、もともとマイクログラフィックスがコンピュータのシステムと一緒に発展

してきておりまして、現在はコンピュータと一体となったシステムが広く世界で使われて

います。今回の会議ではその辺のところを皆様に、ぜひご理解いただきたいなと思ってお

ります。よろしくお願いします。 

○大津課長 ありがとうございます。 

 では、長谷川委員、よろしくお願いいたします。 

○長谷川委員 ＯＭＧアンバセダの長谷川ですが、40年間ほど日立製作所というところで、

コンピュータのソフトウェアの開発とお客様システムの開発をやらせていただきました。

最後の10年間はほとんど海外を回りまして、標準化の活動ということで、ドキュメント、

セキュリティ、それからオブジェクトとワークフローというような形で、いろいろな方と

接触できまして、卒業後は電子化ですね。紙とかマイクロもありますが、その世界からデ

ジタル化に変わるということで、私はずっとアメリカを40年間フォローしたんですが、よ

く世界を調べると、実はヨーロッパが20年前からインターネットに対する特別な戦略で、

いわゆる電子化を証拠として認めるということで、みずからリスクをとるというアプロー

チでずっと作業してきているということで、そっちのほうをよくフォローを、今、してき

ておりまして、そのあたりをずっと調べた結果として一番アンカーといいますか、電子化

のへそはどこかといったら公文書館ということから、大賀首席さん、それから中島さんを

含め、非常に私は公文書館に関心を持ちました。 

 デジタル技術という面では、ライブラリというのが世界的にアライアンスを組んで非常

に進んでおりまして、モデル化を含めて、非常に活発に活動しているということで、会社

に勤めていたころとは全く違う世界で、この世界は、アナログとコンピュータの世界はか

なり壁があるんですね。アナログをやっている人は、やっぱりアナログの世界に非常に深

いわけですし、コンピュータをやっている人はコンピュータ。 

 私は、ちょうど今、その壁を何とかつなぐのが使命ということで、いろいろやらせてい

ただいておりまして、実はＯＭＧという組織は、今、世界で一番インテグレーション、す

べてのシステムをコンポーネントでプラグ・アンド・プレイをするということを推進して

いる組織でして、2006年からアメリカの政府の19省庁と、それからＮＡＲＡ（National 

Archives and Records Administration）がリーダーになりまして、すべてオブジェクト

でレコードマネージメントをやるというモデルが、もう2008年に完成しておりまして、さ

らにＡＲＭＡ（Association of Records Managers and Administrators）というところと

組みながら、アメリカ自身はヨーロッパに比べると実は記録管理は相当遅れておりまして、

それをうまく連携しようというような形でやっておりまして、いろいろなシステムを組み

立てていくというところでは随分いろいろ勉強させてもらっておりますので、今回はいろ

んなエキスパートの方がおられるので、私は後ろにおりまして、バックからアドバイスを

させていただければと思いますし、またこちらの先生方、法律を含めて、やっぱりすべて

記録というのはリーガルでつながっているので、リーガルの先生たちと仲よくやっていく

のが非常に大事だというので、実は一番、私の今の作業の80％は医療関係なんですね。 

 医療自身をどうやって解決していくかという話が非常に課題なんですが、その世界でも

実は2004年にイギリスのナショナルアーカイブズを訪問したとき400年前の周産期の情報
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が紙で残っていまして、それを今でも皆さんが、イギリスは勉強しながらやっているとい

うような非常に奥行きというかすごさを実は実感しておりまして、そういう意味で、今、

館長さんのお話がありましたように、本当に日本の中のへそであるということを、ぜひ私

としても皆さんと一緒に広げていけたらと思っています。よろしくお願いいたします。 

○大津課長 ありがとうございます。 

 では、山口委員、お願いいたします。 

○山口委員 山口と申します。 

 私は、公文書保存ということとは少しかかわりは薄いかもしれませんが、主に画像に関

する研究をしておりまして、特にアナログの世界にあるものをカメラとかスキャナで取り

込んでデジタル化するときに、できるだけクオリティが高い形でデジタル化をしていこう

というようなことを中心にやらせていただいています。今は主に色がついているカラーの

画像や３次元の画像などを主に扱っています。そのような研究と、大分以前ではあるんで

すが、光ディスクの関係では、医療用にそれを応用するためにその証拠性を保つような形

の保存のシステムをつくろう、また各社で標準的なものにしましょう、ということのお手

伝いなどもさせていただきました。そういったシステムの部分にも興味がございまして、

勉強させていただければと思います。 

 お役に立つかわからないですが、ぜひよろしくお願いいたします。 

○大津課長 ありがとうございます。 

 では山田委員、お願いいたします。 

○山田委員 一橋大学の法学研究科の山田と申します。 

 行政法を専攻しており、しばらく前から情報公開の制度の運用などにもかかわっている

こともありまして、多少は公文書の問題などにも興味はあるのではないかなどと思われた

らしくて、先ほど高山館長のごあいさつにも出てきました福田懇談会あたりから公文書の

問題に、細々とではありますがかかわらせていただいてまいりました。途中から、それこ

そ、なぜか全くわからないのですが、電子公文書の問題を主に担当することになりまして、

以来、耳学問だけは海外視察なんかも含めて随分させていただいたはずなのですが、特に

デジタル技術の話などというのは、いまだにおよそわからないという状況で、毎回会議の

たびに何のお役に立つのかよくわからないなどと言いながら出てきているという状態でご

ざいます。 

 高山先生がずぶの素人だとおっしゃいましたけれども、そうすると私は何なんだろうな

どと思っておりますけれども、何かお役に立つことがあろうかということで出てまいりま

した。よろしくお願いいたします。 

○大津課長 ありがとうございました。 

 山田委員には、もし可能であれば、当有識者会議の委員長をお引き受けいただきたいと

思っておりますが、各委員の皆様方はいかがでしょうか。よろしゅうございますか。 

 では、山田委員、よろしくお願いいたします。 

 山田委員へバトンタッチいたしますので、以降の進行をお願いいたします。 

○山田委員長 それでは、改めてよろしくお願いします。 

 どうもずぶの素人のほうが据わりがいいということもあるようでございますので、よろ

しくお願いをいたします。 

 早速ですが、本日の予定についてお伝えを申し上げます。 

 まず、事務局のほうから配付資料の確認、それから今回の検討会等の課題等々について

のご説明をいただきます。それから、皆様のご議論をいただいて、それから質疑応答とい
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うことにいたしますが、それでは、まず事務局のほうから配付資料の確認、それから、そ

れに基づきまして今回の有識者会議の課題等々についてのご説明をお願いいたします。 

 じゃ、中島さん。 

○中島係長 業務課利用係長兼公文書専門官の中島と申します。よろしくお願いいたしま

す。それでは着座でご説明させていただきます。 

 それでは、まず早速でございますけれども、お手元にお配りしております資料のご確認

でございます。まず、一番頭についておりますのは、本日の議事次第でございます。 

 続きまして、資料１といたしまして「歴史公文書等保存方法検討有識者会議について」

でございます。別紙として先生方の名簿をおつけしております。 

 合わせて２枚でございます。 

 次に資料２でございます。「独立行政法人国立公文書館第３期中期目標等（抄）」でご

ざいます。その参考資料といたしまして「政策評価・独立行政法人評価委員会による『勧

告の方向性について』（平成21年12月９日）（抄）」をおつけしております。こちらも合

わせて２枚の資料でございます。 

 続きまして資料３でございます。資料３からはすべて１枚ものの資料でございまして、

資料３は横長のカラーの資料でございます。「歴史公文書等保存方法検討有識者会議実施

概要案」でございます。 

 続きまして資料４でございますが、「歴史公文書等保存方法検討の目的及び論点案につ

いて」でございます。 

 続きまして資料５でございます。資料５は「国立公文書館における保存の現況につい

て」でございます。 

 続いて資料６でございますが、「国立公文書館におけるマイクロフィルム作成実績（平

成22年３月末現在）」でございます。 

 最後、資料７でございます。資料７は「代替物の在り方等事例調査案」でございます。 

 以上が本日お配りしております資料でございます。お手元にございますでしょうか。よ

ろしいでしょうか。ありがとうございます。 

 なお、会議の資料ということではございませんけれども、当館の概要をご紹介したパン

フレットをお手元にお配りしております。 

 それでは、引き続きまして事務局からのご説明に移りたく存じます。 

 まず、このたび歴史公文書等保存方法検討有識者会議を開催することといたしまして、

委員の皆様にお集まりいただきました背景及び経緯等につきまして、資料１、２及び３に

よりましてご説明いたします。 

 まず、資料１でございます。資料１「歴史公文書等保存方法検討有識者会議について」

でございますが、当館は平成13年４月に独立行政法人となりまして、平成13年度から16年

度までの第１期、それから平成17年度から21年度までの第２期、合わせて９年間の中期目

標期間におきまして、歴史公文書等の適切な保存及び一般の利用に供するなどの業務を遂

行してまいりました。 

 平成22年度から26年度まで、これが今度、第３期の中期目標期間ということになります。

この第３期中期目標期間におきましては、先ほど来、出ておりますけれども、公文書等の

管理に関する法律、こちらが施行されるということを踏まえまして、業務運営の一層の効

率化を実現しつつ、業務のさらなる質の向上や新たな取組みを着実に進めることにより、

館に課せられた責務を十分に果たし、もって我が国における歴史公文書等の適切な保存及

び利用を推進することとしております。 
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 向こう５年間に取り組むべき事項の一つとして、今回の有識者会議を開かせていただき

ました一つの大きなテーマというものがございます。 

 それがこの資料１の１の目的というところでございまして、紙媒体で移管されたまたは

今後移管される歴史公文書等の保存方法について、マイクロフィルム化して保存すること

とデジタル化して電子的に保存することによる技術面、経費面におけるメリット、デメリ

ットを平成22年度末までに民間の専門家等の知見を十分に活用しながら検討し、結論を得

るといたしました。 

 そこで、今回の会議でございますが、従来の取組みを踏まえつつ、将来的な歴史公文書

等の保存方法について検討し、その方向性について結論を得ますことを目的といたしまし

て開催することといたしました。 

 会議につきましては、本日ご出席いただいていらっしゃいます委員の皆様、そして本日

はあいにくご欠席でございますけれども、東京農工大学大学院の岡山隆之先生にご参集い

ただき、また必要に応じて他の関係する方にご出席いただくことも想定しております。 

 会議の開催回数でございますけれども、本日の会議を含めまして３回開催するというこ

とで考えさせていただいております。第２回は10月、そして第３回は12月ということで予

定させていただいております。 

 第２回の開催日程につきましては、本日の会議の最後のところで調整をさせていただき

たく存じます。 

 続きまして、資料２でございます。資料２は「独立行政法人国立公文書館第３期中期目

標等（抄）」ということでございまして、今回の会議に関連する部分を抜き書きしたもの

でございます。第３期中期目標、そして中期計画、そして今年度平成22年度の年度計画に

おいて、紙媒体の歴史公文書等の保存方法についての検討という事項を盛り込んでおりま

す。 

 そして、資料２の参考としておつけしておりますのが「政策評価・独立行政法人評価委

員会による『勧告の方向性について』」というものでございます。こちらにありますとお

り、同委員会のほうから昨年の12月にご指摘をいただきました。全般的な問題として事務

及び事業の見直しということで、その中で、第１、事務及び事業の見直しの２、歴史公文

書等の保存方法の在り方の検討というところでございまして、各府省における行政事務の

電子処理の進展に伴い、国立公文書館への電子媒体による歴史公文書等の移管及び保存が

平成23年度から開始されることも踏まえ、紙媒体で移管された、または今後移管される歴

史公文書等の保存方法について、外部有識者からなる検討委員会の活用や民間への調査委

託などにより、マイクロフィルム化して保存することとデジタル化して電子的に保存する

ことによる技術面、経費面におけるメリット、デメリットを22年度末までに検討し、結論

を得るものとするというご指摘をいただいたところでございます。これが今回の検討に着

手する一つの大きなきっかけとなっているわけでございます。 

 続きまして資料３、横長カラー版の資料をごらんください。 

 資料３でございますが、こちらは現時点で事務局として想定しております今年度の検討

スケジュールをご紹介したものでございます。 

 資料の上半分、スケジュール、そして有識者会議というところの部分をごらんいただき

たいと思います。全体としましては、年内に開催予定の３回の会議でご議論、ご検討をい

ただきまして、最終的に年明け早々に報告書を取りまとめいただきたく存じます。 

 次に、３回の会議の概要でございます。 

 まず、本日開催しております７月16日の第１回でございますが、検討の経緯、目的、そ



 

 - 9 -

れから論点整理、事例調査案等を議題とさせていただいております。 

 次に、第２回、10月に開催予定でございますが、こちらに関しましては、まず国内にお

いて紙媒体資料のデジタル化の先進的取組みを既に着手されている国立国会図書館のご担

当の方にお話をお聞きしてはいかがかと存じます。そのほか各論点の検証や、事務局で行

います事例調査等の進捗状況のご報告、そして最終的な報告書に向けまして報告書の目次

素案をお示しいたしまして、ご議論いただきたく存じます。最後の第３回でございますが、

12月初旬の開催ということでございまして、報告書の素案をお示ししてご議論をいただく

とともに、最終的な取りまとめの方向性についてご検討を賜ればと存じます。報告書につ

きましては、取りまとめ後、当館ホームページ等で公表することを予定しております。ま

た、この３回の会議につきましても議事要旨という形で、委員の皆様のお名前を記載する

形式で、報告書の資料編の中に掲載させていただきたく存じます。 

 資料３の下半分のところ、事例調査の部分につきましては、後ほど資料７によりまして

ご説明させていただきます。 

 続きまして、資料４でございます。資料４は「歴史公文書等保存方法検討の目的及び論

点案」ということでございまして、まず検討の目的というところでございます。繰り返し

になりますけれども、歴史公文書等の保存手段の一つである代替化ということについて、

紙媒体の歴史公文書等の原本の十全な保存を図るためにマイクロフィルム化して保存する

こととデジタル化して保存することによる技術面、経費面におけるメリット、デメリット

について検討し、今後の方針を示すということでございます。 

 次に、検討の論点といたしまして、骨格的なものの案をお示ししております。 

 まず、代替物の在り方についてということでございます。そもそも紙媒体の歴史公文書

等の代替物に求められる、いわば基本的な品質とか要件といったものはどのようなものな

のか、あるいはそれは、もう少し言いますと、オリジナルの紙媒体の文書のどの情報がど

のように、どこまで再現されていれば、それは、いわば一人前の代替物というふうに認め

られるのだろうかといった点について、まずご検討いただければというふうに存じます。 

 その上で、マイクロフィルム化とかデジタル化というような、いわば記録のフォーマッ

トについて、それぞれにおいて一人前の代替物というものが技術と経費の両面でどのよう

にすればでき上がるのか、どのような媒体やフォーマットを選択することが考えられるの

かといったようなことについてもご意見を頂戴できればというふうに存じております。 

 第２の論点といたしまして、法的証拠能力という項目を挙げさせていただきました。国

の機関が業務の過程で作成等した公文書というものは、その作成管理等の文脈から、国の

機関の意思決定や活動の証拠としての一定の信頼性等が担保されているというふうに考え

られますし、また、このたびの公文書等の管理に関する法律というものも、そのような信

頼性を法制度によって確保するということを趣旨目的としているということが言えるので

はないかと思われます。 

 では、その公文書の移管を受けて保存する当館においては、オリジナル文書の保存のた

めに代替物を作成するに当たって、その代替物のいわば証拠としての信頼性といったもの

をどのように位置づけて考えて実現していったらよいのかというような論点について、ご

検討いただければというふうに考えております。 

 続いて、第３の論点といたしまして、代替物及び原資料の長期保存についてという項目

を挙げさせていただきました。紙文書の保存のために代替物を作成したものの、仮にその

代替物が、極端な話を申し上げて、非常に寿命が短いというようなものであるとするなら

ば、たびたびオリジナルの紙文書に返って、それを撮影したりスキャニングをしたりして
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代替物を繰り返し作らなければならない、それによってオリジナルの文書への負荷を繰り

返し、繰り返し行っていくというようなことにもなりかねません。 

 ですので、やはり代替物を作る以上は、その代替物のほうにも頑張ってもらって、代替

物のほうも一定の期間、できるだけ長期の安定性に対する展望が開けている技術によって

作成したほうがよいのではないかということが考えられます。 

 一方で、やはり技術の変遷とか陳腐化といったようなことも避けられないというふうに

考えられます。ですので、その避けられない技術の変遷とか陳腐化といったものを、代替

物や原資料の長期保存という観点から、どのように織り込んで考えていけばよいのか。そ

れから、保存のフェーズでの媒体変換等についてどのような課題があるのか等々について

ご議論をいただければと存じます。 

 また、若干別の視点からでございますけれども、やはり先に申しましたように、繰り返

し代替物作成時にオリジナルの文書に負荷をかけるというのも余りよくないと思うんです

けれども、では、いわばどの程度であれば許容される負荷なのかといったようなことにつ

いてもご意見をいただければというふうに考えております。 

 第４の論点でございます。第４の論点は継続的な維持管理についてという項目でござい

まして、これはただいまの第３の論点と関連性が深い論点と申せましょう。一定の長期の

安定性が確保されている技術によって代替物を作成した場合に、その安定性を確保するた

めのその後の維持管理の方法とか経費ということについても検討し、一定の見通しを立て

ておくという必要があるのではないかということで、このような項目を挙げさせていただ

きました次第です。 

 その他といたしまして具体の論点を挙げておりませんが、例えば代替物の利便性とか使

い勝手といったようなものも検討すべき論点としては考えられるのではないかと考えてお

ります。 

 以上が事務局として想定しております骨格的な論点案でございます。 

 この論点案そのものについてご議論いただくとともに、ここに挙げられていない論点で

こんなことも検討しておくべきだというようなことのご意見も頂戴できればというふうに

存じます。 

 続きまして、資料５でございます。資料５と、それから資料６によりまして、当館の現

在までの歴史公文書等の保存の取組みについてのご説明をさせていただきます。 

 まず、資料５でございますが、基本的な考え方といたしまして、その所蔵する歴史公文

書等は現在120万冊を超えておりますけれども、その120万冊を超えた大量の公文書につき

まして、大量な公文書の長期的な保存というものを可能にするということに重点を置いて、

そのような観点から、傷んでから直すという、いわば事後的な処理的な保存という、これ

が比較的従来の考え方だったわけでございますけれども、劣化を遅らせるという予防的な

保存の対策を強化していくということを、現在、基本的な考え方として位置づけておりま

す。そして、代替物の作成につきましては、既に劣化損傷している歴史公文書等の保存利

用によって生じる原本の劣化損傷の防止を図ること等を目的としております。 

 また、どのような媒体によって代替物を作成するかという点につきまして、オリジナル

文書の種類、使用目的等を考慮いたしまして、マイクロフィルム、それから写真版レプリ

カ、それからカラーポジフィルムなどの使い分けを現在しております。例えば、こちらマ

イクロフィルムでございますけれども、こちらは保存用のマイクロフィルムのマスターフ

ィルムから作った利用用の複製フィルムをお持ちしております。こちらはモノクロのマイ

クロフィルムでございますけれども、このモノクロのマイクロフィルムにつきましては、
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主に公文書の代替物作成というところで用いております。 

 また、こちらは写真本とか写真版というふうに私どもは呼んでおりますけれども、冊子

スタイルの代替物でございます。紙に落とした形のものでございます。こちらですが、当

館は古い時代の日本や中国、朝鮮などの書物等をかなり多数所蔵しております。もともと

内閣文庫という組織があって、その内閣文庫というのは、もとを返せば、徳川将軍家の図

書のコレクション等々を淵源とする、いわば書物のコレクションを多数所蔵しております

が、そのような古い時代の書物の代替物作成に、この写真版、写真本というものを用いて

おります。 

 それから、こちらはカラーポジ、４インチ×５インチのサイズのカラーポジフィルムで

ございまして、こちらに関しましては、カラフルな彩色などが施されている大判の絵図等

の代替物作成に主に用いております。今までのところ、保存のための代替物作成という部

分においては、オリジナルの文書から直接スキャン等によりデジタル化するということは

現在のところまでは行っておりません。ですので、フィルムとか紙とかというような媒体

を今現在使っているということになります。 

 保存のために代替物を作成するという考え方であるならば、すべての所蔵文書の代替物

を作成するというのも、ある理想でございますし、あるいは毎年度新規に歴史公文書等を

各省から、あるいは今年からは司法機関からも入ってまいりますけれども、国の機関から

移管を受ける公文書を、移管後は速やかにすべて全量代替物を作成するというのも理想的

な考え方かと思いますけれども、今現在の当館の現状はちょっとそこまでは至っていない

というのが現状でございます。 

 後で数字でもご紹介いたしますが、代替物を作成できているものは所蔵文書の一部とい

うのが現状でございます。ですので、一部のものから順々にということになりますと、ど

のような文書から優先的に代替物作成を進めていくかということになります。それが歴史

公文書等の選択方針というところでございまして、文書の劣化度、やはり保存状態が悪い

ということになれば、それは緊急性が高いということになります。それから内容とか利用

頻度、公開率でございますね。公文書は原則公開ということでございますけれども、中に

は１冊丸ごと現時点では非公開とせざるを得ないというような文書もございます。逆に、

受け入れてすぐに公開できるといったものもございますので、いわば公開の度合いという

ものは１冊ごとというか、いわば資料のグループごとにかなり異なっております。そうい

ったものを考慮しながら、代替物作成の順序決めをして進めているというわけでございま

す。 

 なお、マイクロフィルム化の作業は原則として館内で行うということにしております。

ちょうど現在、この建物の地下でマイクロフィルム化に係る撮影等の作業を実施しており

ますので、このご説明が終了いたしましたら、委員の皆様には作業の様子を実地にご視察

いただくこととなっております。 

 続きまして、資料６でございます。資料６ですが、マイクロフィルム作成実績というこ

とでございまして、当館は昭和46年、1971年に開館いたしましたが、開館後比較的早くか

らマイクロフィルム化というものに着手いたしておりまして、平成21年度末までに約12万

冊の所蔵公文書のマイクロフィルム化を実施いたしました。先ほど申しましたように、全

体で約120万冊というのが所蔵公文書等の全体量ということになりますので、ちょうど約

10％、約１割というところがマイクロフィルム化を達成したというところでございます。 

 最後に資料７でございます。代替物の在り方等事例調査案ということでございます。ま

ず、事例調査の方針、方向性ということでございますが、まず事例収集の対象といたしま
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しては、時間的制約等々もございますので、国の機関を優先的に調査すると。また、一口

に代替物作成と申しましても、その目的や対象とする情報、資料、文書等は非常に多様で

あるというふうに思われます。中でも、今回の調査といたしましては、やはり例えば公文

書館、アーカイブズ等で保存される永久保存文書等を中心に取組みを調べていくといった

観点で進めさせていただくことを考えております。 

 また、代替物作成時の原資料、オリジナルへの負荷等についても検討するということも

視野におさめたいと考えております。さらに、代替化は当面テキストデータ化ではなくて

画像データ化であるという点にも配慮するということを考えております。 

 続きまして、調査項目でございますが、こちらは先ほど資料４によりましてご説明いた

しました論点の骨格案と対応した形になっておりまして、代替物の在り方、法的証拠能力、

代替物及び原資料の長期保存、そして継続的な管理となっております。 

 最後に調査対象でございますが、国の内外を通じまして国立の公文書館、それから先ほ

ど委員の先生からご発言がございましたけれども、例えば、デジタル化を進めているのは、

どちらかといえば公文書館よりは図書館というところがございますので、図書館も含めて、

国立の公文書館、図書館の取組みを中心に進めてまいりたいと考えております。 

 諸外国の公文書館、そして図書館の取組みにつきましては、訪問調査等ではなく、基本

的に文献、ウェブ情報等、一部メール等々での問い合わせ等で補充するというような形で

調査を実施することを予定しております。 

 以上、駆け足でございましたけれども、事務局側からのご説明でございました。どうも

ありがとうございました。 

○山田委員長 ありがとうございました。要するにマイクロフィルムの代替物としてデジ

タルが成り立つかどうかということを検討するということのようですけれども、いずれに

しろ、現在のマイクロフィルム化というのがどうなっているのかを見てみなきゃいかんと

いうことで、これから館内におけるマイクロフィルム化の現場を視察するということです

ので、ここで席を離れまして現場に行ってみたいと思います。 

 

（マイクロフィルム撮影等視察） 

午前１０時４６分 視察 

～ 午前１１時１１分 再開 

○山田委員長 それでは再開させていただきます。 

 視察の前に事務局のほうからご説明をいただきました点、特に資料４のこれから検討す

べき論点、それから資料７のそれを踏まえた事例調査の在り方などにつきまして、ご意見

あるいはご質問をちょうだいしたいと思います。多分論点なども、相互に関連すると思い

ますので、あえて順番などはつけずに自由にご発言をいただければと思います。 

 それではどなたか、どうぞ。 

○楢林委員 今、作業を拝見させていただきましたけれども、今の作業はマイクロフィル

ム化ということなので、若干マイクロフィルムについて歴史的な部分も含めて、ちょっと

お話ししたいと思うんですが。 

 マイクロフィルムというのは1928年に16ミリフィルム、先ほど中島さんがサンプルをお

出しになりましたが、あれが開発されまして、そのときは実際に、これですね。こちらは

銀行の小切手を撮影したというアプリケーションが最初なんですね。ですから、ビジネス

活動の証拠としてその小切手の控えを銀行が持っていると。訴訟になったときにはそのフ

ィルムで銀行側は対応したというのが始まりなんですね。ですから、この段階は紙をフィ
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ルムにしたというアプリケーションです。 

 1930年に35ミリのフィルムというのが開発されまして、このフィルムを使って1934年に

新聞の紙面をフィルムにするという作業が始まりました。これは紙からフィルムというこ

となんですけれども、ビジネスの証拠としてというよりも、保存のために新聞紙面を将来

に残すためにフィルムに記録する作業が始まったというような歴史がございます。 

 この新聞の紙面につきましては、その後、アメリカの話ですけれどもフィルムでずっと

保存されていたものが、その後のデジタルの出現で、ナショナル・デジタル・ニュースペ

ーパー・プログラム(National Digital Newspaper program http://www.loc.gov/ndnp/)

ということで、フィルムからデジタルに変換されています。これは現在もクロニクリン

グ・アメリカ(Chronicling America http://chroniclingamerica.loc.gov/)というプロジ

ェクトでどんどん進んでいるんですけれども、1860年から1922年の間のフィルム化された

新聞紙面からデジタルに変換してアクセスできるようにするというプログラムで、この間

も、日露戦争のときのアメリカの記事がデジタル化されて読めるようになって、そのとき

に見ると、何かワールドカップを観戦しているように特派員が現場にいて記事を新聞社に

送って、そういうものがそのまま、今、デジタルで読めるようになっています。これは紙

をフィルムからデジタルにしたというところなんですね。 

 1980年代になりますと、ドキュメント・スキャナが出てきまして、これは紙をデジタル

にするための技術ですね。こういうものが出てきました。 

 1995年には、ドキュメント・スキャナで紙からデジタル化されたものをフィルムに変換

する。あるいはボーンデジタルのイメージをフィルムに記録するという、デジタルからフ

ィルムという技術が普及し出したんですね。 

 ですから、そういう歴史で紙からフィルム、フィルムからデジタル、それから紙からデ

ジタル、デジタルからフィルムという、それぞれのメディアの変換ができるようになって

きています。この間にマイクロフィルムというのは材料、ここにサンプルがありますけれ

ども、このすべてが規格化されています。この枠ですね、これが規格化されている。それ

からリールが規格化されている。それからフィルムの幅、それからリールの軸穴ですね。

全部規格化されていますので、世界中のどこのメーカーの機械を使ってもこれがかかると

いうふうに規格化されています。 

 そんなことで、今回の会議のテーマがフィルム化かデジタル化かという諮問になってい

るんですけれども、私の考え方ではフィルム化か、デジタル化かではなくて、目的が今、

そもそも違う。フィルムというのは保存ですね。デジタルはアクセスというふうなのが、

それぞれの大きな特徴になっていますので、デジタルで保存というのは、ちょっと現在の

技術段階では無理があるというのが、多分世界中のアーカイブズの組織の方々が言ってい

らっしゃることだと思うんですね。 

 ただし、コンピュータシステムというのはイメージを扱う部分ではどんどん便利になっ

ていますから、日本にいながら世界中の紙の情報にアクセスできる。それがデジタルで得

られる。そういう特徴がありますので、公文書館に移管されたものをどうするかというの

は一般国民に知らせるということが一つで、もう一つは保存するという二つの目的がある

と思うんですね。それを両方達成しなきゃいけないというのが、多分使命だと思うんです

ね。 

 それについて、マイクログラフィックスの側から一つのソリューションがございまして、

デジタルをフィルムという先ほど申し上げました技術が現在できていまして、デジタルか

らフィルムにすることによって長期保存ができる。マイグレーションだとかエミュレーシ
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ョンだとか、やっかいなことにとらわれずにフィルム化してしまえば、それは管理さえき

ちんとすれば500年以上保存できるというのが、今のメディアなんですね。 

 逆にクロニクリング・アメリカのように、過去に蓄積していたマイクロフィルムからデ

ジタルにできるんですね。それの日本での一番いい例は公文書館のアジア歴史資料センタ

ーで、今、デジタルで提供されている情報だと思います。これは公文書館で管理されてい

た文書をマイクロフィルム化して、そこからデジタルにしてアクセスに供している。世界

中の人が見られるんですね。一方で、フィルムはそのまま長期保存で将来に引き継げると、

こういう事例がありますので、公文書館の事例として、よく考えていただく必要があるな

というふうに思っております。 

 以上でございます。 

○山田委員長 ありがとうございました。 

 どなたかほかの方、ご発言がありましたら。 

○長谷川委員 今おっしゃった保存が大量になる中から選択してアクセスのほうに出して

くるというプロセスですよね。だから、そこのアクセスの度合いというのが、今後どうい

う形に広がっていくか。 

 ですから、図書館の場合というのは非常にアクセスを国全体に開くというか、めちゃく

ちゃに集中するので、それの逆に保存というよりは、退避というかバックアップで、いわ

ゆる性格から言うと、磁気ディスクにあると非常に高くなるから、光に入れて、でもアク

セスもできるし、それに復旧するのもオンラインでできるというような多分つながりが出

てくるので、そのあたりのアクセスが公文書館全体に見られて、どういう形に移っていく

のかなというのを、少しコンセンサスをとっていくのが大事じゃないかなというふうに私

も思います。 

 それで、今ＩＳＯなんかでも、ＣＯＭからマイクロとデジタルの両方を持って、こっち

はアクセスに利用してこういうふうにやりましょうというのと、あと非常に大事な点は何

かというと、今後、多分ますます重要になってくるというのはメタデータのところだと思

うんですよね。結構、今、だから証拠性という意味でメタデータをずっと中に入れている

んですけれども、今度、マイクロと媒体の光の場合をうまく運用でつないでいくためには、

そのメタデータをうまく合わせているんですよね。ですから、さっきマイクロの中に埋め

たのと、同じように光のほうに持っていっても供用できるようにメタデータをきちっと管

理していく。 

 多分、今度は紙そのものもそうでしょうし、いろいろな度合いによって、多分アクセス

の度合いとかによって、公文書館さんの場合、非常に幅広く取り扱っているので、それを

管理していくためのメタデータの設計というものを、やはり今回いろいろ議論する中で答

えを返していくというのが、多分向こうから、評価委員会とか何か言われている一つの話

として、今までと違う点は、やっぱり何だかんだ言っても紙自身の保存価値というか紙自

身が持っているというのを全部置きかえるというのは、多分できないわけでしょうから、

当然、だから紙の技術とか紙を使ってやっていくという技術と、それからマイクロをやっ

ていく、使っていくときの技術というのと、それから光に持っていくというような技術を

多分整理されて、メタデータを管理するとかということを維持されていくのが、多分非常

に、この公文書館だけじゃなくて、日本全体で電子化していくにおいても、多分ここが一

番きちっと考えられて、さっきの記録はお金を出しても買えないやつですよね。だから、

逆に言うと、余り値段がつくとみんな、これは価値があるとだれでもわかっちゃうんでし

ょうけれども、逆に値段がつかないほど価値があるということはなかなかわからないんで
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すけれども、そういった形をうまく整理されていくと非常に価値があるし、そこが重要じ

ゃないかなと思います。 

 それから、メタの整理が出てくると、技術的にも、そこにリンクして知識とかいろんな

ものを、産業界とか何かいろんな人が、先生なんかが研究されている成果もどういうプロ

セスでどういう価値があるというのが、その社会的価値が出てくると多分、実際に研究さ

れている方とか何かもつないでいけるようになっていくんじゃないかなと、今、ご説明を

聞いていて、そう感じたんですが。 

○楢林委員 今、ちょっとそのお話が出ましたんですけれども、これからはデジタルでも

受け入れるという将来の方向が出ておりますけれども、そうなったときにやっぱり必要な

のは、インデックス・ファイルをどうするかということだと思うんですね。電子記録も含

めて、本来ですと現用期間中のファイル・リストがきちんとしていて、それがそのまま現

用文書が終わったときに公文書館に引き渡されると。公文書館ではそのリストに変換した

ときの代替物のアドレスですね。光でしたらボリュームとか、マイクロフィルムですとフ

ィルム番号と、先ほど撮影していたときに画像の下に四角いマークが写っていましたが、

あのマークの先頭からの番号ですね。あれさえあれば現用文書がすぐ、今、大賀首席さん

のところにあるフィルムを装置にばしゃっと入れて、ここに何番のフィルムの何こま目に

その簿冊があるかというのはリストでわかりますから、その番号さえ押せば、その簿冊の

先頭がばっと出てくるんですね。ですから、平均しますと、時間にして、機械が動いてい

る時間ですと平均これに6,000枚ぐらい入るんですか。 

○大賀首席公文書専門官 1,200。 

○楢林委員 1,200枚ぐらいですか。１ページ目が出てくるのに、多分平均12秒ぐらいだ

と思うんです。ですから先頭にあればもっと早いし、後ろにあればちょっと遅くなるぐら

いで、非常にマイクロフィルムというのは遅いというようなイメージを、皆さん、ちょっ

と思われているんじゃないのかなという印象を受けるんですけれども、意外と早いんです

ね。それはインデックス・ファイルさえきちんとできていれば早い。ですから、本来です

と電子化された場合でも、現用文書の各省庁に、マイクロフィルムにする文書であれば、

それが何番のフィルムの何こま目に写っているというような情報が追加できるようなファ

イルを作成していただき、公文書館はそこへフィルム番号とこま番号を付け加えるだけと。

そういうようなことをやられると、電子、光、それからマイクロ、紙、それぞれを１つの

統合したインデックス・ファイルができるということですね。 

○長谷川委員 それが、今、館長さんも最初おっしゃったように、今までは、だからどっ

ちがいいとかこうだとかという自分の特性ばかり言っているんだけれども、そうじゃなく

て全体がつながった形で、今アクセスとしてどれぐらいの量でどれだけの使い方であれば

保存性優位でアクセスがこれだけで運用するといいよと。だけれども、それはどれぐらい

の量まで変わってきたらどうだというような形を描くと、やはり皆さんが、ああ、そうか、

だから電子化がステップアップすると思うんですけれども、今はどっち、こっちでみんな

が迷っていて、だれかちゃんとした人がやってくれる事例が出ることをみんなが待ってい

るというのが、電子化のネックなので、今、非常に大事なことをおっしゃっていたと思う

んですよね。 

○楢林委員 公文書館に移管されてからもオンラインのレポジトリに入れておくのか、光

ディスクで持っておくのか、紙なのかマイクロフィルムなのか、そういう切り分けを、や

はり対象物ごとにしていく必要があるわけですね。そこをきちんとしないと、マイクロ化

しないでマイクロ化なんて、そういうことはないと思うんですけれども、そういう。 
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○田中委員 ちょっと質問があるんですけれども、マイクロフィルムに入れておきますよ

ね。そうするとマイクロフィルムというのはどこかで劣化するわけですよね。 

○楢林委員 そうですね。 

○田中委員 それで劣化すると、絵はどうなるんですか。やっぱり劣化したままですか。

次に移しますよね。そうすると、劣化した状態が次のところへ移ると考えて。 

○楢林委員 そうですね、劣化した場合はですね。 

 先ほど申し上げましたが、マイクロフィルムは1928年のときにはフィルムがアセテート

ベースだったんですね。これは高温とか多湿の中に置いておきますと、お酢に変わっちゃ

うんですね、ベースが溶けて。そういうのが途中でわかりまして、今はポリエスターベー

スにかわっています。今は公文書館さんとか…… 

○田中委員 私の質問は、アナログだから、しょせんどこかで劣化するんじゃないかと思

っているので。 

○楢林委員 現在のマイクロフィルムは、私どものフィルムですと、これは富士フイルム

さんも同じなんですけれども、こういうパッケージに入っています。この場合ですと、こ

こに温度21℃、湿度50％で管理した場合LE500、500年もちますというフィルムなんですね。

ですから、この温湿度環境で管理していただければ500年はもちます。これはＩＳＯの規

格です。 

 その前のアセテートのフィルムは100年なんです。 

○田中委員 500年ぐらいたつとどういうふうになるんです。 

○楢林委員 そのままですね、この環境で管理されれば。 

○田中委員 例えば600年ぐらいになってくると、だんだん薄くなったりするんですか。 

○楢林委員 いや、それはないと思います。高温・多湿で管理した場合という質問でした

ら、やっぱりさびというか、銀塩ですから銀がさびる。 

○田中委員 何かアナログというのは、しょせんはどこかでは劣化すると思っているんだ

けれども。 

○楢林委員 いや、これはデジタルより劣化しないんです。例えば磁気テープですと、ど

この会社でも３年に１回ぐらいリフレッシュしていますよね。これは必ずやっています。

それから光ディスクですと、私どもは前は光ディスクをつくっていたんですけれども、す

ごく高品質の光ディスクでも100年ぐらいですね。今あるＬＥ500というのは、市販されて

いるメディアでは最長なんですね。現在、ちょっと新聞なんかで読んだあれですと、日立

さんが、例えば石英ガラスの光ディスクをつくったとか、他でもチタンのメディアをつく

った。これは何十万年でしたっけ、何かそんなにもつというような話もありますけれども、

現状使われている中では、マイクロフィルムと紙が一番、ちゃんと管理した場合ですけれ

ども、長いと思います。 

○高山館長 私が質問させていただいていいかどうか問題ではありますけれども、ちょっ

と先生に伺いたいんですが、今のご質問に関連して言いますと、やっぱりアナログの劣化

というのもアナログ状で、ずっと劣化をする、非常にこれは長時間をかけてなんでしょう

けれども、いくわけですね。そうすると、例えば色が変色をするとか、あるいは輪郭がぼ

け始めるとかという状況があって、非常に全体として見たときには、きちっともとの情報

というものを記録し得ていたとしても、部分的に多少の劣化状況が起こってくるというよ

うなことになって、それで例えば500年、1,000年という長い時間を考えますと、それを次

の媒体にマイグレーションするという段階では相当程度いろんな部分が劣化しているので

はないかと素人判断するんですけれども、そうなったときに、その劣化した今のフィルム
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というものを原本としてさらに新たなものをつくるのではなくて、やっぱり今あるその紙

の原本というものを保存しておく必要があるのかないのかですね。もう紙は捨てていいん

だよと、今のもので、そこまで劣化しないある一定のこういう状況の中で次の媒体にマイ

グレーションすることできちっと情報は保存伝承できるんだということになるのか、その

辺はどうなのでございましょう。 

○楢林委員 その話は、まずもって紙は価値があるのかと。紙そのものに価値があるかど

うかが一つの基準ですね。価値があればそれは取っておかなきゃいけないですね。使うの

は代替物でというところになると思うんですけれども。 

○高山館長 でも、よく研究者は紙そのものを触ってみなきゃなんておっしゃるんですが、

紙はちょっと置いておいて、情報そのものというふうにして考えた場合、どうでございま

しょう。 

○楢林委員 情報そのものでしたら、マイクロフィルムにしておいて、湿度とか温度管理

と、あと銀に影響を与えるような揮発性のガスですね。例えばペンキを塗ったところに置

かないとか、そういうものを守っていただけば、もし、もっと長期に保存したければ、こ

の21℃というのを２℃ぐらいに落として、湿度はそのままでというようなことをしていた

だければ何千年ももつという、これはメーカーが出した数字じゃなくて権威のある研究機

関、これはＩＰＩ（Image Permanence Institute）という機関が多分一番、権威があると

思います。そこがそういう研究結果を出しておりますので、その辺は一番安心されると思

うんですね。 

 それからもう一つ、これは私が大好きなポスターなんですけれども、こういうふうなも

のがございます。これは2003年にコダックのマイクロフィルムが75周年を迎えたときにつ

くったポスターなんですけれども、1928年に初めて、先ほど申し上げた銀行の小切手を撮

影する機械を発売したんですね。そのときにニューヨークの銀行の担当者が小切手のサン

プルを持って、コダックの本社がニューヨーク州のロチェスターというところにあるんで

すけれども、そこで撮影したんですね、テスト的に。それでお土産としてフィルムを持っ

て帰った。そのサンプルを自分の机の中に入れておいて、忘れていたと。17年ぐらい経っ

て机を整理していたらフィルムが出てきたんですね。その人が当時でも、やっぱりマイク

ロフィルムというのは長期に保存できるのかという疑問を呈する方がいらっしゃったんで

すね。そこで、このサンプルをあげるんで、そういう疑問を呈する人に対して17年間全く

何もしなくても使えるよということを証明しなさいというようなことを書いた手紙を付け

て送ってくれたんですけれども。 

 1928年につくったフィルムは今の機械でも読めます。ただ、先ほどおっしゃっていた酸

化するという古いフィルムですね。そういうものは、それなりに劣化はしているんですけ

れども、読めます。その劣化の問題は世界中で随分前から問題になっていまして、今の方

法は、劣化したフィルムをポリエスターのフィルムに複製するということを進めておりま

して、そうすればまたそのまま、劣化する前にやるのが一番いいんですけれども、そのま

ま使えます。なかなか予算の関係があって、すぐに全体を全部できないので、やはり優先

順位をつけて検査をして、順次フィルムの複製をしていくというのは日本でも行われてい

るんですね。 

 さっき先生がおっしゃったのは、どのぐらい変化するのかというのは、やはりＩＳＯで

は年１回サンプルを抽出して検査しなさいという検査基準がありまして、それを見れば全

く問題なく、検査の結果でですね、何か問題があれば複製をつくる。 

○高山館長 これは理屈のための理屈みたいなものですけれども、アナログ的に劣化して



 

 - 18 -

いくという状況の中で、例えば100年に一度マイグレーションすれば大丈夫だよ、あるい

は500年に一遍やればいいよという通常の情報を情報として我々人間が理解をするという

ことであれば、それで済むのかもしれませんけれども、厳密なことを言いますと、将来ど

ういう情報が必要とされるかわからないという状況の中で、例えば非常に雑駁な表現にな

りますけれども、もとの情報の総量を100とした場合に99まで情報が再現できても１％は

劣化して再現できないというふうになっていたときに、100年に一遍をずっと繰り返して

いくと、最初の１回は１％の情報減で済むんだけれども、それを何回も繰り返していると

それが10％になり、50％になりということになっていくのではないかという危惧を持って、

ご質問をしたわけです。 

○楢林委員 それはありますね、複製を繰り返せば。 

○高山館長 そうなると、やっぱり紙の原本をそのまま残しておけという人たちの一つの

論拠は、やっぱり紙へ戻ってもう一遍撮影し直したほうがいいのではないかということが

一つの論拠となることと、それから、多分先生がおっしゃったように、アナログじゃなく

てデジタルでやれば100％マイグレーションできるわけだから、仮に経済的には合理性が

なくても、すなわち、ものすごくコストがかかるとか、手間もかかるということがあった

としても、デジタルからデジタルへという変換をしていったほうがいいんじゃないかとい

う議論が出てくるのかなというふうに思うんですが。 

○楢林委員 そこはおっしゃるとおりだと思います。これは運用上の問題だと思うんです

ね。おっしゃるとおりのことが世界中の公文書館でできれば、今は何もこんな問題は起き

ていないんです。なぜデジタルに問題があるかというのは皆さんが理解されていて、マイ

グレーションと簡単に言いますけれども、それぞれ、いつＯＳが変わっているのか、どん

どん変わっているんですね。そういうものを本当につかめるだけのメタ情報をファイルご

とにつけて、将来定期的にこういう変化が来たときにこのファイルはマイグレーションし

なきゃいけないというような決定が果たしてできるのかというと、ちょっと難しいような

気がするんですね。 

 アメリカで今ＥＲＡ(Electronic Records Archives)やっておりますよね。あれについ

ても、何かちょっとコンセプトと現実とがかなり違うというのが、だんだん最近わかって

きているようなんですけれども、例えばあるファイル、国勢調査票が何億枚とございます。

それを将来に引き継ぐと、そこだけ考えましたら、マイグレーションでもエミュレーショ

ンでも、どちらでも多分そのままいくと思うんですね。 

 ところが公文書館の場合、各省庁からいろんなファイルがきますね。統一規格がされて

いるわけじゃないです。それを全部預かって、きちっと適切にマイグレーションするとい

うのは、多分世界中の公文書館でできているところはないんじゃないかと思うんですね。 

○山田委員長 ありがとうございました。 

 それじゃ山口先生、何か。 

○山口委員 今、原本を捨ててよいかということですけれども、確かに保存の場合はデジ

タルであれば、マイグレーションさえすれば原理的には劣化しないという話はあるのです

が、そもそも紙からデジタルにするときにそこで落ちてしまう情報があります。紙からデ

ジタルにするときに、ここまでをデジタルの情報にしておけば十分というのがわかってい

ればよいですが、例えば紙だけでなくてインクの種類であるとか細かいかすれ具合とか、

そういったことを気にする場合には、その時点でフィルムであってもデジタルであっても

問題になってしまいます。ある限られたものに関しては捨ててもよいということはいえる

かもしれませんが、紙からデジタルにする技術も年々進んできますので、今デジタル化し
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たとして、10年後であれば、もっと安い費用でより詳細な情報をデジタル化できる訳です

ので、もう一度紙のほうに戻ってデジタル化をやり直す方がよいというようなことが起き

てくるのではないかと思います。 

 もう一つは、先ほどのデジタルからフィルムをつくるというお話なんですけれども、そ

の使い勝手としてフィルムをつくるのと同じような形で撮影をして、そのままデジタルは

デジタルで保存できるというシステムはある程度使えるような状況なのでしょうか。 

○楢林委員 デジタルからフィルムですね。これは、その前にボーン・デジタルの場合は

デジタルからフィルム化できる、それから紙文書の場合はスキャナが入って、スキャナか

らフィルムへということで。 

○山口委員 そういう統合的なシステムができているのでしょうか。 

○楢林委員 ええ。これはベスト・プラクティスがございまして、一例を申し上げますと、

アメリカにＰＲＩＡ(The Property Records Industry Association)という組織がござい

ます。これは、米国の地方政府、カウンティの登記所の集まりみたいな協会がありまして、

不動産を売買するとそこに証書を登録しておくところで、基本的にはカウンティの登記所、

それから弁護士とか不動産業者などが一部賛助会員で入ってつくっています。ここはもと

もと、登記書類が出されてきますとマイクロフィルムに撮影していたんですね。それで保

存をしていたんですけれども、ドキュメント・スキャナが出てきました。そのドキュメン

ト・スキャナのイメージをフィルムに書く技術ができましたということで、現在は文書が

提出されますと、それをスキャナでまずスキャニングしちゃうんです。イメージはそのま

まアクセスできるようにオンライン・レポジトリに置いておいて、その同じイメージをフ

ィルムに書いて永久保存すると、そういうことが実際に行われています。これは政府がや

っている事例です。 

○山田委員長 素人考えでも、マイクロフィルムはマイクロフィルムで保存にはいいだろ

うし、利用とかということになればデジタルのほうがいいというのは、それはそうだし、

デジタルのほうが100％保存ができるという意味ではいいというふうな、どちらもいいこ

とがあるのはわかるわけで、それなら両方取っておけばいいに決まっているわけなんだけ

れども、先立つものがそれについていかないから多分こういう問題が出てきているんだろ

うとは思うんですが、コストはそんなにかからないで、例えば従来のマイクロフィルムと

余り変わらないコストでおっしゃったようなことができるということなんでしょうか。 

○楢林委員 １工程でできるんですね。まず先ほど見ていただいたのは撮影機で撮影して

いましたね。日本のオペレーターというのはものすごく技術が高いので、多分ほとんど失

敗していないと思うんです。アメリカなんか行くと結構、失敗が多いんですね。そうする

と、それをなくすためにはこの紙をだーっとデジタルにスキャニングしちゃいます。それ

でチェックすれば、１ページ、これが折れ曲がって写っていたとすると、ここのページだ

け入れ替えちゃえばいいんですね。それで完成品が、高品質のイメージができ上がったら、

それをフィルムに書いちゃう、あるいはそのイメージをアクセス用にオンライン・レポジ

トリに保存する。 

 そういうようなことで、従来の撮影のかわりにスキャナ、それからフィルム書き込み、

それから保存ですね。撮影機の代わりにスキャナを使うということで、コストは二重にな

らないというのが大きな特徴で、こういうところが採用された事例だと思いますね。ＰＲ

ＩＡで実際に今までマイクロだけでやっていたときに比べるとコストがすごく下がってい

るということで、全米の地方政府が採用しているということです。 

○長谷川委員 今回は画像が前提ですよというスコープが決まっているので、このスコー
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プは大事だと思うんですけれども、実は医療なんかの世界は、今、アメリカなんかでは紙

のカルテから全部イメージスキャンして、それにメタデータをつけるんですけれども、そ

のイメージで処理をしているというのが、アメリカはものすごく医療で広がったわけです

ね。それに対してヨーロッパはどっちかというと標準化を先行してコード化をやって、書

く量を非常に少なくして、いわゆるキャラクターというか、そういう情報が入っているわ

けです。 

 何が違うかというと、中身を処理できないんですね。できるかどうかなんです。要する

に電子化するというメリットの一つは、中のデータをどう分析するかというところにメリ

ットがあって、イメージにして入っていくということは、すなわち人間がそれを見るとい

うのであればいいんですけれども、機械処理というのは、そういう意味では非常に制約が

あるわけです。 

 別に僕はイメージを否定しているんじゃなくて、今ヨーロッパが医療をそういうことで

先行しちゃったものですから、アメリカが焦って３兆円かけて政府がばーっとやっている

のは、今、逆にイメージのほうは抑えて全部コード化しろというふうに走っちゃっている

んですね、逆に。 

 そうすると、もう一つは、あとはキャラクターというものと、それからイメージの場合

って容量が全然違うんですよ。イメージにすると記憶容量がめちゃくちゃにいっぱい、15

倍ぐらい食っちゃうんですね。 

 結局はだから、最終的には山田先生の経済的あれじゃないんだけれども、どういうフレ

ームワークにして、どういうふうにやっていくということをやっていない限り、どっちが

いいかという議論をやっていると、僕は何を言いたいかと言うと、今、アメリカはイメー

ジをとめて、全部キャラクターというか分析できるのに、ばーっとやっているんですよ。

なぜかというと、政府が３兆円かけてそっちへ行けとやっちゃっているから、今までイメ

ージを使ってすごくうまくいっていた人たちが、みんなブレーキかけられているわけです

よ。だから、あれはやっぱり同じようにより戻しが起きて、イメージとキャラクターをア

メリカはうまくやったほうがいいよというふうに必ずなるに違いないと思うんですけれど

も、だから、それぞれの特性を、やっぱり大事なのは、イメージの人たちだけと話をする

と絶対イメージのいい話ばかりするし、デジタルの話をするとデジタルの話ばかり、いい

話をしちゃって、それはマイグレーションをやればできますよと理論的にはわかるんです

けれども、結局そっちに一回、公文書館というか、世界は動いたんですよね。やってみた

らめちゃくちゃに金がかかって、話が見えていないところでめちゃくちゃに金を払うとい

うことでこういうより戻して。 

 それから映画の世界も、確かに映画も何回も使っていると雨が降りますよね。デジタル

だったら雨は降らないんですけれども、今度それを保存しようというところがネックにな

っちゃって、またより戻しが起こるというので、この電子化の世界って世界中でより戻し

が起こっているんですね。 

 私は、やっぱりヨーロッパの知恵を学んだほうがいいと思うのは、彼らはそういうフレ

ームワークをきちんと決めて標準化で全部やっていきましょうというアプローチをとりな

がら、それはものすごく公文書館さん的な発想なんですよ。ものすごく段階的に粘り強く

やるんですね。アメリカは、すぐにこっちだといって、すぐお金を計算するほうに走るん

で、こうなっちゃうんですけれども。 

 ただやっぱり、私がヨーロッパ20年間の歴史を全部整理して感心したのは、ものすごく

きちっと積み上げていくという世界と、それから2004年にイギリスのナショナルアーカイ
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ブズにいったときにイギリス全土の電子化のための大事なフォーマットとかを全部公文書

館に集めて、それを管理してあげて公開しているんですね。ということは、この電子化の

世界で一番まずいのは何かというと、こうやればやれるなんて勝手に全部やられたら、こ

れは多分答えはないと思うんですね。 

 だから、そういう意味でいくと、今回形を出されたのは非常にいいことで、しかも今ど

んどん、どっちもすごいエキスパートの方が集まって本音で議論、山田先生とか山口先生

のような方がおられて見ていて、それはこういうふうに考えたらいいじゃないですかとい

うようなことでまとめていっていただくと、多分いい結果が出るんじゃないかなというふ

うに私は思うんですが、要するに、やっぱりいろんな意味のフレームワークをきちんとつ

くっていかれて、それが公文書館さんの国としてのすごい役割であり、しかも世界的にネ

ットワークを持っておられますよね。私は、それはすばらしいことだと思うんですけれど

も。 

 それで、あとヨーロッパは医療なんかもそうなんですけれども、医療を20年間に1,600

億かけて全部標準化をばーっと積み上げているんですね。公文書というかメタデータとか

記録管理もすごくＭoＲeq（Model Requirements for the Management of Electronic 

Records）とかいうのをつくって、今これが世界的な標準のベースに入ろうとしてきてい

ますけれども、そういうところに。 

 あと、それからアーカイブについても何か64分野について全部研究しているんですよね。

どういうやり方をしたほうがいいかという、今みたいな議論が全部ばーっとやってきて、

そこに集中してやるんですけれども、でも一番アンカーとしてつながっているのは、実は

ＩＣＡ（International Council on Archives）のところなんですよ。実は私、調べてい

ったらですね。そういう面では非常にこちらが大事なところを握っておられるんじゃない

かなというふうに思います。 

 それで、あとは法律的なところと経済的なところは、やっぱり先生みたいな方が押さえ

ていただかないと、同じ技術者が論争するとガチンコなんですよね、これね。私も標準化

とかなんかをやっていると、両方ともいいことだけを言うわけで、むしろ悪いことだけを

言ってくれれば話がまとまりやすいんですけれどもね。いや、いいことはよくわかるんで

すけれども、弱いところを言っていただくと、もっとお互いに仲よくなれるんじゃないか

と。 

 あと、変な話ですけれども、実は私は光とかマイクロのプロではなくて、むしろ本当に

コンピュータシステムの世界でずっと40年間やってきた人間なんですけれども、あちらは

とにかくくるくる回すんですよ。移行しようが何かしようと、それの技術を持っていない

と役に立たないというような世界だったんですね。今は、だけれども、これからインター

オペラブルで互換性がある世界になってくると、そういうコンピュータの世界でも、やっ

ぱりマイグレードとかするのは余りよくないというふうに、みんな思ってきているわけで

すよね。だから、逆にそうなってくると光とか、一番ノウハウがあるのは、私はマイクロ

だと思うんですよ。 

 実は今、現場を見学させていただいて、ものすごい勉強になったんですが、実はアメリ

カはレベルが低いとおっしゃったんですけれども、病院の視察で行ってびっくりしたのは、

病院に行くんだと思ったら、そうじゃなくてイメージ化のところだったんですよ。全く今

の処理をされているパスと一緒なんですよ。全部クリップを外したりとか、そろえたりと

か。でも向こうは毎日使っているやつをやっているんだからまだ楽なんですが、こちらは

歴史があるやつを扱うので、全然センシティビティが違うとは思ったんですけれども、や
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っぱりそれぞれが持っているやつを、私はだからマイクロが持っている技術を光のほうに

フィードバックをかけて、逆に光のほうは、いわゆるコンピュータの磁気ディスクのほう

が逆に光とうまく融合していただくと、逆に言うと田中先生はお人柄もいいんで、とにか

く田中先生といろいろとぐちゅぐちゅやっていただくと大分話が、ですよね。今同じ委員

会でこう一緒にやられていますから、余りけんかしている様子を見たことないので、非常

にそういう意味で議論をいい意味で、今回は１回目ですけれども、この宿題をもらって帰

って、今度、次の発表は大分質が上がるように、それで山田先生に見ていただいて、山田

先生はいつも最後に鋭い取りまとめをされますから、ちょっと我々もまじめに宿題をやっ

たほうがいいんじゃないかと思うんですけれども、今日は非常に現場を見せていただいて

勉強になりました。証拠性のつくり方とか、あれは、やっぱり光とか何とか一緒に持って

いて、そこを実はくっつけたんですよ。 

 今回、さっき楢林さんがおっしゃったパラレルにできて両方つながるというのは何かと

いうと、みんなメタデータが合わせて、そのメタデータが合わすもとはＰＤＦ/Ａとか、

そういう長期保存しましょうとかという形と、ＰＤＦというのは実はイメージとキャラク

ターを両方ハンドリングできるというところが売りなんですよね。ですから、予算がただ

でウィンドウズの中にダウンロードできて、あっちこっち使ったりイメージにしたりキャ

ラクターにできるというのをハンドリングすると。それで名前もアクロバットという、よ

くわからなくて。ＰＤＦというのは、だから評判がいいのは、ただで安く、うまく使える

ということなんですけれども、悪いのはよくわからないというやつなんですね、どうやっ

ているのか。 

 今日は議論も本当に中が、本質的にイメージの世界はどうですね。それは光の中に入れ

てどうなのかということは、今日みんなで理解を深めるというのが一番大事なところだと

思うんですね。しかも今回のテーマというのはそれをやりなさいというテーマだと私は思

ったので、非常に重要な議論じゃないかなと、今、思っているところです。 

○山田委員長 ありがとうございました。 

 ちょっと持ち上げていただいたので、ついでに一つだけ私から質問させていただきたい

んですが、二つ目の論点で法的証拠能力というのが挙がっているのは、非常に私には違和

感があるんですね。単に原本性の確保だとか、あるいはセキュリティの問題という話だと、

１番目の論点から３番目の論点の中に解消されてしまうはずなので、あえてこれを法的証

拠能力とおっしゃっているということは、多分この公文書館で保存される歴史的公文書が、

法廷において何か証拠として、その証拠能力が争われるというようなことを想定されてい

るのかというふうに思うのだけれども、さっきおっしゃったように、例えば銀行が小切手

を保存するというのは、法的証拠能力というのは決定的に重要な意味を持つわけですけれ

ども、歴史的公文書において法的証拠能力なんぞが直接問題になるということがおよそ想

定できるのかどうか、あるいはどういう場合を本当に想定されているのかというのが第１

点です。 

 さらに言うと、先ほども出ましたように、公文書館の場合は、多分原本の紙を捨てるな

どということは、およそ想定外だろうと思います。そのもの自体に、まさに紙に価値があ

りますから、それは想定外だと思いますけれども、そうだとすると、万が一、そこの証拠

能力なんていう問題になればその現物を出せばいいだけの話で、何であえてここで論点と

して法的証拠能力なんていうのが挙がっているのかというのが非常に私は不思議なのです

が、そこをちょっと教えていただければと。 

○中島係長 やはり、一つは公文書管理法という法制度のもとでの公文書の保存というと
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ころで、法的な、いわば位置づけみたいなものが問われるのではないかというところがご

ざいます。あとは、利用される場面でといったときに、確かに原本に返ればいいというの

がございます。ただ例えば代替物がある場合に、代替物から写しをとって、それを何らか

の形で使うということは一応想定されます。中には、利用に来られる方で、お問い合わせ

の中には、やはりある種の権利関係、いわば自らの権利証明のためにここの文書が必要だ

というようなことをお問い合わせになる方もいらっしゃるということでは、全く非現用だ

からといって、そういった場面で使われないということではないという程度のことでござ

います。 

○山田委員長 そうすると、あえて法的証拠能力という論点の立て方がいいのかどうかで

すよね。それだと単に、要はセキュリティというか、原本性の確保というか、まさに長期

保存がきちんとできているかどうかという話に解消されてしまいそうな気もしますが。 

○楢林委員 それについてよろしいですか。今おっしゃった意味はよくわかるんですけれ

ども、実際問題として、例えば非現用文書を公文書館に移管されましたと、それを公開し

ましたと。そうしたら、それは内容が違うんじゃないのというのがあると思うんですね。

それの場合は、こういうことだから原本と同じですよという根拠が必要だと思うんですよ。 

 その一つが、今、ＪＩＩＭＡのほうで紙をデジタルにしてフィルムに書く場合のガイド

ラインをつくっています。それはどんなものかというと、先ほど地下でやられていたよう

な、だれが、いつ、どこで、どういうふうに撮影してやったかという記録を全部イメージ

の形で残しておくというようなことが一つございます。 

 それから、もう一つは国際的に認知されたやり方でつくられているかどうかということ

なんですね。デジタルからフィルムにするのはＩＳＯ11506という国際規格が存在してい

ます。その中で足りない部分が、つくるときの品質なんですね。その品質の規格がまだな

いんですよ。 

 これはデジタルからフィルムにするというのがベスト・プラクティスで、実際使われて

いるんですけれども、ユーザー側から見ると、つくってきてくれたフィルムは本当にいい

のという心配があるんですね。入札で決まった業者が納めましたと。どうしてそれを正し

いと認めるのかというのがあるんですけれども、一番、今、規格化が必要なところですね。 

 現在ＴＣ171/ＳＣ1では、デジタルからフィルムをつくる際の品質管理。どういう形で

紙をデジタル化して、それをどうやってフィルムにしたものだったら品質はよろしいのか

ということを規格化しようという動きが出ています。 

 これは既にＡＩＩＭ（Association for Information and Image Management）、アメリ

カの画像情報マネージメント協会が今年デジタルをフィルムにする新しいガイドラインを

発表しています。多分、ＴＣ171のほうでこれをベースに規格化の動きができるんじゃな

いかというふうに思っていますけれども、これは先ほど申し上げましたＰＲＩＡのガイド

ラインでもこれと同じことが書かれていまして、ベスト・プラクティスになりつつあるも

のです。ですから、やはりデジタルからフィルムにする場合でもこういうものに基づいて

やらないと、後で読者というか、閲覧者は納得しない部分があるかというふうに思います。 

○山田委員長 ありがとうございます。 

 ご議論は尽きないようでありますけれども、まだ１回目でございます。時間もまいりま

したので、ここら辺で今日のところは終わらせていただきたいと思います。今出ましたご

意見を踏まえまして、次回の委員会までにいろいろな調査等をお進めいただければという

ふうに思います。 

 今日はここでおしまいということになりますけれども、次回の日程や、あるいは次回の
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会議の内容等々について、また中島さんのほうからご説明をいただきたいと思います。 

○中島係長 それでは、今、お手元にお配りしております日程調整、事前にお配りしまし

たものの総括表をお配りしております。先生方、皆様お忙しいということで、全員の先生

方で丸がついておりますのが、10月４日月曜日の午前、それから10月５日火曜日の午前、

この２日間だけが、全員の先生方のご出席が現時点で可能ということで、もうこの二者択

一になります。どちらがよろしいでしょうか。 

○山田委員長 といわれても困るんじゃないですか。お決めいただければ。 

○中島係長 では、10月４日の月曜日午前ということで基本的に。 

○山田委員長 間に合いますか、むしろそちらが。１カ月調査の期間が短くなる。 

○中島係長 そうですね。頑張ります。 

 では、10月４日月曜日午前、基本的に10時スタートということで、２時間をめどという

ことで、２回目に関しましてはこの日に決まったということで、これからちょっと先様に

問い合わせをしなければいけませんけれども、可能であれば国立国会図書館のほうで所蔵

資料の大規模デジタル化というのを現在始めていらっしゃいますので、そちらについて全

体的な、概略的なお話をお聞きできればと。それから、会議の後半では本日のご議論、そ

れからご指摘等を踏まえまして、論点の検証、それから事例調査進捗状況のご報告、そし

て最終的な取りまとめのための報告書目次素案をお示ししてというようなことでご議論を

いただくといった感じで、大体２時間の会議を設定させていただきたいと思います。よろ

しくお願いいたします。 

○山田委員長 どうもありがとうございました。 

 本日は、どうもお忙しい中ありがとうございました。これで終了させていただきます。 

午後０時０２分 閉会 
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歴史公文書等保存方法検討有識者会議（第２回） 

 

             日時：平成22年10月４日（月）10時00分 

             場所：国立公文書館 特別会議室（３階） 
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１ 開会 

 

２ 国立国会図書館における電子図書館事業と過去の出版物のデジタル化の 

  推進 

 

３ 代替物の在り方等事例調査進捗状況報告 

 

４ 歴史公文書等保存方法検討の論点及び代替物に求められる要件（案）の 

  検証について 

 

５ 歴史公文書等保存方法検討報告書（仮題）目次素案について 

 

６ 討議及び質疑応答 

 

７ まとめ、次回スケジュール等について 

 

８ 閉会 



 - 2 -

午前９時５５分 開会 

○山田委員長 おはようございます。定刻よりまだ少し早いようですけれども、委員の皆

さんおそろいのようでございますので、早速第２回目の会議を開始させていただきたいと

思います。 

 本日は、お忙しい中をお集まりいただきまして、ありがとうございます。 

 それでは、初めに前回の会議をご欠席されました東京農工大学の岡山先生から一言ごあ

いさつをお願いします。 

○岡山委員 皆さん、おはようございます。私、東京農工大学の岡山と申します。前回は

ちょっと所用が急に入ってしまいまして、欠席して申しわけございませんでした。私の専

門は紙関係が専門でございまして、公文書館の方、それから国会図書館の方とか、以前か

らいろいろお世話になっております。紙関係ですので電子媒体のほうは全く素人でござい

ますので、どうぞよろしくお願いいたします。 

○山田委員長 ありがとうございました。 

 それでは、本日の会議の進行につきましてご説明申し上げます。内容は二つございまし

て、一つは、国立国会図書館のほうで現在進めておられます資料のデジタル化につきまし

て、国立国会図書館から遊佐さんにおいでいただいておりますので、その件についてお話

をお聞きいたします。それが終わりました後、前回の会議に引き続きまして、事務局側の

ご説明に基づきまして、代替物に求められる要件案あるいは報告書の目次素案等々につい

てご議論をいただくという手順でやってまいりたいと思います。 

 それでは、会議の中身に入ります前に事務局のほうから配付資料の確認をお願いいたし

ます。 

○中島係長 配付資料、大きく分けて４点ございます。まず、議事次第のある１枚をめく

っていただきまして、資料１、国会図書館さんからお預かりいたしました資料１、「国立

国会図書館における電子図書館事業と過去の出版物のデジタル化の推進」という資料、50

ページほどございます。資料２でございます。資料２は、事務局側の説明の資料でござい

まして、「代替物の在り方等事例調査進捗について」というものでございます。こちらは

Ａ４、２枚の後にＡ３の別紙が１と２とございまして、それぞれ２ページずつ、全部で別

紙のほうが４ページ分ございます。それから、資料３でございます。「歴史公文書等保存

方法検討の論点及び代替物に求められる要件（案）」というものでございまして、Ａ４、

２ページのほかにＡ３横長の大きいものを１枚つけております。それから、資料４でござ

います。「歴史公文書等保存方法検討報告書（仮題）目次素案」でございます。３枚ほど

でございます。以上、資料、４点ということでございます。お手元にございますでしょう

か。よろしいでしょうか。 

○山田委員長 よろしゅうございましょうか。 

 それでは、議事に入りたいと思います。 

 それでは、先ほど申し上げましたように、国立国会図書館の総務部企画課の遊佐様にお

いでいただいておりますので、「国立国会図書館における電子図書館事業と過去の出版物

のデジタル化の推進」というテーマでございますが、ご説明いただきたいと思います。 

 どうぞ遊佐さん、よろしくお願いいたします。 

○遊佐国立国会図書館室長 皆さん、おはようございます。国立国会図書館総務部企画課

の電子情報企画室長をしております遊佐と申します。本年の４月に今のポストに着任いた

しました。どうぞよろしくお願い申し上げます。 

 それでは、今、委員長からご紹介いただきました多少長ったらしいタイトルなんですけ
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れども、当館のデジタル化の推進等につきましてご説明のほうをさせていただきたいと思

います。 

 まず、私ども国立国会図書館でございますが、名前にございますように国立図書館と国

会図書館、議会の図書館を併営しているということでございまして、国立図書館としての

機能としては、納本制度による国内出版物の網羅的な収集と保存、また国会図書館、議会

図書館としての機能としましては、国会のための立法補佐業務を行っておりまして、衆議

院、参議院の事務局、法制局と並んで議会の附属機関という位置づけになってございます。 

 当館の概況でございますが、根拠法でございます国立国会図書館法に基づきまして昭和

23年に設立されております。現在職員数は890名で、５年前は940名でございましたが、行

政府省の５％定員純減に準じまして、50人の純減を５年間で行っております。年間の予算

額は約211億円、このうち資料購入費に25億円を充てておりまして、蔵書数は図書950万冊、

逐次刊行物が1,370万点ほかとなっております。年間の受け入れ資料数ですけれども、図

書が１年で約23万冊、逐次刊行物が63万点という数の資料を受け入れております。来館者

数は、東京本館におきましては１日平均約1,700人というのが現状でございます。 

 私ども国立国会図書館におきまして、法に基づく納本の規定がございます。官庁出版物

につきまして、国、地方公共団体等ですけれども、複数部数の納本を課しておりますが、

民間の出版物については１部のみの納本ということになっておりまして、この納本部数が

１部ということがございますために、資料の利用と保存の両立という難しい課題をずっと

抱えてきたということがございます。 

 電子図書館サービスに関しまして、図書館の存立基盤を変革する二つの要素があるとい

うふうに考えております。一つは、電子化・デジタル化など、図書館の扱う資料・情報の

変容があること、二つ目としましては、ネットワーク環境下での図書館サービスの再編が

なされているということでございます。 

 まず、資料・情報に関しましては、電子出版物等の収集ということで取り組んでおりま

して、2000年の10月からパッケージ系電子出版物、これはＣＤなどの媒体に固定されてい

る電子資料、これの納本の制度化を行いました。それから、本年の４月から政府系インタ

ーネット情報の制度収集を開始しておりまして、現在、電子書籍、電子雑誌等の民間のオ

ンライン資料の収集制度化の検討を進めているところでございます。 

 ネットワーク環境下での図書館サービスにつきましては、1998年に電子図書館構想をま

とめまして、現在、電子図書館中期計画2004に基づきましてデジタルアーカイブの構築、

情報発信力の強化、国のデジタルアーカイブポータルの構築に取り組んでおります。電子

図書館中期計画2004におきましては、インターネットを通じ、どこでも、いつでも、だれ

でも利用できる図書館サービスの実現を目標としておりまして、具体的には所蔵資料のデ

ジタル化、インターネット情報の収集などで情報資源の蓄積を行い、ナレッジ提供サービ

ス、電子展示会、検索手段の拡充を通じて情報発信力の強化を行うとともに、デジタルア

ーカイブのポータル機能といたしまして、コンテンツへのワンストップサービスの実現を

目指しております。 

 デジタルアーカイブ事業の概要を図示すると、このようになります（資料 

１、P.7）。まず、インターネット情報のアーカイブを行いまして、また所蔵資料のデジ

タル化を行います。それにＮＤＬ－ＯＰＡＣやリサーチナビというものを通じて検索や探

し方のツールを提供いたしまして、最終的にデジタルアーカイブポータルなどを通じて、

国全体のデジタル情報の検索窓口になるということを目指しております。 

 先ほど申し上げましたインターネット情報の制度的収集の概要（資料１、P.8）でござ
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います。まず、制度的収集を行う必要性といたしましては、紙からの移行など、電子情報

が増大しているとともに、情報消失のおそれがあるということです。それから、収集には

複製が不可避でございますので、著作権の制限が必要ということが挙げられます。収集の

対象範囲につきましては、国、独立行政法人、地方公共団体、国立大学法人がインターネ

ットを通じて公衆に利用可能としている情報で、有償のものを含みます。収集の方法とし

ましては、基本的に自動収集というロボットによる複製を基本としておりますが、従来の

出版物に相当するもので自動収集できないものは、送信・送付を求めることにしておりま

す。提供方法は、館内提供に加えまして、許諾を得たものにつきましてはインターネット

提供を行っております。 

 イメージ図（資料１、P.9）をあらわしますとこのようになっておりまして、税金の申

請システムなど、行政の申請手続のシステムなど一部義務から除外されるものがあるとい

うことになっております。 

 現在の収集状況(資料１、P.10)でございます。これが４月から８月までの収集状況でご

ざいまして、現在、国の機関につきましては年12回、月１回の収集、それから都道府県等

につきましては年４回、四半期に１回の収集を行っております。８月までのトータルで総

計２万2315ギガバイトの収集を行ったということになっております。 

 収集につきましては、ほぼ計画どおり収集を実施しております。ただ、収集量が当初の

想定よりも多くなっておりまして、収集用のストレージの確保や将来的な差分収集の実現

が課題というふうに認識しております。現在のところ差分収集が実現しておりませんので、

その都度、根っこからすべてクローリングしているということがありまして、容量が非常

にふえているということで、差分収集につきましては、収集に関してはそれほど問題がな

いという認識を持っているんですが、利用提供の段階でどのように見せるかというところ

でまだ課題が残っているという認識でございます。 

 それから、インターネット提供及び館内複写の許諾依頼につきましては、７月上旬から

市町村以外の約400機関に対してインターネット提供及び館内での全文複写に係る許諾依

頼を発送して、許諾をいただけるようにお願いしているところでございます。 

 続きまして、今取り組んでおりますオンライン資料の制度的収集の概要（資料１、

P.12）でございます。これは、昨年、私ども長尾図書館長から納本制度審議会に対しまし

て、これもちょっと長いんですが、私人がインターネット等により利用可能とした情報の

うち、図書、逐次刊行物に相当する情報を収集するための制度の在り方についての諮問が

なされまして、本年の６月に納本制度審議会から答申がなされております。この答申にお

きましては、国立国会図書館におきまして電子書籍、電子雑誌などを複製して保存し、利

用に供することが適当だというふうに示されておりまして、図書、雑誌などに相当するネ

ットワーク上で発行される資料を私どもではオンライン資料というふうに名づけておりま

す。発行した者は国立国会図書館に送信することを基本としておりますが、場合によって

は国立国会図書館が収集を行うということも想定しております。 

 法規的な枠組みでございますけれども、紙の出版物の納本制度とは別に規定するという

ことを考えておりまして、一つの理由としては、納本制度に必須の網羅性は実現不可能で

あるということや著作権、主に複製権等の制限が必要になるということで、先ほど申し上

げました政府系のウェブ情報の収集が同様に別規定で置かれているということと同様の考

え方に立っておりますが、いわゆるマスコミ等で報道されている電子納本というものに相

当するものがこのオンライン資料の制度的収集ということでございます。 

 こちらがイメージ図（資料１、P.13）でございます。紙媒体のものがあっても、この電
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子媒体のものも収集するという考え方を持っていまして、例としては、右上にございます

ように、電子書籍、電子雑誌、電子コミック、携帯小説などが対象になります。含まれな

いものとしましては、右下のほうに書いてございます音楽、動画配信、それからブログ、

ツイッター、ウェブサイトなどは対象外という位置づけでございます。 

 収集の際の検討事項としては、送信に要する費用の補償をどうするのかということや、

収集するファイルのフォーマットをどのようにするか、また著作権保護手段解除、いわゆ

るＤＲＭ（Digital Rights Management:デジタル著作権管理）の問題など、さまざまな技

術的なものを含む課題があるというふうに認識しておりまして、先月、私どものほうでた

たき台となります素案を作成したところでございます。今週から、まずは出版関係団体、

書協、雑協、電子書協等に説明をさせていただいて、意見交換を始めさせていただく予定

にしております。 

 次に、図書館資料のアーカイブをめぐる状況認識でございます。まず、図書館サイドに

おきましては、酸性紙問題を初めとした資料保存対策が課題となっており、文化遺産の継

承という点からも資料デジタル化のニーズは強いものがございます。一方、ビジネス界で

はグーグル社がグーグル・ブックス（http://books.google.co.jp/）─グーグル・ブッ

ク・サーチですね─を立ち上げまして、インターネット情報資源の拡大を図るため、大

学図書館等と提携いたしましてライブラリプロジェクトを推進し、700万冊以上の書籍を

デジタル化するとともに、パートナープログラムにおきまして出版者と提携し、出版流通

ビジネスの進出を図っております。他方、出版社サイドにおきましては、インターネット

を通じて流通範囲の拡大を図っており、ある面では図書館との競合が生じているという認

識でございます。ここに大規模デジタル化をめぐる連携と対抗の図式がある意味存在する

という認識でございます。 

 デジタル化資料の利用提供でございますけれども、保存のためのデジタル化と電子図書

館サービスの２つに大きく分けております。インターネット提供、公衆送信を行うには、

著作権者の許諾が必要だという位置づけになっております。 

 具体的なデジタル化資料の提供事業について幾つかご紹介申し上げます。まず、近代デ

ジタルライブラリー（http://kindai.ndl.go.jp/index.html）というもので、明治・大正

期の図書約17万冊をインターネットで提供しております。これは著作権保護期間外のもの、

いわゆるパブリックドメインのもの、それから著作権者の許諾を得たもの、文化庁長官の

裁定を得たものが対象になっております。また、貴重書画像データベース

（http://rarebook.ndl.go.jp/pre/servlet/pre_com_menu.jsp）では、江戸期以前に発行

された古典籍約1,000冊をインターネットで提供しておりまして、そのほか電子展示会、

児童書デジタルライブラリー(http://kodomo4.kodomo.go.jp/web/ippangz/html/TOP.html)

など、著作権者の許諾を得たもの、著作権保護期間外のものを対象としております。 

 この近代デジタルライブラリーでございますけれども、現在のところ約11万9,000タイ

トル、17万冊を公開しております。著作権処理がまだ未了のため、館内のみの提供にして

いるものが現在28万冊ございまして、今後、著作権処理が終了次第、追加でインターネッ

ト公開していく予定でございます。検索につきましては、書誌検索に加えまして、内容検

索の補助として目次情報を入力しておりますが、本文の利用は画像のみで、現在のところ

テキスト検索はできないということになっております。 

 この事業を進めていく中で一つ大きなポイントとなるのが、著作権の許諾作業でござい

ます。これは明治期刊行図書の場合の実例でございますが、非常にコストがかかるという

のが私どもの認識でございまして、単価で見ますと、著作権調査に１冊当たり約800円程
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度かかっておりまして、さらに著作権者の連絡先調査に１人当たり2,300円の費用がかか

っておりまして、トータルでは明治期の６万冊程度の対象を処理するに当たりまして、数

億円の費用を要しているという現実がございまして、非常に大きな課題であるという認識

でございます。また、著作権者の特定や著作権の有無を確認することが非常に難しいとい

う現実がございまして、明治期刊行図書の約７割が文化庁の長官裁定に持ち込んでの利用

ということになってございます。 

 こちら（資料１、P.19）が貴重書画像データベースにおさめられている「竹取物語」の

画像でございまして、次（資料１、P.20）が国立国会図書館開館60周年記念貴重書展に出

しました「御馬印」という戦国武将の馬印を170人分ほど集めた巻物になっています。こ

れはアメリカの議会図書館とユネスコの共同事業でございますワールドデジタルライブラ

リー（http://www.wdl.org/en/）にもコンテンツとして当館から提供しているものでござ

います。 

 次（資料１、P.21）が、電子展示会、「近代日本人の肖像」（http://www.ndl.go.jp/  

portrait/index.html）というものにおさめられております。今、大河ドラマを行ってい

る坂本竜馬と盟友でございます中岡慎太郎の写真などもおさめられております。 

 次に、平成21年度の第一次補正予算で計上されました大規模デジタル化事業につきまし

てご説明をさせていただきます。これは緊急経済対策の一環としまして約127億円の予算

が計上されたものでございます。対象資料としましては、先ほどご説明しましたように電

子図書館サービスの分と保存のためのデジタル化の分がございまして、電子図書館サービ

スの分では戦前期刊行図書、それから古典籍資料、官報、学位論文などが対象になってお

ります。保存のためのデジタル化としましては、戦後期の刊行図書、今回は1968年までの

受け入れ分、それから戦前期の雑誌、私どもが雑誌記事索引で採録している雑誌などを対

象としております。 

 今までの予算額の推移でございます（資料１、P.23）。これは平成12年度の補正予算で

計上して以来、大体年間１億円から２億円の規模で進めてまいったところでございますけ

れども、この21年度の補正予算で加速されることになったということでございます。 

 資料デジタル化の対象資料は、このような図（資料１、P.24）のとおりになります。図

書は、先ほど申しましたように1968年の受入れまでで、雑誌は2000年の受入れまでを対象

としてございます。３月に成果物が納品されますと、国内刊行図書の約５分の１、89万冊

が終了する見込みとなっております。 

 現時点の実施状況でございますけれども、戦前期の刊行図書約32万冊、戦後期の刊行図

書約27万冊、国内刊行雑誌は戦前期3,000タイトル、戦後期9,000タイトル、古典籍資料６

万冊、児童書４万冊、博士論文14万冊などのデジタル化とともに、著作権処理のほうも進

めているところでございます。 

 また、今後でございますけれども、全文テキスト化と検索の実証実験を行いたいという

ふうに考えております。目的としましては、一つは、視覚障害者等のアクセシビリティ確

保のためのデジタル化資料のテキスト化、デジタル化資料及び電子書籍等のテキストデー

タを用いた視覚障害者等への読み上げサービスに係る実証実験、二つ目としましては、デ

ジタル化資料及び電子書籍等のテキストデータを用いまして、従来のメタデータ検索にと

どまらない全文検索サービスの実証実験を行いたいというふうに考えております。この実

証実験につきましては、後ほどもう少しご説明をさせていただきます。 

 大規模デジタル化の方法でございますけれども、原資料からのデジタル化につきまして

は、オーバーヘッド方式のスキャナーを用いまして、資料に対して光学解像度400dpi、24
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ビットフルカラーでございます。マイクロフィルムからのデジタル化につきましては、Ａ

３サイズ400dpi、８ビットのグレイスケール。共通の仕様といたしまして、保存用はＪＰ

ＥＧ2000、提供用はＪＰＥＧ2000及びＪＰＥＧ、サムネイル画像を用意するとともに、目

次情報の入力を行いまして、本文テキスト化、ＯＣＲ処理は現在のところ実施しないとい

うことでございます。 

 国立国会図書館における保存のためのデジタル化につきましては、昨年の著作権法の改

正により可能となり、本年の１月から施行されております。従来は、劣化・損傷している

場合に限定されていた複製が、国立国会図書館においては所蔵資料納本後、直ちに電子化

することができることとなりました。 

 デジタル化による資料保存のイメージでございますけれども、デジタル化しない場合は

図書館資料の閲覧、複写等の利用を通じて、どうしても資料が傷みますので、資料の劣化、

利用不能ということが生じておりました。今後、デジタル化した場合につきましては、原

本は書庫で保管しまして、デジタル化した代替物を閲覧、複写に供するということで、原

資料の保存と将来の閲覧の保証というものを両立させていきたいということでございます。 

 具体的な改正の条文は著作権法の31条第２項ということになります。 

 それから、法案の委員会審議におきまして、衆議院の文部科学委員会と参議院の文教科

学委員会で附帯決議が全会一致でなされております。私どもとしましては、特にこの参議

院の附帯決議にございますように、読書に困難のある視覚障害者等のアクセシビリティの

確保に取り組んでいかなければならないという認識をしております。 

 著作権法の改正案が上程される前に文化審議会の著作権分科会の小委員会等で議論が行

われておりまして、この中で、利用に関しましては関係者の協議によるということが示さ

れておりまして、これを踏まえまして、平成20年の９月から資料デジタル化及び利用に係

る関係者協議会というものを設けております。これは国立国会図書館と権利者、出版者等

の関係者間の協議の場として設置されておりまして、デジタル化資料の利用提供について

権利者の経済的利益や出版ビジネスへ配慮する必要性があるということ、また、館内利用

の基本要件、実施手順等について合意を得るということを目的としております。 

 関係者協議会で平成21年３月に第一次合意というものがなされておりまして、まずこの

保存目的のデジタル化については、当面画像データの作成を範囲とするということにして

おります。また、検索利用等を目的とした資料のテキスト化の実施については、今後の検

証事業等の結果、先ほどの実証実験等の結果を踏まえまして、改めて関係者との協議によ

り方針を定めるとしておりまして、デジタル化の実施に際しては、権利者を初めとする関

係者の理解と協力を得るように努め、民間の市場経済活動を阻害することがないよう十分

に留意するということとしております。 

 館内提供の基本要件ですけれども、同一文献に対する同時利用、同時アクセスの制御を

行うということで、資料の所蔵部数を超えない範囲とする、１冊しかなければ同時に１人

しかできないというのが現状でございまして、複写も紙へのプリントアウトだけで、当面

デジタル複製は行わないということなどが決定されております。 

 それで、この保存のためのデジタル化コンテンツの館内提供ですけれども、利用システ

ムの改修等が必要だということがございまして、私どもが次期システムに切りかえる平成

24年１月以降をメインとすることを予定としております。原則として原資料の利用は停止

したいというふうに考えてございます。 

 利活用に向けた検討課題でございますけれども、デジタル出版物について図書館サービ

スと民間ビジネスの境界範囲、利用ルールの明確化が必要であろうというふうに考えてお
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ります。私どもとしましては、図書館資料の相互貸借─相互貸し出しですね、これは市

場で入手困難な資料が対象になりますが、これは現在紙ベースで行っていますが、これに

相当する利用の方策、公共図書館館内への限定送信等の検討とか、あと、画像からのテキ

スト形式データの作成を行い、視覚障害者等への対応や全文検索の利用に資するというこ

と、それから有償配信になると思いますけれども、遠隔地での利用モデルの検討などが課

題であるというふうに考えております。 

 こちら（資料１、P.38）は、皆様ご存じかもしれませんけれども、私どもの長尾図書館

長が提案しているモデルでございます。これは著作者や出版社が安心できて、読者にとっ

ても妥協できるある種のビジネスモデルが必要であるという認識のもと、販売だけではな

く貸出しが備わっているモデルというふうになっています。具体的な配信については、

（仮称）電子出版物流通センターが行うという、ＮＰＯ法人が行うというようなモデルに

なっておりまして、データの提供はダウンロードではなくて、データを読むことができる

だけで、利用者のパソコンにはデータは残らない形というような内容になっております。 

 これに対しまして、民間のサイドからなかなか警戒をされる向きもございまして、これ

は一つの例でございますけれども、ＪＥＰＡ(Japan Electronic Publishing Association)、

日本電子出版協会が作成した図書館と民間の住み分けを考慮した電子図書館の仕組みとい

うものでございます。こちらでは、図書館は社会的な責任を担って、基本的に無償の部分

だけの貸出しを行って、有償部分は民間で行うのが望ましいという内容だというふうに理

解してございます。 

 図書館サービスと商業配信サービスの両立につきましては、国民の知る権利を保障する

ための検討が不可欠だというふうに考えております。図書館サービスの役割を踏まえた検

討の要望としましては、一つに、出版物の権利状態による利用の枠組みのルール化、二つ

目に、財政支援を通じた公共図書館等の電子出版物の契約利用の拡大、三つ目に、有償電

子貸出し、期間限定利用等の条件の工夫による広範なアクセスの確保などを挙げたいと思

います。 

 電子図書館アーカイブと商業電子配信の連携の可能性につきましては、絶版で入手困難

な書籍の利活用促進としまして、図書館がデジタル化した資料を商業的に利用してもらう

というようなこととか、公共的な書籍の検索サービスと商業サイトの連携で、検索サービ

スのためのテキストデータの蓄積などで共通のプラットフォームを構築することや、一定

の配信のルールを確立した上での新刊書籍の電子配信などがあるというふうに考えており

ます。 

 行政府省におきましても、総務省のこのユビキタスの特区実証事業とか、ハイブリッド

型デジタル出版流通の基盤技術開発というようなものを平成21年度に実証実験として行っ

ておりまして、私どもも協力を行っております。 

 また、皆様ご存じかと思いますけれども、いわゆる３省デジ懇と言われておりますデジ

タル・ネットワーク社会における出版物の利活用の推進に関する懇談会、これが総務省、

文部科学省、経済産業省の共同懇談会として設置されておりまして、このもとに技術及び

利活用の二つのワーキングチームが設置されて会合が頻繁に第１・四半期に開催されまし

た。私どもの長尾図書館長が親会議の構成員になっております。また、二つのワーキング

チームにつきましては、私の上司である企画課長が構成員として参加してまいりました。 

 ６月にこの懇談会の報告がなされておりまして、私ども国立国会図書館に言及されてい

るところ、また公共図書館等に言及されているところが幾つかございます。今後は、ここ

の下に設置されます会議や協議会にも参加をしていきまして、３省とも連携を進めていっ
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て、今後の国の支援を得ていければというふうに考えてございます。 

 それから、先ほど一度お話しいたしました全文テキスト化・検索の実証実験の概要でご

ざいます。この実証実験では、出版社等に広く協力を呼びかけまして、賛同を得られた出

版社等との合意に基づきまして、デジタル出版データ、これは版下データや電子書籍デー

タ等を基にしました全文テキスト検索に関する技術的課題の検証を併せて行いまして、過

去から現在までの資料の統合的な全文テキストデータ検索の実証実験を行いたいというふ

うに考えております。実証実験の内容は、デジタル出版データからのテキストデータ抽出、

所蔵資料のデジタル化画像のＯＣＲ読み取り精度の向上及び校正・コード化作業の効率化、

各種データフォーマットの汎用化等のテキストデータ作成に関する検証や、テキストデー

タを検証用システムに搭載し、検索表示ＡＰＩ機能等の検証を行うテキストデータの検索

表示に関する検証を、外部有識者の方々と連携して実施することを考えております。 

 デジタルアーカイブの入り口としまして、私ども現在はＰＯＲＴＡ(国立国会図書館デ

ジタルアーカイブポータル：http://porta.ndl.go.jp/)というものを提供しております。

複数機関の所蔵する資料の書誌情報を一括検索して各資料へ案内するという目的を達成す

るため、外部機関との連携を積極的に行っております。平成19年10月の公開時には８機関、

20アーカイブ、約800万件を対象としておりましたけれども、現在では48機関、162アーカ

イブで約3,100万件のデータまで拡大をしてございます。 

 最後に、このＰＯＲＴＡを初めとして総合目録ネットワークや児童書総合目録などの後

継システムであります国立国会図書館サーチ開発版（http://iss.ndl.go.jp/）をご紹介

させていただきたいと思います。８月17日より一般公開しております当館の新しい検索サ

ービスでございます。国会図書館の中で今までバラバラでありました複数のサービスを統

合するとともに、国立国会図書館が所蔵しているすべての蔵書、それから都道府県や政令

指定市立図書館の蔵書、ＰＯＲＴＡで検索可能なデジタル資料のすべてを検索することが

できるようになります。現在は開発版のため43種類のデータベースしか検索できておりま

せんけれども、順次拡大していく予定でございます。 

 何がこの国会図書館サーチでできるようになるかということでございますけれども、検

索に関する機能としては、全文テキスト検索や検索結果のグルーピング機能、それから翻

訳機能、あいまい検索、再検索、絞り込み機能などを設けております。また、外部サービ

スとの連携を行うことで、結果の情報の入手手段を案内したり、検索結果を活用するため

のさまざまな附帯機能や外部サービスの連携機能としてＡＰＩを提供していくということ

を考えております。ぜひこの開発版につきまして先生方からご意見等をいただければとい

うふうに考えておりますので、ぜひお寄せいただければと思います。 

 駆け足になりましたが、以上でございます。どうもありがとうございました。 

○山田委員長 どうもありがとうございました。 

 いろいろご質問もおありかと思いますので、どなたからでもどうぞご自由にご質問を。 

 どうぞ。 

○田中委員 まず、収集するのに含まれないものとして見ていますと─これは何ページ

ですかね。13ページ。 

○遊佐国立国会図書館室長 オンライン資料でございますね。 

○田中委員 ＡＶ系が削除されて、文章系に何か特化している。ざっと見るとそんな感じ

がするんですが、やっぱりそうなんですか。 

○遊佐国立国会図書館室長 そうですね。現在、オンライン資料でもそうなんですけれど

も、政府系のインターネット情報の収集におきましても動画の部分は収集しておりません
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で、それは技術的な問題等も含めて、現在は対象外というふうにさせていただいておりま

す。 

○田中委員 中では保存はしているわけですね、こういうＡＶのやつというか、こういう

絵があるところに。ただ、インターネットから取るのはしていないという、そういう意味

ですね。 

○遊佐国立国会図書館室長 そうですね。図書館の資料としましては、媒体に固定されて

います音楽のＣＤとかＤＶＤとかそのようなものは納本対象になっておりますので、紙の

有体物の納本としまして収集を網羅的に行っておりますけれども、現在のところインター

ネット情報とこれから出てくるであろう電子書籍や電子雑誌、特に動画などが組み込まれ

てくるものは電子雑誌が多くなってくるのではないかと思うんですけれども、それらの技

術的なインターネット上で配信される音楽とか動画とかは対象外としております。 

○田中委員 ＣＤで来れば受けるという、そういうことですか。 

○遊佐国立国会図書館室長 そうですね。有体物になっているものは紙と同様という扱い

になっておりますので、そこで我々としては大きなミシン目というのを入れているという

ことでございます。 

○田中委員 それから、ちょっと細かい話で、音楽はＣＤで入ってきた場合は、フォーマ

ット変換はされているんですか。 

○遊佐国立国会図書館室長 いえ、現在のところは音楽、ＣＤはそのまま所蔵しておりま

して、利用者には、音楽映像資料室というものを設けておりまして、そこに備えつけのＣ

Ｄプレイヤーを使って利用の提供を行っているということになっておりまして、将来的な

課題ではあるんですが、今はオーディオ・ビジュアル資料の媒体変換はまだ行ってござい

ません。 

○田中委員 だんだん劣化しますよね。 

○遊佐国立国会図書館室長 そうですね。ですから、私どもが直接ではないんですが、今

私どもが協力している部分は、民間のＮＨＫなどが持っているＳＰ盤のレコードにつきま

して、これは音楽だけじゃなくて演説のようなものも入っているんですが、それをコンソ

ーシアムをつくって歴史的音盤アーカイブという事業を行っているのを、私どものほうで

複製物を購入するという形でサポートを現在行っております。 

○田中委員 どうもありがとうございます。 

○長谷川委員 ちょっと教えてほしいんですけれども。非常に先進的に大規模な挑戦をさ

れていると思うんですけれども、大ざっぱな話としての今グーグルとかヤフーとかってい

う話は、物すごい磁気ディスクをドライブかけて世界中に広げて、そのシステム設計とい

う中にいろいろな問題を吸収していっているわけなんですけれども、図書館さんのほうで

の今おっしゃっているオンラインと一言で言っている媒体の蓄積環境は磁気ディスクドラ

イブなんですか。 

○遊佐国立国会図書館室長 私どもは、インターネット情報などを収集したものにつきま

しては、ハードディスクに保存をしているということでありまして、過去の出版物のデジ

タル化したものは、保存用は現在行っているものはブルーレイディスクに固定したものを

保存用にしておりまして、提供用にはやはり提供用システムのハードディスクに複製物を

入れまして、それを提供するという形をとっております。 

○長谷川委員 これ逆に言うと、ポータルがあって、それをオンライン的なのが、キャッ

シュ的なのがディスクで、あとは媒体の取扱いとか保存という感じではブルーレイという

か光ディスクを使っているという感じですね。 
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○遊佐国立国会図書館室長 そうでございます。 

○長谷川委員 そうですね。わかりました。 

○楢林委員 よろしいですか。 

 デジタル化の予算ですけれども、これには運用費は含まれているんでしょうか。過去の

データ（資料１、P.23）がありますよね。 

○遊佐国立国会図書館室長 一部、この127億円の補正予算の中にはシステム開発経費の

前倒し分も、ちょっと細かい話、含まれておりますが、基本的にここで出してある１億円

とか２億円の規模はあくまでデジタル化に係る経費でございまして、この基盤となります

デジタルアーカイブシステムの開発経費とか運用・保守経費というのは別に予算立てをし

て確保しているというところでございます。 

○楢林委員 この予算の取得ですけれども、デジタル化の予算と運用の予算というのはパ

ラレルで申請して、デジタル化の予算がふえれば保守も増えますよね。 

○遊佐国立国会図書館室長 そうですね。特にストレージ部分につきましては、やはり収

集するコンテンツが増えてくるのとパラレルに、若干のタイムラグがございますけれども、

要求していかなきゃならないという部分がございます。開発経費につきましては、どのよ

うな新しいサービスメニューを提供するかということでございまして、先ほど申し上げた

ような視覚障害者向けのサービスをこれから拡大していくとか配信を行っていくというよ

うなことにつきましては、新たな開発が必要でございますので、それはコンテンツとパラ

レルとは言えない施策の部分で予算措置が必要になってくるものと認識しております。 

○山口委員 ＯＣＲは現在やっていないとのことですが、それは主な理由はやはり精度の

問題ということですか。 

○遊佐国立国会図書館室長 ＯＣＲを行っていない一番大きな理由は、出版者、著作者等

の権利者の皆様が非常に慎重な姿勢を崩さないということで、ご理解をいただけないとい

うことでございまして、私どもといたしましては、全文をテキストで表示するかどうかと

いうのは、今、先生がおっしゃったように識字率の問題等がございますので、いろいろク

リアしなきゃいけない課題はあると思うんですが、私どもとしましてはやっぱり検索の部

分では使いたいというふうに考えておりますので、何とか将来的にはテキスト化を行いた

いという認識でございますけれども、何分、私が思うには、電子書籍元年とか言われてい

るところで、出版社の皆様も市場が縮小していく中で新しいビジネスモデルが確たるもの

が見えないというところで、非常に今慎重な姿勢なのかなと。私どもの感覚としては、今

のところやっているのは1968年までの書籍ですので、それほどビジネスに影響するという

ものはないと思うんですけれども、やはりそれがどんどん新しいところに来たときにどう

かということで、配信に関しては特に警戒をお持ちになっているのではないかという認識

でございます。 

○高山館長 ちょっと国立公文書館として基本的なことでお尋ねしたいことがございます

が、電子図書館だけではなくてデジタルアーカイブを構想していこうと、こういうことで

すよね。しかも、その対象は国立図書館として、これは国会図書館法の中に入っている納

本規定ではありますけれども、その納本規定に基づいて行うだけではなくて、納本規定で

すと全出版物ということになろうかと思いますが、すべてのネットワーク上にあらわれる

ところのデジタル記録というものを対象にするということになってまいりますと、我々も

実はデジタルアーカイブというものを推進しているわけで、国会図書館の今回のデジタル

化のプロジェクトから見て、これとの関係をどのように考えていらっしゃるのかなという

疑問が生じます。いや、国立公文書館のようにごみみたいな存在は我々の対象に入ってい
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ないということもあるのかもしれませんが、率直にその辺のところをお聞かせいただくと、

我々としては今後どうするかということが大変考えやすくなります。 

○遊佐国立国会図書館室長 基本的には、国全体のデジタルアーカイブにつきましては、

私どもはやっぱり重複してデジタル化などを行ったり収集して行うことは必要ないという

ふうに考えておりまして、ある意味、ほかの機関がデジタル化したアーカイブについては、

私どもが案内することで十分ではないかというふうに考えております。 

○高山館長 ということになりますと、今やっていらっしゃるポータルサービスを通じて、

こういう例えば行政機関あるいは国の機関の文書については国立公文書館のデジタルアー

カイブを使いなさいと、こういう形でいくといことになろうかと思うんですが。そうしま

すと、そこで今度は国会図書館のデジタルアーカイブとしての横断的な検索システムとい

う問題になったときに、国会図書館側の現在のご希望として、国立公文書館にこうあって

ほしいというご希望があれば教えていただきたいというふうに思いますけれども。 

○遊佐国立国会図書館室長 私も技術的な部分で十分理解できていないんですけれども、

基本的には横断検索を行うか統合検索を行うかというような手段はあるとは思いますけれ

ども、各連携している機関につきましては、個別に担当部署のほうと協議を行わせていた

だきまして、効果的な検索が行えるように進めさせていただいているという認識でござい

ます。一つ、付け加えますと、今でもインターネット情報を収集しているところでも、政

府系の機関、大学等などを含めまして、データベースを構築して、それを長期的に保存す

るということを打ち出していらっしゃるところにつきましては、私どもでは収集しないと

いう除外対象にしておりまして、もしも将来的に大学の統廃合があったり機関が廃止され

る場合に、そのデータベースの提供を中止するという段になりましたら、一括して国立国

会図書館のほうにおさめていただきまして、私どものほうで保存と利用提供を行っていく

というすみ分けに現在でもさせていただいてございます。 

○山崎理事 ちょっとよろしいですか。 

○山田委員長 はいどうぞ。 

○山崎理事 当館のことは別として、政府全体として総務省で行政ポータルサイトとかや

っていると思うんですけれども、総務省のほうとは何かそういう役割分担なり今後の方針

なんかについて、なかなか相談とかされているんですか。 

○遊佐国立国会図書館室長 特段、総務省のポータルサイトとかｅガバメントとか、いろ

んなものとの調整というようなものは行っていないというふうに認識しております。 

○山崎理事 わかりました。 

○山口委員 このワンストップサービスのポータルというのは、どこまでが範囲になって

いるのですか。今48機関が参加されているということですが。 

○遊佐国立国会図書館室長 ＰＯＲＴＡでございますか。 

○山口委員 例えば博物館や美術館、そういったものも対象に含まれているのですか。 

○遊佐国立国会図書館室長 県立図書館のアーカイブなどがかなりのウェイトを示してお

りますが、私ども、ＭＬＡ連携というものに取り組んでいるわけですけれども、現在のと

ころはまだちょっとＭＬＡの連携のところまでは取り込んでいるところにＰＯＲＴＡに関

しては至っていないと思いますが…… 

○上綱国立国会図書館課長補佐 入っています。歴史民俗博物館、国立美術館… 

○遊佐国立国会図書館室長 入っていますか。今後も新たな国会図書館のサービスを構築

するに当たってより広げていきたいというふうに考えております。 

○山田委員長 はいどうぞ。 
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○楢林委員 今後の動向なんですけれども、外国なんかではデジタル化を促進するために、

民間の業者にデジタル化の作業をやらせて、成果物は民間の業者も使えるようにするとい

うふうな、そういう契約もやっているように聞いているんですけれども、国会図書館さん

としてはそういうことは……。 

○遊佐国立国会図書館室長 博士論文などではそういうものもあるとは思うんですけれど

も、私どもの事業は、直接私どもがデジタル化しているわけではなくて、これは緊急経済

対策の側面がございますので、すべて画像化、デジタル化も著作権処理も外部委託して行

っておりまして、かなりの規模でございますので、いろんな企業が場合によっては連合体

を組んで応札されておりまして、既にもう10以上の企業、グループに外部委託で作業をし

ていただいております。そういう意味では、これを端緒に民間の企業においてもデジタル

化の設備投資とかスキルの蓄積が進むものだというふうに認識しております。 

 また、２点目のところでは、先ほどもちょっと申し上げたんですが、私どもが今回デジ

タル化、また今後デジタル化していく画像につきまして、古いところですとなかなか即民

間利用には結びつかないとは思いますけれども、今後雑誌の復刻とか、これは権利処理が

なかなか雑誌の場合は難しい面がございますけれども、そういうものをしていただいて、

もともとの出版社で復刻のようなものをする、それを商売につなげていくという場合には、

一定のルールを設けまして、私どもの作成した画像を民間の事業者の方にもぜひ活用して

いただきたいというふうに考えております。 

○高山館長 ちょっといいでしょうか。 

○山田委員長 はいどうぞ。 

○高山館長 今の問題ともちょっと絡むかもしれませんけれども、先月出ました国際会議

でちょっと意外だなと思って聞いていたんですけれども、いわゆるソーシャルメディア、

ツイッターだのブログなど、あるいはｅメール、こういったものに対して、それを全面的

に全部カバーしてしまうということはそれは無理かもしれませんけれども、ある一定の範

囲で少なくとも網をかける必要があるのではないかというような動きがかなり強まってい

るように受け取ってきたんですが、国会図書館の今の段階ではこれはそういったものは排

除するということになっていますね。その辺はそういう外部の動きというものを踏まえた

上で結論されたのか、あるいは何か別の理由でこういう結論が出ているのか、その辺をお

聞かせいただければ有難いのですが。 

○遊佐国立国会図書館室長 海外の国立図書館等がそのような動きにあることは私ども認

識しております。正直に申し上げまして、今のようなアプローチになっているのは、一番

最初は私どもは網羅的にインターネット情報を収集するという考え方に立ちまして、その

考え方を出した時期がございます。ただ、これに関しましては、著作権の関係の課題とと

もに、収集対象についての考え方が大きく分かれまして、どんなものでも収集することに

意味があるんだと、やっぱり価値は後から振り返ったときに価値があるかないかがわかる

んだという、我々もある意味そういう立場に立って出版物に関しては選別せずに網羅的に

今収集しているわけなんですけれども、一方、ブログや２ちゃんねるみたいなごみみたい

なものを国費をかけて集めるのかという反対意見もございまして、最終的に始めたのがこ

の政府系のインターネット情報、その官庁出版物に相当するインターネット情報に限定し

たというのがまず第１段になっております。 

 この法改正を行ったときに、逆の意味ではこれだけでは意味がないだろうと、やはり民

間で出している電子書籍とか電子ジャーナルとかを集めるべきだろうという意見もあった

んですけれども、その課題は認識しているので、次に取り組みますということで、今出さ
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せていただいているのが、その第２段階としてのオンライン資料、いわゆる電子書籍、電

子雑誌の収集でございまして、それをクリアした後には、今、先生からお話ございました

その次の分野に取り組んでいくことになろうかというふうに考えております。 

○高山館長 ありがとうございました。 

○山田委員長 どうもありがとうございました。 

○大賀首席公文書専門官 一つだけよろしいですか。済みません。ちょっと技術的なとこ

ろでお尋ねさせていただきたいんですが。ブルーレイディスクに保存されるとのことです

が、大量なこれからのデジタルデータを国会図書館さんがどのような形でデジタルのまま

保存していかれるとか、メンテナンスをしていかれる、そういうようなところの計画とい

うようなものがあれば、ちょっと技術的なところも含めて教えていただければと思うんで

すが。 

○遊佐国立国会図書館室長 概略的なところでは、私どもとしましては、やはりいわゆる

保存書庫というものをシステム的には構築して、将来的には自動検知をして自動的にマイ

グレーションを行っていくようなものが実現されていくのが必要だし望ましいと思ってい

るんですけれども、今のところ、種々検討・調査はしておりますが、技術的な課題がある

ということで、まだ実現していないというのが現実でございます。 

○上綱国立国会図書館課長補佐 メディアで保存している保存用の画像については、書庫

で保存をして、一定の温度と湿度を保って保存するということになっていますが、それを

定期的にエラーが発生していないかというチェックまではまだできていないところで、本

年度調査を行って、少しずつそちらの検討に進んでいきたいなと思っているところです。 

○山田委員長 ありがとうございました。まだいろいろご質問はおありかとは思いますが、

国会図書館さんのほうにもお時間のご予定もおありなのだろうと思いますので、この辺で

終わらせていただきたいと思います。 

 遊佐さん、どうもありがとうございます。それから、上綱さんも、ご紹介が遅れました

けれども、どうもありがとうございました。 

○遊佐国立国会図書館室長 どうも貴重な時間をいただきまして、ありがとうございまし

た。 

○山田委員長 それでは、会議の後半に入りたいと思います。 

 まず、事務局のほうから事例調査の進捗状況あるいは論点、それから代替物に盛る要件

の検証等々についての資料のご説明をお願いいたします。 

○岡西専門員 業務課専門員の岡西と申します。僭越ではございますが、調査を担当させ

ていただきました経緯から発表を務めさせていただきます。どうぞよろしくお願いいたし

ます。 

 それでは、早速資料のご説明に移らせていただきたいと思います。まず、事例調査の進

捗状況ということで、調査の概要についてご説明いたします。資料２をごらんいただけれ

ばと思います。 

 まず、調査対象ですけれども、媒体変換の事例調査を実施するに当たりまして、国内及

び国外それぞれで調査を実施いたしました。国内の事例調査対象については、主に民間企

業における媒体変換の状況を確認することとし、国外については、国立の公文書館や図書

館における媒体変換の現状について確認を行いました。Ａ４の１枚目が国内における代替

物作成調査についてまとめたものでして、２枚目が国外における調査の現在の進捗状況を

まとめています。別紙としてＡ３の２枚ずつをそれぞれおつけしておりますけれども、こ

れは調査のより具体的な内容となっていますので、ご参照いただければと思います。 
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 簡単に内容をご説明しますと、調査の目的なんですが、各分野、各館における様々な媒

体変換の事例を概観した上で、長期保存を目的とした媒体変換がどのような方針、枠組み

の中で計画、実施されているかを確認しまして、当館における検討を実施する上で参考に

するために調査を実施しております。 

 まず、国内調査ですけれども、資料２の１枚目と別紙１、こちらが対応いたします。調

査は、文献、ウェブ等から情報収集し、整理を行いました。分野としましては、エネルギ

ーや医療、建築等になります。調査項目は五つになりまして、１が代替物作成の目的、二

つ目が原資料の内容、３の選択媒体では、デジタルとマイクロのどちらを媒体として選択

しているのか、４の代替物の作成方法、５で保存管理方法、５項目それぞれ比較を行いま

した。 

 調査結果の概要になりますけれども、まず選択媒体についてですが、マイクロとデジタ

ルを並行して実施する場合とデジタルのみを選択する２種に主に分かれるかと思います。

また、マイクロフィルムとデジタルの両方を採用しているところも幾つかございましたけ

れども、マイクロフィルムについては長期保存用、デジタルは利用というふうに、役割を

区別して用いている例がございました。例えばサービスの向上のためですとか、保存年限

が５年と定められております医療用カルテなどは、長期に保存する必要が法的にないとい

うこともあるかと思いますけれども、デジタルを採用してカルテの電子化を実施する例な

どがございます。また、原資料を半永久的に保存する必要があると明記しておりますエネ

ルギーや建築分野における資料については、マイクロフィルムを保存用の代替物として採

用するとともに、媒体変換を実施した後も原資料は保管していくというふうに明記されて

おりました。 

 次に、国外の調査結果について簡単にご説明をしたいと思います。Ａ４の資料の２枚目

と別紙２が該当いたします。 

 まず、調査対象についてなんですけれども、国の機関を前回の会議でも報告しましたよ

うに優先的に調査するということで、国立の公文書館や図書館などにおける媒体変換の具

体的な状況について調査を行っています。調査対象なんですけれども、欧州、北米、アジ

ア、太平洋地域の主な館について調査を実施する予定なんですけれども、現在その途中経

過としまして、今回イギリスとアメリカ２ヶ国についての調査状況をご報告しております。

別紙２の１枚目がイギリス、２枚目がアメリカの調査結果についてまとめたものになりま

す。ちょっと字が小さくて読みづらいところもあると思いますが、ご容赦いただければと

思います。 

 主な内容についてだけ簡単にかいつまんでご説明いたしますと、今回ご報告する調査対

象はイギリス、アメリカそれぞれ２館ずつでして、イギリスの国立公文書館（ＴＮＡ）、

英国図書館のブリティッシュライブラリー（ＢＬ）、アメリカについては国立公文書記録

管理局（ＮＡＲＡ）、同じくアメリカの議会図書館（ＬＣ）についてのご報告となります。 

 調査項目は、Ａ４の資料にございますように６項目となります。１の上位計画・方針等

は、各館がどのような枠組みや全体方針の中で媒体変換を位置づけて実施しているか、そ

の具体的な状況についての確認を行いました。２の代替物については、選択媒体、デジタ

ル、マイクロどちらかということと併せまして各媒体の選択理由、今後の見通し等につい

ても打ち出しているようでしたら、併せて確認を行いました。３の代替物作成については、

代替物作成の目的、実施体制、実施方法についての確認を行いました。４の原資料につい

て、５の保存管理についてそれぞれ比較を行いまして、６のその他では主に利用関連の状

況について確認を行っております。 
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 調査結果の概要なんですけれども、各館の状況を概観しますと、保存のための代替物と

してマイクロフィルムを現在も採用し、デジタルについては保存のための媒体として採用

するかどうかについては検討中であるというふうな発表をしている館がほとんどでござい

ました。例えば英国図書館では、現在保存用の媒体としてマイクロフィルムを採用してお

りますけれども、2011年までにはその保存方針を見直しまして、マイクロからデジタルへ

の変更を前提に、その移行時期をどうするかということを検討している途中でいるようで

す。アメリカの議会図書館（ＬＣ）では、マイクロとデジタル両方の媒体による代替物の

作成を行っておりますけれども、デジタルについては拡張性やストレージ、マイグレーシ

ョン等の点で検討を要するとしております。またアメリカの国立公文書記録管理局のＮＡ

ＲＡでも、マイクロとデジタル両方による媒体変換を実施していますが、2008年のデジタ

ル化戦略においてはデジタルコピーの真正性は保証しないというふうに明記をしておりま

す。 

 原資料についてはいずれの館も廃棄しない方針でございまして、またイギリスの国立公

文書館とアメリカの議会図書館では、デジタルとマイクロの両方の媒体があっても、マイ

クロフィルムは保持し続けていくという方針を今のところ打ち出しております。 

 現状としましては、マイクロフィルムは長期保存用の代替物として用いて、デジタルに

よる媒体変換も検証を行いながら同時に実施を進めています。長期保存性や原本性、ライ

フサイクル等が確立した後に、また適当な時期にデジタルへの移行を検討していくという

方針をとっている印象がございました。 

 事例調査の主な結果については以上となります。詳細については、先ほども申しました

ように、別紙をごらんいただければと思います。今後も事例調査は引き続き実施していく

予定となっておりますので、また色々とご指導をいただければと思います。 

 次に、資料３、論点及び代替物に求められる要件（案）についてのご説明に移りたいと

思います。 

 別紙としてＡ３の比較一覧表をつけておりますので、こちらも併せてごらんいただけれ

ばと思います。 

 まず、論点なんですけれども、前回の会議では論点を五つ挙げさせていただきましたけ

れども、会議でのご指摘等を踏まえまして、論点を今回は四つに整理しております。論点

１が代替物の在り方について、論点２が代替物及び原資料の長期保存について、論点３が

継続的な管理について、となります。また、今回の会議は歴史公文書等の保存の検討とい

うことですので、こちらでは論点としてあえて挙げてはいないんですけれども、代替物は

やはり利用やアクセスの観点から検討することも必要かと思いますので、その他として検

討内容には含めております。前回提示しました論点の法的証拠能力については、論点１の

（１）原本性（真正性、信頼性、完全性）の確保というところで反映させていますので、

ご確認いただければと思います。 

 今回、論点の検証を実施するに当たりまして、公文書の代替物としてどのような品質が

求められているのかについて、まず確認といいますか検討を行いました。その結果、まず

は論点に対応する要件を設定しまして、代替物に求められる要件案10項目を、資料の２枚

目にございますようにたたき台として作成いたしました。比較一覧表には、今申し上げま

した論点と要件をそれぞれ対応させるとともに、構成要素や検討事項、各媒体の特質、議

論のポイントになると思われる点についても、先日、委員の皆様方にいろいろとご助言を

いただきながら作成しております。 

 それぞれの要件と論点との対応なんですけれども、要件の１から４までは論点１の代替
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物の在り方について、に対応いたします。原資料が持つ情報についてどのような情報をど

の程度代替物に移しかえる必要があるのか、またはマイクロとデジタルの各媒体における

各要件の実現可能性がどの程度なのか、必要な比較の整理がどの程度進んでいるのか、そ

れぞれ将来的な見通しも含めて検討していく必要があると考えております。 

 また、要件の５から７までは論点の２に対応いたします。原資料及び代替物を長期的か

つ安定的に保存するために、どのような点に配慮すべきか、原資料への負荷を最小限にす

るにはどうしたらよいのか、こちらも検討を進めていく予定でございます。 

 要件の８から９は論点３の継続的な管理に対応いたします。長期保存を確実なものにす

るためには、やはり温湿度管理やマイグレーションの定期的な維持管理が必要となるかと

思います。継続的な管理を実施するために検討すべき項目を挙げて、課題や今後の動向に

ついてもあわせて検討していく予定です。要件９の経費については、要件４もそうなんで

すけれども、金額そのものよりも、やはり何に費用がかかるのかという、経費の項目につ

いて主に検討を進めていく予定でございます。 

 最後に挙げた要件10は、その他として挙げました利用関連等についての検討項目を挙げ

ています。原本を確実に保存するとともに、利用者に対する利用機会の提供についても検

討すべき項目だと考えて設定をしております。 

 以上、要件と論点につきまして、各媒体の現状におけるメリットとデメリットだけはな

く、やはり今後の動向や全体の枠組みも含め、それぞれのご専門の見地からご指摘をいた

だければと思っております。また、各要件や論点における用語の使い方についてもいろい

ろとご指導をいただければと思いますので、よろしくお願いいたします。 

 それでは、最後に資料４の報告書の目次素案についてのご説明に移らせていただきたい

と思います。 

 Ａ４の３枚の資料になります。今後の検討結果ですとか調査状況に応じていろいろと変

更する可能性もあるんですけれども、やはり今年度のまとめとしての大まかなイメージを

つかむためにも、今回、目次素案としてご提案させていただきたいと思います。 

 目次案は全部で５章構成となっています。１章ではまず背景と目的というふうにしまし

て、２章で当館の現状を整理した上で、３章で調査結果を踏まえ、保存方法の検討を４章、

最後の５章で結論というふうに、今後の課題や展望も示すという骨格にしております。 

 各章について簡単にご説明いたしますと、第１章では、まず公文書館における保存とは

何かについて、保存の意味ですとか重要性を記述し、各分野や各地における取組みの概要

もあわせて記載する予定です。今回、当館において保存方法を検討するに至った経緯とと

もに、検討の必要性・重要性を説明していく章として位置づけております。 

 次に、第２章なんですけれども、当館における紙媒体で移管された歴史公文書等の保存

について、保存の方針や代替物作成方針について概観した上で、代替物と原資料の保存状

況及び維持管理状況の現状について記載をしていく予定です。 

 次に、第３章ですけれども、先ほど途中経過のご報告をいたしました事例調査について

の章となります。調査目的、調査対象のほか、国別に整理を行いまして、調査結果を本章

で示す予定です。調査対象の詳細についてもこちらに記載しております。あわせてご確認

いただければと思います。 

 次に、第４章ですけれども、先ほど保存方法検討の論点及び代替物に求められる要件と

してご説明しました内容がこちらの章に対応します。４章の小結のところでは、便宜的に

メリットとデメリットの比較というふうにはしておりますけれども、それだけにとどまら

ず、議論の内容、検討結果を盛り込んでいきたいと考えております。 
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 最後の第５章では、結論として、現段階における代替物の媒体として何がふさわしいの

か、また将来的に検討すべき事項もいろいろあると思いますので、そういった内容も整理

した上で今後の課題、展望として記載する予定でおります。 

 今回の検討内容は短期間で検討するにはいろいろ足りない点もあるかと思いますけれど

も、今年度の検討結果を一度形にした上で今後につなげていきたいということでご了承い

ただければと思います。 

 以上、駆け足ではございましたが、事務局からの説明は以上でございます。 

○山田委員長 ありがとうございます。 

 それでは、今のご報告につきまして皆さんからご意見、ご質問等をいただきたいと思い

ますが。バラバラとやってもなんですので、まず最初に資料２の事例調査につきまして、

これは途中ですけれども、ここまでの点についてご質問とかあるいは今後の調査の進め方

についてのご意見とかあれば、まずそれから承りましょうか。 

 いかがでしょうか。まだこれ途中ですので、ちょっと今の段階ではご意見等々出にくい

かとも思いますが。 

 よろしいですか。 

 よろしければ、これはこれということで、また調査を続けていただくということにさせ

ていただきます。 

 それでは、これが一番大事な点かもしれませんが、次の資料３でありますが、論点、そ

れから代替物に求められる要件についてご意見等をいただきたい。これにつきましてはも

う既に諸先生から書面でもご意見をいただいているところでございますけれども、どこか

らでも結構ですので、どうぞご意見をお出しいただければと思います。紙でお出しいただ

いたご意見の補足でも結構だと思いますので。 

○長谷川委員 じゃあ、ちょっと。 

○山田委員長 はいどうぞ。 

○長谷川委員 私のほうからは、技術的な面とマネジメントの面と両方ありまして、特に

アーカイブという面ではやはりマネジメントを確立していくという軸と、これはマネジメ

ントというのはいろいろな経験とかノウハウを蓄積していくという話と、もう一つはやは

り技術的な変化に対してどう対応していくかということで、いわゆる記録管理ということ

で、証拠性とか説明責任はどちらかというとマネジメントを蓄積するということで、この

20年間ぐらいで非常に成果がまとまって、ＩＳＯの中でも最も中心的な標準という位置づ

けがほぼ完成されてきているんですが。アーカイブという話は技術の進化を乗り越えてい

くという話で、これが非常に大変だという話で、皆さん年中挑戦しているという状態だと

思うんですけれども。 

 それで、このあたりについて、今記録管理という話から出ると、いわゆる書誌、一般の

雑誌とか書物の場合のダブリンコア（Dublin Core）ですよね。これについてはかなり社

会的にも認知されているわけですが、もう一つ記録管理というほうでもＩＳＯの23081

（記録管理プロセスに関する国際標準－記録のためのメタデータ：Information and 

documentation - Records management processes-Metadata for records）という形が実

はＩＳＯ/ＴＣ46/ＳＣ11（文書・記録管理）委員会で標準化されています。一方、ＪＴＣ

１（ＩＳＯ/ＩＥＣ ＪＴＣ１: Joint Technical Committee 1 for Information 

Technology）といういわゆるＩＳＯ標準化の中で一番大きな組織で、従来コンピュータ

ーシステムの標準化を担当してきたんです。そちらがいわゆるインターネット環境のいろ

いろなそういった標準等を踏まえて全部整備していくという段階に来まして、言ってみれ
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ばグローバルにメタデータを蓄積、管理、連携できる標準、それがほぼ出来上がってきて

いるという話と、これはＪＴＣ１のＳＣ32（データ管理および交換：Data Management 

and Interchange）というところが担当しています。 

 今、そのＳＣ32というところと46／ＳＣ11の記録管理用のいわゆるメタデータの標準を

やったところとが非常に密な連携が始まりまして、そういう意味では記録の内容をきちん

と将来にわたって管理していくということに対しては、グローバルな標準に向けて整備が

出ているというところで、記録管理については非常にそういった成果が蓄積したんですが、

いわゆるアーカイブズという話になると、紙から始まってマイクロ、それから今は光ディ

スクですね。光ディスクも20年経っているんですけれども、まだどんどん、ますます進化

が激しくなってきて、それをどうやってマネジメントして維持していこうかというあたり

で今いろいろ標準化の議論はしているんですが。 

 実は、14721というＯＡＩＳ（ＩＳＯ14721：2003 Reference Model for Open Archival 

Information System (OAIS)）、これは2003年でしたっけ、いわゆるＩＳになったんです

ね。実は、仕様書というレベルのとりあえずの標準から正式標準というふうに認められま

して、これがアーカイブということに対しては非常に今後重要な役割にいきます。それは

何かというと、マネジメントの話とそれから技術という流れの中をうまく両方をつなぐた

めのフレームワークですよね。枠組みの考え方が一応かなり確立してきたという段階にあ

りまして、今そのＯＡＩＳということに関していろいろな部署が連携を始めています。 

 実は、電子図書館が今から５、６年前までにほぼそれにフレームワークを合わせようと

いうのが固まったんですが、アーカイブに関してもそちらに一緒にみんなが連携していき

ましょうということで、今までいろいろなところで、例えば記録管理とＯＡＩＳは何かと

いうと、記録管理の中のビジネスプロセスのところを整合しましょうと。それからあと、

コンテンツ管理という分野がありますけれども、そのコンテンツ管理とＯＡＩＳの中のい

わゆる総合行政を整備しましょうというような形が物すごく今活発なんですよ、実は。と

いうか、これからどんどん固まっていくんじゃないかというのが今の段階、全体としては

あるというふうに認識しています。 

 逆に、先ほどブルーレイでバックアップしますよと言っているんですけれども、アメリ

カのほうの報告等でも出ていると思うんですけれども、アメリカは─ヨーロッパもそう

です。それで、オーストラリアもそうなんですけれども、光ディスクに関しては長期保存

媒体としては認めないとはっきり言っていて、それは何かというと、マイグレーションと

かそういったことをきちっと整理できればいくと思うので。一応マイグレーションに関し

ても、一般的な考え方についてはＴＣ46の中で結構いい標準が今固まってきていますし、

そういう整備はしているんです。要は、アーカイブに関してはやはりまだまだ非常に課題

が大きいということ。 

 あともう一つ、さっき館長さんのほうで、図書館と国立公文書館の位置づけの考え方み

たいなんですけれども、ヨーロッパなんかの場合だと、デジタルライブラリーについては

ほぼ考え方はまとまってきていて、アメリカとのギャップは何かというと、Ｅメールの扱

いですよね。アメリカはＥメールを非常に重要視していますし、ヨーロッパももちろん中

心にあるわけじゃないんですが、その辺の連携はうまくやっていきましょうということは

あるんですけれども。 

 あとは、要はヨーロッパも５年かけてアーカイブの標準化を検討してきたんですけれど

も、実はこれからアーキビストの人との連携を密にしていくと。すなわち、何を残すべき

かと。今はですから、全部集めたらということで、皆どこの国も全部リスクをとって走っ
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ているんですけれども、一番これから出てくるのは、どういうものをちゃんと残していく

かということについて検討していこうじゃないかということで、実はポータルが重要なの

は何かというと、どういうふうに使われるかをポータルで全部集めて集計しましょうよと。

何かというと、国民とかグローバルな人たちがその価値をどうするかという判断は議論し

ていてもまとまらないので、ポータルをつくって、その中でだれがどういうふうに蓄積し

ているかということをやりましょうということですので、多分デジタルライブラリのほう

から早く集積が出てくると思うんですが、その後で実はアーキビストの人とヨーロッパが

組織的に連携をとろうと。というのは、どういう内容が価値としてちゃんといくのかとい

う話。 

 あともう一つは、私が勉強したのは、ナショナルアーカイブはやっぱり最後のアンカー

で、そういうものをきちっと維持していきましょうというところに物すごい重要な観点と

それから文化があるので、今デジタルライブラリとか何かでいろいろやってくるものでも、

共通にやるやつとかそういうものはナショナルアーカイブのほうに全部蓄積して、それを

きちんと整理していきましょうと。そういったようなコンセンサスがこれからとられてい

くようなのがヨーロッパの現状です。 

 済みません。ちょっと取りとめないんですけれども、今全体の動きとして何かそんな感

じでした。 

○山田委員長 ありがとうございました。 

 それでは、またほかの方から。 

 はいどうぞ、楢林先生。 

○楢林委員 論点１のところで、マイクロフィルムのほうからの情報を申し上げますと、

原本性の確保という問題なんですけれども、これは、前回も法的証拠能力の部分でちょっ

と出ましたけれども、基本的には各組織がどのように情報を管理していっているのかとい

う、ポリシーとか運用計画とか実践状況だとか、そういったものは依然重要であって、マ

イクロフィルムもそういうことやっていれば紙の原本と同じように認めてもいいよという

ような商法に対する見解にも出ております。 

 現在、マイクロフィルムにつきましては、作成から保存までほとんどすべてＪＩＳある

いはＩＳＯの規格で決められているんですけれども、先ほどの事例の中で出てきましたデ

ジタルをマイクロフィルムにして保存するという、これはデジタルとマイクロのいい点を

両方とろうという考え方ですけれども、これにつきまして、ＩＳＯの11506（ISO 11506 : 

2009 Document management applications -Archiving of electronic data-Computer 

output microform (COM)/Computer output laser disc (COLD)）という電子データのアー

カイビングという規格が昨年出版されまして、これによって規格的にも認められておりま

す。 

 それに基づいて運用をどうするのかというところなんですけれども、これはちょっと事

例の研究にも関係するんですけれども、米国の地方政府が行っております不動産の売買の

記録なんかを保存して、不動産業者とかいろんな機関が利用するための、日本でいえば多

分登記所のような機能を持っていると思うんですけれども、そこが全米の協会をつくって

おりまして、そこはもともとマイクロフィルムで保存していたのを、現在はデジタルでま

ずつくって、保存はデジタルからマイクロフィルムに落として保存すると。そういうガイ

ドラインをつくって運用をしているという例がありますね。 

 日本でも、再来週のＪＩＩＭＡ（日本画像情報マネジメント協会）のｅドキュメント

JAPAN2010で、紙文書を電子化するためのガイドラインとデジタル化された情報をマイク



 - 21 -

ロフィルムで長期保存するという、二つのガイドラインが発表されます。これはここで出

ているＰＲＩＡ（米国資産記録業協会）のガイドとそれからＩＳＯの11506の規格なんか

をベースにして、日本の従来のマイクロフィルムの証明方式という─管理方式ですね、

それを組み込んでガイドラインはつくっております。 

 以上です。 

○山田委員長 ありがとうございました。 

 ほかの方、ご発言ございますでしょうか。 

 はいどうぞ、田中さん。 

○田中委員 ちょっとさっきのに戻っちゃうかもしれませんが、アメリカとイギリスの保

存の方法を調査されていますよね。もうちょっと詳しくやっていただけると助かるんです

けれども。今はデジタルといったら１個、マイクロは１個というふうに、何かちょっと調

査が荒っぽいような感じがするので、できたらもうちょっと媒体ごとに分けて分類してい

ただけると助かるんですけれども。 

○山田委員長 ほかにございますでしょうか。 

○山口委員 今、回覧されているようなデジタルとマイクロを併用するというのは、恐ら

くコストからしても、それぞれ単独でやるのに比べてそれほど大きく増えないといった意

味でのメリットがあるのではないかと思います。そうすると、先ほども話題になりました

けれども、代替物をつくるときの費用と維持管理というか運用の費用、トータルでどんな

ものなのかということを把握することがその結論を出すために重要だと思います。この論

点や、報告書の中で、コストが代替物作成のところと維持管理がそれぞれ別々のところに

あるのですが、それがトータルで見えるように何か工夫をしていただくとよいのではない

かと思います。 

 あと、別の話ですけれども、原本性という言葉の中に、括弧で、真正性、信頼性、完全

性と書いてありますが、公文書の関係ですと、昔、総務庁の共通課題検討会というところ

で検討されたものが有名で、その中では、原本性が完全性、機密性、見読性という言葉で

書かれています。それを参照している色々な文書も多くあるのではないかと思いますので、

同じ原本性という言葉が違う意味になってしまうと、問題があるかもしれません。なるべ

く何か整合性を取っていただいたほうがいいのではないかと思います。 

○山田委員長 じゃ、その点またよろしくお願いします。 

 はいどうぞ。 

○楢林委員 技術的な動向なんですけれども、以前はマイクロフィルムというのが保存の

媒体になっていたんですけれども、現在はデジタルが主流になりつつあるということで、

それが両方ともデッドエンドというか、終わりじゃなくて、デジタル化したものはマイク

ロフィルムにできますし、マイクロフィルムになっているのはデジタル化できるというこ

とで、それぞれが別な目的ができれば、デジタル化なりマイクロ化なりができる今技術動

向になっているということを申し上げたいと思います。 

○山田委員長 ありがとうございます。 

 先ほど山口先生もおっしゃったように、結局のところ、使い勝手なんかの点からいうと、

デジタル化をしていかなきゃならないこと自体はどうも動かない話で、問題はデジタルだ

けで取っておいて大丈夫なのか、マイクロフィルムをバックアップとしてあえて取ってお

かなきゃならないのかという問題で、結局はマイクロフィルムをプラスアルファとして取

っておくのにどれだけの費用がかかって、そしてそれが本当に無駄でないのかどうかと、

それについて国民のご理解がいただけるかということに尽きるような気がするんですけれ
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ども、そこら辺の費用というのは、どういうことになるんでしょう。 

○楢林委員 私が知っている範囲で申し上げますと、デジタルの費用というのは案外どこ

でも出てこないんですね。ヨーロッパではスウェーデン国立公文書館

（http://www.riksarkivet.se/）がデジタル・ブラックホール（http://www.tape-

online.net/docs/Palm_Black_Hole.pdf）という報告書を出しているんですけれども、そ

れはもともとスウェーデンはある時期デジタル化して、それをオンラインのレポジトリに

登録しておいて使えるように始めたんですけれども、運用コストがかかり過ぎて、やはり

デジタルはちょっと、全面的にデジタルでオンラインでアクセスできるようにするという

のは難しいんじゃないかというような報告書が出ていますけれども、これはヨーロッパで

結構引用されています。 

 あとは、私もよくわからないんですけれども、米国で大学の図書館でそんなような研究

成果が報告されているというのは聞いておりますけれども、やはり日本でもデジタルにじ

ゃあ幾らかかるのかという研究データというのは、私はちょっと知らないんですよね。 

○山口委員 非常に難しいですよね、やはり。 

○長谷川委員 今、それでヨーロッパの話で、スウェーデンとかノルディックはすごいデ

ジタル化に積極的なんですよ。それで一番最初に挑戦したのがスウェーデンで、スウェー

デンが実際にやって、全部将来を、公文書館ですから、先行きの責任もすべてリスクをカ

バーしようということでやったんですね。そしたら、こういう指数関数的になっちゃうん

ですね。時間がかかるんですね。だから、まだこれじゃだめだと。これをブレイクするの

が必要だということで、今ＥＵからお金をもらって３年計画で2009年からＯＡＩＳに基づ

いてフレームワークをつくって、どういう最新の技術をやったらいいかと。さっきちょっ

とお話があったような感じで挑戦しようというような形です。 

 それから、フィンランドが、あそこもアーカイブについては物すごい積極的で、医療な

んかですと日本は５年でカルテいいよと言っているんですけれども、あそこは永久保存に

なるんですね。病院の中で30年間、それでそれ以降は永久に保存しますというような感じ

で、日本でも多分これから生涯記録になるのでそっちの方向に行くとは思うんですけれど

も。最近フィンランドが、紙からデジタルへの移行は、要するに50年から70年ぐらいかか

らないとこれはジャスティファイしないという報告を出しているんですね。逆にだから、

先行きまで全部対象にしなきゃいけないという、そういう責任を持ってシミュレートする

ところは、まだみんなこれなんです。 

 一方で、デジタル自身の利用性という面から見ると、マイクロをくるくる回すわけにい

かないし、紙だけ見るわけにいかないのはわかっていて、したがってどこの研究報告とか

委員会でも使っている言葉は、イノベーションではなくてチャレンジなんですね。要する

にだから、さっき言いましたけれども、マネジメントと技術の間をどう取り持つかと。今、

最新のデバイスとか何かですと、数カ月でもう次のですって変わっていくと。ハードがあ

って、ソフトがあってみんな絡むという話ですから、説明を聞くとわかるんですけれども、

実際問題は回らないという状態をどういうふうに回していくのかというソリューションで

すよね。 

 それもヨーロッパのほうも挑戦していますし、アメリカも挑戦しているんですよ。アメ

リカ政府の中は、ナショナルアーカイブじゃなくて、政府の中も光ディスク、相当大規模

にみんな使っているんですけれども、みんな挑戦なんですよね。政府のＮＡＲＡとか何か

のキーワードはデザインしなさいと言っているんですね。だから、あなたの責任ですよと

言っているわけで、こういうやり方でいいですよというのは、ＮＡＲＡとかそういうとこ
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ろはみんなそういうのを出すわけです。それで国がずっと広がるんですけれども、今は残

念ながらそういうのはないと。 

 ただ、デジタルの使い方の中で、媒体とかその辺を整理して、どういうやり方をやれば

いいのか。今実は、製造をしている人たちが、媒体をつくる人とか駆動装置をつくる人と

かって、みんなバラバラにやっていて、みんな自分の思惑で動いちゃっているから、こう

いう世界では今の答えはないんですよね。だから、やっぱり国として大事なものをうまく

バランスとってやっていくと。ただ、それも全部をデジタルに置きかえるというのは多分

相当まだ先だと思うんですけれども、デジタルとそれからマイクロとそれから紙とかって

いうのをうまく組み合わせて、それこそ今のインテグレートされたクラウドのような環境

の中でそういうものがうまく運営していけるというようなやつが、何かその辺がどうもス

ウェーデンが考えている考え方みたいなんですけれども。やっぱり運用のところをどうい

うふうに回していくかという話になってきて、今は逆に言うとメタデータが非常にやっぱ

り大事になってくるというような形で、今はすごい挑戦……。本当にみんなアーカイブに

ついては困ってきていると思うんですね。ですから、ここ２、３年が物すごいアクティブ

になって私びっくりしたんですけれども、今すごいです、アーカイブに対して。記録管理

というのは大体見えてきたので、アーカイブに対しては本当に世界中で挑戦を始めている

という状態ですので。 

 そういう意味で、今回調査していただいたのは非常によく調査していただいていると思

うんですけれども、先ほど田中先生からもありましたけれども、やっぱりマイクロを使う

場合も、本当の意味で保存性で、年中使うわけじゃないんだけれども、将来きちっとこれ

がないと大変なことになるという意味で取っておくケースと、ある程度はこの規模でこう

いうふうに使いたいというので、要はデジタルとうまく合わせてやりたい。それが逆転し

ているケースがあるし。それから、図書館さんの場合だと、ハードディスクとそれから光

ディスクをうまく回るようにしておけばですね。ですから、ハードディスク、光ディスク、

マイクロ、紙というのが実はお互いにみんなうまく組み合わさって運用されるんだという

ので、国立公文書館さんなんかのほうから出てくる世界中の標準化の提案は、どうもそう

いう考え方が大分入ってきたんですね。もうデジタルがいいとかマイクロがいいかという

議論はやめましょうと。本当にそれぞれ持っている特徴がですね。やっぱり一番あれはお

金ですよね。 

 それがジャスティファイされてできるのを整理しなきゃいけないよというところが、そ

のあたりをですね。やっぱり日本として、あと光ディスクは田中先生がすごい権威者です

けれども、日本が発明してもう20年経ってやっているので、やっぱり私は今これは経済産

業省さんなんかにもお話しして、海外にも産業として伸ばすのも含めて、光ディスクに関

してそういう展開ができるというのを早くつくってやらないと、我々も困るし、産業とし

てもせっかく光ディスクはすばらしいのは、ほとんど日本ですよね、そういう面でいい形

で全部やっているの。だから、手の中にあるので、産業界がうまくやる。 

 実は、医療の話で、あれなんですけれども、アメリカの場合というのは物すごく医療が

進んでいるところと何もしないところの合わせて平均だと、世界で最も遅れているという

ふうになっちゃっているんですけれども、その理由は何かというと、産業界が皆バラバラ

で、標準もバラバラで、800ぐらい標準があるんですね。医療だけであるみたいですね。

それを今ばーっと整備してきてやっている。ですから、光ディスクの問題も、今は政策的

にそういった形をとることと、やっぱりそれに対して公文書館さんのほうにそういう観点

でいろいろアドバイスをしていただけると多分いいんじゃないかと。先生、どうですか。 
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○田中委員 そうだと思います。 

○長谷川委員 先生の代わりに言ったんですけれども。 

○田中委員 あと、先ほど私ちょっと言ったデジタル化の場合、媒体ごとに違い過ぎるの

で、例えば先ほどクラウドの話がありましたが、クラウドで本当に信頼できるのかどうか

という話と、それからハードディスクを置いておく場合と光ディスクを置いておく場合と

テープ、半導体という、物すごくいろんな種類があるので、やっぱり１個だけでデジタル

ということは、１個じゃちょっとなかなか扱えないと思っているんですけれども。 

○楢林委員 特に保存ということですと、磁気テープはまだまだ保存媒体として使われて

いるんですよね、広く。そういうところは案外忘れてられているなという気もしますね。 

○長谷川委員 媒体そのもののコストって、フラッシュメモリは結構ちょっとけたが違っ

て高いんですけれども、あと磁気とかオプティカルも比較的今は似てきているんですよね。

ということは、ハードディスクがもっと早くすごい厳しくなると思ったのが、どんどんま

だ成長しているというのがあって、そういうところなんですけれども。一方では、田中先

生、磁気ディスクで開発したいろいろな信頼性の技術って、光ディスクのほうにも入って

きているんですよね。 

○田中委員 そうですね。 

○長谷川委員 ですから、そういうのをうまく整合して、本当にやっぱり将来アーカイブ

というのは絶対に社会的に要る技術であるし施設であるので、そういったことをどうやっ

てちゃんとつくっていくかというのを、つくっていくというのはすごい日本の信頼を高め

るし、いいテーマじゃないかと思うんですけれどもね。 

○山田委員長 デジタル化というのは確かにとめどもなく金がかかるだろうというのもよ

くわかるのですけれども、我々素人から考えたときに、デジタル化のほうはこれこれ、か

くかくしかじか便利になりますといういろんな説明がつくんです。だから、そういう意味

で公文書館がお金かけても、それなりに国民あるいは国会等々も納得してくれやすいのだ

ろうと思うし、あるいは業界にもいろいろいいことありますという話になるので、割と説

明がしやすいのかもしれないけれども、マイクロフィルムで、大事に保存するんですとい

うのは、これは国民に納得していただくというのは、なかなか大変なような気がするんで

す。あえてマイクロフィルムを取っておかなきゃ困るということをきちんと説明をして、

費用もちゃんとそれに見合った費用でやれるということをきちんとこういう報告書でも説

明するというのは、なかなか大変なんだろうと思います。でも、それをやらないと報告書

を作る意味はなくて、難しいことを言って、こういういいことありますといっぱい書いて

みても、あんまり報告書としては対外的にインパクトは持たないような気がしますね。 

○楢林委員 今はやはり予算がとれやすいのはデジタルですよね。だから、世界中の公文

書館がやっているのは、やはり長期保存あるいは永久保存しながら、関心のある情報をデ

ジタルで流していこうというところだと思うんですね。だから、両方の目的を持っていま

すから、多少先ほどの国会図書館さんとちょっと違うのは、永久保存とか長期保存をきち

んとしなければいけないというのが公文書館の大きな使命かと思うんですね。それに対し

て新しくできた技術でいかに国民の皆さんに情報を提供していくかという、二つあって、

それは相反する面がありますので、大変ジレンマになっていると思うんですけれども。そ

れで、現在のところ多くのところで両方やっちゃえと、世界中でですね。というところだ

と思うんです。 

 コストにつきましては、マイクロフィルムだけあるいはデジタル化だけのほうが安いの

は当然だと思うんですけれども、両方やった場合のいい点というのは、長期保存あるいは



 - 25 -

永久保存に関する費用のほうは、比較的両方やっちゃった場合はかからないんですよね。

例えばマイグレーション、これは必ずデジタル化ではやらなきゃいけないんですけれども、

それの費用が実際どのぐらいかかるのかという研究データもあんまりないんですよね、私

は一生懸命見ているけれども。そうすると、スウェーデンの先ほどの公文書館のように、

マイグレーションとか、それを考えないで、今使えるだけデジタルで使って、保存はマイ

クロフィルムがあるよという考え方というのは、案外現実的かなというところがあると思

うんですね。 

○山田委員長 何となくデジタルって何でもできそうな気がしちゃうんですね、我々素人

は。 

○高山館長 万能だと思っちゃうんです。 

○山口委員 コストについても、今の時点でのコストと例えば10年後で必ず変わってくる

ので、それを変わってくる前提で仕組みを、バランスを変えられるようにするとか、そう

いうことが必要ではないかと思います。 

○楢林委員 これはやはり先生方に研究してやってもらう必要があると思うんですね。民

間の企業ですとなかなかそういうデータというのは出てこないと思うんですね。 

○山田委員長 大賀さん、何か。 

○大賀首席公文書専門官 デジタルのお話とちょっとまた別の視点なんですけれども、今

回、論点２のほうに、代替物もそうなんですが、原資料の長期保存という論点もございま

す。素朴な考え方でいうと、例えばうちはオリジナルの資料をとっておかなければいけな

い。オリジナルの資料をとっておくために、例えばマイクロとか他の使えるものを代替物

として提供することでアクセスを押さえてとっておく。ですけれども、例えばデジタルの

話でいくと、オリジナルがあるんだったら、10年に１回、もう一度スキャンすればいいじ

ゃないかと、そういう単純な発想もございます。これは岡山先生のほうに一度論点のメモ

出しでもいただいてはいるんですが、そういう考え方があるとした場合に、例えばそうい

うオリジナルからの、マイクロにしろデジタルにしろ、何回も何回もそういう代替物をつ

くるということについて、原資料の保存の観点から、例えばどこまでがそういうものに耐

え得るのかとか、そういう観点はどのように考えたらいいか。コメントでは一度いただい

てはいるんですが、ちょっとその辺をご説明いただけると。別の視点を一ついただけたら

と思いますので済みませんがよろしくお願いします。 

○岡山委員 私は紙のほうのことをやっておりますので、こういったデジタル化とかマイ

クロ化というのは原資料にとってはある意味いいことで、人の手に触れないところで保存

できるという。寿命が延びるという観点があるかと思います。ただし、デジタルもマイク

ロも恐らく、先ほど来、出ておりますようにメンテナンスをどうしていくかということが

多分ありますし、特にデジタルは機械がどんなのか、これだけ更新されていますと、どう

いうふうにうまく切り分けていくかということが大事かなと思いますので、先ほど言われ

たようにやはりデジタル、マイクロ両方をうまく仕分けしながら、それと紙をどういうふ

うに置いておくかということですね。そういうことを三つうまくバランスをとりながら、

非常に使われる例えば資料だったらデジタル化して広くというのがございますし、逆に非

常に昔の保存をしなければならないものですと、やはりこれは原資料をうまくきちっとし

ておくほうがいいだろうし、そういったマネジメントみたいなものをきちっと公文書館と

してうまく切り分けて設定をされるのが一番いいのかなというふうには私は思うんですけ

れども。 

 近年の紙は、ここ20年ぐらいの出ている紙は中性化されていますので、閲覧されても保
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存状態はかなりいいはずなんですけれども、それ以前のものは、先ほど国会図書館の資料

も、68年以前なんていうと大変なものがたくさんありますので、その辺は保存環境みたい

なことを少し検討されて、原資料の保存もそうしていく必要があるのかなと。特に、例え

ば現物主義のものというのも中にはあるだろうと思うので。私、以前、外務省の下の地下

の倉庫を点検したことがありますけれども、やっぱり外務省は原資料、現物主義で…… 

○山田委員長 それはそうでしょう。 

○岡山委員 とにかく全部保管しないとだめだという話だったものですから、そういった

ものはそういったものとして保管状況をきちっとされるという、すみ分けをうまくつくり

立てるのが一番重要かなと。デジタル化ですべて最初からだーっと全部というのではなく

て、デジタル化すべきものはこの辺であるというところをまずやってみて、そのデジタル

化が10年、20年、30年、うまくどうやって保っていけるかという、そういうことも研究を

されながらされるのが一番いいんではないかなと思いますが。ちょっと済みません、お答

えになっているかどうかわかりませんけれども、そんなふうには思います。 

○楢林委員 マイクロフィルムのほうでいきますと、論点の下のほうでマイグレーション

という話が出てきますけれども、通常、ある情報を大量に配布するような、そういうアプ

リケーションではオリジナルのマイクロフィルムから一つ中間の媒体のプリント用のフィ

ルムをつくるんですね。それを使ってプリントを複製していく。ですから、オリジナルは

１回だけコピーに使ったら、ずっと安全に保存しておくというような使い方もできますし、

先ほどＰＲＩＡの事例なんかですと、デジタルからフィルムにする場合は２本同時にでき

ちゃうんですね、同じものが。ですから、１本は安全保存にして、もう１本は利用に供す

るとか、そういう使い方もできると思うんです。 

○高山館長 利用のフィルムとそれから保存のフィルムというふうに分けるという、これ

はよくわかるんですが、保存のほうのフィルムをどういう環境で保存するか。今のところ

温度、湿度の調整というのはやっているわけですね。温度、湿度の調整だけでいいのかと

いう。ほかにも、例えば磁気をどういう形でシャットアウトしたほうがいいのかとか、そ

ういういろんな問題が出てこないかということはどうなんでしょうか。 

 それから、岡山先生にぜひ一度お尋ねしたいと思っていたんですが、紙は、例えば1940

年代の紙とかあるいは19世紀後半の紙は、これは置いておくだけで非常に危険ですけれど

も、しかしそれ以外の、例えば17世紀以前の紙というのは、これは数百年にわたって天然

の温度、湿度の中でちゃんと保存されて今まで伝わってきているわけですね。それをここ

数年間でいきなり温度15度、湿度何％なんてやってしまうと、かえって壊れるんじゃない

かという素人考えを持つわけなんですが。 

○岡山委員 そうですね。原資料もいろいろなものがありますので。例えば日本でいえば、

江戸以前のものというのは基本的には和紙でつくられておりますので、そういったものが

かなり劣化してくることはありませんので、そんなに環境条件は厳密にされなくてもいい

かと思いますけれども。ただ、一般的に西洋から伝わってきた紙の技術が明治以降出てき

ますけれども、酸性紙と言われているつくり方をされているものに関してはかなり注意を

要するというのが、日本の中でも一般的にはそうだと思います。それと、あと原料がやっ

ぱり、例えば第二次大戦近辺の原料というのはかなり粗悪なものが使われていますので、

こういった時期のものは非常に注意を要するだろうと。そういったものについては、保存

環境とかそういったものをかなり細かく設定されて保存される必要性はあるかと思います。

最近のものは先ほど申しましたように中性紙でございますので、これはほとんど放ってお

いてもそれほど問題になるようなことはないだろうと思います。 
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○楢林委員 マイクロフィルムに関しましては、ＪＩＳとＩＳＯで保存環境が決まってい

るんですけれども。基本的には温度と湿度ですけれども、そのほかに揮発性のガスですね。

ゼラチンという乳剤を使っていますので、それに悪影響を与えるような、例えばペンキを

塗りかえた部屋には置かないとか、少なくとも３カ月以上空気を入れかえるとか、そうい

うような規定はあるんですけれども、やはり温度と湿度ですね。 

○高山館長 ありがとうございました。 

○岡山委員 あと、マイクロフィルムで、私、海外の図書館で拝見したことがあるんです

けれども、ある一定の年限で移しかえていく作業をやっておりますよね。それがやっぱり

ある意味重要なんじゃないでしょうかね。 

○楢林委員 マイクロフィルムにはいろんな媒体がありまして、ジアゾですとか銀塩とか、

そういうのがあるんですね。本来は、ジアゾフィルムとそれから銀塩のマイクロフィルム

は同じ場所に置かないんだと。別なところにですね。細かく決まっているんですけれども。

図書館なんかですと外から買いますから、ジアゾのフィッシュありロールマイクロフィル

ムあり、いろんなものが来ますので、なかなかそういうのは難しいわけですね。それで、

先ほど事例でも、日本の場合ですと東京大学の経済学部の図書館さんなんかは全部一緒く

たに保存されているんですけれども、そのかわりガスを吸着するフィルターを設置して、

中をクリーニングしていると。エアをですね。そういうような事例があると思います。 

○山田委員長 ありがとうございました。 

 それでは、話は重なるんだろうと思いますけれども、最後に、資料４の報告書の目次素

案について、ご意見があれば承っておきたいと思いますが、いかがでしょうか。 

 多分、第４章のところに尽きるのだろうと思いますが。１章から３章まではまあ作文と

言えば作文。こう言っちゃなんですが。 

○山口委員 済みません、あと一つだけ。 

○山田委員長 はいどうぞ。 

○山口委員 コストのことで、デジタル化でコストを見積もると思いますけれども、デジ

タル化のやり方によってコストは大きく変わってくるので、できるだけトータルのコスト

を少なくすることが大事という点も報告書の中には含めていただくとよいと思います。 

○長谷川委員 だから、媒体変換のところを自動化できれば、すごい簡潔なんですよ。で

すよね。ある人は、そういうのを、私は設計しましたよとか言う人もいるんですけれども、

でもちょっとそんなに簡単じゃないなと。 

○山口委員 逆に、色々なものを一からつくりますと大変お金がかかってしまうのですけ

れども、既存の技術をうまく利用すればコストは格段に減ることもあります。 

○長谷川委員 そのとおりなんですね。 

○山口委員 この点は非常に大事なことと思います。 

○楢林委員 マイグレーションを本格的にやっていらっしゃる事例をできたらぜひ探され

るといいと思うんですね。公文書館側から見たら、デジタル化の大きな問題は保存性だと

思いますので、実際それはカバーするのはマイグレーションかエミュレーションだと思う

んですね。ですから、マイグレーションを実際にどういうところがきちんと体系的にやっ

ていらっしゃるのかというところをぜひ調べていただきたい。 

○長谷川委員 要するに、マイグレーションとエミュレーションは、非常に高価であると

いう。一貫して研究報告では変わってないことですよね。 

○楢林委員 ただ、英国図書館でしたっけ、エミュレーション、マイクロソフトの過去の

全てのＯＳとか何かをパソコンでエミュレートできるようにされているという事例もあり
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ますよね。ああいうのがやはりマイグレーションの、何かこういうふうにやっていますと

いう…… 

○山田委員長 実証研究はやるわけでしょう。 

○長谷川委員 でも、マイクロソフトだけじゃないですからね。最近はむしろオープン化

されている環境なので、古いのは引退しないと。 

○楢林委員 それはマイグレーションって一言で言えば技術的に問題が解決するようなち

ょっと風潮があるんです、世の中に。でも、みんなマイグレーションということで考えて

も、実際うまくいくんじゃないかという気がしているので、うまくいっている事例をぜひ

調べていって…… 

○長谷川委員 だから、恐らく10年後とか20年後にマイグレーションをしようとしたら、

多分できないと思うんですよ。だって、そういうことを知っている人とかそういう環境、

ノウハウとか、全部伝達されていなければ、だれも怖くてできないですよね。だって、古

くてずっと動いてきているやつを、人の体を手術するみたいなもので、免責してもらわな

かったら嫌ですよって、多分。だから、最近ＩＳＯの46の中でも、結局10年ぐらいループ

した結果出てきたのは何かといったら、やっぱりＯＡＩＳの考え方なんです。要するに、

プランニングが大事ですよと。プランニングというのは、そのときやるプランニングじゃ

なくて、今からそのときを想定していろいろと調べたりあらゆる知恵を準備していなさい

ということを言っているのと、あと、それが今まさに言った、これからずっと経過してい

くように、プランニングで問題とか意識した事柄についてデータを記録を全部取っておき

なさいということを言っているんですね。だから、まさに今おっしゃったように、要はマ

イグレーションなんて一言で言えるような状態ではなくなってきて、かつ悩みはやっぱり

量が多くなるということなんですよね。今はそれで何でもかんでも集めましょうというの

は、言ってみれば生活習慣病にかかるみたいなもので。結局だから、できるだけ何を残す

だとか。 

 医療の世界は、前もちょっと言いましたけれども、一番大事なのは何かというとサマリ

ーなんですね。要約情報が、みんなにとって将来含めて大事な情報というのをみんなで共

有しましょうというのが、今新しい概念で急速に広がってきているんですけれども、それ

はやっぱりサマリーなんですね。だから、診察したりなんかは、今は病院ですと、その先

生によって物すごい詳しいこととか自分の考え方によって書かれちゃうから、その先生し

かわからないんですね。そうじゃなくて、ちゃんと教育されて─アーキビストみたいな

感じで、教育されて、本当にこの患者さんにとって今回はどういう要約をしておけばいい

のか。過去から要約がつながってくるんですね。そうすると、その人を一番最適に状態を

説明すると。何回も言っているんですけれども、やっぱりそういう方向にあれです。それ

から、杉本先生なんかがおっしゃっているいわゆるエッセンスですよね。そういう研究も

やっぱりすごく大事じゃないかなと。 

○山田委員長 長谷川先生も加わられて、長期保存の実証研究を公文書館としておやりに

なるわけなので、そこら辺の成果というのがちゃんとこっちのほうにも生きてこないと、

本当は話がおかしいはずなんです。こっちはこっちで、あっちはあっちでというのも変な

ので、そこら辺の成果がそれなりにこの報告書の中に生かされると、お金の使い道に無駄

はなかったということになっていくんだと思います。 

 よろしゅうございましょうか。 

 一応ご意見承ったということで、ここら辺で議論を終わらせていただきたいと思います。 

 それでは、事務局のほうでは調査等々を続けていただくのと、次回はこの報告書の原案
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が出てくるのだろうと思いますので、その報告書の原案の作成をお願いしたいと思います。 

 それでは、以上で本日の会議を終了させていただきますが、次回の日程等々につきまし

て。 

 中島さん。 

○中島係長 お手元に有識者会議第３回開催日程確認一覧表というものがございますでし

ょうか。事前にメールでもお知らせいたしましたとおり、先生方皆様ご都合のよろしい日

時が11月29日月曜日の午前中のみとなっております。したがいまして、このまま第３回の

会議は11月29日午前10時から約２時間の開催ということでご了解をいただければと存じま

すけれども、いかがでございましょうか。 

○山田委員長 よろしゅうございましょうか。 

○中島係長 よろしいでしょうか。 

 ありがとうございます。 

 そうしましたら、第３回の会議の前、できるだけ早い時期に報告書素案をメール等々で

お届けいたしたく存じます。また、報告書素案作成の過程で先生方にまた事務局よりいろ

いろとお伺いすることもあるかと存じますが、その節はよろしくご指導をいただければと

お願い申し上げます。 

○山田委員長 どうもありがとうございます。 

 それから、本日の議事要旨につきましては、また整理がつき次第皆様にお送りするとい

うことで、ご確認いただきたいと思います。 

 それでは、本日の会議を終わらせていただきます。 

 どうもお忙しいところをありがとうございました。 

午前１１時５７分 閉会 
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午前９時５９分 開会 

○山田委員長 それでは少し定刻より早いようですけれども、皆さんおそろいのようです

ので、第３回の有識者会議を開催させていただきたいと思います。委員の皆様方にはお忙

しい中ご参集いただきまして、どうもありがとうございました。 

 本日はいよいよ最後の会議ということになります。今まで論点整理等々、いろいろ議論

をしてまいったわけでありますけれども、本日は報告書の内容について議論をするという

ことになります。 

 それでは、最初に事務局のほうから報告書の素案についてご説明をお願いいたします。 

○中島係長 それではご説明させていただきます。 

 まずお手元にお配りしております資料のご確認でございます。と申しましても、本日の

資料は「歴史公文書等保存方法検討報告書」（仮題）素案の１点のみでございます。まず

表紙がございまして、表紙をめくっていただきますと、目次が３ページ、そして、報告書

本文が全部で50ページでございます。 

 最終的には、報告書には有識者会議の配布資料、議事要旨等、さらに関連法令等の情報

を付録とすることを想定しておりますけれども、本日は、報告書本体のみお配りしており

ます。お手元にございますでしょうか。よろしいでしょうか。 

 それでは報告書素案の内容について、かいつまんでご説明させていただきます。 

 まず目次をごらんいただきたいと思います。 

 報告書全体としては「はじめに」に続きまして、第１章から第５章までの５章構成とな

っております。第１章と第２章は、前回、第２回の会議でお示しいたしました目次素案よ

りもややコンパクトな構成とさせていただきました。第３章及び第４章につきましては、

タイトル等を微修正いたしました箇所もございますが、基本的な構成は第２回の会議でお

示しいたしました目次素案に沿った形としております。そして、第５章が結論となってお

ります。 

 では目次を繰っていただきまして、本文の１ページ目、「はじめに」をごらんいただき

たいと思います。「はじめに」のところでは、本有識者会議の開催、有識者会議における

検討の背景、そして検討の成果を報告書として取りまとめたという、この報告書の位置づ

けを簡潔に記しております。 

 検討の背景としましては、第３段落及び第４段落のところで、公文書管理法の施行を控

え、公文書等のライフサイクル管理という大きな枠組みの中で保存方法を再検討する時期

が到来したと考えられること、そしてもう１点ですけれども、デジタル技術の進展・成熟

の２点を背景として挙げております。 

 続きまして、２ページからの第１章でございます。 

 第１章は、検討の背景と目的ということでございまして、まず１－１では検討の背景と

して、平成13年のＩＴ戦略本部設置から、来年度の当館における電子公文書等移管、保存、

利用システムの運用開始まで、「電子」をめぐる法制度を含む政府の取組み、また、日本

工業規格やＩＳＯなど、標準化に向けた内外の取組みなどについて簡潔に言及しておりま

す。 

 続きまして、１－２、検討の目的と経緯というところでは、政策評価・独立行政法人評

価委員会の当館に対する勧告の方向性について、それから、それを受けた形での当館の中

期目標等の設定、そして本会議開催に至る経緯を記しております。 

 以上が第１章でございます。 

 続きまして、５ページからの第２章でございます。 
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 第２章に関しましては、この会議の第１回で、先生方には撮影等の現場もご視察いただ

きましたけれども、当館における歴史公文書等保存の現状をまとめた内容になっておりま

す。２－１で当館全体の概要、２－２で所蔵資料の概要に触れました後、続く２－３「歴

史公文書等の保存についての計画及び方針」において、当館における歴史公文書等保存の

基本的な考え方や計画、方針などについて紹介しております。 

 ７ページの２－３－３「媒体の種類と選択」にございますとおり、紙媒体の歴史公文書

等の代替物作成に際しまして、マイクロフィルム、写真版、カラーポジフィルム及びレプ

リカを媒体として選択してきたこと、その中でも、主にマイクロフィルムを用いてきたこ

となどを記述しております。 

 ８ページからの２－４でございますけれども、マイクロフィルム作成状況等についての

記述となっておりまして、少し細かくなっておりますけれども、マイクロフィルム作成時

の作業手順等も紹介しております。 

 以上が第２章でございます。 

 続きまして、12ページからの第３章でございます。 

 第３章は国内外の事例調査を取りまとめた内容となっております。国内につきましては、

前回第２回の会議でご発表もいただきましたが、国立国会図書館における取組みを取り上

げました。そのほかですけれども、国の類縁機関等で大規模な代替物作成を行っている例

がさほど多くありませんことから、民間企業の、特に医療、建築、エネルギー分野の民間

企業の取組みを取り上げております。 

 一方、国外につきましては、国立の公文書館、図書館という国の機関における取組みを

中心に取り上げました。具体的には英国の国立公文書館及び大英図書館、米国の国立公文

書記録管理局及び議会図書館、カナダの国立図書館公文書館、そしてアジア、太平洋地域

につきましては、中国の国家档案局、韓国の国家記録院、オーストラリア国立公文書館、

そしてニュージーランド公文書館について取り上げました。 

 このほか、英国などで行われている、デジタル化に関するコスト試算をテーマとする共

同研究プロジェクトについて補足的に調査をいたしました。 

 おわびですけれども、12ページからの３－３「事例調査項目」のところでございますが、

調査項目の整理の仕方がややわかりにくい形になっております。申しわけございません。

もう一度整理をいたしまして、後日、修正版をお届けいたしたく存じます。 

 この第３章の内外の事例調査のまとめにつきましては、26ページから27ページにかけま

して、３－６、調査結果というところにまとめて記述しております。代替物の作成につい

ては、原資料の保存及び利便性の向上という目的の両方が掲げられておりまして、さらに

代替物作成の方法といたしまして、マイクロ化、デジタル化、それぞれによる作成が行わ

れております。マイクロ化は主に保存用として選択されております。一方、デジタル化の

ほうは利便性向上の観点から選択されており、そういう傾向がある中でも、マイクロ化か

らデジタル化へ移行する傾向も見てとることができるようでございます。 

 一方でデジタルデータの長期の安定性、信頼性等については、各国の公文書館、図書館

等がまだ一定の懸念を抱いているということも共通して見られることでございます。 

 最後の補足的なところですけれども、英国等で行われているデジタル化に関するコスト

試算の取り組みにつきましては、まだまだ緒についたばかりと評するのが適切であると考

えられるようでございます。 

 以上が第３章でございます。 

 続きまして、28ページからの第４章でございます。 
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 歴史公文書等保存方法の検討ということで、４－１－２にありますとおり、４つの論点

を設定いたしました。第１の論点が代替物の在り方、第２の論点が代替物及び原資料の長

期保存、第３の論点が継続的維持管理、そして第４の論点が利用関連の状況ということで

ございます。 

 これら４つの論点をさらに10件の要件に細分して検討いたしました。 

 まず第１の論点、代替物の在り方でございますけれども、こちらの論点につきましては、

４つの要件に細分いたしまして、検討いたしました。第１の要件は30ページの４－２－１

にございますが、メタデータによる統合的な管理ということでございます。原資料及び代

替物の原本性や真正性を確保するため、原資料及び代替物を相互に関連づけるメタデータ

を体系的に整備し、運用することにより、原資料及び代替物を統合的に管理する必要があ

るということでございます。このため、代替物の作成・維持管理のプロセスを徹底的に検

証し、必要なメタデータ項目を洗い出して体系化する必要があると考えられます。 

 第２の要件といたしましては、原秩序の保存というものを挙げました。そして、第３の

要件は「見た目」の保存ということでございまして、32ページの４－２－２のところで検

討しております。 

 歴史公文書等がもともと持っている秩序を維持することにより、当該文書が作成された

背景・文脈であるコンテキストを保存する、そのような考え方を代替物作成の場面でも適

用する必要があるということでございます。 

 原秩序の保存については、特にデジタル化においては１点１点の画像ファイルをメタデ

ータによって関連づける、文書の構造情報を記録するメタデータ項目を設定することなど

が必要であると考えられます。また、「見た目」の保存ということにつきましては、これ

はマイクロ、デジタル、いずれの方法でも解像度・解像力というものを適切に設定するこ

とが必要であると考えられます。 

 また、デジタルについては、モノクロか、あるいはグレースケールか、はたまたカラー

かといったような選定などを原資料の持つ情報の違いに応じて使い分けるということも考

えられるかと存じます。 

 第４の要件は、代替物作成経費が適切であることということでございます。37ページか

らの４－２－５では、経費を考える際に必要な検討項目を挙げております。ここまで、第

１から第４までの要件が、第１の論点、代替物のあり方に対応する要件でございます。 

 続きまして、第２の論点、代替物及び原資料の長期保存でございます。この第２の論点

につきましては、代替物の長期保存、そして原形の保存及び原資料への最小限の負荷、さ

らに、代替物の長期的な再現可能性に関する要件に細分して検討いたしました。 

 まず長期保存でございますけれども、長期保存と申しましても、方法・媒体によって、

長期の定義が異なるということを38ページの４－３－１のところで確認いたしました。 

 また、４－３－２では媒体の寿命と記録された情報の寿命は一致するか否かについて論

じております。マイクロフィルムでは媒体と情報の寿命がほぼ一致すると考えられますが、

デジタルでは技術の陳腐化によって、媒体の寿命が尽きる前に媒体に記録された中身の情

報が利用できなくなるおそれがあることなどに言及しております。 

 次に４－３－３では、代替物作成時に原資料にかかる負荷について検討しております。

１回の代替物作成での負荷だけではなくて、複数回の代替物作成等の場面で、負荷が累積

するということにも着目して検討いたしました。 

 つまるところ、原資料の劣化状態、それから代替物作成などの１回当たりの負荷、代替

物作成等利用の反復による負荷の累積等々の複数の観点から、いわば許容範囲の負荷とい
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うようなものについて検討した上で、代替物作成の方法や媒体を選択する必要があると考

えられます。 

 媒体の寿命と情報の寿命というところと関連いたしますが、40ページからの4－３－４

のところでは、媒体や情報の再現を可能とする機器類の入手等が可能であることを要件と

して掲げております。技術環境等が大きく変化して、既存の技術が陳腐化することにより、

代替物の媒体そのものがいわば「生存」しておりましても、媒体や情報の再現が不可能に

なるということが想定されます。今後の技術動向について、正確な予測をすることは極め

て困難でございまして、基本的にはその技術環境についての動向を注視するという必要性

は、マイクロ化においてもデジタル化においても共通して必要なことであると考えられま

す。 

 以上が第２の論点にかかわる検討でございます。 

 続きまして、第３の論点、継続的な維持管理でございます。継続的な維持管理につきま

しては、維持管理の方法及び経費に関する要件を２件設定いたしました。まず、42ページ

の４－４－１で安全かつ簡便な方法での維持管理という要件を挙げております。ここでは、

この要件を検討するに際し、さらに収蔵環境の保全、媒体の点検等、機器類の点検等、そ

してマイグレーション等という項目を４点設定し、その項目別に検討いたしました。 

 四つの項目のうち、最初のほうの３点ですが、収蔵環境の保全、媒体の点検等、そして

機器類の点検等については、マイクロ化、デジタル化、どちらの技術によるとしても、双

方に共通する部分というものが少なからずございます。 

 一方、第４の項目、マイグレーション等につきましては、例えば100年単位という形で

見ますと、マイクロのほうが理想的な保存環境を維持しておれば、基本的には媒体変換不

要であるということが考えられるのに対しまして、デジタルでは100年単位で数回の媒体

変換が必要であると考えられます。 

 また、今後の技術動向によっては、この頻度がさらに高まるという可能性もございます。 

 続いて44ページからの４－４－２におきましては、４－４－１と同じ項目別に経費につ

いての考え方を整理いたしました。 

 以上が３番目の論点に係る検討でございます。 

 続きまして、第４の論点、利用関連の状況でございます。 

 利用関連の状況ということに関しましては、利用機会の継続的提供という要件を45ペー

ジで設定しております。 

 利用の利便性ということでは、マイクロよりデジタルにメリットがあるというふうに一

般的には言われるわけですけれども、そのメリットを十分に生かすには、インターネット

経由等、オンラインで遠隔地から複数の利用者が利用できるような環境を整える必要があ

るということに言及しております。 

 また、利用の機会の継続的な提供ということにつきましては、マイクロにせよ、デジタ

ルにせよ、どのような技術によるとしましても、技術環境の変遷への注視及び技術の陳腐

化への対応というものが必要であるというふうに考えられます。 

 最後に、この４章のまとめといたしまして、46ページから47ページにかけて、「論点ま

とめ」というところで、マイクロ化、デジタル化、それぞれの技術面、経費面のメリット

とデメリットを整理しております。 

 どちらの技術が一方的にすぐれているとか、劣っているというようなことは言えないと

いうのが結論になるのではないかと考えられます。いわば、それぞれの方法や媒体の特性

を生かしつつ、一方で原資料の保存状態等に鑑みながら、それらの違いによって複数の方
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法を組み合わせて代替物を作成するというのが望ましい方向性ではないかというのが４章

のまとめでございます。 

 最後に48ページから50ページまでの結論でございます。 

 結論におきましては、ご提言の素案といたしまして、５項目を挙げさせていただいてお

ります。 

 第１の項目といたしまして、基本的な考え方として、原資料の保存状態、内容、利用頻

度等に応じて、代替物作成の方法・媒体を使い分ける必要があるということでございます。 

 第２の項目といたしまして、代替物作成の方法として新たにデジタル化を採用すべきで

あるということでございます。 

 第３に保存状態が比較的良好な資料につきましては、デジタル化による代替物作成をす

る一方で、劣化が現に進んでいるもの、そして今後劣化が急速に進行するおそれのあるも

のについては、マイクロ化によるべきであるということでございます。 

 第４の項目といたしましては、デジタル化による代替物作成に当たっては、歴史公文書

等の資料・記録としての価値を維持するのに不可欠なエッセンスを再現できる技術等によ

る必要があるということでございます。 

 最後に第５の項目といたしまして、マイクロ化による代替物作成につきましては、マイ

クロのみという従来のようなやり方も考えられるほか、いったんスキャナ等でデジタルデ

ータを作成した上で、マイクロとデジタルの二つの媒体で保存するというやり方も有力な

選択肢であるということを挙げさせていただいております。 

 以上、駆け足でございますが、事務局からのご説明でございます。 

 なお、お手元にお配りしております素案全体を通しまして、まだまだ文体、用語、用字

等の統一などが十分にとれていないところがございます。申しわけございません。 

 これらにつきましては、本日のご議論、ご指摘等を踏まえて、修正版をご提出いたしま

す際にあわせて事務局として精査をいたしまして、修正等を施したものをお届けいたした

く存じますので、ご了承いただきたくお願い申し上げます。 

 以上でございます。 

○山田委員長 ありがとうございました。 

 それでは、皆様からご意見を承りたいと思うのですけれども、まず第１章から第３章で

ございますけれども、これは言ってみれば現状等の事実の記述でございますので、ご議論

いただいてどうという話ではないわけで、中島さんからもお話がありましたように、まだ

これからいろいろ整理しなければならない点もあるだろうとは思いますけれども、この１

章から３章までについて、例えば何かこういう点も書き加えておいたほうがいいとか、そ

ういったご意見でもございましたら、まず承っておきたいと思いますが、いかがでござい

ましょうか。 

○田中委員 これはいつの時点の視点から書くんですか。ちょっと今規格が進んでいるん

ですよね、光ディスクのほうは。新しいやつがもうすぐ出るので、ただ、まだ完全になっ

ていないので、後から見たときに、何かえらい古いこと書いているなとなるかと思うので、

ちょっと心配だなと。 

○山田委員長 何月何日付に出るの、これは。 

○中島係長 23年３月時点でという形になりますけれども。ですので、例えばＩＳＯ等の

規格がその時点で完全に公表されていればそういうものについても記述するということに

なりますけれども。 

○田中委員 23年３月ですか。 
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○山田委員長 この手のものはどんどん変わるんでしょうから、どこら辺かで切らないと。

だから、書くんだったら、事実等々については何月何日の時点を基準にしてやっています

というようなことを言うしかないでしょう。 

○中島係長 そうですね。 

○山田委員長 こういうものの宿命ですから、仕方がないと思いますが。 

 よろしゅうございますか。ほかに何かございますでしょうか。 

 ございませんようでしたら、また後で何かお気づきの点がありましたら、また言ってい

ただくということにいたしまして、問題の４章、５章に参りますが、まず４章でございま

すけれども、個別の細かい点はともかくとして、まず全体的なつくりとか、あるいは全体

的な書きぶりなんかについてご意見とかございましたらお示しをいただきたいと思います

が。 

 ではちょっと時間つなぎに私が最初に、うんと大ざっぱなことを申し上げますけれども、

４章の最初の４－１のあたりですけれども、論点が４つあって、それから要件が10あると

いうのですが、これを読んだ限りでは、論点と要件との対応関係というのが文章の中に出

てきていないですよね。論点１が要件１から４までという対応関係があるかのごときご説

明を中島さんはなさったけれども、この文章ではおよそそういう話が出てきませんよね。 

○中島係長 そうですね。ではその辺のところをわかりやすく。 

○長谷川委員 検討してきている会議の途中では、一覧表をつくっていただいて、あそこ

では非常にわかりやすいんですけれども、今、こうやって見ちゃうとちょっと。 

○山田委員長 これも分けて書かないで、論点１の下の要件がこれだけ、四つに分けて考

えますというふうな書き方のほうがわかりやすいんじゃないですか。 

○中島係長 では、その辺は構成をもうちょっとすっきりと直したいと思います。 

○山田委員長 それから、ついでですけれども、要件という言い方がいいのか。発注の要

件とかなら、要件という言葉を使うけれども、普通こういうときに…… 

○中島係長 そうですね。また要件というふうに言いますと、例えば標準とか規格の世界

でいうと、マストな話にすべてなりまして、そのほかに例えばリコメンデーションとか、

推奨項目とかというような言い方も幾つかあったりしてということなので、ですので、要

件という言葉ではなくて、あくまで論点の…… 

○山田委員長 サブの論点ですよね。 

○中島係長 そうです。サブ論点です。 

○山田委員長 だから、何かもうちょっと普通にわかりやすい表現があっていい。 

○中島係長 柔らかい言い方に。 

○長谷川委員 何とか事項とか。 

○山田委員長 検討事項とか。検討事項１、２とか。 

○中島係長 ありがとうございます。ではそのように。 

○長谷川委員 逆に言えば要件といったらそうですね。標準化でいうと、ここのところが

すべてみたいになってしまうので、そのほうが。 

○山田委員長 それともう一つ、これは物すごく大ざっぱな全体的な書きぶりの問題なん

だけれども、４章と５章との対応関係というのが読んでいてよくわからないよね。我々素

人が読むと、４章のほうではこっちはこういうメリットもあります、こっちはこういうメ

リットがありますと、いわば両論併記みたいな形です。それは当たり前の話で、どっちか

が一方的にいいことはないはずなんだけれども、一定の結論で最後に出てくるわけでしょ

う。両方一長一短あるんだけれども、結果的にこういう結論になりましたとかというとこ
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ろが、全然飛んでしまっている感じがするんですね、文章全体として。 

 例えば、少し先に行っちゃうんだけれども、結論のところでいうと、基本的にはデジタ

ルでいくんだけれども、劣化が激しいものだけマイクロにしますと書いてある。これが一

番でかい結論なんだろうけれども、何で論理的にこの４章で書いてあるところから論理的

にそうなるのかというところがよく読み取れないんです。確かにいろいろなことが書いて

あって、マイクロはこういうところがよくて、デジタルはこういうところがいいと書いて

あって、拾っていけばそういうことが確かにどこかには書いてあるんだけれども、でも、

反対のことももちろん書いてあるんです。にもかかわらず一定の結論を出さなければいけ

ないわけだから、そこはちゃんとつなぎがつくようにきちんと、４章の考察から５章の結

論が、論理的に出てくるという書き方がいるはずです。 

○中島係長 ある意味４章のほうがある種、淡々と書き過ぎて、段差があり過ぎているよ

うな。 

○山田委員長 何か唐突な感じがする。 

○中島係長 ですので、もうちょっと何かスロープをつけるような書き方を。 

○山田委員長 結論のよしあしはこれからご議論いただくんだろうけれども。 

○中島係長 そこにきちんとつながるように。 

○山田委員長 言ってみれば、４章のほうで伏線をつけておいてもらわないと、５章の結

論が出てこないんですね。 

○長谷川委員 そういう面でいくと、逆に今の先生のご指摘はすばらしいと思う。結論か

ら見て、前でならした論理展開が合っているかという視点で見たほうがいいと思うんです

ね。上からこう流していても、私たちの頭の中には大体メタができていて、これのギャッ

プというのに対して自分で橋渡ししているんですよね。ところが、何も知らない人がすー

っと読んで、やっぱり読みやすくなければ理解が進まないので、そういう意味ではこの結

論から逆に見て、リバースにして逆にこの展開がどうだったかというふうに１回整理され

たほうが、そういう見方でレビューされたほうがいいかもしれません。 

○山田委員長 すみません、ちょっと時間つなぎのつもりで少し余計なことを申しました

けれども、どうぞ皆様、ご意見をお出しいただきたいと思いますが。 

○長谷川委員 なるほどと今、感心して聞いていました。 

○山田委員長 どうぞ。 

○山口委員 今の点で、具体的なこととして気になっていたのは、結論の一番最後の第５

のところで、デジタルデータを作成してからマイクロフィルムにするというのが有力な選

択肢であるというのは、この中のかなり大きな結論の一つとなっていると思いますが、そ

れが４章でどこに書いてあるかというのを探してみると、36ページあたりに少し書いてあ

るだけで、余り詳しい記載が無いように思います。 

 いろいろな資料を集めた中で、コスト的にもかなり有効な方法であるという根拠がある

と思うので、もう少しはっきりと、具体的に書いたほうがいいのではないかと思います。 

○山田委員長 ありがとうございます。 

 長谷川先生がおっしゃったみたいに、４章と５章と分けてしまったけれども、５章のほ

うから遡って見ていくという形のほうがいいのかもしれませんね。 

○長谷川委員 今のご指摘の話も、やっぱりこういう公文書とかという話というのは技術

というよりも、どういうふうにうまく知恵を使って運用を合理的にやるかという話で、世

の中を見ていればできる話ではなくて、すごく自分たちが頑張って蓄積してノウハウを持

ってやっていく、それが逆に言うと世間の一般的な産業界にも役に立つという、そういう
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代物なので、今、先生がおっしゃったように、ここのところは実は標準化ができる前には

相当いろいろなこと、例えばＰＤＦ／Ａとか、いろいろなところのノウハウとか経験がフ

ィードバックされてこれが実は生まれてきているんですね。ですから、非常に大きいんで

すけれども、多分こういう標準でばっと出ちゃったから、そんなものだというふうに多分

なっていると思うんですけれども、この奥にあるバックグラウンドにあるところは結構す

ごく大事なことだと思います。確かにそうですね。 

○岡山委員 すみません、一つだけよろしいですか。 

 全体として、国立公文書館の役割といいますか、どういうところが公文書館の役割なの

かというところが書いてあって、ですからこういうふうにしたいという感じが少し欲しい

なと。正直いいますと、私なんか素人なものですから、そういう面では。 

 それから、例えば国会図書館と国立公文書館ってやはり役割が違うと思うんです。国会

図書館のほうでああいうデジタル化をされましたけれども、公文書館というのはちょっと

私なんか一般的に見ると、違う役割を持っているのかなという気がしますし、そういう論

点の中でこういうシステムがいいんですよとなってこないと、なかなかわかりにくいとい

いますか、もうちょっと具体的に言えば、例えば国会図書館ですと、一般の方が閲覧する

という情報を得にくるとか、そういうことがすごく重要な視点になると思うんですが、こ

ちらは多分わかりませんけれども、いろいろな公文書を保存していく、かなり長期にわた

って、500年、1,000年というオーダーで多分保存していって、重要なときに見られるとい

う、そういうスタンスに多分なるのかなと、一般的に見ると思うんですけれども、そうい

う視点の中でこういうシステムがいいという論点の持っていき方をされたほうがいいかな

と、ちょっとそんなふうには思ったんですが、この最後の４と５のところ。 

○山田委員長 ちょっと敷衍して申し上げると、物そのものをどうするかという話が一切

出てこないですよね。ですから、物をどうするかという話があって、それでやっぱり公文

書館の場合は、国会図書館なんかと違って、書いてあることが伝わればいいという話では

なくて、やっぱり公文書そのものに物としての価値があるというのが前提で、だから、物

は基本的にとっておくんですという一つの前提があって、その上でそれがだんだん劣化し

たりなんかするし、利用なんかするのにも不便だから、別の保存方法が要るんですという

ようなお話が入ると、話が少しつながるのかもしれませんね。 

○岡山委員 そういう感じをちょっと受けました。 

○長谷川委員 これはあれですよね、いわゆるドキュメントがきちっと管理されて、承認

されて記録になって、それでそれ自身がアーカイブという、ある保管した形でみんなが使

っている形から、今先生がおっしゃったように、100年とか、ずっと超えて、今度は記憶

ですよね。国の財産であるけれども、国民にとっても知識的なバックになるというのが公

文書の位置づけですよね。それは多分だから、もう公文書館さんの方はみんなよくわかっ

ているし、毎日それで仕事をしているから、当たり前なんですけれども、世間の一般の人

ってその辺が余り理解がないというか、不十分ですよね。だから、こういう機会に、今、

先生がおっしゃったように、そういうイントロを何回も何回もやって、啓蒙していくとい

う、ある意味では公文書館さんの方は今回は代替物をどうすればいいのかという、その知

識を集めれば担当者がいいというのが目的かもしれないんですけれども、今、先生がおっ

しゃったように、結局これだけ検討して、この世間にいろいろな形で出してくるのであれ

ば、公文書館としての付加価値をつけてＰＲされるのはすばらしいですね。すごくいいご

指摘だと私は思って聞いたんですけれども。 

○山田委員長 先ほどの結論にしたってそうですよね。デジタルが基本で、劣化が進んだ
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ものはマイクロにしますという話だって、物を残すのが原則だから、利用の便宜のために

デジタルも置いておくし、物自体が危なくなれば、マイクロも要りますねとかいう話だと

いうふうな整理でもすると、何となく話はわかりやすくなるのかもしれないですね。そこ

ら辺の論理の持っていき方の問題なのかもしれませんけれども。 

○長谷川委員 だから、内容そのもの直接というよりは、よりこの報告書を有意義にして

いこうということで少し足していただくといいんじゃない。例えばマイクロの話でも、例

の環境の問題で酸化というか、劣化がというか、何か媒体の使い方によってすごい問題を

起こしましたよね。だから、あの辺をこの国立公文書館は非常にきちっとやったおかげで、

そういう問題にかかわらずやっているんですけれども、結構、国の組織でも海外とか、や

っぱり苦労したりしているじゃないですか。 

 だから、逆に言えば、今言ったような話からいくと、自分たちがきちっとやってきたこ

と自身の正当性をＰＲしてもいいんですよね、若干。そういうことが大事で、マイクロと

かという部分をきちっとやってきたということが大事だというのを入れていただくと。こ

れは実はＪＩＩＭＡなんかの業界のコンソーシアムなんかではその対策で大騒ぎしたわけ

ですし、いろいろやっているわけなので、やっぱりこういうところできちっとそういうこ

とを決められている価値が非常にあるんだということをちょっとＰＲしていただくという

のも、より皆さんに読んでいただいて、まさに啓蒙するものになると思いますね。 

○楢林委員 そもそもこの検討のきっかけといいますか、最初の初めのところで、検討の

背景として、平成23年度からボーン・デジタルを受け入れるということになっていますよ

ね。今回の検討会議は紙からなんですけれども、来年からボーン・デジタルを受け入れる

のであれば、ボーン・デジタルで来てしまったものをどうするのかというのを若干どこか

で触れられたらいいかなと思います。 

○山田委員長 そうでしょうね。それは当然。 

○長谷川委員 委員長が最初におっしゃられたように。あともう一つ、この中で実はメタ

データがトップに出て、要件というか、大事だと書いてありますよね。逆にこの公文書館

さん自身が持っているすごいポテンシャルとして、ボーンのメタデータをすごくよく調べ

てデザインしているというのは物すごく大事なポテンシャルですよね。先生も委員をされ

ていて。 

 だから、そのあたりも今、楢林さんがおっしゃったような形でつなぎの位置づけをして

いただいたほうがいいですね。 

○山田委員長 前回もちょっと申し上げたりもしましたけれども、あちらはあちら、こち

らはこちらでなくて、ちゃんとつながるように書いておくといいかもしれませんね。あっ

ちはあっちで金を使っていますから。この間も言ったけれども、こっちでデジタル情報は

長期保存には向きませんなんてことは長谷川先生も私も口が裂けても書けませんので。だ

から、まだ発展途上ですというふうな書き方になっていてもいいんですけれども、きちん

と一方では検討していますので、それとうまくかみ合わせるような形で保存していきたい

と思いますというような書き方のほうがいいかもしれませんね。 

○長谷川委員 それとあと、さらについでで申しわけないんですけれども、これは海外も

全部含めて、非常によくまとめていただいて、今、このアーカイブということに関しては、

物すごく世界的にもそうですし、日本の国内でも物すごく関心が高まっているんですよね。

ということは何かというと、今、田中さんがおっしゃったように、一生懸命ＩＳＯとか何

かで、特に例の光媒体とかに対しては日本が発明していますから、日本がどんどん頑張っ

て標準化とかいろいろなことを進めなければいけないと思うんですけれども、この報告書
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自身というか、非常に参考になりますね。そういう意味で、もうぜひこれをそういうとこ

ろにも役立てて、どんどん日本の関係部署もしっかりやってほしいということを少し一言

最後に。 

○山田委員長 ある意味いろんな人が読むというのを前提に書いていただくといいのかも

しれませんね。こういうものというのは昔はだれも読まないものだというような前提で、

役所の中に死蔵されるというのが、もともとの運命だったわけだけれども、それなりにい

ろいろご関心を持っていただく方もいるとすれば、いろいろな方が読んでいただけるとい

う前提で、読んでいただくに耐えるものを書いていくということが必要になってくるのか

もしれません。 

 ありがとうございました。 

 ほかに。 

○楢林委員 個別のことでもよろしいですか。 

 40ページの「マイクロ化による代替物から複製をつくると、アナログ媒体であるがゆえ

に、その複製はもとの代替物と比して品質の低下を避けることができない」というような

ことがあって、その結果、原資料に立ち返ってもう一度つくらなければいけないというよ

うなことが記載されています。これは、まず最初の紙をマイクロフィルムにしたときは、

オリジナルのネガフィルムができるんですね。これを複数あるいは大量にコピーをする場

合は、オリジナルのネガフィルムから、インターメディエートという中間のポジフィルム

をつくるんです。そのポジフィルムをマスターにしてコピーをどんどんつくっていく。で

すから、オリジナルには１回しかさわらない形になります。ここに出てくる大英図書館で

も多分同じようなことをやっていらっしゃると思うので、もし複製を何回も何回もとるん

であれば、今はオリジナルを２本つくってプリントされているんですか、そういうやり方

でやっているのは筑波とここだけですから、それでいいと思うんですけれども、大量につ

くる場合は大英図書館みたいな、こういう方法もいいかなと。 

○山田委員長 いろいろな方法があり得るというようなことは書いておいたほうがいいの

かもしれませんね。 

○楢林委員 それから、マイグレーションについてなんですけれども、デジタルのマイグ

レーションですと10年から30年に１回ぐらいやらなければいけないというようなことが書

かれてあるんですけれども、私なんかが見聞きする説ですと、通常３年から５年というの

がマイグレーションの時期だと言われています。媒体の保存年限と技術の変化というのが、

かなり技術の変化のほうが先に来てしまっているんですよね。だから、100年とすると、

マイグレーションは３回から10回というふうな記述はちょっとこれは長過ぎないかなとい

う気がしますけれども、いかがですか。 

○山田委員長 僕らも30年という話は聞いていなかったような気が。10年とか言わなかっ

たかな、あちらでは。 

○楢林委員 10年でも何か長いような。 

○中島係長 ボーン・デジタルの場合は、もともと議論の前提自体はハードディスクなど

の、いわば動的なシステムで管理するということがある意味前提になっていたので、です

ので、山田先生におまとめいただいた電子媒体の内閣府のほうの懇談会の報告書も、長期

という場合、現状の技術の変遷というところで５年以上というのはすべて長期になるとい

う、そういう設定でございました。その場合、まさにハードディスク等々の、いわばサー

バーシステムでの管理といった場合に、システムのリプレイスが大体５年に一度ぐらい来

るということが、日本国内だけでなく、むしろ世界じゅうでということなので、そういっ
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た形であったと思います。 

 ただ、今回はつくる代替物の、いわばマスターについては動的システムで管理する必要

が必ずしもないということで、光ディスク等々の物理的な可搬媒体というものをある程度

想定している書き方にはなっています。 

 ただ、媒体そのものの保存というものは、恐らくハードディスクよりは長く設定するこ

とが可能なのかなと思いますけれども。 

 ですので、これは論点としては媒体そのものがどれぐらい存続するのかということがま

ず一つの論点としてございます。 

 それからもう一つは、その技術環境が変遷して、例えば中に収録しているフォーマット

が使えなくなるというようなことによって、さらにマイグレーションの頻度が高まる可能

性があるということは、現在の素案でも、そのような書きぶりはしております。ですので、

３から10回というのは、例えば仮に仮定として技術環境が変遷せずに、いわば物理的媒体

の寿命といったもので100年の間に３から10回と。技術環境がもっと変遷が激しくて、物

は持っていても、技術が使えなくなるという状況になれば、もっと頻度は高まるという書

き方はしてございますけれども。 

○山田委員長 これはわからないという前提でやるわけですものね、もともと。これも、

あちらのほうと平仄が合わなくならないようにだけはしていただかないと。何となく釈然

としないところはあって、今のお話を聞いても、私なんかもハードディスクなら早く動か

さなければいけないけれども、光ディスクにすれば長くもつという話だったら、では向こ

うも光ディスクにして長くもたせればいいじゃないかという話に多分なってしまうはずな

んですね。だから、ここら辺はどうなんですかね。 

○中島係長 頻度というよりもかなり…… 

○山田委員長 専門の方に議論させると、多分説明はつくんだろうとは思うんだけれども、

少なくとも素人が読んで、平仄が合わないというのはやっぱり困るから、そこは説明をき

ちんとしておいてください。大事な点だと思いますから、これは。 

○中島係長 はい。 

○山田委員長 何かございませんでしょうか。どうぞ、田中先生。 

○田中委員 田中ですが、細かい話か、大きいのかちょっと何とも言えないんですけれど

も、二つほど考えたんですが、一つは今戦争だとか火事だとかが起こったときの対策はこ

こには何にも書いていないんですが、それはここでは考えなくてもよろしいのか、今はど

ういうふうになっているのか。 

○楢林委員 災害対策ですね。 

○山田委員長 バックアップをどうするかという問題でしょうけれども。 

○田中委員 そうですね。ちょっと離れた場所に置いておくというのが大体普通なんです

が。 

○山田委員長 それこそあっちではそれの議論もしましたよね。 

○中島係長 そうですね。ボーン・デジタルの場合は、システムを本館と分館とで、いわ

ば分館がバックアップとなり、合わせて２カ所で持つという形になっています。今回の場

合は、まだそこまでは細かくは検討していません。書き込んでおりません。ただ、紙の原

本というものがあって、そのいわばある種のバックアップ的な存在として代替物を作成す

るということになりますので、そういう点で言うと、例えば原本があるところとは別なと

ころにその保管をするということが、いわばまさにバックアップ的な考え方としてはあり

得るのだろうと。さらにそのバックアップといえど、その代替物をつくった場合のその代
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替物をさらにバックアップ的にまたどこかに、いわば第三の保存場所というようなものを

考えるかどうかというところがございます。 

 ですので、少なくとも例えば今申しましたような代替物を原本のバックアップという位

置づけにして、原本とは別の場所に保存するというような書き方を、例えば収蔵環境とか

というようなところで、あるいはセキュリティーの話として書き込むということをさせて

いただいて…… 

○山田委員長 むしろ原本をここに置いておく必要がなくなるんだよね、そうすると。 

○中島係長 そこが、今度施行を控えている公文書管理法には原本利用というのが原則と

して打ち出されておりますので、そういうことでいうと、利用者の方が代替物でいいよと

いうふうにおっしゃっていただかない限りは逆に原本が出ていくという、そういう場面に

はなります。 

 ですので、そういったことも含めてきちんと、もともと原本も保存を図るための代替物

作成という話ですので、まさにそこは総合的に考えていく必要があるのかなというふうに

ご指摘を踏まえて、ちょっとその辺を少し書き込んでいきたいと思います。 

○山田委員長 よろしくお願いします。 

 もう一つの、田中先生。 

○田中委員 もう一つのほうは、グリーン化の話が何も触れられていないのでちょっと。

例えばデジタルの場合はハードディスクに入れておくと、ずっと動かさなければいかんと。

とめておけるような、電気をかけなくても消えないようなものに何か入れておくという、

光ディスクなんかそれに当たるわけなんですけれども、置いておくだけで、別に電気を食

わない。だけれども、ハードディスクの場合は、しょっちゅう回していないとまずいとい

う問題があって、そうすると、そういうことが多分そのうち問題になるというのが何かあ

る。何か考慮しているんですよという姿勢ぐらいをちょっとどこかに見せたほうがいいか

なと思います。 

○中島係長 いわば環境に優しいということにも配慮しているという、そういう観点をど

こかに。 

○長谷川委員 言葉として入れておく。 

○山田委員長 こっちはとにかく光ディスクだという前提なわけだ、そもそもが。 

○中島係長 こちらはそうなのかなというところがございます。 

○楢林委員 そこがちょっと、私が今質問しようとしていたんですけれども、なぜ光ディ

スクなのか、ＣＤなのかという必然性が見えないんですよ。この報告書から見ると。 

○山田委員長 私もよくわからない。 

○楢林委員 来年からデジタルで受け入れるという部分はそれでいいんですけれども、た

だ、紙があって、それを何で光ディスクなんですか。例えば10年から30年しかもたないの

に。それを筑波とここに置くと、マイグレーション、両方メディアをやらなければいけな

いですね。やるたびにエラー率のチェックとかしなければいけない。 

 それよりもむしろ、公開ということで、オンラインで公開する、あのアジア歴史資料セ

ンターみたいな、ああいうやり方にいきたいんだよというような一つの公文書館さんとし

てのポリシーがあって、それに対して紙をデジタルにするんです、デジタルにするにはバ

ックアップとして光をとっておいて、将来のオンラインで公開できるようになったらそこ

からすぐ公開できるようにするとか、そういう一つのポリシーをまずどこかで、これは

我々の検討した結果ということでは難しいかもしれませんけれども、公文書館のポリシー

というのが何か欲しいなと思います。 
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○山田委員長 さっきも申し上げたけれども、確かにデジタル化という議論はここでも随

分やったような気はするけれども、デジタル化したものを光ディスクで保存するのか、あ

るいはハードディスクで保存するのかというような議論は余りした覚えはなくて、何だか

いつの間にか、ボーン・デジタルのほうはハードディスクで、こっちは光ディスクだとい

うのが、中島さんの頭の中では当然のこととして整理されているようなんだけれども、私

にもよくわからない。 

○田中委員 私も全然そこがよくわからなくて、実はデジタル化というのはないんですか

と聞こうと思っていたんです。 

○楢林委員 やっぱりハードディスクでしょうね、本来の目的は。それでオンラインでネ

ットワークで公開できるという。 

○山田委員長 だけれども、あちらだって別に必ずしもそのハードディスクで直接オンラ

インで公開するなんて物騒なことを考えているわけでも何でもなくて。 

○楢林委員 あちらというのは私は知らないんですが。 

○山田委員長 ボーン・デジタルの保存のほうだって、そんなものいきなりやったらえら

いことですから、その保存用と利用用は分けるという話でしたよね。だから、保存用は何

で光ディスクにしないでハードディスクなんだろうかというと、よくわからなくなる。 

○長谷川委員 皆さんのご質問というか、疑問はすごく正しくて、本当はというか、どう

いう形で将来いったら、これは階層的にできていて、すごくアクセス頻度が高くて、内容

がよく変わりますよというレベルから、それが磁気ディスクですよね。それからあと光デ

ィスクというのがあって、光ディスクもある程度内容的にいろいろ追加して、サービスを

どんどん変えていくよというやつと、そうではなくて、あそこまでは運用が結構大変なん

です。何かというとセキュリティーなんです。同じ光でも、今度はＷＯＲＭといって、１

回書いたらあとは読むだけしかできないからという話とか、それからあとマイクロとかと

いうレベルに来ちゃうと、セキュリティーとかそういうレベルがもう非常に簡単で運用が

楽になりますよという話があって、今、実はそれが紙から始まって、そういう階層的にあ

って、これが全部うまく状況というか、中身によって、メタデータを駆動して、それが全

部うまくつながっていくというのが一つのターゲットなんですよね。その過程の中で今回

初めて、さっきばっといきなり出てきたのであれなんですけれども、11506というのは、

お互いのマイクロとＷＯＲＭの間の特性を生かしながら、メタデータを共有化して、ぐる

っと回るという、ある意味ではこれは非常に一つの将来を示す感じなんですね。 

 だから、国会図書館さんのほうは今度は磁気ディスクと光ディスクの間をどうやってう

まくやりましょうかという今課題を抱えていて、そこの世界というのはまだメタデータを

共有してどう回すというのはできてきていないんです。ですから、これは物すごくある意

味では、電子化をしていくという世界というのは非常に幅広くて奥が深くて、すごく忍耐

が要る仕事で、それでベンダーとしては、これでビジネスになりますよというときはババ

バーッとやるんですけれども、なかなかそういうのを先を見て継続的にやるというのがう

まくいかないということで、世界的に連携しながら、横を見ながら進んでいくという意味

で、今の光と磁気ディスクと光とマイクロというあたりは結構日本が、光に対しては日本

がいろいろポテンシャルを持っているので、いろいろ研究しながら発信していくというの

が要るんじゃないかと思うんですよね。 

○楢林委員 あとは表がありましたよね、10年、30年という、41ページですね。ここにＣ

Ｄ－Ｒが30年から70年、クエスチョンマーク付きですが。光ディスクが30年から100年、

これの比較、これはメディアは磁気と光の違いなんでしょうか。これは何か注釈を入れた
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ほうがいいと思うんです。表のデジタル化のところの下の欄にでも。 

○山田委員長 この間の報告書ではこんなに長かったですか、これも。 

○中島係長 この辺はもう一度確認して、かつまた、具体的に例えば光ディスクであれば、

何なら何十年という書き方をちょっと、正確を期すためにしたいと思います。 

○楢林委員 それとＣＤ－Ｒと光ディスクの違いですが、それも。 

○田中委員 ＣＤ－Ｒも光ディスク。 

○楢林委員 何で２つに分かれているのかなという、片方が光・磁気なのかなと思って。 

○田中委員 ＤＶＤかなと私は思っていたんですけれども。 

○岡山委員 39ページの上のほうにも似たような表現があるんですけれども、寿命の表現

ですけれども、フィルムも紙なんかもそうなんですけれども、寿命をよく聞かれるんです

よね、どのぐらいもつか。ただし、それはあくまでももとの原料がどうであるかによって

も違いますし、例えば、つまらないことですけれども、リサイクル率がどのくらいによっ

ても全然違うし、それから、電子媒体に至っては、多分、その材料イットセルフもあるし、

それから情報としてどれだけもつかという先ほどのお話も、そういうこともあるので、余

り私たちがこういう年数を入れるのは好ましいことではないような気がするんです。 

 どうしてかというと、こういうところで書くと、それが一人歩きして、あたかもこれは

もちますよというのがどんどん引用されていくんです。ところが、実際問題として、特に

フィルムの場合、100年、500年と、参考文献もないわけですよ。言われているという。 

○楢林委員 それはあるんです。規格にもありますし。 

○岡山委員 規格にもあるんですけれども、条件がはっきりしないものをこういうふうに

一般的に書いてしまうのは全然違うので。 

○楢林委員 それは一応根拠の規格がありますから、それを載せたほうがむしろ。 

○岡山委員 ただ、申しわけないですけれども、私もそういう研究をやっているんですけ

れども、その実験条件によって全然変わってくるんですよ。 

○田中委員 保存条件でも。 

○岡山委員 もちろんそうです。加速劣化とか、熱劣化するか光劣化するかによっても全

然違いますし、だから、こういうのを軽々に書くのは、私は後で困る事態、ここの公文書

館が困る事態に陥るかなとちょっとその辺は危惧する。 

 多分、科学的にやると、化学反応速度論でアレニウスのプロットとかというのをやるん

ですけれども、あれも非常に精密にやらないとそんなものは出てこなくて、ここの下に機

械システム振興協会が25度Ｃで80％におけるなんてやっていますけれども、これは多分ア

レニウス・プロットか何かでやっているんだろうと思うんですけれども、それはあくまで

も材料イットセルフの、こういう材料を使ったときにこのぐらいもちますよという話なの

で、一般化されていくのは非常に危険だと思います。私はだから、41ページの表の中にも

具体的な年数が書いてあるけれども、一体何の年数なんだかわからない。ちょっとそこを

注意されたほうがいいかなというのを、こういうケースでこういうふうにやったらこうい

うふうに結果が出ました。それはいいんですけれども、ただ、ではほかのものについて、

同じ系統のフィルムであっても、ほかのつくり方をしたら全然違ってくるので、ここはす

ごく私なんかしょっちゅうこういう文書を書かされるんだけれども、寿命は書かないよう

にしている。今までの何倍にはなりますとか、そういうことはデータとして言えたら書く

んですけれども、軽々にはなかなか。 

 細かい話ですけれども、熱劣化するのと自然劣化するのと全然結果が違いますので、だ

から、多分100年プリントとか、ああいう世界も一緒なんですけれども、100年実際に証明
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されているわけではない。それから、フィルムの世界も多分まだできてから100年前のや

つがやっとあるぐらい。それは確かなんですけれども、余りこれを前面に出していくと、

後で痛い目を見るというか、そういうこともあるかなと。ちょっとこういうところがもう

少し柔らかく書かれるほうがいいのではないかなと。もし根拠があるなら、その根拠の資

料をきちっと下に出して、どこのジャーナル、ジャーナルじゃないとやっぱりだめだと思

いますし、ジャーナルのどこにこう書いてあるからと、要するに人のせいにしないと、公

文書館のせいになってきますので。 

○楢林委員 一つアメリカの国立メディア研究所の研究成果みたいなものが出ているんで

すね。光、マイクロも含めて。それも世界じゅうで参照されてしまっているんですけれど

も、後で「いや、そんなこと言っていない」とか、そんなような話が続いているみたいで

す。 

○山田委員長 下のほうを見ていると、いろいろ条件が書いてあったり、よくありますよ

ね。 

○岡山委員 条件はあるんですよ。それをきちっと書いておかないと。 

○楢林委員 ただ、マイクロフィルムの500年については、ちょっと私も技術的なことは

知りませんけれども、国際規格でこういうメディアは500年…… 

○岡山委員 ですから、こういう条件で測ったときは500年とあくまでも出たという。そ

れは、そうしたら、その引用文献を入れておかないと、ちょっとこれは後でやっぱりまず

いことになるかなと。 

○山田委員長 これはおっしゃるとおりで、長期保存というのは、もともとわからない前

提でやらないといけない話です。デジタルはもちろんですけれども、マイクロにしてみた

ところで所詮100年とか、80年とかいう世界ですから、それはわからない。 

○楢林委員 本当に実際に使われたら、実際に証明されているのはそういう期間。その先

は…… 

○山田委員長 そこはそうなんでしょうけれども、ただ、何もわからないでは結論が出な

いので、やっぱり物の書き方としてはそれなりに数字とかを出していかなければいけない

ということにはなるんだろうと思うんです。 

○岡山委員 やっぱりジャーナルなんかできちっと出されたほうがいいと思いますよ。ち

ょっとこの「言われている」という表現はちょっと危険かなと。 

○山田委員長 難しいですね。それこそわからん、わからんと書いて結論をぼんと出すわ

けにもいかないですから。やっぱりそれなりに目安になる数字ぐらいは出ないと、読んだ

人はわかりませんから、来年だめになるのか、10年もつのかぐらいはわからないと、それ

は。 

○岡山委員 それは必ず聞かれるんですけれども、なかなか答えにくい。こういう条件で

やったらこういうふうには出ましたとは言えるんですけれども、では一般的にどうかとい

うと、必ずしもそうは言えない。 

○楢林委員 国立国会図書館さんのパッケージメディアの調査がございましたね、あれで

すと、10年前のメディアが随分読めないものがあったという。それはもう調査報告が出て

いるんですけれども。ただ、公文書館がやるメディアとは当然、向こうは勝手に来るやつ

ですから、あっちは違うと思うんですけれども、10年、30年はとにかくちょっと長過ぎる

気がしますね。世の中の一般的に言われているあれから見ると。 

○山田委員長 そこら辺はちょっと研究をして。 

○楢林委員 もう一つ、先ほどＩＳＯ11506の話が出ましたけれども、これはデジタルを
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マイクロフィルムと光ディスクに記録して保存するための規格で、昨年の９月に出版され

たんですけれども、これはこれからそうなるという話ではなくて、ベストプラクティスと

して、現実に一般的に使われているものを規格としてまとめたという状況なんです。 

 それに関連して、ここに日本画像情報マネジメント協会のガイドラインがありまして、

一つはデジタルマイクロアーカイブによる保存ガイドラインという、紙文書をデジタル化

したものをマイクロフィルムにして保存するためのガイドというのがあります。これはＩ

ＳＯの11506をベースにして、日本での法的証拠能力なんかも加味して、どういうふうに

つくればいいかというガイドラインをまとめました。 

 それからもう一つは、紙文書をデジタル化するためのガイドライン。これについても方

向を一つのガイドラインにまとめましたので、ちょっとここでご紹介させていただきます。

ぜひこれをご参照いただきたいと思います。 

○長谷川委員 今の補足的というか、確かにマイクロとレーザーディスクを組み合わせて

使うというのはもう世界のベストプラクティスです。 

 ただし、使う人は十分注意して設計しなさいというコメントつきなんですね。それで、

11506の前提というか、これはうまく運用を回すという運用という面から見ると、各ベン

ダーさんが結構装置をつくっているんですよね。ユニットになっていて、そこからボーン

から両方にもっていって、逆にマイクロから後でレーザーができるという、そういう装置

とかツールがないと、単にベストプラクティスといっただけで、実際に回そうとしたら多

分余りうまくいかないんですけれども、11506については一応そういう環境が新たにそろ

ってできていますよということで、ボーンから出すんですけれども、ＪＩＩＭＡの今、ガ

イドラインを出していただいた話は、さらに紙からつくっていくというのをプライマリー

にして、さらに11506で言っている範囲も自分たちが補償できるというか、現場の経験、

ノウハウを入れて、さらに制約して、うまくサービスをしたというか、発行していますよ

ということなんですね。ということですね。いいですね。すみません。 

○山田委員長 結論のところでやっぱり、11506というのが出てくるんだとすると、やっ

ぱり36ページのところではもうちょっと敷衍してご説明いただいたほうがいいのかもしれ

ないですね。先ほど山口先生からもご指摘がありましたけれども。これだけの話で突然結

論にドンと出てくるとやっぱり、少し唐突感が。よろしゅうございましょうか。 

 それではまた何か別の点でございますか。 

○山口委員 同じ36ページのところに、画質について触れられていますが、マイクロの場

合は特に問題がなくて、デジタルの場合は問題があるかのように書かれているのは違和感

を感じます。 

 デジタルの場合は画質がどこまであれば適切なのかというのが確立していないというこ

とですが、マイクロのほうはフィルムの特性で画質が最初から決まっているので、検討し

ようがないものであって、デジタルの場合は例えばマイクロと同じレベルの画質でいいと

いうことであれば、それでもう問題はないということだと思います。それよりも例えば、

より容量を少なくするために情報を落とすとか、そういったことを考えたときに、検討が

必要、という話が出てくる訳です。ですので、デジタルのほうが必要最低限の情報に減ら

すことによって保存容量を削減できるとか、そういうプラスの部分だと思います。それが

あたかも何かマイナスのことのように書かれているようにも見えますので、書き方を工夫

していただきたいと思います。 

○中島係長 そうですね。ご指摘のとおりでございます。恐らくミニマムとして実現でき

るところがまず一つあって、それがミニマムかつそれは最低限要求すべき事項としてある。
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そのほかに、いわば恐らく実現可能な幅というのがいろいろある中でどういう選択をして

いくのかというところがいわば定まっていないということなので、それは実は技術の問題

ではなくて、使う側のポリシーの問題であってということかと思いますので、そういうこ

とをきちんと書き込ませていただきたいと思います。 

○山田委員長 ありがとうございます。 

 ほかに何かございますでしょうか。 

○岡山委員 この中で保存とかそういう観点のほか気になっている部分で、今の媒体によ

っても違うところがあると思うんです。特徴がそれぞれ違うと思うんですけれども、本来、

材料ならば例えば強度だとか、白さだとか、紙だったらそういう。それからフィルムだっ

たら何なのかとか、それぞれ保つべき性質が若干違う側面を持っているのかなと。デジタ

ルだったら今の画質の話、そこら辺を少し整理をされて、本来、閲覧するときに何を必要

と、どういった性質を必要として、だからこの方法がいいんだとか、そういうふうに持ち

込んではいかがかなと思うんですが、紙だと強度とかすごく重要になるんですが、ところ

が、例えばデジタル情報だったら別に強度も何もないわけで、観点が多分、保存媒体によ

って違っているんじゃないかなとちょっと感じをするんですが、そこのところがちょっと

書き方の中では割と錯綜している感じになっているのかなと。すみません、イメージで申

しわけないんですけれども。 

○山田委員長 要するに要件というのがその話なのだと思うのですが。 

○岡山委員 ちょっと錯綜していて、それぞれの媒体が違うんだと思うんです。持ってい

る特質が。だから、そのいい点を出してあげて、だから、これはすごくいい保存性を持っ

ているという書き方でもいいような気がするんですけれども。 

○長谷川委員 今、要件とおっしゃられた中で、冒頭のご説明の中にあったと思うんです

けれども、どういった形で表現するとか、この話もいわゆる長期保存というか、こういう

話の世界でいくと、紙はやっぱり紙としての特性を生かして残っていくだろうというよう

な考えですよね。今は何か紙がデジタルに行くのが電子化で、それが情報化社会みたいな

ことを言っているんですけれども、そうではなくて、やっぱり紙なりのよさがあってやっ

ている。マイクロも一時はデジタルに行ったほうがみんないいんだと、それでみんな幸せ

になるみたいな話をしたんですけれども、そうではないよという話になってきていて、マ

イクロの特性とか、それをどうやって生かしていくか、撮影をする上のよさとか、それか

ら多分、11506のときも今度はレーザーでやるんですよね、あれは。一般の光で撮影では

なくて、今度はレーザー光を使ってやっていくという特性があるので、そこにまた新しい

フィルムとしての特性もまた付加されるかもしれないので、そういう意味のあれですよね。

一番基本的な長期保存の特性というのもぜひ押さえてほしいよとおっしゃっている。 

○岡山委員 それをもうちょっとそれぞれ押し出して書かれたら、それぞれの生きる道が

きちっとしてくるというか。 

○田中委員 本来はこの報告書自体がマイクロとデジタルとの間のそれをまさにやろうと

いうことに尽きるのだろうと思いますけれども。 

○長谷川委員 非常に学問的価値も十分にありますので。 

○楢林委員 あともう一つ、先ほどのボーン・デジタルのほうは、もう既に何か研究が、

方向が進められているということをおっしゃっていましたけれども、そちらのほうは、ボ

ーン・デジタルはハードディスクに記憶するだとか…… 

○山田委員長 何かそういう前提で議論は進んでいましたね。 

○楢林委員 その場合、ボーン・デジタルは公文書館のほうでハードディスクにするのか、
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どういう形で受け入れるのかというようなところと、こちらの報告書、合わせたほうがい

いような気がするんですね。というのは、各現用機関の組織から、例えばＣＤだとか光デ

ィスクで提出してくださいと…… 

○山田委員長 それが前提になっていますけれども。 

○楢林委員 そうすると、こちらはＣＤとか光ディスクにすると合いますよね。そこから

先はハードディスクでも何でもいいんですけれども。そういうところをもし…… 

○山田委員長 少なくとも現状ではオンラインはとてもじゃないですけれども、怖いです

から、やっぱり光ディスクなり何なりに入れて持ってくるというのを前提で議論をしてい

ましたけれども。 

○楢林委員 その場合、相手方にこういうフォーマットでこれこれという指定をして、そ

れに合わせて入ってくる。 

○山田委員長 基本的にはそうです。 

○楢林委員 それももし紙をデジタルにするんだったら、同じフォーマット…… 

○山田委員長 どこがやるかという、ある意味で同じことといえば同じことですよね、最

後は。 

○楢林委員 媒体のスペックも合わせなければいけないわけですよね。そういうようなこ

とも触れていったら現実的ではないかなと思うんですけれども。 

○山田委員長 メタデータなんかも当然一緒でなければ困るわけですね。 

○楢林委員 メタデータでいえば、マイクロフィルムのメタデータもあわせて管理しない

と、将来的に公文書館の情報全部にアクセスするときに、紙、マイクロ、デジタルのメタ

データを統合しないといけないと思うんです。そういうこともできたら、メタデータのと

ころで。 

○長谷川委員 今はだから、逆に言うと、普通公共とか政府とかとやると、ダブリン・コ

ア拡張型だったんですけれども、今はそうではなくて、もう１回原点に帰って、ダブリ

ン・コアを使わない理由とかを10挙げたりして、一生懸命、今、議論をあちこちで始めて

いるというのは、やっぱり今おっしゃったような重要性、全体をつないでいくということ

を検討を始めているので、おっしゃっていることは重要だと思います。 

○田中委員 すみません、私はボーン・デジタルの話を知らないので、ちょっと教えてい

ただきたいんですけれども、そっちはテープは使わないとか、何かそういう決まりがある

んですか。デジタル化、デジタル保存媒体として、テープは入っているんですか。ハード

ディスクだけ。その辺がよくわからなかった。 

○長谷川委員 要は公開して、外にサービスする媒体としては、要するに磁気ディスク、

それからあとバックアップとかというのはだから、磁気テープを使ったりとか、それは運

用にあわせて。ただ、基本的にはハードディスクをベースにしてサービスを進めましょう

という考え方で、それから国会図書館さんのほうも少なくとも今のアーカイブのやつは磁

気ディスクを使ってサービスを全部しましょうと。あと媒体として、移したり、受け入れ

たりとかというのは光でやりましょうという位置づけです。 

 それで、あと今のお話は、報告書を公文書館さんが非常によく長年にわたって研究され

た報告書が全部出ているので、かなり詳しく、非常に詳しく書かれているので、ぜひ田中

先生に１回見ていただけたらよろしいと思います。 

○田中委員 本当は最初にでも、さわりぐらいでもお配りいただいたほうがよかったのか

もしれません。 

○長谷川委員 あれは非常によくできていますから、ぜひ。読んでください。 
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○山口委員 あたかもボーン・デジタルだから磁気ディスクで、紙をスキャンしたものが

光ディスク、というような切り分けのような話になってしまうと、それはちょっと違うの

ではないかと思います。 

○長谷川委員 それは磁気ディスクに入るやつも、別にボーンというか、いわゆる現場で、

行政で使われている内容がどういう内容のものかということによって、紙からスキャンさ

れた内容も入る可能性はあるんですね。だけれども、あの中でデザインして全部動かして

いる話は標準的な媒体という、範囲はそっちで検討したわけです。なぜかというと、もう

ありとあらゆる多様な話があるので、だから、そこは逆にこちらの話を整理したりしなが

らさらに実際に運用していくときに運用設計の中にそれを決めながら入れるというので、

標準媒体という定義の仕方をしていたと思うんですけれども。 

○山口委員 それはもとがデジタルだったから磁気ディスクになったわけではなくて、使

い方が違うからですか。使うレイヤーが違うからという意味でしょうか。 

○長谷川委員 要は公文書館さんがサービスとして使う媒体として、オンラインからサー

ビスするわけですよね、として磁気ディスクということになっているので。 

○山口委員 それはボーン・デジタルと、もとが紙という分け方ではないんですね。 

○長谷川委員 違います。それは違います。 

○田中委員 これ自体は私自身はかなり疑問を持っているんだけれども、実は話の途中か

ら保存の話から利用の話にやたらに話がシフトしてきて、その結果として、結局光ディス

クでは利用しにくいので、結局ハードディスクが中心という話に多分なってしまったのか

もしれないですね。あとはやっぱり保存の便宜の問題としても何か光ディスクとかという

のは危ないから、ハードでイミグレーションしていくという、そういう議論だったように

思いますが。 

○楢林委員 もともと光ディスクですと、余りデジタルの利点が出ないんですよね。やっ

ぱりハードディスクじゃないと、オンラインで共有できるというところが一番のメリット

ですから。 

 それから、ボーン・デジタルであろうと紙であろうと、デジタルの最初の媒体は何かと

いうのはやっぱり統一しないと、将来のマイグレーションを考えると、ものすごい複雑な

オペレーションになってしまうわけですね。 

○田中委員 媒体を何かハイアラーキーとして使っていかないと。 

○山田委員長 当然そうなんだろうと思いますが。 

 そこら辺のところもちゃんと整理をして、大変だけれども。 

○山口委員 ぜひ縦割りにならないようにお願いしたい。 

○山田委員長 それはぜひそのように。 

 ほかに何かございますでしょうか。 

 なければ、最後に一つだけ私から。これは多分、私しか言う人がいないので。コストの

問題なんです。コストの話がえらい腰の引けた書き方になっていて、海外の調査のところ

も、海外でもよくわかりませんと書いてあって、４章に書いてあるところも、こういうこ

とと、こういうことと、こういうことも考えなければいけませんと書いてあって、終わっ

てしまうんですね。結論のところへ行っても、コストの話はほとんど出てこないんですが、

今のような公費を使って物事をやろうというのに、およそコストがわかりませんで済むは

ずがなくて、もともとの行政評価の問題だって、コストの問題であったわけなので、確か

にマイクロとどっちがコストが安いかという話がそう簡単に出てくるとは思わないんだけ

れども、それなりに踏み込んだものの書き方をしないと、やっぱり結論というのは出ない
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のではないですか。 

○長谷川委員 結論というより、今後の課題というところをもうちょっとばちっと、その

辺、要求を出せば、業界とか標準化団体さんに対してのちゃんとそういうことを一緒に詰

めていくというか、明らかにしていくという指摘がないと、今、逆に言うと、公文書館さ

んだと今はそれを計算しようと思っても、ネタがないし、それとあとモデルというのにつ

いては幾つか考え方が出てきたりしているので、その辺をもうとにかくしっかりやらない

といけないという、重要なことだということをちょっとここに、最後の課題のほうに。 

○山田委員長 難しいのはわからないでもないんだけれども、いずれにしろ公文書館とし

て金を使ってお買い物をしなければならないわけで、そうなったときに安いか高いかもわ

かりませんけれども、大事なことだから金を出しますなんていう話が今どき通るはずもな

くて、それこそ仕分けられかねない。そこはちゃんとしかるべきお値段でしかるべきよう

にやれるんですということはそれなりに書かないといけないんじゃないですか。 

○楢林委員 評価委員会のデジタルも検討しなさいというのは、そっちのほうが安いのに

何でやらないのということですよね。それに対してはやっぱりデジタルのほうが高いんだ

というぐらいの結論はある程度言ってあげないと。 

○山田委員長 だから、あながちデジタルだけが安いというわけではなくマイクロだって

それなりのコストでやれるし、それなりに見合った効用があるんだから、マイクロも残す

んですということは、きちんとそういう書き方をしてあげないと。 

○楢林委員 デジタルのほうが安いというのは、あれはどこにも出てこないんですよね、

いろいろな研究結果でも。だから、デジタルのほうが高めだよというぐらいのことは述べ

てもいいのでは。 

○山田委員長 少なくとも一概にデジタルのほうが安くつくというわけではございません

ぐらいのことは書かないと、多分お答えしたことにならない。 

○楢林委員 お金をかけてももっとデジタルのほうが大きな利益があるんだよ。という書

き方にしないとちょっと、いつまでたっても何でデジタルにしないのかという疑問が回っ

てきちゃうと思うんです。みんな高くてもやっているんですよね、世界では。 

○山田委員長 なぜかデジタルはお金が出ますね。 

○長谷川委員 高いからやっているんじゃなくて、リスクを抱えてやっているんですよ。

リスク評価ができないというのが問題なんですよ。 

○楢林委員 リスクじゃなくて便利さなんですよ、デジタルは。 

○長谷川委員 だから、便利だからやるんだけれども、それにはお金がかかるということ

がわかっていて、ではどれぐらいかかるんですかという話について計算しようとか何とか

しようとしても、できない。 

○楢林委員 ですから、それは今は言えないので、ただ、全体のこの事例を見ますと、お

金がかかりそうですよ。というぐらいの触れ方のほうが私は現時点では適切かなと思いま

すけれども。 

○岡山委員 それと、この44ページにもあるんですけれども、維持管理と最初の経費とこ

こで分けて考えていかないと、多分私も大学の今、割と管理的なところもやっているんで

すけれども、一時お金はボーンとついたりするんですけれども、翌年一気にゼロになって

動かないというようなこともあるので、そういうこともきちっと計算してやっていかない

と。 

○長谷川委員 だから、大体便利で飛びつくと、ここにみんな落ちちゃうんですね。 

○岡山委員 最初のアドバルーンを上げるときは、いろいろなことにかけて、一気に物す
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ごいお金がついたりするんですけれども。 

○山田委員長 つくんですね、なぜか。 

○岡山委員 ところが、翌年は一切ランニングコストがなしとか、そういう状態になって

くると、もう経常経費でどんどん食っていっちゃうので。 

○長谷川委員 結構あれですよね、だから、デジタルとか何とか言っているんですけれど

も、運用が年間15％ぐらいかかっているわけですね。 

○岡山委員 その辺も考慮しないと。 

○長谷川委員 だから、デジタルの場合は特に導入はどんどん安くなってくると思うんで

すけれども、今度はそれを維持していくほうは非常にリスクが高くなるというところがみ

んな悩ましいんですね。そこがマイクロは逆に言うと、そういうことについて過去の実績

があるので、見えると。だから、見えて、しかもデジタルに対する不安があるわけですよ

ね、何かそれこそ爆発があったら、なくなったらどうするんだというと、本当に困っちゃ

うわけですけれども、比較的、人間が見て、光で見えるんですよね、中が。だから、すご

い安心感があるという、安いというよりも安心感というのがマイクロの今のポイントだと

思うんです。今、おっしゃっていることはみんな正しいことなんですけれども、もう少し

だから、どんどん言いたいことを書けということをおっしゃっていただいているみたいな

ので、これはすごい丁寧に書いてあるんですけれども、もっとちゃんとしっかりやれとい

うことを書いていただいたほうがいいかもしれない。 

○山田委員長 結論のところで書くのか、長谷川先生が言ったみたいに課題のところで書

くのか。 

○長谷川委員 やっぱり課題がすごい大きいんだと思うんです。これをブレークしていか

ないと、やっぱり電子化に行かないし、それとあとみんな悩んでいるのは、今までやって

きて、一番自分がいいと思っていることをある意味では否定されている面があって、本当

にそうなのかというところがよくわからないので、だから、いろいろやって積み上げてい

きながら、うまく共存、補完し合いながらやっていくという姿を早く描かないといけない

のではないかなと思うんです。 

○山崎理事 だから、少なくともマイクロとＩＴのときに、こういうコストがかかるんだ、

なかなかどっちかというのはなかなか難しくて、マイクロはこういうのが、ＩＴも導入時

とランニングとマイグレーション、こういうのがかかりますと、どういう経費がかかるか

というのははっきり書いたほうがいいんでしょうね。 

○山田委員長 そうかもしれないですね。だから、一概にマイクロだから安いというわけ

ではありませんよというぐらいのことは。 

○山崎理事 でも、ちょっとＩＴのほうが高いとまではなかなか。けんかを売っているよ

うな話になりますから。まあＩＴ化で必ずしも安くなるというわけではありませんよとい

うことは示せるんでしょうね。 

○中島係長 奥歯に物が挟まったような書き方をしておりまして、恐らくデジタルのほう

が高いということは、このシナリオだとわかるんですけれども、少し奥歯の物を外して少

し、もうちょっとわかりやすく書くようにしたいと思います。 

○山田委員長 皆さんがそれほど察しがいいとは限らない、私のようによくわからんやつ

が読むと、何だかうじゃうじゃ言っていてよくわからんなという話になりかねない。では、

その点も少し考えていただければと思います。 

 ほかに何かございますでしょうか。 

 どうぞ。 
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○山口委員 報告書が出た後はどうなるのでしょうか。 

○中島係長 まず報告書自体、今年度内にまとめてということで、いただきましたご提言

を踏まえて、館として結論というものを出さなければならない。23年度以降、どうやって

いくかということは現状ではまたちょっと、あくまで検討中というところでございまして、

結論の一番最後の50ページのところで書いておりますけれども、まさに走りながら考える

というようなことをしていかざるを得ないのかなと。これはボーン・デジタルのほうの検

討を内閣府の懇談会で山田先生を中心にしていただいたときもございましたけれども、で

きることから始めるという形で、完璧な回答が出るまでは走らないということは恐らくい

ろいろな意味で難しゅうございますので、そういったことで進めていくことになるのかな

と思いますけれども。 

○山崎理事 もうちょっとはっきり言いますと、やっぱり主計官の課題と、そして評価委

員会からの課題というのがありますので、方向性としては、今までどおりマイクロも、そ

してＩＴ化というのはなかなか難しいでしょうから、それは当然マイクロの部分は、事業

は従来と比べてはマイクロをつくる部分は抑えてＩＴ化のほうに回すと、方向性としては

そうなると思います。そうでないと、予算要求もできませんので。それがどれぐらいかと

いうのは、そこはいろいろと話が複雑ですので、これからの相談ということになろうかと

思います。 

○田中委員 あとちょっと興味本位でお聞きしたいんですけれども、23年度からボーン・

デジタルを受け入れるということですよね。実際に出てきそうなんでしょうか。 

○山崎理事 そこがなかなか何とも言えないところでありまして、やっぱり例えば保存期

間、30年文書というのはやっぱり30年前につくられたものですから、やっぱりこれから普

通に考えたら紙で来るんでしょうから、そこは場合によってはこちらから働きかけて、シ

ステムはつくったけれども、全然来ないじゃないかという批判を受けないように、うちと

しても考えていかないといけないです。ただ、見込みと言われたら、わからないと言うし

かないですね。 

○山田委員長 何を入れるかよくわからないで入れ物をつくるという、何とも不思議な話

にはなっていたのですが。 

○山崎理事 結局ＩＴ政府の実現という、そういうお題目から進んだようなところがあり

ますので。 

○山田委員長 しかも、移管のルールづくり自体がまだできていませんので、要するに現

用期間の終わっていない文書をとにかく移してもらわなければいけないわけで、その場合

のルールづくりというところをおよそすっ飛ばした形で、ハードの話ばかりやりましたの

で、かなり危ない話ではあるのかもしれません。 

○山崎理事 結局このＩＴ化の話が進んで、その一方で公文書管理法を作るという話がも

ち上がりましたので、十分タイムスパンが合っていないところがあったんですね。そこで、

そういう意味では走りながら、あるいは動きながら考えていかざるを得ないという部分が

生じているというのが実態でございます。 

○長谷川委員 そのあたりのやり方もみんな理解してもらわないと、例えばアメリカの公

文書館だって、10年間研究して、３年間かけて、500億かけて、今はそれからさらにイン

ベストだけして、どこを広げるってもう全然何か考え方が普通のＩＴ化とかのスピードと

は全然感覚が違っていて、やっぱり国の中の膨大なそれをどういうふうに持っていくかと

いう世界、歴史をずっと積み上げていくので、そういう意味では今おっしゃられたように、

やっぱりシステムをつくったんだから、ちょっと流してやるということをやらないと、つ
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くったけれども、何もやらなかったというのは、これはちょっとやっぱり計画がまずかっ

たということになるので、本当に軌道に乗るというのはやっぱり相当時間がかかると思う

んですね、イギリスのナショナルアーカイブで電子化を見学に行ったら、まだほとんど紙

だったとかという話になるんですけれども、でも、そうはいったって、物すごく検討して、

いろいろなことを考えて進めているので、そういう機会に先生がおっしゃったように文化

的なことも含めて、学問的なことも含めてきちっと整理をバーッとやる。それで、そうい

うことをではだれがやるんですかといったら、多分、ほとんど公文書館さんじゃないとみ

んなやらないと思うんですね。これをやったらすぐこれだというようなところには、そう

いうことを考えるあれがないので、そういう意味でもちょっといろいろな意見を聞きなが

らきちんと整理をして、すごい謙虚ですから、言いたいことを言っていただいたほうがい

いかもしれませんね。 

○山田委員長 どうもありがとうございました。 

 何か長谷川先生のほうに将来の展望まで含めて取りまとめをしていただきました。ここ

ら辺で、ほかに特にございませんでしたら、ご意見を承るのはおしまいということにさせ

ていただきます。 

 では、いろいろな意見が出たので、私が取りまとめろといわれても、到底取りまとめら

れないわけですけれども、議事録の整理もしていただくわけですから、それを踏まえて４

章、５章を修正をしていただいて、修正版が出ましたら、皆さんにまた送付をしていただ

くということにしていただきたいと。 

 今後のことについても、長期的な話は先ほどあったわけですけれども、もう少し短期的

に今後のスケジュールなどについて。 

○中島係長 今後のスケジュールについてご説明させていただきます。 

 本日のご指摘等、ご議論等をいただきました点などにつきまして、修正したものを今の

目標としては今年中に先生方にお送りいたします。そのスケジュール感で作業を進めさせ

ていただきます。 

 本年内に先生方にお送りいたします修正版につきましては、今のところの予定でござい

ますけれども、年明け、平成23年１月17日までにご意見等ございましたら頂戴したく存じ

ます。その後、最終版の案をできるだけ早くご提出いたします。最終的に報告書全体につ

きまして、ご承認をいただきましたら、３月上旬から中旬までに最初の完成版を先生方に

お送りさせていただきますとともに、当館ホームページ上で公表することを予定しており

ます。 

 以上が今後のスケジュールでございます。 

○山田委員長 ありがとうございます。 

 最終版の取りまとめについては、私にご一任と言われても困るのですが、事の性質上、

そういうことにさせていただきます。 

 それでは、高山館長がお見えになりましたので、一言。 

○高山館長 高山でございます。遅くなりまして、大変恐縮でございます。 

 きょうは本当は最初からおつき合いをさせていただきたかったのですが、ちょっと別件

の用事がございまして、失礼をいたしました。 

 ただ、きょうご審議をいただいた資料は既に読ませていただいております。先生方、本

当にお忙しい中、私どもの資料保存について、お力をお貸しいただきまして、大変ありが

たいと思っております。最終的に山田先生のほうでどういうふうにおまとめいただけるか

わかりませんけれども、素案の中ですと、５項目のご提言がございまして、それに基づい
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て今後の展望と課題ということが結論としてまとめられるようでございますので、それに

基づいて来年の４月１日から公文書管理法がいよいよ施行されるということになります。

そこで、その施行に向けて現在準備をすすめておりますが、資料の保存というのは私ども

の業務の一番基礎をなすものでございますので、先生方のお知恵をそこで最大限生かさせ

ていただこうと考えております。 

 ちょうど先ほど独立行政法人の評価委員会のほうからメールが入っておりまして、それ

によりますと、私どもの活動についてのいろいろなご指摘をいただいておりますが、その

一つに保存のための適切な措置ということで、平成23年度からの電子公文書等の移管・保

存のスムーズな開始に向けて、引き続き適切な取組みを期待したいということになってお

ります。 

 ちょうど社会的にもこの保存の問題について関心が高まってきているかなというふうに

思っておりますが、先週横浜で開かれました図書館総合展で、若手の方々が資料の保存、

修復についての報告をしておりました。今からもう６年、７年前になりますでしょうか、

山田先生と一緒に見せていただきましたカナダのガティノーの保存庫というものも紹介さ

れておりましたし、それから、その前に私、ちょっと別の機会に見ておりましたのですが、

フランスのビッシーというところにあります大変立派な保存修復センターというのも紹介

されておりました。 

 それから、ドイツのニュルンベルグでヨーロッパ型の製本でございますけれども、皮を

使った製本の破損したものを和紙を使って修復するのが良いというような報告もございま

して、この保存の問題がかなり技術的にも高まってきているかなと感じています。当館の

保存修復のスタッフも国際的に活躍しておりまして、多分、今はインドネシアで頑張って

いるんだろうと思っております。 

 国内的にもいろいろなところへ出かけておりますが、それで先生方からのご報告の中心

になりますのがマイクロとデジタルという２本柱でございますが、これを私の拙い記憶を

辿っていきますと、今から30年ぐらい前にはデジタルかマイクロかという二者択一であっ

たのが、先生方のご報告を読ませていただきますと、こういうときにはマイクロで、こう

いうときにはデジタルで、こういうふうに両者を使い分けるということをご指摘いただい

て、なるほど、そうかということで納得をしたところでございます。本当に貴重なご意見

をご多忙の中、ここにお集まりいただいて、私どものために報告書をまとめていただきま

したことに厚くお礼を申し上げますと共に、これから私どもも、先生方からのご報告書を

ベースにして、資料の修復保存というような問題に、取り組んでまいりたいということを

申し上げまして、お礼にかえさせていただきたいと思います。 

 どうもありがとうございました。 

○山田委員長 どうもありがとうございました。 

 それでは本日の会議はこれにて終了させていただきます。 

 議事録につきましては、後日また照会をさせていただくということにいたします。委員

の皆様方には長期間にわたりまして、不慣れな司会におつき合いいただきまして、どうも

ありがとうございました。 

 それではこれにて有識者会議を終了させていただきます。 

 どうもありがとうございました。 

午前１１時３８分 閉会 
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付録５ 

 

公文書館法 

 





 
 

公文書館法 

 
公  布 昭和 62 年 12 月 15 日 法律第 115 号 

最終改正 平成 11 年 12 月 22 日 法律第 161 号 

 

（目 的） 

第１条 この法律は、公文書等を歴史資料として保存し、利用に供することの重要性にか

んがみ、公文書館に関し必要な事項を定めることを目的とする。 
（定 義） 

第２条 この法律において「公文書等」とは、国又は地方公共団体が保管する公文書その

他の記録（現用のものを除く。）をいう。 
（責 務） 

第３条 国及び地方公共団体は、歴史資料として重要な公文書等の保存及び利用に関し、

適切な措置を講ずる責務を有する。 
（公文書館） 

第４条 公文書館は、歴史資料として重要な公文書等（国が保管していた歴史資料として

重要な公文書その他の記録を含む。次項において同じ。）を保存し、閲覧に供するととも

に、これに関連する調査研究を行うことを目的とする施設とする。 
２ 公文書館には、館長、歴史資料として重要な公文書等についての調査研究を行う専門

職員その他必要な職員を置くものとする。 
第５条 公文書館は、国立公文書館法 （平成 11 年法律第 79 号）の定めるもののほか、国

又は地方公共団体が設置する。 

２ 地方公共団体の設置する公文書館の当該設置に関する事項は、当該地方公共団体の条

例で定めなければならない。 

（資金の融通等） 

第６条 国は、地方公共団体に対し、公文書館の設置に必要な資金の融通又はあつせんに

努めるものとする。 

（技術上の指導等） 

第７条 内閣総理大臣は、地方公共団体に対し、その求めに応じて、公文書館の運営に関

し、技術上の指導又は助言を行うことができる。 

附 則（抄） 

（施行期日） 
１ この法律は、公布の日から起算して６月を超えない範囲内において政令で定める日か

ら施行する。 

   （昭和 63 年政令第 166 号で昭和 63 年６月１日から施行） 

（専門職員についての特例） 

２ 当分の間、地方公共団体が設置する公文書館には、第４条第２項の専門職員を置かな

いことができる。 
 



 
 

 
 



 
 
 
 
 
 
 

 

付録６ 

 

国立公文書館法 

 

 





 
 

国立公文書館法 
 

公  布 平成 11 年 6月 23 日 法律第 79 号

最終改正 平成 12 年 5月 26 日 法律第 84 号

 

第１章 総 則 
（目 的） 

第１条 この法律は、公文書館法（昭和 62 年法律第 115 号）の精神にのっとり、独立行政

法人国立公文書館の名称、目的、業務の範囲、国の機関の保管に係る公文書等の保存の

ために必要な措置等を定めることにより、独立行政法人国立公文書館又は国の機関の保

管に係る歴史資料として重要な公文書等の適切な保存及び利用に資することを目的とす

る。 
（定 義） 

第２条 この法律において「公文書等」とは、公文書その他の記録（国の機関において現

用のものを除く。）をいう。 
    

第２章 独立行政法人国立公文書館 
    第１節 通 則 
 （名 称） 
第３条 この法律及び独立行政法人通則法（平成 11 年法律第 103 号。以下「通則法」とい

う。）の定めるところにより設立される通則法第２条第１項に規定する独立行政法人の名

称は、独立行政法人国立公文書館とする。 
 （国立公文書館の目的） 
第４条 独立行政法人国立公文書館（以下「国立公文書館」という。）は、第 15 条第４項

の規定により移管を受けた歴史資料として重要な公文書等を保存し、及び一般の利用に

供すること等の事業を行うことにより、国立公文書館又は国の機関の保管に係る歴史資

料として重要な公文書等の適切な保存及び利用を図ることを目的とする。 
 （特定独立行政法人） 
第５条 国立公文書館は、通則法第２条第２項に規定する特定独立行政法人とする。 
 （事務所） 
第６条 国立公文書館は、主たる事務所を東京都に置く。 
 （資本金） 
第７条 国立公文書館の資本金は、国立公文書館法の一部を改正する法律（平成 11 年法律

第 161 号）附則第５条第２項の規定により政府から出資があったものとされる金額とす

る。 
２ 政府は、必要があると認めるときは、予算で定める金額の範囲内において、国立公文

書館に追加して出資することができる。 
３ 国立公文書館は、前項の規定による政府の出資があったときは、その出資額により資

本金を増額するものとする。 
    第２節 役 員 
 （役 員） 
第８条 国立公文書館に、役員として、その長である館長及び監事２人を置く。 
２ 国立公文書館に、役員として、理事１人を置くことができる。 
 （理事の職務及び権限等） 
第９条 理事は、館長の定めるところにより、館長を補佐して国立公文書館の業務を掌理



 
 

する。 
２ 通則法第 19 条第２項の個別法で定める役員は、理事とする。ただし、理事が置かれて

いないときは、監事とする。 
３ 前項ただし書の場合において、通則法第 19 条第２項の規定により館長の職務を代理し

又はその職務を行う監事は、その間、監事の職務を行ってはならない。 
 （役員の任期） 
第 10 条 館長の任期は４年とし、理事及び監事の任期は２年とする。 
    第３節 業務等 
（業務の範囲） 

第 11 条 国立公文書館は、第４条の目的を達成するため、次の業務を行う。 
一 第 15 条第４項の規定により移管を受けた歴史資料として重要な公文書等を保存し、

及び一般の利用に供すること。 
二 国立公文書館又は国の機関の保管に係る歴史資料として重要な公文書等（次号から

第５号までにおいて「歴史資料として重要な公文書等」という。）の保存及び利用に関

する情報の収集、整理及び提供を行うこと。 
三 歴史資料として重要な公文書等の保存及び利用に関する専門的技術的な助言を行う

こと。 
四 歴史資料として重要な公文書等の保存及び利用に関する調査研究を行うこと。 
五 歴史資料として重要な公文書等の保存及び利用に関する研修を行うこと。 
六 前各号の業務に附帯する業務を行うこと。 

２ 国立公文書館は、前項の業務のほか、同項の業務の遂行に支障のない範囲内で、内閣

総理大臣からの委託を受けて、公文書館法第７条に規定する技術上の指導又は助言を行

うことができる。 
 （積立金の処分） 
第 12 条 国立公文書館は、通則法第 29 条第２項第１号に規定する中期目標の期間（以下

この項において「中期目標の期間」という。）の最後の事業年度に係る通則法第 44 条第

１項又は第２項の規定による整理を行った後、同条第１項の規定による積立金があると

きは、その額に相当する金額のうち内閣総理大臣の承認を受けた金額を、当該中期目標

の期間の次の中期目標の期間に係る通則法第 30 条第１項の認可を受けた中期計画（同項

後段の規定による変更の認可を受けたときは、その変更後のもの）の定めるところによ

り、当該次の中期目標の期間における前条に規定する業務の財源に充てることができる。

２ 内閣総理大臣は、前項の規定による承認をしようとするときは、あらかじめ、内閣府

の独立行政法人評価委員会の意見を聴くとともに、財務大臣に協議しなければならない。

３ 国立公文書館は、第１項に規定する積立金の額に相当する金額から同項の規定による

承認を受けた金額を控除してなお残余があるときは、その残余の額を国庫に納付しなけ

ればならない。 
４ 前３項に定めるもののほか、納付金の納付の手続その他積立金の処分に関し必要な事

項は、政令で定める。 
    第４節 雑 則 
 （主務大臣等） 
第 13 条 国立公文書館に係る通則法における主務大臣、主務省及び主務省令は、それぞれ

内閣総理大臣、内閣府及び内閣府令とする。 
    第５節 罰 則 
第 14 条 次の各号のいずれかに該当する場合には、その違反行為をした国立公文書館の役

員は、20 万円以下の過料に処する。 



 
 

一 第 11 条に規定する業務以外の業務を行ったとき。 
二 第12条第１項の規定により内閣総理大臣の承認を受けなければならない場合におい

て、その承認を受けなかったとき。 
    

第３章 国の機関の保管に係る公文書等の保存のために必要な措置 
第 15 条 国の機関は、内閣総理大臣と当該国の機関とが協議して定めるところにより、当

該国の機関の保管に係る歴史資料として重要な公文書等の適切な保存のために必要な措

置を講ずるものとする。 
２ 内閣総理大臣は、前項の協議による定めに基づき、歴史資料として重要な公文書等に

ついて、国立公文書館において保存する必要があると認めるときは、当該公文書等を保

存する国の機関との合意により、その移管を受けることができる。 
３ 前項の場合において、必要があると認めるときは、内閣総理大臣は、あらかじめ、国

立公文書館の意見を聴くことができる。 
４ 内閣総理大臣は、第２項の規定により移管を受けた公文書等を国立公文書館に移管す

るものとする。 
    

第４章 国立公文書館における公文書等の利用 
第 16 条 国立公文書館において保存する公文書等は、一般の利用に供するものとする。た

だし、個人の秘密の保持その他の合理的な理由により一般の利用に供することが適当で

ない公文書等については、この限りでない。 
 

附 則（抄） 
（施行期日） 
１ この法律は、公布の日から起算して２年を超えない範囲内において政令で定める日か

ら施行する。 
 
 
※本法律は平成 12 年政令第 239 号により平成 12 年 10 月 1 日から施行された。 
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公文書等の管理に関する法律 

 

 





 

 

公文書等の管理に関する法律 

 

公  布 平成21年 7月 1日 法律第66号 

最終改正 平成21年7月10日 法律第76号 
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第１章 総 則 

 （目 的） 

第１条 この法律は、国及び独立行政法人等の諸活動や歴史的事実の記録である公文書等が、健全

な民主主義の根幹を支える国民共有の知的資源として、主権者である国民が主体的に利用し得る

ものであることにかんがみ、国民主権の理念にのっとり、公文書等の管理に関する基本的事項を

定めること等により、行政文書等の適正な管理、歴史公文書等の適切な保存及び利用等を図り、

もって行政が適正かつ効率的に運営されるようにするとともに、国及び独立行政法人等の有する

その諸活動を現在及び将来の国民に説明する責務が全うされるようにすることを目的とする。 

 （定 義） 

第２条 この法律において「行政機関」とは、次に掲げる機関をいう。 

一 法律の規定に基づき内閣に置かれる機関（内閣府を除く。）及び内閣の所轄の下に置かれる

機関 

 二 内閣府、宮内庁並びに内閣府設置法（平成11年法律第89号）第49条第１項及び第２項に規

定する機関（これらの機関のうち第４号の政令で定める機関が置かれる機関にあっては、当該

政令で定める機関を除く。） 

 三 国家行政組織法（昭和23年法律第120号）第３条第２項に規定する機関（第５号の政令で定

める機関が置かれる機関にあっては、当該政令で定める機関を除く。） 

 四 内閣府設置法第39条及び第55条並びに宮内庁法（昭和22年法律第70号）第16条第２項の

機関並びに内閣府設置法第40条及び第56条（宮内庁法第18条第１項において準用する場合

を含む。）の特別の機関で、政令で定めるもの 

 五 国家行政組織法第８条の２の施設等機関及び同法第８条の３の特別の機関で、政令で定める

もの 

 六 会計検査院 

２ この法律において「独立行政法人等」とは、独立行政法人通則法（平成11年法律第103号）第

２条第１項に規定する独立行政法人及び別表第１に掲げる法人をいう。 

３ この法律において「国立公文書館等」とは、次に掲げる施設をいう。 

 一 独立行政法人国立公文書館（以下「国立公文書館」という。）の設置する公文書館 

 二 行政機関の施設及び独立行政法人等の施設であって、前号に掲げる施設に類する機能を有す

るものとして政令で定めるもの 



 

 

４ この法律において「行政文書」とは、行政機関の職員が職務上作成し、又は取得した文書（図

画及び電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない

方式で作られた記録をいう。以下同じ。）を含む。第 19 条を除き、以下同じ。）であって、当

該行政機関の職員が組織的に用いるものとして、当該行政機関が保有しているものをいう。ただ

し、次に掲げるものを除く。 

 一 官報、白書、新聞、雑誌、書籍その他不特定多数の者に販売することを目的として発行され

るもの 

 二 特定歴史公文書等 

 三 政令で定める研究所その他の施設において、政令で定めるところにより、歴史的若しくは文

化的な資料又は学術研究用の資料として特別の管理がされているもの（前号に掲げるものを除

く。） 

５ この法律において「法人文書」とは、独立行政法人等の役員又は職員が職務上作成し、又は取

得した文書であって、当該独立行政法人等の役員又は職員が組織的に用いるものとして、当該独

立行政法人等が保有しているものをいう。ただし、次に掲げるものを除く。 

 一 官報、白書、新聞、雑誌、書籍その他不特定多数の者に販売することを目的として発行され

るもの 

 二 特定歴史公文書等 

 三 政令で定める博物館その他の施設において、政令で定めるところにより、歴史的若しくは文

化的な資料又は学術研究用の資料として特別の管理がされているもの（前号に掲げるものを除

く。） 

 四 別表第２の上欄に掲げる独立行政法人等が保有している文書であって、政令で定めるところ

により、専ら同表下欄に掲げる業務に係るものとして、同欄に掲げる業務以外の業務に係るも

のと区分されるもの 

６ この法律において「歴史公文書等」とは、歴史資料として重要な公文書その他の文書をいう。 

７ この法律において「特定歴史公文書等」とは、歴史公文書等のうち、次に掲げるものをいう。 

 一 第８条第１項の規定により国立公文書館等に移管されたもの 

 二 第11条第４項の規定により国立公文書館等に移管されたもの 

 三 第14条第４項の規定により国立公文書館の設置する公文書館に移管されたもの 

 四 法人その他の団体（国及び独立行政法人等を除く。以下「法人等」という。）又は個人から

国立公文書館等に寄贈され、又は寄託されたもの 

８ この法律において「公文書等」とは、次に掲げるものをいう。 

 一 行政文書 

 二 法人文書 

 三 特定歴史公文書等 

 （他の法令との関係） 

第３条 公文書等の管理については、他の法律又はこれに基づく命令に特別の定めがある場合を除

くほか、この法律の定めるところによる。 

 

   第２章 行政文書の管理 

    第１節 文書の作成 

第４条 行政機関の職員は、第１条の目的の達成に資するため、当該行政機関における経緯も含め

た意思決定に至る過程並びに当該行政機関の事務及び事業の実績を合理的に跡付け、又は検証す

ることができるよう、処理に係る事案が軽微なものである場合を除き、次に掲げる事項その他の

事項について、文書を作成しなければならない。 

 一 法令の制定又は改廃及びその経緯 



 

 

 二 前号に定めるもののほか、閣議、関係行政機関の長で構成される会議又は省議（これらに準

ずるものを含む。）の決定又は了解及びその経緯 

 三 複数の行政機関による申合せ又は他の行政機関若しくは地方公共団体に対して示す基準の設

定及びその経緯 

 四 個人又は法人の権利義務の得喪及びその経緯 

 五 職員の人事に関する事項 

    第２節 行政文書の整理等 

 （整 理） 

第５条 行政機関の職員が行政文書を作成し、又は取得したときは、当該行政機関の長は、政令で

定めるところにより、当該行政文書について分類し、名称を付するとともに、保存期間及び保存

期間の満了する日を設定しなければならない。 

２ 行政機関の長は、能率的な事務又は事業の処理及び行政文書の適切な保存に資するよう、単独

で管理することが適当であると認める行政文書を除き、適時に、相互に密接な関連を有する行政

文書（保存期間を同じくすることが適当であるものに限る。）を一の集合物（以下「行政文書フ

ァイル」という。）にまとめなければならない。 

３ 前項の場合において、行政機関の長は、政令で定めるところにより、当該行政文書ファイルに

ついて分類し、名称を付するとともに、保存期間及び保存期間の満了する日を設定しなければな

らない。 

４ 行政機関の長は、第1項及び前項の規定により設定した保存期間及び保存期間の満了する日を、

政令で定めるところにより、延長することができる。 

５ 行政機関の長は、行政文書ファイル及び単独で管理している行政文書（以下「行政文書ファイ

ル等」という。）について、保存期間（延長された場合にあっては、延長後の保存期間。以下同

じ。）の満了前のできる限り早い時期に、保存期間が満了したときの措置として、歴史公文書等

に該当するものにあっては政令で定めるところにより国立公文書館等への移管の措置を、それ以

外のものにあっては廃棄の措置をとるべきことを定めなければならない。 

 （保 存） 

第６条 行政機関の長は、行政文書ファイル等について、当該行政文書ファイル等の保存期間の満

了する日までの間、その内容、時の経過、利用の状況等に応じ、適切な保存及び利用を確保する

ために必要な場所において、適切な記録媒体により、識別を容易にするための措置を講じた上で

保存しなければならない。 

２ 前項の場合において、行政機関の長は、当該行政文書ファイル等の集中管理の推進に努めなけ

ればならない。 

 （行政文書ファイル管理簿） 

第７条 行政機関の長は、行政文書ファイル等の管理を適切に行うため、政令で定めるところによ

り、行政文書ファイル等の分類、名称、保存期間、保存期間の満了する日、保存期間が満了した

ときの措置及び保存場所その他の必要な事項（行政機関の保有する情報の公開に関する法律（平

成11年法律第42号。以下「行政機関情報公開法」という。）第５条に規定する不開示情報に該

当するものを除く。）を帳簿（以下「行政文書ファイル管理簿」という。）に記載しなければな

らない。ただし、政令で定める期間未満の保存期間が設定された行政文書ファイル等については、

この限りでない。 

２ 行政機関の長は、行政文書ファイル管理簿について、政令で定めるところにより、当該行政機

関の事務所に備えて一般の閲覧に供するとともに、電子情報処理組織を使用する方法その他の情

報通信の技術を利用する方法により公表しなければならない。 

 （移管又は廃棄） 



 

 

第８条 行政機関の長は、保存期間が満了した行政文書ファイル等について、第５条第５項の規定

による定めに基づき、国立公文書館等に移管し、又は廃棄しなければならない。 

２ 行政機関（会計検査院を除く。以下この項、第４項、次条第３項、第10条第３項、第30条及

び第31条において同じ。）の長は、前項の規定により、保存期間が満了した行政文書ファイル等

を廃棄しようとするときは、あらかじめ、内閣総理大臣に協議し、その同意を得なければならな

い。この場合において、内閣総理大臣の同意が得られないときは、当該行政機関の長は、当該行

政文書ファイル等について、新たに保存期間及び保存期間の満了する日を設定しなければならな

い。 

３ 行政機関の長は、第１項の規定により国立公文書館等に移管する行政文書ファイル等について、

第 16 条第１項第１号に掲げる場合に該当するものとして国立公文書館等において利用の制限を

行うことが適切であると認める場合には、その旨の意見を付さなければならない。 

４ 内閣総理大臣は、行政文書ファイル等について特に保存の必要があると認める場合には、当該

行政文書ファイル等を保有する行政機関の長に対し、当該行政文書ファイル等について、廃棄の

措置をとらないように求めることができる。 

 （管理状況の報告等） 

第９条 行政機関の長は、行政文書ファイル管理簿の記載状況その他の行政文書の管理の状況につ

いて、毎年度、内閣総理大臣に報告しなければならない。 

２ 内閣総理大臣は、毎年度、前項の報告を取りまとめ、その概要を公表しなければならない。 

３ 内閣総理大臣は、第１項に定めるもののほか、行政文書の適正な管理を確保するために必要が

あると認める場合には、行政機関の長に対し、行政文書の管理について、その状況に関する報告

若しくは資料の提出を求め、又は当該職員に実地調査をさせることができる。 

４ 内閣総理大臣は、前項の場合において歴史公文書等の適切な移管を確保するために必要がある

と認めるときは、国立公文書館に、当該報告若しくは資料の提出を求めさせ、又は実地調査をさ

せることができる。 

 （行政文書管理規則） 

第 10 条 行政機関の長は、行政文書の管理が第４条から前条までの規定に基づき適正に行われる

ことを確保するため、行政文書の管理に関する定め（以下「行政文書管理規則」という。）を設

けなければならない。 

２ 行政文書管理規則には、行政文書に関する次に掲げる事項を記載しなければならない。 

 一 作成に関する事項 

 二 整理に関する事項 

 三 保存に関する事項 

 四 行政文書ファイル管理簿に関する事項 

 五 移管又は廃棄に関する事項 

 六 管理状況の報告に関する事項 

 七 その他政令で定める事項 

３ 行政機関の長は、行政文書管理規則を設けようとするときは、あらかじめ、内閣総理大臣に協

議し、その同意を得なければならない。これを変更しようとするときも、同様とする。 

４ 行政機関の長は、行政文書管理規則を設けたときは、遅滞なく、これを公表しなければならな

い。これを変更したときも、同様とする。 

 

   第３章 法人文書の管理 

 （法人文書の管理に関する原則） 

第 11 条 独立行政法人等は、第４条から第６条までの規定に準じて、法人文書を適正に管理しな

ければならない。 



 

 

２ 独立行政法人等は、法人文書ファイル等（能率的な事務又は事業の処理及び法人文書の適切な

保存に資するよう、相互に密接な関連を有する法人文書を一の集合物にまとめたもの並びに単独

で管理している法人文書をいう。以下同じ。）の管理を適切に行うため、政令で定めるところに

より、法人文書ファイル等の分類、名称、保存期間、保存期間の満了する日、保存期間が満了し

たときの措置及び保存場所その他の必要な事項（独立行政法人等の保有する情報の公開に関する

法律（平成 13 年法律第 140 号。以下「独立行政法人等情報公開法」という。）第５条に規定す

る不開示情報に該当するものを除く。）を帳簿（以下「法人文書ファイル管理簿」という。）に

記載しなければならない。ただし、政令で定める期間未満の保存期間が設定された法人文書ファ

イル等については、この限りでない。 

３  独立行政法人等は、法人文書ファイル管理簿について、政令で定めるところにより、当該独立

行政法人等の事務所に備えて一般の閲覧に供するとともに、電子情報処理組織を使用する方法そ

の他の情報通信の技術を利用する方法により公表しなければならない。 

４ 独立行政法人等は、保存期間が満了した法人文書ファイル等について、歴史公文書等に該当す

るものにあっては政令で定めるところにより国立公文書館等に移管し、それ以外のものにあって

は廃棄しなければならない。 

５ 独立行政法人等は、前項の規定により国立公文書館等に移管する法人文書ファイル等について、

第 16 条第１項第２号に掲げる場合に該当するものとして国立公文書館等において利用の制限を

行うことが適切であると認める場合には、その旨の意見を付さなければならない。 

 （管理状況の報告等） 

第 12 条 独立行政法人等は、法人文書ファイル管理簿の記載状況その他の法人文書の管理の状況

について、毎年度、内閣総理大臣に報告しなければならない。 

２ 内閣総理大臣は、毎年度、前項の報告を取りまとめ、その概要を公表しなければならない。 

 （法人文書管理規則） 

第 13 条 独立行政法人等は、法人文書の管理が前２条の規定に基づき適正に行われることを確保

するため、第 10 条第２項の規定を参酌して、法人文書の管理に関する定め（以下「法人文書管

理規則」という。）を設けなければならない。 

２ 独立行政法人等は、法人文書管理規則を設けたときは、遅滞なく、これを公表しなければなら

ない。これを変更したときも、同様とする。 

 

   第４章 歴史公文書等の保存、利用等 

 （行政機関以外の国の機関が保有する歴史公文書等の保存及び移管） 

第 14 条 国の機関（行政機関を除く。以下この条において同じ。）は、内閣総理大臣と協議して

定めるところにより、当該国の機関が保有する歴史公文書等の適切な保存のために必要な措置を

講ずるものとする。 

２ 内閣総理大臣は、前項の協議による定めに基づき、歴史公文書等について、国立公文書館にお

いて保存する必要があると認める場合には、当該歴史公文書等を保有する国の機関との合意によ

り、その移管を受けることができる。 

３ 前項の場合において、必要があると認めるときは、内閣総理大臣は、あらかじめ、国立公文書

館の意見を聴くことができる。 

４ 内閣総理大臣は、第２項の規定により移管を受けた歴史公文書等を国立公文書館の設置する公

文書館に移管するものとする。 

 （特定歴史公文書等の保存等） 

第 15 条 国立公文書館等の長（国立公文書館等が行政機関の施設である場合にあってはその属す

る行政機関の長、国立公文書館等が独立行政法人等の施設である場合にあってはその施設を設置



 

 

した独立行政法人等をいう。以下同じ。）は、特定歴史公文書等について、第 25 条の規定によ

り廃棄されるに至る場合を除き、永久に保存しなければならない。 

２ 国立公文書館等の長は、特定歴史公文書等について、その内容、保存状態、時の経過、利用の

状況等に応じ、適切な保存及び利用を確保するために必要な場所において、適切な記録媒体によ

り、識別を容易にするための措置を講じた上で保存しなければならない。 

３ 国立公文書館等の長は、特定歴史公文書等に個人情報（生存する個人に関する情報であって、

当該情報に含まれる氏名、生年月日その他の記述等により特定の個人を識別することができるも

の（他の情報と照合することができ、それにより特定の個人を識別することができることとなる

ものを含む。）をいう。）が記録されている場合には、当該個人情報の漏えいの防止のために必

要な措置を講じなければならない。 

４ 国立公文書館等の長は、政令で定めるところにより、特定歴史公文書等の分類、名称、移管又

は寄贈若しくは寄託をした者の名称又は氏名、移管又は寄贈若しくは寄託を受けた時期及び保存

場所その他の特定歴史公文書等の適切な保存を行い、及び適切な利用に資するために必要な事項

を記載した目録を作成し、公表しなければならない。 

 （特定歴史公文書等の利用請求及びその取扱い） 

第 16 条 国立公文書館等の長は、当該国立公文書館等において保存されている特定歴史公文書等

について前条第４項の目録の記載に従い利用の請求があった場合には、次に掲げる場合を除き、

これを利用させなければならない。 

 一 当該特定歴史公文書等が行政機関の長から移管されたものであって、当該特定歴史公文書等

に次に掲げる情報が記録されている場合 

  イ 行政機関情報公開法第５条第１号に掲げる情報 

  ロ 行政機関情報公開法第５条第２号又は第６号イ若しくはホに掲げる情報 

  ハ 公にすることにより、国の安全が害されるおそれ、他国若しくは国際機関との信頼関係が

損なわれるおそれ又は他国若しくは国際機関との交渉上不利益を被るおそれがあると当該

特定歴史公文書等を移管した行政機関の長が認めることにつき相当の理由がある情報 

  ニ 公にすることにより、犯罪の予防、鎮圧又は捜査、公訴の維持、刑の執行その他の公共の

安全と秩序の維持に支障を及ぼすおそれがあると当該特定歴史公文書等を移管した行政機

関の長が認めることにつき相当の理由がある情報 

 二 当該特定歴史公文書等が独立行政法人等から移管されたものであって、当該特定歴史公文書

等に次に掲げる情報が記録されている場合 

  イ 独立行政法人等情報公開法第５条第１号に掲げる情報 

  ロ 独立行政法人等情報公開法第５条第２号又は第４号イからハまで若しくはトに掲げる情報 

 三 当該特定歴史公文書等が国の機関（行政機関を除く。）から移管されたものであって、当該

国の機関との合意において利用の制限を行うこととされている場合 

 四 当該特定歴史公文書等がその全部又は一部を一定の期間公にしないことを条件に法人等又は

個人から寄贈され、又は寄託されたものであって、当該期間が経過していない場合 

 五 当該特定歴史公文書等の原本を利用に供することにより当該原本の破損若しくはその汚損を

生ずるおそれがある場合又は当該特定歴史公文書等を保存する国立公文書館等において当該

原本が現に使用されている場合 

２ 国立公文書館等の長は、前項に規定する利用の請求（以下「利用請求」という。）に係る特定

歴史公文書等が同項第１号又は第２号に該当するか否かについて判断するに当たっては、当該特

定歴史公文書等が行政文書又は法人文書として作成又は取得されてからの時の経過を考慮する

とともに、当該特定歴史公文書等に第８条第３項又は第 11 条第５項の規定による意見が付され

ている場合には、当該意見を参酌しなければならない。 



 

 

３ 国立公文書館等の長は、第１項第１号から第４号までに掲げる場合であっても、同項第１号イ

からニまで若しくは第２号イ若しくはロに掲げる情報又は同項第３号の制限若しくは同項第４

号の条件に係る情報が記録されている部分を容易に区分して除くことができるときは、利用請求

をした者に対し、当該部分を除いた部分を利用させなければならない。ただし、当該部分を除い

た部分に有意の情報が記録されていないと認められるときは、この限りでない。 

 （本人情報の取扱い） 

第 17 条 国立公文書館等の長は、前条第１項第１号イ及び第２号イの規定にかかわらず、これら

の規定に掲げる情報により識別される特定の個人（以下この条において「本人」という。）から、

当該情報が記録されている特定歴史公文書等について利用請求があった場合において、政令で定

めるところにより本人であることを示す書類の提示又は提出があったときは、本人の生命、健康、

生活又は財産を害するおそれがある情報が記録されている場合を除き、当該特定歴史公文書等に

つきこれらの規定に掲げる情報が記録されている部分についても、利用させなければならない。 

 （第三者に対する意見書提出の機会の付与等） 

第 18 条 利用請求に係る特定歴史公文書等に国、独立行政法人等、地方公共団体、地方独立行政

法人及び利用請求をした者以外の者（以下この条において「第三者」という。）に関する情報が

記録されている場合には、国立公文書館等の長は、当該特定歴史公文書等を利用させるか否かに

ついての決定をするに当たって、当該情報に係る第三者に対し、利用請求に係る特定歴史公文書

等の名称その他政令で定める事項を通知して、意見書を提出する機会を与えることができる。 

２ 国立公文書館等の長は、第三者に関する情報が記録されている特定歴史公文書等の利用をさせ

ようとする場合であって、当該情報が行政機関情報公開法第５条第１号ロ若しくは第２号ただし

書に規定する情報又は独立行政法人等情報公開法第５条第１号ロ若しくは第２号ただし書に規

定する情報に該当すると認めるときは、利用させる旨の決定に先立ち、当該第三者に対し、利用

請求に係る特定歴史公文書等の名称その他政令で定める事項を書面により通知して、意見書を提

出する機会を与えなければならない。ただし、当該第三者の所在が判明しない場合は、この限り

でない。 

３ 国立公文書館等の長は、特定歴史公文書等であって第16条第１項第１号ハ又はニに該当するも

のとして第８条第３項の規定により意見を付されたものを利用させる旨の決定をする場合には、

あらかじめ、当該特定歴史公文書等を移管した行政機関の長に対し、利用請求に係る特定歴史公

文書等の名称その他政令で定める事項を書面により通知して、意見書を提出する機会を与えなけ

ればならない。 

４ 国立公文書館等の長は、第１項又は第２項の規定により意見書を提出する機会を与えられた第

三者が当該特定歴史公文書等を利用させることに反対の意思を表示した意見書を提出した場合

において、当該特定歴史公文書等を利用させる旨の決定をするときは、その決定の日と利用させ

る日との間に少なくとも２週間を置かなければならない。この場合において、国立公文書館等の

長は、その決定後直ちに、当該意見書（第21条第２項第２号において「反対意見書」という。）

を提出した第三者に対し、利用させる旨の決定をした旨及びその理由並びに利用させる日を書面

により通知しなければならない。 

 （利用の方法） 

第 19 条 国立公文書館等の長が特定歴史公文書等を利用させる場合には、文書又は図画について

は閲覧又は写しの交付の方法により、電磁的記録についてはその種別、情報化の進展状況等を勘

案して政令で定める方法により行う。ただし、閲覧の方法により特定歴史公文書等を利用させる

場合にあっては、当該特定歴史公文書等の保存に支障を生ずるおそれがあると認めるときその他

正当な理由があるときに限り、その写しを閲覧させる方法により、これを利用させることができ

る。 

 （手数料） 



 

 

第 20 条 写しの交付により特定歴史公文書等を利用する者は、政令で定めるところにより、手数

料を納めなければならない。 

２ 前項の手数料の額は、実費の範囲内において、できる限り利用しやすい額とするよう配慮して、

国立公文書館等の長が定めるものとする。 

 （異議申立て及び公文書管理委員会への諮問） 

第 21 条 利用請求に対する処分又は利用請求に係る不作為について不服がある者は、国立公文書

館等の長に対し、行政不服審査法（昭和 37 年法律第 160 号）による異議申立てをすることがで

きる。 

２ 前項の異議申立てがあったときは、当該異議申立てを受けた国立公文書館等の長は、次の各号

のいずれかに該当する場合を除き、公文書管理委員会に諮問しなければならない。 

 一 異議申立てが不適法であり、却下するとき。 

 二 決定で、異議申立てに係る利用請求に対する処分を取り消し又は変更し、当該異議申立てに

係る特定歴史公文書等の全部を利用させることとするとき。ただし、当該異議申立てに係る特

定歴史公文書等の利用について反対意見書が提出されているときを除く。 

 （独立行政法人等情報公開法及び情報公開・個人情報保護審査会設置法の準用） 

第 22 条 独立行政法人等情報公開法第19 条及び第 20 条並びに情報公開・個人情報保護審査会設

置法（平成15年法律第60号）第9条から第16条までの規定は、前条の規定による異議申立て

について準用する。この場合において、独立行政法人等情報公開法第 19 条中「前条第２項」と

あるのは「公文書等の管理に関する法律（以下「公文書管理法」という。）第21条第２項」と、

「独立行政法人等」とあるのは「公文書管理法第 15 条第 1 項に規定する国立公文書館等の長」

と、同条第２号中「開示請求者（開示請求者が」とあるのは「利用請求（公文書管理法第 16 条

第２項に規定する利用請求をいう。以下同じ。）をした者（利用請求をした者が」と、同条第３

号中「開示決定等について反対意見書」とあるのは「利用請求に対する処分について公文書管理

法第18 条第４項に規定する反対意見書」と、独立行政法人等情報公開法第20 条中「第14 条第

３項」とあるのは「公文書管理法第18条第４項」と、同条第１号中「開示決定」とあるのは「利

用させる旨の決定」と、同条第２号中「開示決定等」とあるのは「利用請求に対する処分」と、

「法人文書を開示する」とあるのは「特定歴史公文書等（公文書管理法第２条第７項に規定する

特定歴史公文書等をいう。以下この号において同じ。）を利用させる」と、「法人文書の開示」

とあるのは「特定歴史公文書等を利用させること」と、情報公開・個人情報保護審査会設置法第

９条から第 16 条までの規定中「審査会」とあるのは「公文書管理委員会」と、同法第９条第１

項中「諮問庁」とあるのは「諮問庁（公文書等の管理に関する法律（以下「公文書管理法」とい

う。）第21条第２項の規定により諮問をした公文書管理法第15条第１項に規定する国立公文書

館等の長をいう。以下この条において同じ。）」と、「行政文書等又は保有個人情報の提示」と

あるのは「特定歴史公文書等（公文書管理法第２条第７項に規定する特定歴史公文書等をいう。

以下同じ。）の提示」と、「行政文書等又は保有個人情報の開示」とあるのは「特定歴史公文書

等の開示」と、同条第３項中「行政文書等に記録されている情報又は保有個人情報に含まれてい

る情報」とあるのは「特定歴史公文書等に記録されている情報」と、同条第４項中「不服申立て」

とあるのは「異議申立て」と、「、不服申立人」とあるのは「、異議申立人」と、「不服申立人

等」とあるのは「異議申立人等」と、同法第10条から第13条までの規定中「不服申立人等」と

あるのは「異議申立人等」と、同法第10条第２項及び第16条中「不服申立人」とあるのは「異

議申立人」と、同法第12条中「行政文書等又は保有個人情報」とあるのは「特定歴史公文書等」

と読み替えるものとする。 

 （利用の促進） 



 

 

第23条 国立公文書館等の長は、特定歴史公文書等（第16条の規定により利用させることができ

るものに限る。）について、展示その他の方法により積極的に一般の利用に供するよう努めなけ

ればならない。 

 （移管元行政機関等による利用の特例） 

第 24 条 特定歴史公文書等を移管した行政機関の長又は独立行政法人等が国立公文書館等の長に

対してそれぞれその所掌事務又は業務を遂行するために必要であるとして当該特定歴史公文書

等について利用請求をした場合には、第16条第１項第１号又は第２号の規定は、適用しない。 

 （特定歴史公文書等の廃棄） 

第 25 条 国立公文書館等の長は、特定歴史公文書等として保存されている文書が歴史資料として

重要でなくなったと認める場合には、内閣総理大臣に協議し、その同意を得て、当該文書を廃棄

することができる。 

 （保存及び利用の状況の報告等） 

第 26 条 国立公文書館等の長は、特定歴史公文書等の保存及び利用の状況について、毎年度、内

閣総理大臣に報告しなければならない。 

２ 内閣総理大臣は、毎年度、前項の報告を取りまとめ、その概要を公表しなければならない。 

 （利用等規則） 

第 27 条 国立公文書館等の長は、特定歴史公文書等の保存、利用及び廃棄が第15 条から第 20 条

まで及び第 23 条から前条までの規定に基づき適切に行われることを確保するため、特定歴史公

文書等の保存、利用及び廃棄に関する定め（以下「利用等規則」という。）を設けなければなら

ない。 

２ 利用等規則には、特定歴史公文書等に関する次に掲げる事項を記載しなければならない。 

 一 保存に関する事項 

 二 第20条に規定する手数料その他一般の利用に関する事項 

三 特定歴史公文書等を移管した行政機関の長又は独立行政法人等による当該特定歴史公文書等

の利用に関する事項 

 四 廃棄に関する事項 

 五 保存及び利用の状況の報告に関する事項 

３ 国立公文書館等の長は、利用等規則を設けようとするときは、あらかじめ、内閣総理大臣に協

議し、その同意を得なければならない。これを変更しようとするときも、同様とする。 

４ 国立公文書館等の長は、利用等規則を設けたときは、遅滞なく、これを公表しなければならな

い。これを変更したときも、同様とする。 

 

   第５章 公文書管理委員会 

 （委員会の設置） 

第28条 内閣府に、公文書管理委員会（以下「委員会」という。）を置く。 

２ 委員会は、この法律の規定によりその権限に属させられた事項を処理する。 

３ 委員会の委員は、公文書等の管理に関して優れた識見を有する者のうちから、内閣総理大臣が

任命する。 

４ この法律に規定するもののほか、委員会の組織及び運営に関し必要な事項は、政令で定める。 

 （委員会への諮問） 

第29条 内閣総理大臣は、次に掲げる場合には、委員会に諮問しなければならない。 

 一 第２条第１項第４号若しくは第５号、第３項第２号、第４項第３号若しくは第５項第３号若

しくは第４号、第５条第１項若しくは第３項から第５項まで、第７条、第10条第２項第７号、

第11条第２項から第４項まで、第15条第４項、第17条、第18条第１項から第３項まで、第

19条又は第20条第１項の政令の制定又は改廃の立案をしようとするとき。 



 

 

 二 第10条第３項、第25条又は第27条第３項の規定による同意をしようとするとき。 

 三 第31条の規定による勧告をしようとするとき。 

 （資料の提出等の求め） 

第 30 条 委員会は、その所掌事務を遂行するため必要があると認める場合には、関係行政機関の

長又は国立公文書館等の長に対し、資料の提出、意見の開陳、説明その他必要な協力を求めるこ

とができる。 

 

   第６章 雑 則 

 （内閣総理大臣の勧告） 

第 31 条 内閣総理大臣は、この法律を実施するため特に必要があると認める場合には、行政機関

の長に対し、公文書等の管理について改善すべき旨の勧告をし、当該勧告の結果とられた措置に

ついて報告を求めることができる。 

（研 修） 

第 32 条 行政機関の長及び独立行政法人等は、それぞれ、当該行政機関又は当該独立行政法人等

の職員に対し、公文書等の管理を適正かつ効果的に行うために必要な知識及び技能を習得させ、

及び向上させるために必要な研修を行うものとする。 

２ 国立公文書館は、行政機関及び独立行政法人等の職員に対し、歴史公文書等の適切な保存及び

移管を確保するために必要な知識及び技能を習得させ、及び向上させるために必要な研修を行う

ものとする。 

 （組織の見直しに伴う行政文書等の適正な管理のための措置） 

第 33 条 行政機関の長は、当該行政機関について統合、廃止等の組織の見直しが行われる場合に

は、その管理する行政文書について、統合、廃止等の組織の見直しの後においてこの法律の規定

に準じた適正な管理が行われることが確保されるよう必要な措置を講じなければならない。 

２ 独立行政法人等は、当該独立行政法人等について民営化等の組織の見直しが行われる場合には、

その管理する法人文書について、民営化等の組織の見直しの後においてこの法律の規定に準じた

適正な管理が行われることが確保されるよう必要な措置を講じなければならない。 

 （地方公共団体の文書管理） 

第 34 条 地方公共団体は、この法律の趣旨にのっとり、その保有する文書の適正な管理に関して

必要な施策を策定し、及びこれを実施するよう努めなければならない。 

 

   附 則 

 （施行期日） 

第１条 この法律は、公布の日から起算して２年を超えない範囲内において政令で定める日から施

行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。 

 一 第５章（第29条第２号及び第３号を除く。）の規定、附則第10条中内閣府設置法第37条第

２項の表の改正規定及び附則第 11 条第３項の規定 公布の日から起算して１年を超えない範

囲内において政令で定める日 

 二 附則第９条の規定 行政不服審査法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律（平成 21

年法律第  号）の公布の日又はこの法律の公布の日のいずれか遅い日 

 （特定歴史公文書等に関する経過措置） 

第２条 この法律の施行の際現に国立公文書館等が保存する歴史公文書等については、特定歴史公

文書等とみなす。 

 （行政機関以外の国の機関が保有する歴史公文書等の保存及び移管に関する経過措置） 



 

 

第３条 この法律の施行前に次条の規定による改正前の国立公文書館法（平成11年法律第79号）

第 15 条第１項の規定に基づく協議による国の機関（行政機関を除く。）と内閣総理大臣との定

めは、第14条第１項の規定に基づく協議による定めとみなす。 

 （国立公文書館法の一部改正） 

第４条 国立公文書館法の一部を次のように改正する。 

  目次中 

「 第３章 国の機関の保管に係る公文書等の保存のために必要な措置（第15条）   

  第４章 国立公文書館における公文書等の利用（第16条）   

  附則 」

 を「附則」に改める。 

  第１条中「公文書館法（昭和62年法律第115号）」を「公文書館法（昭和62年法律第115号）

及び公文書等の管理に関する法律（平成21年法律第66号）」に、「業務の範囲、国の機関の保

管に係る公文書等の保存のために必要な措置等」を「業務の範囲等に関する事項」に、「独立行

政法人国立公文書館又は国の機関の保管に係る歴史資料として重要な公文書等」を「歴史公文書

等」に改める。 

  第２条を次のように改める。 

  （定 義） 

 第２条 この法律において「歴史公文書等」とは、公文書等の管理に関する法律第２条第６項に

規定する歴史公文書等をいう。 

 ２ この法律において「特定歴史公文書等」とは、公文書等の管理に関する法律第２条第７項に

規定する特定歴史公文書等のうち、独立行政法人国立公文書館（以下「国立公文書館」という。）

の設置する公文書館に移管され、又は寄贈され、若しくは寄託されたものをいう。 

  第４条中「独立行政法人国立公文書館（以下「国立公文書館」という。）」を「国立公文書館」

に、「第 15 条第４項の規定により移管を受けた歴史資料として重要な公文書等」を「特定歴

史公文書等」に、「国立公文書館又は国の機関の保管に係る歴史資料として重要な公文書等」

を「歴史公文書等」に改める。 

  第７条第３項中「前項」を「前２項」に改め、同項を同条第４項とし、同条第２項の次に次の

一項を加える。 

 ３ 政府は、必要があると認めるときは、前項の規定にかかわらず、土地又は建物その他の土地

の定着物（第５項において「土地等」という。）を出資の目的として、国立公文書館に追加し

て出資することができる。 

  第７条に次の二項を加える。 

 ５ 政府が出資の目的とする土地等の価額は、出資の日現在における時価を基準として評価委員

が評価した価額とする。 

 ６ 前項に規定する評価委員その他評価に関し必要な事項は、政令で定める。 

  第11条を次のように改める。 

  （業務の範囲） 

 第11条 国立公文書館は、第4条の目的を達成するため、次の業務を行う。 

  一 特定歴史公文書等を保存し、及び一般の利用に供すること。 

  二 行政機関（公文書等の管理に関する法律第２条第１項に規定する行政機関をいう。以下同

じ。）からの委託を受けて、行政文書（同法第５条第５項の規定により移管の措置をとるべ

きことが定められているものに限る。）の保存を行うこと。 

  三 歴史公文書等の保存及び利用に関する情報の収集、整理及び提供を行うこと。 

  四 歴史公文書等の保存及び利用に関する専門的技術的な助言を行うこと。 

  五 歴史公文書等の保存及び利用に関する調査研究を行うこと。 



 

 

  六 歴史公文書等の保存及び利用に関する研修を行うこと。 

  七 前各号の業務に附帯する業務を行うこと。 

 ２ 国立公文書館は、前項の業務のほか、公文書等の管理に関する法律第９条第４項の規定によ

る報告若しくは資料の徴収又は実地調査を行う。 

 ３ 国立公文書館は、前２項の業務のほか、前２項の業務の遂行に支障のない範囲内で、次の業

務を行うことができる。 

  一 内閣総理大臣からの委託を受けて、公文書館法第７条に規定する技術上の指導又は助言を

行うこと。 

  二 行政機関からの委託を受けて、行政文書（公文書等の管理に関する法律第５条第５項の規

定により移管又は廃棄の措置をとるべきことが定められているものを除く。）の保存を行う

こと。 

  第３章及び第４章を削る。 

 （行政機関の保有する情報の公開に関する法律の一部改正） 

第５条 行政機関の保有する情報の公開に関する法律の一部を次のように改正する。 

  目次中「第27条」を「第26条」に改める。 

  第２条第２項第２号中「公文書館」を「研究所」に、「機関」を「施設」に改め、「もの」の

下に「（前号に掲げるものを除く。）」を加え、同号を同項第３号とし、同項第１号の次に次の

一号を加える。 

  二 公文書等の管理に関する法律（平成21年法律第66号）第２条第７項に規定する特定歴史

公文書等 

  第22条を削る。 

  第23条第１項中「できるよう」の下に「、公文書等の管理に関する法律第７条第２項に規定す

るもののほか」を加え、第４章中同条を第22条とし、第24条から第27条までを一条ずつ繰り

上げる。 

   （独立行政法人等の保有する情報の公開に関する法律の一部改正） 

第６条 独立行政法人等の保有する情報の公開に関する法律の一部を次のように改正する。 

  目次中「第26条」を「第25条」に改める。 

  第２条第２項第３号を同項第４号とし、同項第２号中「公文書館」を「博物館」に改め、「も

の」の下に「（前号に掲げるものを除く。）」を加え、同号を同項第３号とし、同項第１号の次

に次の一号を加える。 

  二 公文書等の管理に関する法律（平成21年法律第66号）第２条第７項に規定する特定歴史

公文書等 

  第23条を削る。 

  第24条第１項中「できるよう」の下に「、公文書等の管理に関する法律第11条第３項に規定

するもののほか」を加え、第５章中同条を第23条とし、第25条を第24条とし、第26条を第25

条とする。 

   （刑事訴訟法の一部改正） 

第７条 刑事訴訟法（昭和23年法律第131号）の一部を次のように改正する。 

  第53条の２に次の二項を加える。 

   訴訟に関する書類については、公文書等の管理に関する法律（平成21年法律第66号）第２

章の規定は、適用しない。この場合において、訴訟に関する書類についての同法第４章の規定

の適用については、同法第 14 条第１項中「国の機関（行政機関を除く。以下この条において

同じ。）」とあり、及び同法第 16 条第１項第３号中「国の機関（行政機関を除く。）」とあ

るのは、「国の機関」とする。 

   押収物については、公文書等の管理に関する法律の規定は、適用しない。 



 

 

 （独立行政法人等の保有する個人情報の保護に関する法律の一部改正） 

第８条 独立行政法人等の保有する個人情報の保護に関する法律（平成15年法律第59号）の一部

を次のように改正する。 

  第２条第３項中「同項第３号」を「同項第４号」に改める。 

 （行政不服審査法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律の一部改正） 

第９条 行政不服審査法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律の一部を次のように改正す

る。 

  目次中「第７条」を「第７条の２」に改める。 

  第３章第１節に次の一条を加える。 

  （公文書等の管理に関する法律の一部改正） 

 第７条の２ 公文書等の管理に関する法律（平成21年法律第66号）の一部を次のように改正す

る。 

   第18条第４項中「第21条第２項第２号」を「第21条第４項第２号」に改める。 

   第21条及び第22条を次のように改める。 

   （審査請求及び公文書管理委員会への諮問） 

  第21条 利用請求に対する処分又は利用請求に係る不作為について不服がある者は、国立公文

書館等の長に対し、審査請求をすることができる。 

  ２ 利用請求に対する処分又は利用請求に係る不作為に係る審査請求については、行政不服審

査法（平成21年法律第  号）第８条、第16条、第23条、第２章第３節及び第４節並び

に第49条第２項の規定は、適用しない。 

  ３ 利用請求に対する処分又は利用請求に係る不作為に係る審査請求についての行政不服審査

法第２章の規定の適用については、同法第 10 条第２項中「第８条第１項の規定により指名

された者（以下「審理員」という。）」とあるのは「第４条の規定により審査請求がされた

行政庁（第 13 条の規定により引継ぎを受けた行政庁を含む。以下「審査庁」という。）」

と、同法第12条第１項及び第２項中「審理員」とあるのは「審査庁」と、同法第24条第７

項中「あったとき、又は審理員から第 39 条に規定する執行停止をすべき旨の意見書が提出

されたとき」とあるのは「あったとき」と、同法第 43 条中「行政不服審査会等」とあるの

は「公文書管理委員会」と、「受けたとき（前条第1項の規定による諮問を要しない場合（同

項第２号又は第３号に該当する場合を除く。）にあっては審理員意見書が提出されたとき、

同項第２号又は第３号に該当する場合にあっては同項第２号又は第３号に規定する議を経

たとき）」とあるのは「受けたとき」と、同法第 49 条第１項第４号中「審理員意見書又は

行政不服審査会等若しくは審議会等」とあるのは「公文書管理委員会」とする。 

  ４ 利用請求に対する処分又は利用請求に係る不作為に係る審査請求があったときは、国立公

文書館等の長は、次の各号のいずれかに該当する場合を除き、公文書管理委員会に諮問しな

ければならない。 

   一 審査請求が不適法であり、却下する場合 

   二 裁決で、審査請求の全部を認容し、当該審査請求に係る特定歴史公文書等の全部を利用

させることとする場合（当該特定歴史公文書等の利用について反対意見書が提出されてい

る場合を除く。） 

  第22条 独立行政法人等情報公開法第19条第２項、第20条及び第20条の２第１項から第５

項までの規定並びに行政不服審査法第４章第１節第２款の規定は、前条第１項の規定による

審査請求について準用する。この場合において、独立行政法人等情報公開法第 19 条第２項

中「前項」とあるのは「公文書等の管理に関する法律（以下「公文書管理法」という。）第

21条第４項」と、「独立行政法人等」とあるのは「公文書管理法第15条第１項に規定する

国立公文書館等の長」と、同項第２号中「開示請求者（開示請求者が」とあるのは「利用請



 

 

求（公文書管理法第 16 条第２項に規定する利用請求をいう。以下同じ。）をした者（利用

請求をした者が」と、同項第３号中「法人文書の開示について反対意見書」とあるのは「特

定歴史公文書等（公文書管理法第２条第７項に規定する特定歴史公文書等をいう。以下同

じ。）の利用について公文書管理法第 18 条第４項に規定する反対意見書」と、独立行政法

人等情報公開法第20条中「第14条第３項」とあるのは「公文書管理法第18条第４項」と、

同条第１号中「開示決定」とあるのは「利用させる旨の決定」と、同条第２号中「開示決定

等」とあるのは「利用請求に対する処分」と、「開示請求」とあるのは「利用請求」と、「法

人文書」とあるのは「特定歴史公文書等」と、「開示する旨」とあるのは「利用させる旨」

と、「の開示」とあるのは「を利用させること」と、独立行政法人等情報公開法第 20 条の

２第１項から第５項までの規定中「審査会」とあるのは「公文書管理委員会」と、同条第１

項及び第３項中「法人文書」とあるのは「特定歴史公文書等」と、同条第５項中「次項」と

あるのは「公文書管理法第 22 条」と、「会長若しくは委員」とあるのは「委員」と、行政

不服審査法第 66 条中「審査会は、必要があると認める場合には」とあるのは「公文書等の

管理に関する法律（以下「公文書管理法」という。）第 22 条において読み替えて準用する

独立行政法人等の保有する情報の公開に関する法律第20条の2第１項前段及び第３項に定

めるもののほか、公文書管理委員会は」と、「第 42 条第１項の規定により審査会に諮問を

した審査庁」とあるのは「公文書管理法第 21 条第４項の規定により公文書管理委員会に諮

問をした公文書管理法第15条第１項に規定する国立公文書館等の長」と、同法第67条から

第71条までの規定中「審査会」とあるのは「公文書管理委員会」と、同法第69条中「会長

又は委員に、第66条」とあるのは「委員に、公文書管理法第22条において読み替えて準用

する独立行政法人等の保有する情報の公開に関する法律第 20 条の２第１項前段の規定によ

り提示された公文書管理法第２条第７項に規定する特定歴史公文書等を閲覧させ、公文書管

理法第22条において読み替えて準用する第66条」と、「第67条第１項本文」とあるのは

「公文書管理法第22条において読み替えて準用する第67条第１項本文」と読み替えるもの

とする。 

  附則第１条ただし書を次のように改める。 

   ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。 

  一 第180条の規定 この法律の公布の日又は被用者年金制度の一元化等を図るための厚生年

金保険法等の一部を改正する法律の公布の日のいずれか遅い日 

  二 第７条の２の規定 公文書等の管理に関する法律の施行の日又は施行日のいずれか遅い日 

 （内閣府設置法の一部改正） 

第10条 内閣府設置法の一部を次のように改正する。 

  第４条第３項第39号の次に次の一号を加える。 

  39の２ 公文書等（公文書等の管理に関する法律（平成21年法律第66号）第２条第８項に規

定するものをいう。）の管理に関する基本的な政策の企画及び立案並びに推進に関すること。 

  第４条第２項第41号中「前号」を「前２号」に、「歴史資料として重要な公文書その他の記録」

を「公文書等の管理に関する法律第2条第6項に規定する歴史公文書等」に改める。 

  第37条第２項の表中 

「 中央障害者施策推進協議会 障害者基本法 」

 を 

「 公文書管理委員会 公文書等の管理に関する法律   

  中央障害者施策推進協議会 障害者基本法 」

 に改める。 

 （内閣府設置法の一部改正に伴う調整規定） 



 

 

第 11 条 この法律の施行の日が消費者庁設置法の施行に伴う関係法律の整備に関する法律（平成

21年法律第49号）の施行の日前である場合には、前条のうち、内閣府設置法第４条第３項第39

号の次に一号を加える改正規定中「第４条第３項第39号」とあるのは「第４条第３項第41号」

と、「39 の２」とあるのは「41 の２」と、同項第41 号の改正規定中「第４条第３項第41 号」

とあるのは「第４条第３項第43号」とする。 

２ 前項に規定する場合において、消費者庁設置法の施行に伴う関係法律の整備に関する法律第２

条のうち内閣府設置法第４条第３項の改正規定中「同項第40号から第43号までを２号ずつ繰り

上げ」とあるのは、「同項第40号を同項第38号とし、同項第41号を同項第39号とし、同項第

41号の２を同項第39号の２とし、同項第42号を同項第40号とし、同項第43号を同項第41号

とし」とする。 

３ 附則第１条第１号に掲げる規定の施行の日が消費者庁設置法の施行に伴う関係法律の整備に関

する法律の施行の日前である場合には、前条のうち内閣府設置法第 37 条第２項の表の改正規定

中「第37条第２項」とあるのは、「第37条第３項」とする。 

 （総務省設置法の一部改正） 

第12条 総務省設置法（平成11年法律第91号）の一部を次のように改正する。 

  第25条第２項第１号中「第23条第２項」を「第22条第２項」に改め、同項第２号中「第24

条第２項」を「第23条第２項」に改める。 

（検 討） 

第 13 条 政府は、この法律の施行後５年を目途として、この法律の施行の状況を勘案しつつ、行

政文書及び法人文書の範囲その他の事項について検討を加え、必要があると認めるときは、その

結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。 

２ 国会及び裁判所の文書の管理の在り方については、この法律の趣旨、国会及び裁判所の地位及

び権能等を踏まえ、検討が行われるものとする。 

 

別表第１（第２条関係） 

名   称 根   拠   法 

沖縄科学技術大学院大学学園 沖縄科学技術大学院大学学園法（平成21年法律第76

号） 

沖縄振興開発金融公庫 沖縄振興開発金融公庫法（昭和47年法律第31号） 

株式会社日本政策金融公庫 株式会社日本政策金融公庫法（平成 19 年法律第 57

号） 

関西国際空港株式会社 関西国際空港株式会社法（昭和59年法律第53号） 

国立大学法人 国立大学法人法（平成15年法律第112号） 

大学共同利用機関法人 国立大学法人法 

日本銀行 日本銀行法（平成９年法律第89号） 

日本司法支援センター 総合法律支援法（平成16年法律第74号） 

日本私立学校振興・共済事業団 日本私立学校振興・共済事業団法（平成９年法律第

48号） 

日本中央競馬会 日本中央競馬会法（昭和29年法律第205号） 

日本年金機構 日本年金機構法（平成19年法律第109号） 

農水産業協同組合貯金保険機構 農水産業協同組合貯金保険法（昭和 48 年法律第 53

号） 

放送大学学園 放送大学学園法（平成14年法律第156号） 

預金保険機構 預金保険法（昭和46年法律第34号） 

別表第２（第２条関係） 



 

 

関西国際空港株式会社 一 関西国際空港及び関西国際空港株式会社法（以

下この項において「株式会社法」という。）第６

条第１項第２号に規定する施設の設置（これらの

建設に係るものを除く。）及び管理の事業に係る

業務 

  二 株式会社法第６条第１項第３号の政令で定める

施設及び同項第４号に規定する施設の管理の事業

に係る業務 

  三 前２号に規定する事業に附帯する事業に係る業

務 

  四 前３号に規定する事業に係る株式会社法第６条

第１項第６号に掲げる事業に係る業務 

  五 株式会社法第６条第２項に規定する事業に係る

業務 

日本私立学校振興・共済事業団 一 日本私立学校振興・共済事業団法（以下この項

において「事業団法」という。）第23条第１項第

６号から第８号までに掲げる業務 

  二 事業団法第23条第２項に規定する業務 

  三 事業団法第23条第３項第１号及び第２号に掲げ

る業務 

 

 

 

平成21年6月10日 衆議院内閣委員会 公文書等の管理に関する法律案に対する附帯決議 

 

政府は､本法の施行に当たっては､次の諸点について適切な措置を講ずべきである｡ 

１ 公文書管理の改革は究極の行政改革であるとの認識のもと､公文書管理の適正な運用を着実に

実施していくこと｡ 

２  公文書等の管理に関する施策を総合的かつ一体的に推進するための公文書管理担当機関の在

り方について検討を行うこと｡ 

３ 行政文書の管理が適正に行われることを確保するため､一定の期間が経過した行政文書に関し

その保存期間満了前に一括して保管等の管理を行う制度(いわゆる中間書庫の制度) を各行政機

関に導入することについて検討を行うこと｡ 

４ 国民に対する説明責任を果たすため､行政の文書主義の徹底を図るという本法の趣旨にかんが

み､軽微性を理由とした恣意的な運用のなされることのないよう､万全を期すること｡ 

５ 公文書管理と情報公開が車の両輪関係にあるものであることを踏まえ､両者の適切な連携が確

保されるよう万全を期すること｡ 

６ 公文書の適正な管理が､国民主権の観点から極めて重要であることにかんがみ､公文書管理に

関する職員の意識改革及び能力向上のための研修並びに専門職員の育成を計画的に実施するこ

と｡また､必要な人員､施設及び予算を適正に確保すること｡ 

７ 既に民営化された行政機関や独立行政法人等が保有する歴史資料として重要な文書について､

適切に国立公文書館等に移管されるよう積極的に対応すること｡ 

８ 国立公文書館等へ移管された特定歴史公文書等に対する利用制限については､利用制限は原則

として30年を超えないものとすべきとする｢30年原則｣等の国際的動向・慣行を踏まえ､必要最小

限のものとすること｡ 

９ 本法に基づく政令等の制定・改廃の過程及び公文書の管理・利活用に関して､十分に公開し､多



 

 

くの専門的知見及び国民の意見が取り入れられる会を設けること｡ 

10  特定歴史公文書等の利用請求及びその取扱いにおける除外規定である本法第16条に規定する

｢行政機関の長が認めることにつき相当の理由｣の有無の判断に関しては､恣意性を排し､客観性を

担保する方策を検討すること｡ 

11 特定歴史公文書等の適切なデジタルアーカイブ化を推進し､一般の利用を促進すること｡ 

12 公文書の電子化の在り方を含め､電子公文書の長期保存のための十分な検討を行うこと｡ 

13 刑事訴訟に関する書類については､本法の規定の適用の在り方を引き続き検討すること｡ 

14 一部の地方公共団体において公文書館と公立図書館との併設を行っていることを踏まえ､これ

を可能とするための支援を検討すること｡ 

15 宮内庁書陵部及び外務省外交史料館においても､公文書等について国立公文書館と共通のルー

ルで適切な保存､利活用が行われるよう本法の趣旨を徹底すること｡ 

 

 

平成21年6月23日 参議院内閣委員会 公文書等の管理に関する法律案に対する附帯決議 

 

政府は､公文書等が､国民共有の知的資源であり､その適切な管理､体系的な保存及び利用制度の整

備が､国の基本的な責務・機能であるとともに､将来の発展への基盤であることを深く認識して､本法

の施行に当たっては､次の諸点について適切な措置を講ずべきである｡ 

１ 公文書管理の改革は究極の行政改革であるとの認識のもと､公文書管理の適正な運用を着実に

実施していくこと｡ 

２ 国民に対する説明責任を果たすため､行政の文書主義の徹底を図るという本法の趣旨にかんが

み､外交・安全保障分野も含む各般の政策形成過程の各段階における意思決定に関わる記録を作

成し､その透明化を図ること｡また､軽微性を理由とした文書の不作成が恣意的に行われないよう

にするとともに､文書の組織共用性の解釈を柔軟なものとし､作成後､時間を経過した文書が不必

要に廃棄されないようにすること｡ 

３ 行政機関の政策決定並びに事務及び事業の実績を合理的に跡付け､又は検証することができる

ようにするため､行政機関による委託事業に係る元データが確実に取得される仕組みを検討する

こと｡ 

４ 行政文書の管理が適正に行われることを確保するため､作成から一定期間が経過した行政文書

をその保存期間満了前に一括して保管等の管理を行う制度(いわゆる中間書庫の制度) の各行政

機関への導入について検討を行うこと｡ 

５ 保存期間の満了により廃棄される行政文書の量が膨大なものであることを踏まえ､廃棄に係る

行政文書の内容の審査等に要する内閣総理大臣の補佐体制を強化すること｡  

６ 公文書の管理・利活用に関する情報を十分に公開し､その在り方について多角的な専門的知見及

び幅広い国民の意見が取り入れられる機会を設けること｡ 

７ 特定歴史公文書等の適切なデジタルアーカイブ化を推進し､一般の利用を促進すること｡ 

８ 公文書の電子化の在り方を含め､セキュリティーのガイドラインの策定､フォーマットの標準

化及び原本性確保等の技術的研究を推進し､電子公文書の長期保存のための十分な検討を行うこ

と｡ 

９ 国立公文書館等へ移管された特定歴史公文書等に対する利用制限については､利用制限は原則

として30年を超えないものとすべきとする｢30年原則｣等の国際的動向・慣行を踏まえ､必要最小

限のものとすること｡ 

10 特定歴史公文書等の利用請求及びその取扱いにおける除外規定である本法第16条に規定する

｢行政機関の長が認めることにつき相当の理由｣の有無の判断に関しては､恣意性を排し､客観性

と透明性を担保する方策を検討すること｡ 



 

 

11 宮内庁書陵部及び外務省外交史料館においても､公文書等について国立公文書館と共通のルー

ルで適切な保存､利活用が行われるよう本法の趣旨を徹底すること｡ 

12 本法に基づく政令等の制定・改廃に際しては､十分に情報を公開し､多角的な専門的知見及び幅

広い国民の意見が取り入れられる機会を設けること｡ 

13 公文書の適正な管理が､国民主権の観点から極めて重要であることにかんがみ､職員の公文書管

理に関する意識改革及び能力向上のための研修並びに専門職員の育成を計画的に実施するととも

に､専門職員の資格制度の確立について検討を行うこと｡また､諸外国における公文書管理体制の

在り方を踏まえ､必要な人員､施設及び予算を適正に確保すること｡ 

14 既に民営化された行政機関や独立行政法人等が保有する歴史資料として重要な文書について､

適切に国立公文書館等に移管されるよう積極的に対応すること｡また､国民共有の知的資源を永く

後世に伝えるため､特定歴史公文書等の保存・修復に万全を期することができる体制を整備するこ

と｡ 

15 本法の趣旨を踏まえて地方公共団体における公文書管理の在り方の見直しを支援し､また､国立

公文書館と地方公文書館との連携強化を図ること｡ 

16 一部の地方公共団体において公文書館と公立図書館との併設を行っていることを考慮しつつ､

より多くの公文書館が設置されることを可能とする環境の整備について検討すること｡ 

17 刑事訴訟に関する書類については､本法の規定の適用の在り方を引き続き検討すること｡ 

18 附則第13条第１項に基づく検討については､行政文書の範囲をより広げる方向で行うとともに､

各行政機関における公文書管理の状況を踏まえ､統一的な公文書管理がなされるよう､公文書管理

法制における内閣総理大臣の権限及び公文書管理委員会の在り方についても十分検討すること｡ 

19 公文書等の管理に関する施策を総合的かつ一体的に推進するための司令塔として公文書管理に

係る政策の企画・立案及び実施を担当する部局及び機構の在り方について検討を行うこと｡ 

20 行政機関のみならず三権の歴史公文書等の総合的かつ一体的な管理を推進するため､国立公文

書館の組織の在り方について､独立行政法人組織であることの適否を含めて､検討を行うこと｡ 

21 公文書管理と情報公開が車の両輪関係にあるものであることを踏まえ､両者が適正かつ円滑に

実施されるよう万全を期すること｡ 

右決議する｡ 



 
 
 
 
 
 
 

 

付録８ 

 

政策評価・独立行政法人評価委員会による 

「勧告の方向性について」 

 

 











 



 
 
 
 
 
 
 

 

付録９ 

 

独立行政法人国立公文書館中期目標 

（平成 22～26 年度） 

 

 





独立行政法人国立公文書館中期目標 

 

公文書等は、健全な民主主義の根幹を支える国民共有の知的資源であり、公

文書等の適切な保存及び利用は、現在及び将来の国民に対する説明責任を果た

し、我が国の歴史・文化及び学術研究等の発展並びに我が国のアイデンティテ

ィ形成にも寄与する重要な責務である。 

独立行政法人国立公文書館（以下「館」という。）は、そうした国家の基本的

な責務を担う機関であり、これまでも平成 13 年度からの２期９年間にわたる中

期目標期間において、設定された目標を着実に達成しながら、求められる役割

を着実に果たしてきたところである。 

 さらに本中期目標期間においては、公文書等の管理に関する法律（平成 21 年

法律第 66 号。以下「公文書管理法」という。）の施行により、現用、非現用を

問わず、歴史公文書等の適切な保存、利用に館の知見が最大限に活かされるよ

うな仕組みが整備されるなど、館の機能が大幅に強化される。具体的には、現

用の歴史公文書等に関する専門的技術的助言や研修の実施、中間書庫業務、行

政機関に対する実地調査業務、独立行政法人等や民間からの文書の受入れなど

が新たな業務として加えられることになる。また、従来の業務についても、歴

史公文書等の永久保存義務の規定や、利用の請求権化等により、その位置づけ

が大きく変わることになる。 

 本中期目標期間中、引き続き国際的な水準をも念頭に置きつつ、館をその重

要性にふさわしいものとして発展させて行くべく、館役職員が、その責務を深

く認識して、国家公務員としての自覚と責任をもって職務を遂行し、これまで

の業務についてはさらにその効率化と質の向上を図り、継続的・安定的・効率

的に実施するとともに、公文書管理法の施行に伴う機能強化や情報通信技術の

進展等に適切に対応しつつ、館の業務が新たな公文書管理の時代にふさわしい

ものとして適切かつ効率的に実施されるよう、この目標を設定する。 

 

１ 中期目標の期間 

  館の中期目標の期間は平成 22年４月１日から平成 27年３月 31日までの５

年間とする。 

 

２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

(1) 体制の整備 

公文書管理法及び国立公文書館法（平成 11 年法律第 79 号）に基づき、

歴史公文書等の適切な保存及び利用に向けて、業務の質の向上及び効率

化が図られるよう、必要な体制の整備に取り組むこと。 
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 (2) 歴史公文書等の適切な移管及び保存に向けた行政文書の管理に関する

適切な措置 

ⅰ）平成 22 年度中に、内閣府における公文書管理法の運用に向けた各種基

準やガイドライン等の作成に関して、専門的知見を活用した支援を行う

こと。 

ⅱ）公文書管理法及び国立公文書館法に基づき、歴史公文書等の保存及び

利用に関する情報の収集・整理・提供、専門的技術的助言、現用の歴史

公文書等の保存及び利用に関する調査研究、内閣総理大臣からの委任に

基づく実地調査を、適時適切に行うこと。 

ⅲ）平成22年度中に館における中間書庫業務の実施について具体的な検討

を行い、その結果を、公文書管理法施行後に活用すること。 

 

 (3) 歴史公文書等の受入れ、保存、利用その他の措置 

①受入れのための適切な措置 

ⅰ）公文書管理法及び国立公文書館法に基づき、行政機関及び行政機関

以外の国の機関並びに独立行政法人等からの歴史公文書等の受入れを

適切に実施すること。 

ⅱ）立法府からの歴史公文書等の受入れに向けて、専門的知見を活かし

内閣府の支援を行うこと。 

   ⅲ）平成22年度中に、民間の歴史公文書等の寄贈・寄託の受入基準を作

成し、公表すること。 

   ⅳ）歴史公文書等の受入れから一般の利用に供するまでの期間について、

事業年度ごとに、受入れ文書量を考慮した原則１年以内の適切な処理

期間目標を設定すること。 

②保存のための適切な措置 

ⅰ）平成23年度から、電子媒体の歴史公文書等（以下「電子公文書」と

いう。）について受入れ及び保存を開始するとともに、必要なシステ

ムの構築等を行うこと。また、電子媒体による管理を見据えた統一的

な文書管理に係る検討の状況を踏まえ、必要に応じシステムの見直し

を図ること。 

   ⅱ）紙媒体で移管された又は今後移管される歴史公文書等の保存方法に

ついて、マイクロフィルム化して保存することとデジタル化して電子

的に保存することによる技術面、経費面におけるメリット、デメリッ

トを、平成22年度末までに民間の専門家等の知見を十分に活用しなが

ら検討し、結論を得ること。 

   ⅲ）館が保存している歴史公文書等について、公文書管理法の永久保存
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義務にもかんがみ、適切な保存のために必要な措置を講ずること。 

③利用のための適切な措置  

ⅰ）平成22年度中に、公文書管理法第27条に基づく「利用等規則」を作

成して内閣総理大臣からの同意を得ること。 

ⅱ）本中期目標期間の早期に、歴史公文書等の利用に係る適切な指標を

検討し、年度ごとに適切な目標数値を設定すること。 

  ⅲ）要審査文書（歴史公文書等のうち、非公開情報が含まれている可能

性があり、利用に供するに当たり審査が必要な簿冊）の閲覧申込(公文

書管理法施行後は利用請求)については、適切な期限を設定し、審査期

間の迅速化を図ること。また、要審査文書について積極的な審査を行

うとともに、時の経過を踏まえて非公開区分の文書の区分見直しを適

切に行うこと。 

   ⅳ）公文書管理法施行後、利用の制限等に対する異議申立てがあった場

合は、迅速に対応すること。また、公文書管理委員会から公文書管理

法に基づき、資料の提出等の求めがあった場合には、積極的に応ずる

こと。 

ⅴ）国民のニーズ等を踏まえ魅力ある質の高い展示を実施すること。 

ⅵ）館のデジタルアーカイブの利便性向上に取り組むととともに、計画

的に所蔵資料のデジタル化を推進すること。 

ⅶ）保存する歴史公文書等について、広く国民の理解を深める一環とし

て、他の機関からの学術研究、社会教育等の公共的目的を持つ行事等

に出展するための貸出申込みに対しては、適切な貸出を行うこと。ま

た、適切な審査期限を設定し、迅速な貸出を図ること。 

ⅷ）歴史公文書等をより幅広く一般の利用に供するため、利用者の動向

等を把握し、適切な対応を講じるとともに、新たに公開された資料を

はじめ所蔵資料を積極的に国民に紹介するなど広報の充実等の措置を

講ずること。 

  ④地方公共団体、関係機関等との連携協力のための適切な措置 

ⅰ）公文書館法（昭和62年法律第115号）第７条に基づき、地方公共団体

に対する公文書館の運営に関する技術上の指導又は助言を行うこと。 

   ⅱ）国、独立行政法人等、地方公共団体等の関係機関と、歴史公文書等

の保存及び利用の推進のための連携協力を図ること。 

  ⑤国際的な公文書館活動への参加・貢献 

館が国際社会における我が国の地位にふさわしい形でその役割を果

たすため、国際的な公文書館活動への積極的な参加・貢献を行うこと。 

  ⑥調査研究 
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   ⅰ）電子公文書の長期保存等に係る技術について、継続的に調査研究を

行い、平成23年度から開始する電子公文書の受入れ、保存等への活用

を図ること。 

   ⅱ）歴史公文書等の保存及び修復に関する調査研究を実施すること。 

   ⅲ）館が保存する歴史公文書等の内容等について調査研究を行い、館の

レファレンス能力の向上につなげるとともに、成果を公表することに

より、国民の利用に資すること。 

 

(4) 研修の実施その他の人材の養成に関する措置 

ⅰ）国、地方公共団体等における文書の保存利用機関の職員に対する体系

的な研修を実施すること。 

ⅱ）公文書管理法施行後、行政機関及び独立行政法人等の職員に対し、公

文書管理の重要性に関する意識啓発や、歴史公文書等の適切な保存及び

移管を確保するために必要な知識及び技能を習得させ、及び向上させる

ために必要な研修を実施すること。 

ⅲ）専門職員（アーキビスト）養成の強化方策を検討し、その結果を業務

に反映させること。また、関係機関と連携した専門職員養成に取り組む

こと。 

 

 (5) アジア歴史資料のデータベースの構築及び情報提供 

 ⅰ）アジア歴史資料センターの業務については、「アジア歴史資料整備事業

の推進について」（平成11年11月30日閣議決定）に基づき、引き続き、我

が国とアジア近隣諸国等との間の歴史に関し我が国が保管する資料につ

き、国民一般及び関係諸国民の利用を容易にするとともに、これら諸国

との相互理解の促進に資するものとしていくこと。 

 ⅱ）ⅰ）の考え方に基づき、引き続きデータベース構築作業等の業務の効

率化に努めつつ、国内外の利用者のニーズをよりよく反映した情報の提

供、広報活動・調査等を行い利用者の拡充を図ること。 

 ⅲ）アジア歴史資料センター提供資料の充実を図るため、資料の提供を受

けている館、外務省外交史料館及び防衛省防衛研究所図書館のほか、そ

の他の機関が所蔵するアジア歴史資料についても、その内容、所在の把

握に努めること。 

ⅳ）現行のデータベース構築計画期間以降のデータベース構築の在り方に

ついて、平成23年度までに検討し、結論を得ること。 

 

３ 業務運営の効率化に関する事項 
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(1) 公文書管理法に基づき、館に求められる役割や業務に適切かつ効率的に

対応するとともに、組織・予算の肥大化を防ぐ観点から、公文書管理法が

施行されるまでに、既存の事務及び事業について、従来の業務フローや事

務処理手順を洗い出し、外部委託や賃金職員の活用等による一層の効率化、

合理化の視点を入れ、無駄がないか徹底的な見直しを行うこと。 

(2) 一般管理費（人件費を除く。）及び事業費の総額について、毎年度平均で

前年度比２％以上を削減すること。 

(3) 簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律（平

成 18 年法律第 47 号）に基づく平成 18 年度から５年間で５％以上を基本と

する削減等の人件費に係る取組を引き続き着実に実施すること。また、引

き続き国家公務員の給与構造改革を踏まえ、目標水準・目標期限を設定し

て給与水準の適正化を図るとともに、検証結果や取組状況も公表すること。

さらに、「経済財政運営と構造改革に関する基本方針２００６」（平成 18 年

７月７日閣議決定）に基づき、国家公務員の改革を踏まえ、人件費改革を

平成 23 年度まで継続すること。 

(4) 平成 19 年 12 月に策定した「随意契約見直し計画」を着実に実施すると

ともに、「独立行政法人の契約状況の点検・見直しについて」（平成 21 年 11

月 17 日閣議決定）に基づき競争性のない随意契約の見直しを更に徹底し、一

般競争入札等（競争入札及び企画競争・公募をいい、競争性のない随意契約は含ま

ない）についても真に競争性が確保されているか点検・検証することにより、

契約の適正化を推進すること。 

(5) 引き続き、「国立公文書館デジタルアーカイブに関する業務・システム最

適化計画」及び「アジア歴史資料センター資料提供システムに関する業務・

システム最適化計画」に基づき、館業務の効率化に取り組むこと。 

 

４ 財務内容の改善に関する事項 

  「第３ 業務運営の効率化に関する事項」で定めた事項について配慮した

中期計画の予算を作成し、当該予算による運営を行うこと。また、所蔵する

公文書資料等を活用して自己収入の増に引き続き取り組むこと。 

 



 



 
 
 
 
 
 
 

 

付録 10 

 

独立行政法人国立公文書館中期計画 

（平成 22～26 年度） 

 





独立行政法人国立公文書館中期計画 

 

独立行政法人国立公文書館（以下「館」という。）は、中期目標に掲げられた

事項を確実に実施し、その目標を達成するため、この計画を作成する。 

館は、これまで２期９年間にわたって、公文書管理に関し重要な責務を果た

してきた。本中期目標期間においては、公文書等の管理に関する法律（平成 21

年法律第 66 号。以下「公文書管理法」という。）の施行により館の機能が大幅

に強化されることも踏まえ、館は、本計画に沿って、専門的知見を最大限に活

かし、業務運営の一層の効率化を実現しつつ、業務の更なる質の向上や新たな

取組を着実に進めることにより、館に課せられた責務を十分に果たし、もって

我が国における歴史公文書等の適切な保存及び利用を推進するものとする。 

 

 

１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達

成するためとるべき措置 

(1) 体制の整備 

公文書管理法及び国立公文書館法（平成 11 年法律第 79 号）に基づき、

歴史公文書等の適切な保存及び利用に向けて、業務の質の向上及び効率

化が図られるよう、必要な体制の整備に取り組む。 

 

(2) 歴史公文書等の適切な移管及び保存に向けた行政文書の管理に関する適

切な措置 

ⅰ）平成 22 年度中に、内閣府において検討・作成される公文書管理法の運

用に向けた各種基準やガイドライン等作成に関して、専門的知見を活用

した調査分析や助言等の支援を行う。 

また、公文書管理法施行後、歴史公文書等に関する各種ガイドライン

の改善に資する調査研究を行い、その結果を踏まえて当該ガイドライン

の改善への支援を行う。 

ⅱ）公文書管理法及び国立公文書館法に基づき、行政機関及び独立行政法

人等における歴史公文書等の選別等に関する専門的技術的助言を積極的

に行い、行政機関及び独立行政法人等の適切な判断等を支援する。 

ⅲ）公文書管理法第 9 条第 4 項に基づき内閣総理大臣からの委任があった

場合には、同項に基づく行政機関に対する実地調査を適切に実施する。 

ⅳ）平成22年度中に館における中間書庫業務の実施について具体的な検討

を行い、その結果を、公文書管理法施行後に活用する。 
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 (3) 歴史公文書等の受入れ、保存、利用その他の措置 

①受入れのための適切な措置 

ⅰ）行政機関からの歴史公文書等の受入れを、計画的かつ適切に実施す

る。 

ⅱ）公文書管理法施行後、独立行政法人等からの歴史公文書等の受入れ

を、計画的かつ適切に実施する。 

ⅲ）司法府からの歴史公文書等の受入れを、計画的かつ適切に実施する。 

ⅳ）立法府からの歴史公文書等の受入れに向けて、専門的知見を活かし

た助言等により内閣府を支援する。 

ⅴ）平成22年度中に、民間の歴史公文書等の寄贈・寄託の受入基準を作

成し、公表するとともに、公文書管理法施行後、当該基準に基づく寄

贈・寄託の受入れが可能な仕組みを整える。 

   ⅵ）ⅰ）～ⅲ）により又は寄贈・寄託により受け入れる歴史公文書等に

ついて、事業年度ごとに、受入冊数を考慮した原則１年以内の処理期

間目標を設定し、その期間内に受入れから一般の利用に供するまでの

作業を終了する。 

 

②保存のための適切な措置 

ⅰ）平成23年度から、電子媒体の歴史公文書等（以下「電子公文書」と

いう。）について受入れ及び保存を開始する。このため、平成22年度

中にシステム構築等、必要な準備作業を実施する。また、政府と密接

な連携を図りながら、電子媒体による管理を見据えた統一的な文書管

理に係る検討の状況を踏まえ、必要に応じシステムの見直しを図る。 

   ⅱ）紙媒体で移管された又は今後移管される歴史公文書等の保存方法に

ついて、マイクロフィルム化して保存することとデジタル化して電子

的に保存することによる技術面、経費面におけるメリット、デメリッ

トを、平成22年度末までに民間の専門家等の知見を十分に活用しなが

ら検討し、結論を得る。 

   ⅲ）館の保存する歴史公文書等について、順次、必要な修復、媒体変換

等の措置を講ずる。 

   ⅳ）館の保存する歴史公文書等のうち、劣化が進行しており閲覧に供し

得ない状態にある等緊急に措置を講ずる必要があるものについては、

歴史資料としての重要度を考慮し、事業年度ごとに数値目標を設定し、

計画的に修復を実施する。この際、資料の状態、利用頻度等に応じ、

最適な技術を活用した修復を実施する。 
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③利用のための適切な措置  

ⅰ）平成22年度中に、公文書管理法第27条に基づき「利用等規則」を作

成し、内閣総理大臣からの同意を得るとともに、これを公表する。 

ⅱ）平成22年度前半に、館の保存する歴史公文書等の利用に係る取組方

針および工程表を作成し、年度ごとに計画的に取組を進める。 

あわせて、館の保存する歴史公文書等の利用に係る適切な指標を検

討し、年度ごとに適切な目標数値を設定する。 

   ⅲ）要審査文書（館の保存する歴史公文書等のうち、非公開情報が含ま

れている可能性があり、利用に供するに当たり審査が必要な簿冊）の

閲覧申込(公文書管理法施行後は利用請求。以下同じ。) があった場合

には、次の期間内に審査し、利用に供する。 

ア）閲覧申込があってから30日以内に審査し、利用に供する。 

イ）ア）に関わらず、事務処理上の困難その他正当な理由があるとき

は、30日を限度として期間を延長し、審査できない理由及び期間を

申込者(公文書管理法施行後は請求者。以下同じ。)に通知する。 

ウ）ア）及びイ）に関わらず、閲覧申込に係る公文書等が著しく大量

である又は内容の確認に時間を要するため、60日以内にそのすべて

を審査することにより事務の遂行に著しい支障が生じる場合には、

相当の部分につき審査し利用に供するとともに、残りの部分につい

ては相当の期間内に審査し利用に供する。この場合、審査できない

理由及び期間を申込者に通知する。 

ⅳ）中期目標期間中に、要審査文書について、計画的かつ積極的な審査

を行い、要審査文書の年間処理件数を大幅に拡大するとともに、時の

経過を踏まえて、非公開区分の文書の区分見直しを適切に行う。この

際、利用制限は原則として30年を超えないものとする「30年原則」等

の国際的動向・慣行を踏まえた判断を行う。 

   ⅴ）公文書管理法施行後、利用の制限等に対する異議申立てがあった場

合で、公文書管理法第21条第2項に基づき公文書管理委員会への諮問が

必要なときは、改めて調査・検討を行う必要がないような事案につい

ては遅くとも30日以内に、その他の事案については遅くとも90日以内

に諮問を行う。 

ⅵ）国民のニーズ等を踏まえ魅力ある質の高い常設展・特別展等を年３

回以上実施する。また、開催場所の工夫や地方公文書館等他機関との

連携等も含め、企画内容や展示方法等に関して新たな取組を行うこと

により、展示の魅力及び質の向上を図る。 

ⅶ）いつでも、どこでも、だれもが、自由に、無料でインターネットを
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通じて館の保存する歴史公文書等を広く利用できるようにするため、

平成22年度から館のデジタルアーカイブの新システムの運用を開始す

るととともに、計画的かつ積極的に所蔵資料のデジタル化を推進する。 

ⅷ）館の保存する歴史公文書等について、広く国民の理解を深める一環

として、他の機関からの学術研究、社会教育等の公共的目的を持つ行

事等に出展するための貸出申込みに対しては、その適切な取扱いを考

慮しつつ積極的な貸出を行う。 

貸出審査については、貸出機関等からの申請書類整備後速やかに審

査を行い、30日以内に貸出決定を行う。 

ⅸ）館の保存する歴史公文書等をより幅広く一般の利用に供するため、

利用者の動向やニーズを積極的に把握するとともに、その結果を適切

に業務に反映させる。また、各種見学の受入れ等利用者層の拡大に向

けた取組を行う。 

ⅹ）開館曜日の拡大も含め、年間開館日数について見直しを行い、中期

目標期間中に年間開館日数を増加させる。 

ⅹⅰ）つくば分館に保存されている文書が本館でも利用できるようにす

る方策をはじめとして、つくば分館に係る利用者の利便性向上策を検

討し、中期目標期間中に具体的な措置を講じる。 

ⅹⅱ）ホームページの充実、広報誌の刊行その他の方法を活用し、国立

公文書館の活動内容や所蔵資料、館の業務の意義等について積極的に

広報することなどにより、国民の公文書館に対する理解や関心を高め

る。また、館の保存する歴史公文書等やこれに関する情報が諸外国に

おいても利用されるよう、積極的な情報発信等を行う。 

 

  ④地方公共団体、関係機関等との連携協力のための適切な措置 

ⅰ）公文書管理法第34条に地方公共団体における文書管理の努力義務規

定が置かれたことを踏まえ、地方公共団体における文書管理の向上に

資するよう、公文書館法（昭和62年法律第115号）第７条に基づき地方

公共団体に対する公文書館の運営に関する技術上の指導又は助言を行

うとともに、地方におけるデジタルアーカイブ化に係る技術的支援を

はじめ、これまで以上に積極的かつ能動的に地方における歴史公文書

等の保存及び利用を支援する。 

   ⅱ) 国、独立行政法人等、地方公共団体等の関係機関と密な連絡を行い、

歴史公文書等の保存及び利用の推進のため情報共有や技術的協力等の

連携協力を図る。 

ⅲ）利用者の利便性を高めるため、国、独立行政法人等、地方公共団体
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等の関係機関の保存する歴史公文書等について、その所在情報を一体

的に提供する仕組みの構築について検討を行い、実施可能な施策につ

いては順次実施する。 

   

⑤国際的な公文書館活動への参加・貢献 

館が国際社会における我が国の地位にふさわしい形でその役割を果た

すため、国際会議等への積極的参画や情報交換の促進など、国際的な公

文書館活動への積極的な参加・貢献を行う。 

 

  ⑥調査研究 

   ⅰ）電子公文書の長期保存等に関し、国際動向や技術動向を踏まえて継

続的に調査研究を行い、その成果について、平成23年度から開始する

電子公文書の受入れ、保存等に随時活用を図る。 

   ⅱ）歴史公文書等の保存及び修復に関して、保存環境の在り方、資料の

状態、利用頻度等に応じた修復技術等について調査研究を行う。 

   ⅲ）館の保存する歴史公文書等の内容等について、計画的な調査研究を

行い、館のレファレンス能力の向上につなげるとともに、その成果を

積極的に公表し、利用者の利便性向上に資する。 

 

(4) 研修の実施その他の人材の養成に関する措置 

  ⅰ）国、地方公共団体等の文書の保存利用機関の職員に対する体系的な研

修を実施する。また、研修内容について平成22年度中に検討を行い、平

成23年度からその検討結果を反映する。 

ⅱ）公文書管理法施行後、行政機関及び独立行政法人等の職員に対し、

公文書管理の重要性に関する意識啓発や、歴史公文書等の適切な保存

及び移管を確保するために必要な知識及び技能を習得させ、及び向上

させるための体系的かつ計画的な研修を実施する。このため、平成 22

年度中に具体的な研修内容等について検討する。 

ⅲ）専門職員（アーキビスト）養成の強化方策を検討し、その結果を適

切に業務に反映させる。また、関係機関と連携した専門職員養成等に

取り組む。 

ⅳ）国、地方公共団体その他外部の機関において行われる研修に対し、

講師派遣等の支援を行う。 

 

 (5) アジア歴史資料のデータベースの構築及び情報提供 

 ①アジア歴史資料データベースの構築 
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ⅰ）前期計画に引き続きデータベース構築業務の効率化を図り、受入れ

資料の１年以内の公開を実施する。 

  ⅱ）国内外の利用者のニーズをよりよく反映した情報提供システムの改

善を図る。 

 ②アジア歴史資料センターの利活用の推進 

ⅰ）多言語対応や検索手段の充実等をはじめ、アジア歴史資料センター

のホームページの改善を図る。 

ⅱ）アジア歴史資料センター提供資料の充実を図るため、国内の機関が

保管するアジア歴史資料について、その内容、所在の把握に引き続き

努める。 

ⅲ）前期計画に引き続き、計画的かつ効果的な広報活動を実施する。 

  ⅳ）利用者の拡充を図るため、インターネット上の特別展を実施する。 

  ⅴ）学校教育等をはじめ、国内の大学や研究機関との関係強化を図るた

め、セミナー、デモンストレーション等を効果的に行う。 

ⅵ）関係諸国民の利用を容易にし、併せてアジア近隣諸国等との相互理

解の促進に資するため、国外の大学・研究機関との交流を行う。 

③データベース構築の在り方についての検討 

平成23年度までに、これまでのデータベース構築の実績や今後に向け

た課題を洗い出した上で、平成24年度以降のデータベース構築の在り方

について検討し、結論を得る。 

 

２ 業務運営の効率化に関する目標を達成するため取るべき措置 

(1) 公文書管理法に基づき、館に求められる役割や業務に適切かつ効率的に

対応するとともに、組織・予算の肥大化を防ぐ観点から、公文書管理法が

施行されるまでに、既存の事務及び事業について、従来の業務フローや事

務処理手順を洗い出し、外部委託や賃金職員の活用等による一層の効率化、

合理化の視点を入れ、無駄がないか徹底的な見直しを行う。 

(2) 一般管理費（人件費を除く。）及び事業費の総額について、毎年度平均で

前年度比２％以上を削減する。 

(3) 簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律（平成

18 年法律第 47 号）に基づき、平成 18 年度以降５年間で平成 17 年度末に対し

て５％以上の人員削減を行うこととし、平成 22 年度に常勤職員２名の削減

を行う。さらに、「経済財政運営と構造改革に関する基本方針２００６」（平

成 18 年７月７日閣議決定）に基づき、国家公務員の改革を踏まえ、人件費

改革を平成 23 年度まで継続する。 

(4) 国家公務員の給与構造改革を踏まえ、目標水準・目標期限を設定した給
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与水準の適正化を引き続き図るとともに、検証結果や取組状況を館ホーム

ページも活用して公表する。 

(5) 平成 19 年 12 月に策定した「随意契約見直し計画」を着実に実施すると

ともに、「独立行政法人の契約状況の点検・見直しについて」（平成 21 年 11

月 17 日閣議決定）に基づき競争性のない随意契約の見直しを更に徹底し、

一般競争入札等（競争入札及び企画競争・公募をいい、競争性のない随意

契約は含まない）についても真に競争性が確保されているか点検・検証す

ることにより、契約の適正化を推進する。 

(6) 引き続き、「国立公文書館デジタルアーカイブに関する業務・システム最

適化計画」及び「アジア歴史資料センター資料提供システムに関する業務・

システム最適化計画」に基づき、館業務の効率化に取り組む。 

 

３ 予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画 

 別紙のとおり。 

なお、自己収入の増に引き続き取り組む。 

 

４ 短期借入金の限度額 

 短期借入金の限度額は、１億円とし、運営費交付金の資金の出入に時間差

が生じた場合、不測の事態が生じた場合等に充てるために用いるものとする。 

 

５ 重要な財産の処分等に関する計画 

 重要な財産等の処分等に関する計画の見込みはない。 

 

６ 剰余金の使途 

 剰余金は、デジタルアーカイブ化の推進並びにアジア歴史資料のデータベ

ースの構築及び情報提供に係る業務に充てるものとする。 

 

７ その他内閣府令で定める業務運営に関する事項 

(1) 施設・設備に関する計画 

    

施設・設備の内容 平成22年度～平成24年度

予定額（百万円） 

財源 

本館耐震補強工事 ６６０ 施設整備費補助金 

（注）金額については見込みである。 

 

 (2) 人事に関する計画 
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  ①方針 

    公文書管理法及び国立公文書館法に基づく館の機能強化及び業務の多

様化に対処しつつ、一層効率的な業務運営を確保する観点から、弾力的

な組織の構築やこれに対応する必要な人材を適切に確保するとともに効

率的かつ適正な人員配置を行う。 

 

  ②人事に関する指標 

    平成22年度末の常勤職員数は、期首の２名減とする。 

 

（参考１） 

   １）期首の常勤職員数 ４１人 

   ２）22年度末の常勤職員数 ３９人 

（参考２）中期目標期間中の人件費総額 

   中期目標期間中の人件費総額見込み  

２,０３４百万円 

  ただし、上記の額は、役員報酬（非常勤役員給与を除く。）並びに職員基本給、

職員諸手当及び超過勤務手当に相当する範囲の費用である。 

 

(3) 中期目標期間を超える債務負担 

中期目標期間中の館業務を効率的に実施するために、次期中期目標期間に

わたって契約を行うことがある。 

 

 



（別紙）
　　　　　　中 期 計 画 予 算

9

　　　　平成２２年度～平成２６年度
（単位：百万円）

　　　　　区　　　　　　　　　　別 金 　　　　　　　　額

収　　　入

運営費交付金 9 954運営費交付金 9,954

事業収入 20

事業外収入 3

施設整備費補助金 660

計 10 636計 10,636

支　　　出

公文書等保存利用経費 4,391

アジア歴史資料情報提供事業費 1,800

一般管理費 1,408

人件費 2,378

施設整備費 660

計 10,636

　（注）四捨五入の関係で、合計等は必ずしも一致しない。

〔人件費の見積り〕

期間中総額 ２，０３４百万円を支出する。

但し、上記の額は、役員報酬（非常勤役員給与を除く。）並びに職員基本給、職員諸手当及び超過勤務手当

　に相当する範囲の費用である。

〔運営費交付金の算定方法〕

・ルール方式を採用

〔運営費交付金の算定ルール〕

・毎年度の交付金については、以下の数式により決定する。

営費 金 務経費 般管 費 特殊 効率 数運営費交付金　＝　（（業務経費＋一般管理費）（ｙ－１）　－　δ（特殊要因）（ｙ－１））　×　α（効率化係数）

　　　× β（消費者物価指数）　× γ（政策係数）　－　自己収入見積額　

　　　＋　δ（特殊要因）（ｙ）　＋　人件費

9



α、β、γ、δ：以下の諸点を勘案した上で、各年度の予算編成過程において、当該年度における

具体的な係数値を決定する。

10

　　　　　　　　　具体的な係数値を決定する。

　　　　　　　（その際、（業務経費＋一般管理費）（ｙ）　－　δ（特殊要因）（ｙ）

　　 　　　　　　≦　（（業務経費＋一般管理費）（ｙ－１）　－　δ（特殊要因）（ｙ－１））　×　β

となるよう努めるものとする。）

α（効率化係数）：、中期目標に掲げられた効率化目標を達成するための業務の効率化を図る。

β（消費者物価指数）：前年度における実績値を使用。β（消費者物価指数）：前年度における実績値を使用。

γ（政策係数）：国民に対して提供するサービスへの必要性、独立行政法人の評価委員会によ

　る評価等を総合的に勘案し、具体的な伸び率を決定する。

δ（特殊要因増減）：法令改正等に伴い必要となる措置、現時点で予測不可能な事由により、

　　　　特定の年度に一時的に発生する資金需要。

・人件費については 毎年度の所要額に運営状況等を勘案した給与改定分（ベア率及び昇給原資・人件費については、毎年度の所要額に運営状況等を勘案した給与改定分（ベア率及び昇給原資

　（率））を乗じて算出。

〔退職手当の財源の考え方〕

　退職手当については、役員退職手当支給規程及び国家公務員退職手当法に基づいて支給する

こととなるが、その全額について、運営費交付金を財源とするものと想定し、人件費に計上している。

〔注記〕〔注記〕

　中期計画予算の見積りに当たっては、消費者物価指数の伸び率を年０％、給与改定の伸び率を

年０％、効率化係数を平均９８．０％、政策係数１００％と仮定して計算している。
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　　　　　　　収　支　計　画

11

　　　　平成２２年度～平成２６年度
（単位：百万円）

　　　　　区　　　　　　　　　　別 金 　　　　　　　　額

費用の部 10,063

経常費用 10,007

　 公文書等保存利用経費 4,341

　 アジア歴史資料情報提供事業費 1,796

　 一般管理費 1,406

人件費 2,378

減価償却費 86
　

財務費用 55

臨時損失 －

収益の部 10,063

運営費交付金収益 9,954

事業収入 20

事業外収入 3

資産見返負債戻入 86

臨時利益 －

純利益 0

目的積立金取崩額 －

総利益 0

　（注）四捨五入の関係で、合計等は必ずしも一致しない。

〔注記〕
　　当法人における退職手当については、役員退職手当支給規程及び国家公務員退職手当法に基づいて

　支給することとなるが、その全額について、運営費交付金を財源とするものと想定している。
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資 金 計 画

12

　　　　　　　資 金 計 画

　　　　平成２２年度～平成２６年度
（単位：百万円）

　　　　　区　　　　　　　　　　別 金 　　　　　　　　額

資金支出 10,636資 支 ,

業務活動による支出 9,243

投資活動による支出 660

財務活動による支出 734

次期中期目標の期間への繰越金 0次期中期目標の期間 の繰越金 0

　

資金収入 10,636

業務活動による収入 10,636業務活動による収入 10,636

運営費交付金による収入 9,954

事業収入 20

事業外収入 3

投資活動による収入投資活動による収入 　
施設整備費補助金による収入 660

財務活動による収入 －

前期中期目標の期間よりの繰越金 0

　（注）四捨五入の関係で、合計等は必ずしも一致しない。
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付録 11 

 

平成 22 年度独立行政法人国立公文書館年度計画 

 



 



平成２２年度独立行政法人国立公文書館年度計画 

 

独立行政法人国立公文書館（以下｢館｣という。）は、中期計画に定めた業務の実施に

ついて、独立行政法人通則法（平成 11 年法律第 103 号）第 31 条第１項の規定に基づき、

平成 22 年度の業務運営に関する計画（以下「年度計画」という。）を以下のとおり定め

る。 

平成 22 年度は、第 3 期中期目標期間がスタートする年であり、平成 23 年度には、

公文書の管理に関する法律（平成 21 年法律第 66 号。以下「公文書管理法」という。）

が施行される予定である。同法の施行前年である平成 22 年度にはこのための準備を確

実に実施する必要があり、館として政府における法施行準備事務を的確に支援するとと

もに、自らも法施行準備事務を遺漏のないよう着実に取り組むこととする。また、この

ための体制整備に取り組むこととする。 

さらに、公文書管理法の施行により公文書館の機能が大幅に強化されることとなるが、

従来事務についても一層効率化を図りつつ、業務全体の質の向上を図り、館に課せられ

た責務を十全に果たすべく、職員一丸となって業務に邁進することとする。 

 

１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成する

ためとるべき措置 

(1) 体制の整備 

公文書管理法等の施行に備え、新たに館に求められることとなる機能の円滑な実

施に対応するため、「公文書専門員」（非常勤）を採用するとともに、公文書管理法

等に基づき、歴史公文書等の適切な保存及び利用に向けて、必要な体制整備に取

り組む。 

 

（2）歴史公文書等の適切な移管及び保存に向けた行政文書の管理に関する適切な処置 

 ⅰ）内閣府における公文書管理法の施行に向けた各種基準やガイドライン等の作成に

関し、専門的知見から調査分析及び助言等の支援を行う。 

ⅱ） 公文書管理法施行後に行政機関及び独立行政法人等における歴史公文書等の選

別等に係る適切な判断を支援するための専門的技術的助言について検討する。 

ⅲ）公文書管理法施行を視野に入れ、歴史公文書等の移管の趣旨の徹底を図るため、

関係行政機関等に出向いての説明会、本館・分館での研修・施設見学会を実施する。 

また、現行の移管基準や公文書管理法等について、分かりやすく解説したパンフ

レットの作成・配布を行い、移管についての理解の浸透を図る。 

ⅳ）行政文書の管理状況の実地調査に関する国内外の事例を収集し、内閣府とともに

具体的な調査項目の設定、調査の方法等を検討する。 
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ⅴ）館における中間書庫業務の実施について、受入体制等の検討を行う。 

ⅵ）公文書管理委員会からの資料の提出等の求めに応じ、必要な協力を行う。 

 

（3）歴史公文書等の受入れ、保存、利用その他の措置 

 ①受入れのための適切な措置 

  ⅰ）年度毎の移管計画に基づき、行政機関からの歴史公文書等の移管を適切に実施

する。 

ⅱ）独立行政法人等からの歴史公文書等の適切な受入れの実施に向け、内閣府とと

もに、移管基準等について検討を進める。 

ⅲ）司法府からの歴史公文書等の移管を計画に基づき適切に実施する。 

 

ⅳ）立法府からの歴史公文書等の受入れに向けて、専門的知見を活かした助言等に

より内閣府を支援する。 

ⅴ）民間の歴史公文書等の寄贈・寄託の受入基準を作成し、公表するとともに、適

切な受入れに向けた検討を行う。 

ⅵ）ⅰ）及びⅲ）により受け入れる歴史公文書等について、受入冊数を考慮し、１

年以内に一般の利用に供するまでの作業を終了する。 

 

②保存のための適切な措置 

ⅰ）平成 23 年度からの電子媒体の歴史公文書等（以下「電子公文書」という。）の

移管・保存の開始に向けて、館への電子公文書の移管・保存・利用システムの構

築を行う。また、システムの利用方法に関するマニュアル等を作成するとともに、

各府省等へ説明等を行う。 

ⅱ）紙媒体で移管された又は今後移管される歴史公文書等の保存方法について、紙

媒体の原本の十全な保存を図るため、マイクロフィルム化して保存することとデ

ジタル化して電子的に保存することによる技術面、経費面におけるメリット、デ

メリットを民間の知見を十分に活用しながら検討し、結論を得る。 

ⅲ）(3)①ⅰ）及びⅲ)により受け入れた歴史公文書等について、紙等の劣化要因を

除去するために必要な措置を講じた上で、温湿度管理等のできる適正な保存環境

の専用書庫に、簿冊の形態等に応じた適切な排架を行い保存する。 

ⅳ）館の保存する歴史公文書等について、劣化状況・想定される利用頻度等に応じ

て、順次、必要な修復、媒体変換等の措置を講ずる。 

ⅴ）館の保存する歴史公文書等のうち、劣化が進行しており閲覧に供し得ない状態

にある等緊急に措置を講ずる必要があるものについては、歴史資料としての重要

度を考慮し、資料の状態・想定される利用頻度等に応じて計画的に修復を実施す

る。 
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 修復計画：重修復 270 冊、軽修復 6,000 冊、リーフキャスティング 5,500 丁 

 

③利用のための適切な措置 

ⅰ）公文書管理法第 27 条に基づき「利用等規則」を作成し、内閣総理大臣の同意

を得るとともに、これを公表する。 

ⅱ）年度前半に、館の保存する歴史公文書等の利用に係る取組方針及び工程表を作

成する。あわせて、館の保存する歴史公文書等の利用に係る適切な指標を検討し、

適切な数値目標を設定する。 

ⅲ）要審査文書（館の保存する歴史公文書等のうち、非公開情報が含まれている可

能性があり、利用に供するに当たり審査が必要な簿冊）の閲覧申込については、

次の期間内に審査し、閲覧に供する。 

ア 閲覧申込があってから 30 日以内に審査し、閲覧に供する。 

イ アに関わらず、事務処理上の困難その他正当な理由があるときは、30 日を限度

として期間を延長し、審査できない理由及び期間を申込者に通知する。 

ウ ア及びイに関わらず、閲覧申込に係る公文書等が著しく大量である又は内容の

確認に時間を要するため、60日以内にそのすべてを審査することにより事務の遂

行に著しい支障が生じる場合には、相当の部分につき審査し利用に供するととも

に、残りの部分については相当の期間内に審査し利用に供する。この場合、審査

できない理由及び期間を申込者に通知する。 

ⅳ）要審査文書の積極的な審査に取り組むとともに、時の経過を踏まえて、非公開

区分の文書の区分見直しを適切に行う。 

ⅴ）国民のニーズ等を踏まえ魅力ある質の高い常設展・特別展等を年３回以上実施

する。企画内容などについて専門家等からの意見を聴きつつ、展示会の魅力の向

上を図る。分館においても常設展・企画展等を実施する。 

ⅵ）歴史公文書等を広く一般の利用に供するため、インターネットを通じ所蔵資料

を検索し、デジタル画像を閲覧できるデジタルアーカイブの新システムの運用を

平成 22 年度から開始する。 

画像については、既存のマイクロフィルム等から約１３０万コマをデジタル

化し、これまでに提供してきた約４７０万コマと合わせて、計約６００万コマの

デジタル画像をインターネットで公開する。 

大判又は原本保護のため閲覧に供されていない重要文化財、その他貴重な資

料である絵図等については、既存のポジフィルム及び新たに撮影するものから約

３００点をデジタル化し、これまでに提供してきた約１１７０点と合わせて、計

約１４７０点のカラーデジタル画像をインターネットで公開する。 

ⅶ）館の保存する歴史公文書等について、広く国民の理解を深める一環として、他

の機関からの学術研究、社会教育等の公共的目的を持つ行事等に出展するための
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貸出申込みに対しては、その適切な取扱いに配慮しつつ積極的な貸出を行う。 

   貸出審査については、貸出機関等からの申請書類整備後速やかに審査を行い、

30 日以内に貸出決定を行う。 

ⅷ）館の保存する歴史公文書等をより幅広く一般の利用に供するため、利用者の動

向やニーズを積極的に把握するとともに、その結果を適切に業務に反映させる。

また、各種見学の受入れ等利用者層の拡大に向けた取組を行う 

  ⅸ）年間開館日数について見直しの検討に着手する。 

ⅹ）つくば分館利用者の利便性向上のための方策について検討する。 

XI）ホームページの充実、広報誌の刊行その他の方法を活用し、国立公文書館の

活動内容や所蔵資料、館の業務の意義等について積極的に広報することなどによ

り、国民の公文書館に対する理解や関心を高める。また、館の保存する歴史公文

書等やこれに関する情報が諸外国においても利用されるよう、積極的な情報発信

等を行う。 

 

④地方公共団体、関係機関等との連携協力のための適切な措置 

ⅰ）地方公共団体が行う研修会等に館職員を講師や委員等として派遣する等、公文

書館の運営に関する技術上の指導又は助言を行う。 

  また、全国の公文書館等のデジタルアーカイブ化推進に資するため作成した標

準仕様書について、普及・啓発を図るため、全国の公文書館等へ説明等を行う。

併せて、所在情報を一体的に提供する仕組みの構築に向けた意見交換を実施する。 

ⅱ）全国公文書館長会議やアーカイブズ関係機関協議会、歴史公文書等所在情報ネ

ットワーク検討連絡会議等を通じて、歴史公文書等の保存及び利用の推進のため

情報共有や技術的協力等の連携協力を図る。 

ⅲ）国の関係機関の保存する歴史公文書等の所在情報を一体的に提供するため運用

している「歴史公文書探究サイト「ぶん蔵」」について、利用者の利便性を高め

るため、内容等の一層の充実に努める。 

 

⑤国際的な公文書館活動への参加・貢献 

ⅰ）国際的な公文書館活動への積極的貢献 

館が国際社会における我が国の地位にふさわしい形でその役割を果たすため、

国際公文書館会議（ＩＣＡ）の活動を中心に、積極的な貢献を行う。また、ＩＣ

Ａが主唱して設けられた「国際アーカイブズの日」（６月９日）について、日本

国内への広報普及に努める。 

ＩＣＡ東アジア地域支部（ＥＡＳＴＩＣＡ）総会及びセミナーの平成 23 年度

日本開催に向けて準備検討を行う。 

ⅱ）国際会議等への参加 
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平成 22 年９月にオスロ（ノルウェー）で開催予定の第 42 回国際公文書館円

卓会議に参加し、諸外国と日本の公文書館との交流を図る。 

また、６月にソウル（韓国）で開催予定のＥＡＳＴＩＣＡ理事会及びセミナ

ーにおいて、我が国の実情を紹介するとともに、参加各公文書館関係者との交流

を深める。その他公文書館活動に関連する国際会議等に積極的に参加し、国際交

流・協力を推進する。 

ⅲ）外国の公文書館との交流推進 

アジア地域の公文書館と一層緊密な関係を築くため、今後とも交流を深める。 

また、諸外国の公文書館等からの相互協力、訪問・研修受入れ等の要請に積

極的に対応する。 

ⅳ）外国の公文書館に関する情報の収集と館情報の海外発信 

館の充実に資するため、先進的な外国の公文書館等への視察、情報の交換、

資料交換等を通じ、外国の公文書館及び公文書館制度等に関する情報の収集及び

蓄積を行う。また、６月に韓国で開催されるアーカイブズエキスポに出展協力す

るとともに、国際会議における発表等を通じて、館に関する情報の海外発信に努

める。 

 

⑥ 調査研究 

ⅰ）電子公文書の長期保存等に関する国際動向や技術動向に関し調査を行い、その

成果を適宜公表する。 

また、その成果については、平成23年度から開始する電子公文書の受入れ、保

存等に、可能なものから随時活用を図ることとする。 

ⅱ）歴史公文書等の保存及び修復に関して、保存環境の在り方、資料の状態、利用

頻度等に応じた修復技術等について調査研究を行い、その成果を適宜公表する。 

ⅲ）館の保存する歴史公文書等の内容等について計画的な調査研究を行い、館の専

門的なレファレンス能力の向上につなげるとともに、その成果を研究紀要「北の

丸」に掲載し、併せて各種広報誌及びホームページ等でも積極的に公表し、利用

者の利便性向上に資する。 

 

(4) 研修の実施その他の人材の養成に関する措置 

ⅰ）国の機関、地方公共団体等の文書の保存利用機関の職員を対象として、以下の

とおり体系的な研修を実施する。また、年間延べ受講者は約１５０名程度とする。 

ア 保存利用機関等の職員を対象とした研修 

・公文書館法（昭和62 年法律第115 号）の趣旨の徹底並びに歴史公文書等の保

存及び利用に関する基本的な事項の習得 

・ 公文書館法第４条第２項に定める専門職員として必要な専門的知識の習得 
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・ 歴史公文書等の保存及び利用に関し、特定のテーマに関する共同研究等を通

じての実務上の問題点等の解決方策の習得 

イ 国の文書管理担当者等を対象とした研修 

・現用文書の管理の徹底、移管及び公開等に関する理解の深化、歴史公文書等の

管理に関する基本的事項の習得 

・公文書管理法の理解及びつくば分館における各府省庁等の公文書等の受入れ及

び保存の現況の見学 

ⅱ）公文書管理法施行後、行政機関及び独立行政法人等の職員に対し、公文書管理

の重要性に関する意識啓発や、歴史公文書等の適切な保存及び移管を確保するた

めに必要な知識及び技能を習得させ、及び向上させるための体系的かつ計画的な

研修を実施する。 

ⅲ) 専門職員（アーキビスト）養成の強化方策を検討する。 

  高等教育機関と連携した研修を実施するとともに、高等教育機関等から実習生

を受け入れるインターンシップの導入に向けた検討を行う。 

ⅳ）上記ⅰ）からⅲ）までについては、「公文書館制度を支える人材養成のための

ＰＴ」において検討を行い、結果を業務に反映させる。 

ⅴ）国、地方公共団体その他外部の機関において行われる研修に対し、講師派遣等

の支援を行う。 

 

(5) アジア歴史資料のデータベースの構築及び情報提供 

平成２４年度に約 3000 万画像を整備することを目標とし、計画達成に向けて事

業を展開するとともに、前年度に引き続き公開済みデータを遡及して点検し、デ

ータベースの精度改善を図る。 

また、アジア歴史資料センター（以下「アジ歴」という。）の情報提供サービ

スを効率良く内外に周知するため、効果的な広報の調査研究を実施し、それに基

づく適切な広報を行う。 

さらに利用者の利便性向上のため、次期システムを念頭に継続してシステムの

見直しを行い、使いやすいデータベース構築を目指す。 

学生等を中心とする広範な利用者層のニーズに応えるため、「アジ歴トピック

ス」等のコンテンツの一層の拡充を図る。また、内外類縁機関とのネットワーク

を拡充・強化していく。 

 

① アジア歴史資料データベースの構築 

ⅰ）データベース構築計画に基づき、国立公文書館については平成２２年度に外

務省外交史料館及び防衛省防衛研究所については平成２１年度にデジタル化

された資料の提供を受けるとともに、提供時期の前倒しを引き続き促してい

6 
 



く。 

ⅱ）上記３機関から提供された資料の画像変換や目録作成等のデータベース構築

作業の効率化を図り、平成２１年度の受入れ分計２５３万画像の１年以内の公

開を実施する。平成２２年度の受入れ予定数約２５１万画像についても、受入

れから１年以内の公開を目指し、作業を進める。 

これらにより平成２２年度には公開資料累計約２２４６万画像に達するこ

とを目標とする。 

ⅲ）件名データを自動的に英訳するシステムの構築に取り組む。また、前年度

に引き続きデータの正確性を向上させるため、既公開データ遡及点検を重点

的に実施する。 

 

② アジア歴史資料センターの利活用の推進 

ⅰ)アジア歴史資料センターの広報 

ア 広報展開について、アジ歴が保有する歴史的資料を活用する利用者を拡大す

るため、効果的な広報手段を調査し、結果を広報活動に活かす。 

イ その他利活用者拡大措置として特にメディア対策、ホームページでの動画の

活用及び一般広報資料、啓発宣伝用品の作成・配布などを多角的に組み合わせ

て展開する。 

ウ アジ歴サイト上の既存の特別展を充実・強化する（英語版作成を含む。）と

ともに、新たな特別展・特集の立ち上げも検討する。 

エ 引き続き、国内外の高校、大学等教育・研究機関や、文書館、図書館、関係

会議などの場で、セミナー、デモンストレーション等を行う。 

  ⅱ) 利用者の利便性向上のための諸方策 

ア 利用者の利便性を向上させるため、ホームページの改善を図るとともに、平

成２２年度も引き続き国内外の類縁機関との交流を深め、リンク網の拡充など

連携を強化する。 

イ 過去３年にわたり実施した国内の機関が保有するアジア歴史資料の内容、所

在の調査について、分析、検討を行い、関係機関との連携強化を模索する。海

外のアジア歴史資料所蔵機関との連絡を更に図り、連携強化を模索する。 

 

ウ インターネットを通じたモニター制度等により利用者の動向、ニーズ等を引

き続き把握し、その分析を行うとともに、システムの一層の改善と利便性の向

上を図っていく。 

ⅲ）学生等を中心とする青少年等のニーズを踏まえたコンテンツの一層の拡充を

行う。 
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③ データベース構築の在り方についての検討 

 平成２４年度以降のデータベース構築の在り方について検討に着手する。 

 

２ 業務運営の効率化に関する目標を達成するため取るべき措置 

 

(1)  既存の事務及び事業について、従来の業務フローや事務処理手順を洗い出し、

外部委託や賃金職員の活用等による一層の効率化、合理化の視点を入れ、無駄がな

いか徹底的な見直しを行う。 

  

(2) 中期計画を踏まえ、一般管理費（人件費を除く。）及び事業費の総額（新規に追

加又は拡充されるものを除く。）の削減を図るため、事務処理の効率化とより一層

の経費の削減を図る。 

 

(3) 簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律（平成 18 年

法律第 47 号）に基づき、今年度中に常勤職員２名の削減を行う。 

 

(4) 国家公務員の給与構造改革を踏まえ、特定独立行政法人として、国に準じた給与

の見直しに取り組むことにより、平成 22 年度を目標とした給与の対国家公務員指

数（年齢勘案 110.9，年齢・地域・学歴勘案 97.0 以内）の達成を目指す。また、

その結果は、館ホームページにおいて公表する。 

 

(5) 平成 19 年 12 月に策定した「随意契約見直し計画」を着実に実施するとともに、

「独立行政法人の契約状況の点検・見直しについて」（平成 21 年 11 月 17 日閣議決

定）に基づき競争性のない随意契約の見直しを更に徹底し、一般競争入札等（競争

入札及び企画競争・公募をいい、競争性のない随意契約は含まない。）についても

真に競争性が確保されているか点検・検証することにより、契約の適正化を推進す

る。 

 

（6）「国立公文書館デジタルアーカイブに関する業務・システム最適化計画」（平成

18 年 11 月 15 日）を実施するため、最適化工程表に基づき、デジタルアーカイブの

運用等を行うとともに、「業務・システム最適化指針（ガイドライン）」に従い、最

適化実施状況報告書及び最適化実施評価報告書を作成し、公表する。 

また、「アジア歴史資料センター資料提供システムに関する業務・システム最適

化計画」 (平成 18 年 11 月 15 日)等に基づき、最適化実施状況報告書及び最適化実

施評価報告書を作成し、公表する。 

さらに、次期システムの要件定義書等を作成するとともに、設計・開発のための
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準備を実施する。 

 

３ 予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画 

  別紙のとおり。 

 

４ 短期借入金の限度額 

  短期借入金の限度額は、１億円とし、運営費交付金の資金の出入に時間差が生じた

場合、不測の事態が生じた場合等に充てるために用いるものとする。 

 

５ 重要な財産の処分等に関する計画 

  その見込みはない。 

 

６ 剰余金の使途 

  剰余金は、デジタルアーカイブ化の推進並びにアジア歴史資料のデータベースの

構築及び情報提供に係る業務に充てるものとする。 

 

７ その他内閣府令で定める業務運営に関する事項 

 (1)施設・設備に関する計画    

平成22年度に取得・整備する施設・設備は次のとおりである。 

施設・設備の内容 予定額 

（百万円） 

財源 

本館耐震補強工事 １２３ 施設整備費補助金 

 

(2) 人事に関する計画 

①方針 

公文書管理法及び国立公文書館法に基づく館の機能強化、果たすべき役割の

拡大及び業務の多様化に対処するため、適正な人員配置を行い必要な体制整備

に取り組む。 

また、公文書専門員については、採用時研修を始め、館及びその他機関が実

施する研修等に積極的に参加させるとともに、ＯＪＴなどにより公文書に関す

る専門職員としての人材育成を進める。 

さらに、館及び関係省庁や民間などにおいて実施する研修等に職員を積極的

に参加させ、資質の向上を図る。 

 

②人事に関する指標 
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平成 22 年度末の常勤職員数は、年度当初の２名減とする。 
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   （参考） 

年度当初の常勤職員数 41 人 

年度末の常勤職員数  39 人 

 

(3)  中期目標期間を超える債務負担 

   中期目標期間中の館業務を効率的に実施するために締結した契約について、中期

目標期間を超える債務を負担する。 



(国立公文書館） （単位：百万円）

収　　  入

　 運営費交付金 2,220

   事業収入 4

   事業外収入 1

   施設整備費補助金 123

   計 2,348

支　　  出

   公文書等保存利用経費 1,042

   アジア歴史資料情報提供事業費 382

   一般管理費 334

   人件費 467

   施設整備費 123

   計 2,348

（注）四捨五入の関係で、合計等は必ずしも一致しない。

　[人件費の見積り]

　　　２２年度４１６百万円を支出する。

　　　但し、上記の額は、役員報酬（非常勤役員給与を除く。）並びに職員基本給、

　　　職員諸手当及び超過勤務手当に相当する範囲の費用である。

区　　　　　　　　　別 金　　　　　　　　　額

平  成  ２  ２  事  業  年  度

年  度  計  画  予  算
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(国立公文書館） （単位：百万円）

費用の部 2,242

   経常費用 2,222

   　 公文書等保存利用経費 1,026

      アジア歴史資料情報提供事業費 379

      一般管理費 333

      人件費 467

      減価償却費 17

   財務費用 20

   臨時損失 －

　

収益の部 2,242

　 運営費交付金収益 2,220

　 事業収入 4

　 事業外収入 1

　 資産見返負債戻入 17

　 臨時利益 －

純利益 0

目的積立金取崩額 －

総利益 0

（注）四捨五入の関係で、合計等は必ずしも一致しない。

区　　　　　　　　　別 金　　　　　　　　　額

平  成  ２  ２  事  業  年  度

収     支     計     画
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(国立公文書館） （単位：百万円）

資金支出 2,348

　 業務活動による支出 2,054

　 投資活動による支出 123

　 財務活動による支出 171

　 次期中期目標の期間への繰越金 0

資金収入 2,348

　 業務活動による収入 2,225

　　　運営費交付金による収入 2,220

　　　事業収入 4

　　　事業外収入 1

　 投資活動による収入

　　　施設整備費補助金による収入 123

　 財務活動による収入 －

　 前期中期目標の期間よりの繰越金 0

（注）四捨五入の関係で、合計等は必ずしも一致しない。

区　　　　　　　　　別 金　　　　　　　　　額

平  成  ２  ２ 事  業  年  度

資     金     計     画
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